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未曽有の災禍の中、会員の皆様はお元気

でお過ごしでしょうか。今回のウイルスとの

戦いは、当初の予想よりかなり長いものと

なっております。その過程で、感染症分野

の研究や専門の医療機関の不足などの課題

だけでなく、「自分だけよければいい」とい

う自己中心性のもたらす悲劇、危機管理意

識の甘さ、協力体制の脆弱性など、我々の

生きる社会の様々な弱点が露呈しています。

また、益々、人間一人ひとりの良心が問わ

れる時代になったという気がしております。

この新型コロナウイルスの感染拡大の影

響を受け、2020年６月に静岡県の常葉大学

で開催予定だった研究発表大会は、やむを

得ず中止としました。すでに発表の応募をい

ただいておりましたので、審査を経て発表

が許可された予稿につきましては学会ホー

ムページに掲載いたしました。

これら掲載された予稿のうち14本、そし

てCFP（Call for Paper）の７本が学会誌に

投稿されました。審査の結果、論文につい

ては、予稿からの７本とCFPからの１本が掲

載されることとなりました。また、予稿か

ら３本、CFPの１本が研究ノートとして、そ

して、予稿から１本、CFPから２本が論説と

して掲載され、合計で15本が本28号にて発

表されることとなりました。

本号へ投稿されたすべての方々の論文ご

日本経営倫理学会
会　長　潜　道　文　子

執筆のご努力に敬意を表すると同時に、研

究発表大会の開催準備をしてくださいまし

た、文　載皓研究発表委員会委員長はじめ

同委員会委員の方々、村山元理論文審査・

学会誌編集委員会委員長および同委員会委

員の皆様、そして査読をご担当くださった

先生方の多大なご貢献に深く感謝申し上げ

ます。

次回の研究発表大会は、学会ホームペー

ジでご案内の通り、2021年６月19日（土）～

20日（日）に、常葉大学が開催校でオンライ

ン開催されます（統一論題は「ニューノー

マル時代における経営倫理」）。多くの方々

のご参加をお願いすると同時に、大会で発

表をされた方々は、是非、学会誌へのご投

稿もお願い申し上げます。

学会は、個々の研究者が学びあい、刺激

しあって、一人ひとりの研究を進化させる

場だと考えます。その意味で、投稿を通じ

て、査読にご協力いただく先生方のコメン

トや評価に触れることは大きな価値がある

と思われます。日頃のご研究や学会の部会

などでの活動の成果を、学会誌への投稿と

いう形でご報告いただければと存じます。

どうぞよろしくお願い申し上げます。　　

まだまだ先を見通すことの難しい状況で

はありますが、ご自愛のほど、心よりお祈

り申し上げます。

日本経営倫理学会誌 第28号の発刊によせて
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横浜国立大学経営学部 専任講師 石　田　満　恵
Yokohama National University, College of Business Administration, Assistant Professor Mitsue Ishida

ABSTRACT
In a world undergoing rapid change, a Strategic Alliance is getting important for a 
company to gain competitive advantage. Some previous researches mention about 
importance of understanding about “Alliance Manager”, however, only few studies that 
have been done and it has still limited. Also, the research about “Alliance Manager” for 
CSV（Creating Shared Value）is under the same situation.
This article has the goal to find what a role of “Alliance Manager” is. This article 
explores a hypothesis about the role/feature of “Alliance Manager” aimed at sustainable 
CSV by comparing among 4 Alliance case studies.

キーワード
CSV（Creating Shared Value）、アライアンスマネージャー、サーバント型リーダーシップ、
ガバナンス

創造し、その結果、経済的価値が創造されると
いうアプローチ」（2011, p.64）として、2011
年、Porter and Kramerによって提唱された概
念である。

本稿の目的は、CSVアライアンスにおいて、
組織と組織を繋ぐ役割を担うアライアンスマ
ネージャーの具体的な役割を導き出す事であ
る。本稿がこの目的を設定するのは、次の二つ
の理由に基づいている。第一に、2015年に国連
で採択されたSDGs（Sustainable Development 
Goals：持続可能な開発目標）において、持続

１．はじめに
自社単独ではなく、他の企業・NPO・行政

等の多様な組織と協力し、社会的課題を解決す
べく取り組みを行っている企業がある。本稿で
はこうした企業、NPO、大学、行政等の組織
が協働し、社会的課題の解決を図りながら、同
時に経済的価値を創出し、自らの競争力を高
める事を目的とするアライアンスのあり方を
CSV（Creating Shared Value）アライアンスと
呼ぶ（石田：2020）。CSVは、「企業は、社会
のニーズや問題に取り組むことで社会的価値を

アライアンスマネージャーの役割
―  CSVアライアンスにおける対境担当者に関する考察  ―

A Role of Alliance Manager
－A Consideration about Alliance Manager for Creating Shared Value－
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可能性の課題に対して企業がパートナーシッ
プ、すなわちアライアンスを持って取り組む
事が益々重要になっており、そのマネジメン
トの在り方が言及されている為である（GRI et 
al.：2016）。第二に、社会的課題の多様化や、
複雑化に伴い、他の企業・NPO・行政等の多
様なセクターと協力し、CSV活動に取り組む
事が企業に求められており、それと比例する形
でCSVアライアンスの形成段階の研究は増え
つつあるが、形成後、CSVアライアンスを持
続させ成功に導くために、組織と組織を繋ぐ役
割を担う担当者が、具体的にいかなる役割を果
たしているのか、その研究についてはほとんど
存在しない為である（Jamali et al：2011、大
倉：2014）。従って、本稿では、新たなアライ
アンス理論展開の可能性を探るべく、Research 
Questionを「持続性のあるCSVアライアンスに
おけるアライアンスマネージャーの役割」と設
定し、CSVアライアンスを成功に導く為に必要
なアライアンスマネージャーの役割について考
察を試みる。

本稿の構成は次の通りである。第２節では
先行研究の整理を行い、次いで第３節では、分
析の枠組みと対象・方法を提示する。第４節で
は、本稿が対象とした事例について記述し、第
５節では、用いた事例を基に分析・考察を行
い、仮説を提示し、第６節で残された課題等
について議論する。尚、本稿におけるアライ
アンスマネージャーの定義は、「二つ以上の異
なる組織の間で境界を超えてそれらを結びつ
ける役割を果たすマネージャー」（Aldrich and 
Herker：1977、日本語訳、若林：2001、p.3）
とする。

２．先行研究
企業間アライアンスの重要度は益々高まっ

ているが、アライアンスが成功する確率はせ

いぜい50%程度である等、アライアンスの成功
率は低いと指摘する先行研究が多く見られる

（Harrigan：1988、Ernst et al：2005）。CSVを
目的とするアライアンスでも同様の傾向にあ
り、企業がNPO/NGOや政府/行政といった価
値・規範・文化が異なる組織と協力してフィラ
ンソロフィー活動を進めていく事の難易度が
ある事（谷本：2004）、企業とNPOの間には緊
張関係が存在する事（Crutchfield et al.：2007）
等、多くの先行研究においてCSVアライアン
スの難しさとリスクが指摘されている。

潜在的な利益が大きいにも関わらずアライ
アンスの成功率が低い理由として、Smith and 
Barkley（1997）は、企業はアライアンスを展
開する必要性を認めるものの、一度実行される
と、これらの関係の管理・維持方法を十分に理
解していない、とその無計画さを指摘してい
る。また、時間が経つにつれ、提携相手とコン
フリクトが起こり得る（崔：2007）等、組織
内外との間で発生する様々なコンフリクト問題
が絶えない（小原：2017）と指摘されている
ように、安定し持続性のあるアライアンス関係
を実現する事は容易ではない。

まず、アライアンスの成功の定義について
検討を行う必要がある。Shenkar and Reuer 

（2006）は、アライアンスのパフォーマンスの
計測方法を表す中で、芳しくない財務結果と戦
略的目標の達成具合は、アライアンスの早い終
了に繋がるとし、逆に良い財務結果と戦略的達
成度は、アライアンスの安定と長期的アライア
ンスを導くと述べ、アライアンスの期間と財務
結果、戦略的目標の達成の間には関係性がある
と指摘している。また、Chi and Soldi（2011）
は、戦略的アライアンスを評価するガイドライ
ンを作成し、アライアンスの成功とアライアン
ス期間の間には、相関関係があると結論してい
る。このように、アライアンスの成功の定義
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を、ビジネスパフォーマンスへの好影響と位置
付けた場合、ある一定期間に渡るアライアンス
の持続性は、アライアンスの成功に必要な要素
であることが示唆される（石田：2020）。

コンフリクト問題が絶えないと言われる
アライアンス関係において、アライアンスメ
ンバー間で協力し合い、持続性を持って最大
の効果を目指す為にも、アライアンスのガ
バナンスについて検討を行う必要がある。
Judge and Dooley（2006）は、“Mutual Equity 
Investment”、“Contractual Safeguards”、“Partner 
Trustworthiness” の３つにアライアンスのガバ
ナンスを分類し、実証研究を通じて、パート
ナーに対する信頼レベルの高さを示す “Partner 
Trustworthiness” が、アライアンスにおける機
会主義的行動を抑制する上で、最も効果がある
と指摘している。

また、安田（2016a）は、この３分類を資本
的ガバナンス、契約的ガバナンス、関係的ガバ
ナンスと呼び、環境変化が大きく不確実性が高
い状況下において良好な成果を得る上で、柔軟
性のある関係的ガバナンスが重要であると位置
付けている。関係的ガバナンスは構築に時間が
掛かるものの、信頼関係は時間と共に蓄積さ
れ、アライアンス関係を継続する事によって強
固さを増す点について言及しており、しかし同
時に、相手に対する信頼が崩れれば、それぞ
れが自らの利益を優先するようになることか
ら、関係的ガバナンスの強制力には限界がある
点も指摘している（安田、2016b）。

アライアンスを成功に導くためのマネジメ
ント体制をまとめた研究としては、Yoshino 
and Rangan（1995）が、アライアンスを上手
に活用している企業は、そのマネジメントを特
定のマネージャーに任せている、と指摘して
いる。また、Spekman et al.（1998）が、表１
の通り「ライフサイクル別アライアンスマネー

ジャーの役割」を表し、アライアンスマネー
ジャーの役割を理解する事は、アライアンスマ
ネジメントプロセスにとって重要であるが、現
状としてはアライアンスマネージャーに対する
注目が少なすぎている、と指摘している。大滝

（2002）は、アライアンスの成功は優れたマネ
ジメントと自社内の統合力、すなわち個人的に
適切な素養をもつマネージャーと、優れた組織
的特性をもつ企業によって実行された時、成
功の可能性が高くなると言及している。山倉

（2007）も、パートナー間の相互信頼の形成、
コンフリクトの解決などを考えると、アライア
ンスマネージャーに注目しなければならないと
指摘している。

CSVを目的とするアライアンスにおいても
同様に、アライアンスマネージャーに関する研
究の蓄積が少ない事が指摘されている。Jamali 
et al.（2011）は、CSVアライアンスを成功に
導くために、組織と組織を繋ぐ役割を担う担当
者が、具体的にいかなる役割を果たしているの
かといった研究はほとんどなされていない、と
言及している。また、大倉（2014）も、先行
研究の多くが、CSVアライアンスが発展してい
くダイナミックなプロセスをあまり考慮してお
らず、成功要因や阻害要因の列挙という静的な
分析に留まっているという点や、CSVアライア
ンスを計画したり、パートナーとなる組織と交
渉を行う等の実際にアライアンスを管理運営し
ていくアライアンスマネージャーの役割につい
て、十分な考察が行われていない、と指摘して
いる。

このように、アライアンス研究を進めるに
あたり、形成段階のみに焦点を限定するのでは
なく、アライアンスのプロセスを理解し、アラ
イアンスマネージャーの役割がどのように変化
していくのかについて考えていく事が求められ
ている。特に、企業が、NPOや行政といった
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ライアンスマネージャーの役割を調査するプ
ロセスが構造化されていない等の背景から、
Eisenhardt（1989）のアプローチを用いた事例
研究を行い、仮説探索を試みる。事例研究は、
経営学のさまざまな領域において活用されてき
たが、Eisenhardtの事例研究は仮説探索型であ
り、既存文献や実証的な証拠に依存しない状況
下において、理論構築を行う上で適した方法で
ある（横澤等、2013）。

本稿では、持続性のあるCSVアライアンス
事例を比較分析し、共通点や相違点を見つけ
出すものとする。取り上げる事例としては、
2019年10月１日現在最新版である、CSR企業
総覧2019年度版（東洋経済新報社）に掲載さ
れている企業（1,501社）が含まれるアライア
ンスを対象とする。うち、一過性ではなく、
持続性を持って積極的にCSR並びにCSV活動
を行っている企業を対象とする為にも、CSR
企業ランキング　総合ランキング（東洋経済
新報社）において、2015年から2019年の５年
間、連続して上位10％以内にランクインし（う
ち103社）、かつCSR企業総覧2019年度版（東
洋経済新報社）において、「活動のマテリアリ
ティ設定」、「ステークホルダー・エンゲージメ
ント」、「NPO・NGO連携」、「CSR調達の実施」
の項目が全て該当する企業が含まれたアライア

価値・規範・文化が異なる組織と、CSVアラ
イアンスを円滑に進めていく上で、組織間のコ
ミュニケーションの担い手となるアライアンス
マネージャーの役割を理解する事は、アライア
ンスの成功を考える上で重要性が高い。

３．分析のデザイン
３．１．分析の枠組み　

本稿のResearch Questionである、「持続性
のあるCSVアライアンスにおけるアライア
ンスマネージャーの役割」を導き出す為に、
Spekman et al.（1998）が、通常のアライアン
スにおけるアライアンスマネージャーの役割と
して表した、「ライフサイクル別アライアンス
マネージャーの役割」を用いて分析を行う事と
する。先述の通り、アライアンスの持続性はア
ライアンスの成功、すなわち良い財務結果と戦
略的達成度を表す一つの指標になる可能性があ
る事からも、本稿では、持続性の視点からアラ
イアンスマネージャーの役割を読み解くにあた
り、アライアンスライフサイクルの７ステージ
のうち、「安定化」ステージに焦点を当て、そ
の役割を解明していく事とする。

３．２．方法と対象
これまでに、CSVアライアンスにおけるア

表１：ライフサイクル別アライアンスマネージャーの役割

予測 エンゲージ
メント 査定 コーディ

ネーション 投資 安定化 決定

ライフサイクルステー
ジの特徴

アライアンス
前のニーズや
モチベーショ
ンの出現

高 い エ ネ ル
ギー、補完性、
調和、戦略的
な可能性

ファイナンシャ
ル、ビジネス
ケ ース 分 析、
内部調整

オペレーショ
ナルフォーカ
ス、タスク説
明、分業、同
時進行

難しい 選 択、
コミット、 リ
ソースの配分、
スコープの拡
張

強 い 相 互 依
存、維持、関
連する価値と
貢献の評価

現在、どの過
程か？

キービジネスアクティ
ビティ

パ ー ト ナ ー
調査

パ ー ト ナ ー
特定

査定開始 コーディネー
ション

成長の拡大 調整 再評価

アライアンスマネー
ジャーの役割

ビジョン提示 戦略的
スポンサー

擁護、提唱、
唱道

ネットワーカー ファシリテー
ター

マネージャー 橋渡し役

出典：Spekman et al.,（1998, p.761）を筆者訳
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（富士ゼロックス：URL）
実働部隊の中心者であるアライアンスマ

ネージャーは、「地方創生」を目的とする商店
街活性化プロジェクトや、海外大学生が民泊を
通し、地域と触れ合う国際連携プログラム等
の活動を牽引する。そして、活動が軌道に乗っ
たところで現地実働部隊へと引き継ぎし、自身
は本社から遠隔でモニタリングを行う体制へ
と切り替える。現地実働部隊のメンバーの不
足するスキルを補ったり、トラブルや困った
事が発生した場合には、アライアンスマネー
ジャーを始めとする本社復興支援室で、メン
バーをサポートし解決にあたっている。復興支
援室室長の強いリーダーシップの下、本アライ
アンスはスタートしたが、そのリーダーと現
地実働部隊を仲介する、アライアンスマネー
ジャーの存在は重要性が高い。現場実働部隊や
地域住民の声に耳を傾け理解を図り、信頼を
得ていくアライアンスマネージャーの姿勢は、
Greenleaf（1977）が唱えている、サーバント
型リーダーシップを表すものであると言える。

また、アライアンスマネージャーを中心
に、アライアンスに関係するステークホル
ダー間で定期的に報告会を開催し、内外に向け
た経過報告や情報共有を行い、フィードバック
を得る流れを設け、ステークホルダーからの声
を集めるのと同時にガバナンス体制の強化にも
努めている。関わった地域の企業等から富士ゼ
ロックス製品を契約してもらえる等、一定の売
り上げがある事も富士ゼロックス本社側に評価
され、アライアンスを長期間に渡り持続させて
いくきっかけの一つになっている。社会的課題
の解決と経済的価値の創出は徐々に時間を掛け
て実現する位置付けとして、継続しながら結果
を出していく方向である。そして、「変革」の
意識を重んじる富士ゼロックスとして、アライ
アンス関係の惰性化の打開を図り、常に「新し

ンスを選定する（うち100社）。さらに、日本
の「CSR元年」と呼ばれる2003年以降に形成
され、一年以上継続している事例に絞り込みを
行い（うち18社（1））、インタビュー調査が実施
できた事例中（うち５社）、アライアンス専任
要員を持ってCSVアライアンスに対応してい
る４事例を対象とする（2）。

　

４．�CSVアライアンスを担うアライア
ンスマネージャーの事例

本節では、前提条件に該当する４つのCSV
アライアンス事例に関し、インタビュー調査や
文献から得た情報を用いて、アライアンスマ
ネージャーの役割に焦点を置き、記述を行う。

４．１．�富士ゼロックス、岩手県遠野市「みら
い創り」アライアンス事例

東日本大震災後の2011年10月、富士ゼロッ
クス株式会社（※以降、富士ゼロックスと表す）
の営業計画部に復興支援室（2019年現在は復
興推進室）が開設され、岩手県遠野市（※以降、
遠野市と表す）を始め、被災地へコピー機の貸
し出しや、ITソリューションを使用した遠隔医
療等のシステム整備が行われていた。ある会合
における遠野市市長と復興支援室室長の交流が
きっかけとなり、具体的なアライアンス活動が
行われる事となった（樋口・保井：2017）。ア
ライアンス活動を通し、市が抱える少子高齢化
や、街の活性化といった課題を目の当たりにす
る事となり、これらを解決する事を始め、地域
と企業が相互に新たな価値の創造を行っていく
事を目的として、2014年４月に協定書を交わ
し、「遠野みらい創りカレッジ」が設立される
運びとなった。その後、さらに２年間の活動を
経て、2016年４月には、より地域に根差した
運営母体となるために、「一般社団法人遠野み
らい創りカレッジ」としてNPO法人化された
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い取り組み」を心掛けている。この取り組みを
通して、地域コミュニティとのリレーションが
深まり、さらにアライアンス関係が「安定化」
していく、というサイクルが生まれている。

４．２．�味の素、NGO/NPO、大学「ガーナ栄養
改善プロジェクト」アライアンス事例

味の素グループは創業以来、食品やアミノ
酸についての膨大な知見を積み重ねてきた。
それら知見を開発途上国の深刻な栄養不足の
問題を解決するために活かせないだろうか、
という想いから、2009年、味の素グループ
創業100周年記念事業として、「ガーナ栄養
改善プロジェクト」が開始された（味の素ダ
イレクト：URL）。途上国で深刻な課題であ
る栄養不足は、子どもの身体や脳の発育な
どに様々な悪影響を及ぼす。味の素（3）は、生
後６カ月から24カ月の離乳期における栄養
不足の改善に注目し、NGOやガーナ大学等
とアライアンスを組み、ガーナの伝統的な
離乳食、発酵したコーンを基にしたペース
ト状の食べ物 “KoKo” に、アミノ酸と大豆な
どの栄養素を混ぜた専用の粉末サプリメント、
KoKo Plus（ココプラス）を開発した。価格は
日本円で１袋＝約10円と、貧しい家庭でも購
入できる単価にして、多くの乳児の栄養改善に
貢献することを目指している。

同時に、現地女性達の社会進出を後押しし
ており、女性達は男性スタッフと共に家庭を訪
問し、幼児の栄養改善の重要性を説きながら
KoKo Plusを紹介している。このように、味の
素は従来のビジネスと大きく異なる形で、数多
くのセクターと手を携え、そのアライアンス
効果によって口コミによる広告効果も見込ん
でおり、広告宣伝費を抑えることで貧困層で
も買える価格の維持を目指している（外務省：
2012）。

2017年４月、KoKo Plusプロジェクトが公益
財団法人味の素ファンデーションに移行され、
2018年９月からは国際NGOであるGHSと覚書
を締結し、栄養教育ツールの共同作成や、看護
師との連携が実現したが、それにあたってもア
ライアンスマネージャーの果たす役割は大き
い。味の素ファンデーションの中の３名が本ア
ライアンスに携わっており、うち１名がアライ
アンスマネージャーとして、ガーナでプロジェ
クトをリードしている。３名全員が社会的課題
の解決に強い関心と使命感を持ち、自らこのプ
ロジェクトに手を挙げて参加している。研究職
出身者が科学的知見に基づいた製品開発を行
い、KoKo Plusが乳幼児だけではなくマラリア
患者の貧血改善に繋がる点も訴求したり、母子
手帳の普及と合わせて看護師から母親への栄養
指導を織り交ぜる活動を展開する事で、看護師
700人とのネットワークを形成するきっかけと
なっていった。また、マーケティング部門出身
者は、ビジネス経験を活かしてKoko Plusを20
個買うとチェキで写真を撮影し、その写真を母
子手帳に貼るといったキャンペーンも展開する
等、各種NGOや現地企業、コミュニティ等と
も連携を広げ、強力に展開を進めている。

このように、事業部出身者と研究職出身者
がそれぞれの強みを活かし、KoKo Plusを現地
に浸透させ、ゆくゆくは現地の人々が援助に
頼らず自立して経営を行う事のできるよう、
KoKo Plusのプラットフォーム化を目指してい
る。ガーナでプロジェクトをリードしているア
ライアンスマネージャーは、縁の下の力持ちと
してこれら多様性のあるチームメンバーを支
え、地域コミュニティとも繋がりを深めてお
り、このサーバント型リーダーシップにより、
異なるバックグラウンドを持つチームメンバー
それぞれの強みを活かす事を実現している。ま
た、アライアンスマネージャーが音頭を取り、
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向上を目的とし、2017年、ベトナム教育訓練
省初等教育局と「楽器を用いたリコーダークラ
ブ活動の展開」に関する覚書を締結し、現地小
学校において教員等と対話を重ねながら、リ
コーダークラブ活動を展開している。

ベトナムの人口は年間100万人程度のペース
で増えており、アジアの中の大きな市場の一つ
になっている。このプロジェクトを通じ、ベト
ナムにおける音楽教育への貢献と同時に、将来
的な演奏人口の増加による楽器市場の拡大が期
待されている（ヤマハ：2018）。

中心となってプロジェクトをリードし、ア
ライアンスマネージャーの役割を担っているの
は先述のＡ氏である。これまでの営業活動にお
いては、売上を目的とし、短期的成果を求める
動きをする傾向にあったが、本プロジェクトに
おいては、経済的価値の創出と同時に社会的課
題の解決を目的とする事からも、短期的な成
果に走らず、中長期的に時間を掛けて浸透さ
せる事を心掛けている。プロジェクトの企画・
遂行、リレーションシップマネジメント等、営
業部門に所属している担当者だからこそ、アラ
イアンスメンバーに寄り添い、リレーション
シップマネジメントスキルを生かして、持続性
のある関係性を実現しているのである。また、
現地アライアンスメンバーを定期的に訪問する
等して情報共有を行い、円滑なコミュニケー
ション作りやガバナンス体制の強化にも務めて
いる。

４．４．�キリン、NGO、福島県「復興支援　キ
リン絆プロジェクト」アライアンス事例

2011年３月の東日本大震災により、キリン
株式会社（※以降、キリンと表す）の仙台工場
も大きな被害を受け、一度はその被害の甚大さ
に工場閉鎖の話が浮上したが、地域産業に根
付き、サプライチェーン体制を築いていた仙

４つの数値的目標を定め、定例会等でステータ
スを共有し、関係者全員で目標に向かって改善
活動を続ける等、ガバナンス体制の強化にも努
めている。

４．３．�ヤマハ、大学、ベトナム教育訓練省等
「スクールプロジェクト」アライアン
ス事例

2015年９月、駐在していたインドネシアか
ら帰国したヤマハ株式会社（※以降、ヤマハと
表す）楽器・音響営業本部Ａ氏は、文部科学省
が海外展開による日本の教育産業の振興と、教
育を通じた諸外国との信頼・協力関係の強化を
図る事を狙いとして、2016年度より日本独特
の学校教育の仕組みを、新興国に輸出する取
り組みを始めるとする新聞記事に目をとめた。
そこには、教育関連企業等とも連携して、『日
本型教育の海外展開官民協働プラットフォー
ム「現：日本型教育の海外展開推進事業（EDU-
Portニッポン）」』を設立し、その予算として
１億５千万円を計上する事が言及されていた。
ビジネスチャンスを感じたＡ氏は、文部科学
省の窓口にコンタクトを取り、2016年度、「ス
クールプロジェクト」の一環であるベトナムで
の「初等中等義務教育の音楽教科への器楽教育
導入及び定着化事業」が、文部科学省公認プロ
ジェクトに選定された。

時を同じくして2015年10月、日本音楽教育
学会の席上、横浜国立大学教育人間科学部教授
との出会いがあり、器楽教育効果の可視化につ
いて共同研究をスタートし、ベトナムにおける
小中学校の学習指導要領への器楽教育組み込み
の重要性を、両者でアライアンスを形成し、専
門性を持って訴求する形となった。ベトナムに
おける小中学校の学習指導要領には、楽器を用
いた教育が組み込まれておらず、授業で楽器に
触れる機会がない為、同国での音楽教育の質
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リーダー、すなわちアライアンスマネージャー
は、相手の懐に飛び込み、人々を繋ぐ場を設定
し、リレーションシップマネジメントを実施す
るスキルを持ち合わせている。問題意識を持つ
アライアンスマネージャーが、社内外の多様な
ステークホルダーを繋ぎ合わせ、アライアンス
を広げ、新たなチャンスを創る流れを起こして
いる。また、プロジェクトの進捗状況や課題等
を定期的に共有し合い、アライアンスのガバナ
ンスをコントロールする役割も担っている。

５．分析結果
先 述 の 通 り、Spekman et al.（1998） が 表

した「ライフサイクル別アライアンスマネー
ジャーの役割」を用いて、「安定化」ステージ
にフォーカスし、持続性のある４つのCSV事
例におけるアライアンスマネージャーの役割に
ついて分析を行う。

富士ゼロックス事例におけるアライアンス
マネージャーの役割としては、「サーバント型
リーダーシップにより、本社復興支援室長と現
場実働部隊を仲介しサポートする事」が挙げら
れる。

味の素事例におけるアライアンスマネー
ジャーの役割に関しては、「サーバント型リー
ダーシップを発揮し、事業部出身者と研究職出
身者のシナジー最大化を図る事」が挙げられる。

ヤマハ事例におけるアライアンスマネー
ジャーの役割に関しては、「問題意識を持ち、
営業活動で培ったスキルを生かし、ステークホ
ルダーを巻き込み、リレーションシップマネジ
メントを行う事」が挙げられる。

キリン事例におけるアライアンスマネー
ジャーの役割に関しては、「問題意識を持ち、
現場に飛び込み、営業活動で培ったスキルを生
かし、リレーションシップマネジメントを行う
事」が挙げられる。

台工場の再建と、被災地の復旧・復興を目的
とした、「キリン絆プロジェクト」が起ち上げ
られた。「キリン絆プロジェクト」の運営にあ
たっては、後にCSV戦略部絆づくり推進室と
なる、新たな組織が立ち上げられ、初代リー
ダーとして営業部出身者が着任し、アライアン
スマネージャーの役割を担った。バックグラウ
ンドの異なる部署から集まった従業員でチーム
は構成され、その中に復興支援のエキスパート
は一人もいない状態であったが、アライアンス
マネージャーを始めとするメンバーが被災地に
入り、被災地域の事業者、地域コミュニティと
の複数回に渡る直接対話を通し、何が課題で
あるか、課題を解決する為に何が必要か、と
いった点を洗い出していった。また、日本にお
ける社会貢献活動において、長年に渡り実績の
あるNGOとのアライアンスを通じ、支援方法
や社会的ニーズの理解を進めていった。

震災の影響による東京電力の福島第一原子
力発電所の重大事故により、福島県産の農作物
や水産物等、一次産業は出荷量が大幅に減少し
たが、福島と顧客を橋渡しする事を目的に、キ
リンは福島産の果物を用いた商品を企画・開
発し、2013年には福島産和梨を使った「キリ
ン氷結和梨」、2015年には「キリン氷結福島産
桃」を商品化し、全国に販売した。また、飲料
以外にも、キリンがマーケティングやブランド
化のサポートを行う等、福島県の事業者や地域
コミュニティとアライアンスを形成し、複数の
プロジェクトが展開されるに至った。このよう
な種々取り組みを通し、キリンと福島県は、
2017年７月、福島県の生産者が誇りを持って
作り上げてきた農産物・水産物を広く全国に伝
える「ふくしまプライド。」の発信と、福島県
産農林水産物の販路拡大を目的とした連携協定
の締結を行う運びとなった（キリン：2019）。

営業出身者である「キリン絆プロジェクト」
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築しながらアライアンスを進めているという意
味で、サーバント型リーダーシップの思考が
ベースにあることが示唆される。

Spekman et al.（1998）が表した「ライフ
サイクル別アライアンスマネージャーの役
割」に、持続性のあるCSVアライアンスにお
けるアライアンスマネージャーの役割等を追加
し、表２の通り表す。

アライアンスの「安定化」ステージにおい
て、アライアンスマネージャーのサーバント型
リーダーシップの下、ステークホルダーとの直
接対話を通じてニーズを把握し、信頼関係を構
築・醸成するといったように、関係的ガバナン
スが効力を発している事が示唆される。同時
に、アライアンスマネージャーがガバナンスコ
ントロールの役割を担う事で、アライアンス全
体で統制が取れ、アライアンス関係が安定した
状態となっている。そして、地域コミュニティ
を始めとするステークホルダーと信頼関係構築
後、現地政府・行政機関等との覚書締結（富士
ゼロックス、ヤマハ、キリン）や、国際NGO
との覚書締結、現地看護師との連携（味の素）
が行われている。例えば、富士ゼロックス事例
の場合、遠野市と協定締結を行い「遠野みらい

４つの事例ともに、CSVアライアンスに
おけるアライアンスマネージャーの役割とし
て、「社内外の多様なステークホルダーをサー
バント型リーダーシップで支え、リレーション
シップマネジメントを行っている事」が共通項
として挙げられる。また、アライアンスマネー
ジャーが、ガバナンスコントロールの役割を
担っている点も、全ての事例に共通する。キー
ビジネスアクティビティにおいては、「対話を
通じたステークホルダー・エンゲージメントに
よる信頼関係の構築と醸成」といった点が、全
ての事例において共通項として見出された（4）。

Finzel（2017）が、サーバント・リーダーと
は、「自分自身の豊かさより、自分が属してい
る集団やグループの善し悪しをより配慮し、そ
のために謙虚な姿勢で仕える人々」（p.142、同
日本語訳、朴、2018、p.26）と定義している通
り、４つの事例からは、アライアンスマネー
ジャーが、サーバント型リーダーシップを発揮
し、社内外に及ぶバックグラウンドの異なる
メンバーを繋ぎ、支えている点が確認された。
リレーションシップマネジメントの姿勢につい
ても、社内外のステークホルダーの声に耳を傾
け、課題やニーズを直接把握し、信頼関係を構

表２：CSVアライアンスにおけるライフサイクル別アライアンスマネージャーの役割
予測 エンゲージ

メント
査定 コーディ

ネーション
投資 安定化 決定

ライフサイクルステージの特徴 強い相互依存、維持、関連する価値と貢献
の評価、関係的ガバナンス・契約的ガバナ
ンス両者の効力の発揮（4 事例共通）

キービジネスアクティビティ ・調整、深化、包摂
・�対話を通じたステークホルダー・エンゲー

ジメント（4 事例共通）
アライアンスマネージャーの役割 ・マネージャー

・�サーバント型リーダーシップ（富士ゼロッ
クス、味の素）

・�リレーションシップマネジメント（ヤマ
ハ、キリン）

・ガバナンスコントロール（4 事例共通）
※斜体文字は、本アライアンス事例で見出された特徴を加筆したものである。
出典：Spekman et al.,（1998, p.761）を参考に筆者作成
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このように、CSVアライアンスの持続性
に対するアライアンスマネージャーの役割を
示した事は、アライアンス理論に対する独自
の貢献であると言える。また、アライアンス
マネージャーがこれら役割を担う事で、「安
定化」ステージにおける関係的ガバナンスが
強化され、さらに、現地政府・行政機関等と
の覚書締結を通じ、関係的ガバナンスと契約
的ガバナンス両者がアライアンス関係におい
て効力を発揮する点を見出した。このアライ
アンスガバナンス形態により、企業はサービ
ス提供先の地域コミュニティと、より深化・
包摂した活動を展開し、環境変化が大きく
不確実性が高い状況下にある場合においても、
CSVアライアンスの持続性を実現する事が期
待される。

「自分ごとに内発的動機を触発できる自治
体やコミュニティでは、首長も行政職員も、地
域のリーダーも、このサーバント・リーダー
シップが求められている。そして、よいサー
バント・リーダーとよいフォロアーを得たコ
ミュニティは、大きなソーシャルパワーを得る
事ができる」（玉村：2016、p.331）といったよ
うに、社会的課題解決を推進するにあたり、
リーダーにサーバント型リーダーシップが求め
られている点を指摘する研究がある。この研究
は、自治体やコミュニティにおけるリーダーと
いう位置付けで記されているが、社会的課題
の解決を目指す企業におけるリーダーにも、
サーバント型リーダーシップが求められる事が
示唆される。なぜなら、複雑化して不確実要素
の高い社会的課題に対処しつつ、経済的価値の
創出を行う、といったCSVのような事象をま
とめていくには、ステークホルダーの課題や
ニーズを理解し、寄り添い、支え、信頼を得
て、共に歩みを進めて行くリーダーシップの在
り方が求められると言えるからである。

創りカレッジ」を設立し、ステークホルダーと
のリレーションを深化させる取り組みを進めて
いる。また、キリンの事例では、福島県と連携
協定を締結し、専門性を持って福島産物のブラ
ンド化をサポートする活動を強化している。

このように、４つの持続性のあるCSVア
ライアンス事例においては、アライアンスマ
ネージャーが、「安定化」ステージにおいてサー
バント型リーダーシップを発揮して、縁の下の
力持ちとなりアライアンスを支え、また、ガバ
ナンスコントロールの役割を担う事で関係的ガ
バナンスが強化され、異種セクターに渡るス
テークホルダーに、その取り組みが受容され
て、アライアンス関係が安定することが確認さ
れた。さらに、企業とステークホルダーの間で
契約が締結される事で、契約的ガバナンスが発
揮され、アライアンス活動が進展する中、関係
的ガバナンスがさらに強固なものとなる様子が
見られた。この関係的ガバナンスと契約的ガバ
ナンス両者の効力を持って、サービス提供先の
地域コミュニティにおいて、より深化・包摂し
た活動の展開を目指す事が可能となり、結果と
して、持続性のあるCSVアライアンスの実現
へ繋がっていく事が示唆される。

６．おわりに
本稿では、「ライフサイクル別アライアンス

マネージャーの役割」（Spekman et al：1998）
を用いて、持続性のある４つのCSVアライア
ンス事例におけるアライアンスマネージャーの
役割を分析し、Research Questionである「持
続性のあるCSVアライアンスを担うアライア
ンスマネージャーの役割」について、①「社内
外の多様なステークホルダーをサーバント型
リーダーシップで支え、リレーションシップマ
ネジメントを行う」、②「ガバナンスコントロー
ルを担う」とする仮説を導き出した。
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Eisenhardt（1989）の仮説探索型アプロー
チに基づき、かつ先述の前提条件に該当
するものを本稿の対象事例としている。

（３）	� 2017年４月より本プロジェクトは公益
財団法人化し、味の素株式会社から味の
素ファンデーションに移管。

（４）	� 今回の選定条件外の事例ではあるが、長
期的目標を達成するまでに至らず、道半
ばで終了となったCSVアライアンスとし
て、マイクロソフトとポルトガル政府等
の「電子スクール計画支援」事例がある。
この事例において、アライアンスマネー
ジャーは存在していたことからも、CSV
アライアンスの成功を考える上で、アラ
イアンスマネージャーがどのような役割
を担うかが重要である事が窺える。詳し
い事は、先行研究（石田：2020）を参照
されたい。

本稿は環境対策推進財団研究助成金の研究
成果の一部である。
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宮城大学 事業構想学群 絹　村　信　俊
Miyagi University, School of Project Design Nobutoshi Kinumura

ABSTRACT
This study aims to define the features of career changers in a major manufacturing 
industry in Japan, through the study of their consciousness relating to management 
philosophy, organizational culture and organizational commitment.
To investigate these features, a questionnaire was conducted among the career 
changers, namely the office workers, in a major manufacturing industry in Japan.
The findings are: 1） the career changers have a relatively low consciousness to  support 
organizational culture at corporate-level and department-level; 2） the career changers 
have diverse consciousnesses relating to management philosophy; 3）the career 
changers have diverse consciousnesses relating to innovative organizational culture; 4） 
the career changers have diverse consciousnesses relating to affective commitment.

キーワード
大手製造業、転職経験者、経営理念、組織文化、組織コミットメント

がみられた（3）。これは、トヨタ自動車クラスの
大企業であっても、企業を取り巻く様々な要
因を鑑みると、終身雇用を維持するインセン
ティブが見当たらないというものである。この
トヨタ自動車の動きは、その他の製造業の企業
にまで影響を及ぼすことが推測される。つま
り、わが国製造業は、離職率が低く安定的な雇
用から、ある程度の離職率が保持され、流動的
な雇用へと変化することが予想される（4）。これ
により、わが国製造業に従事する労働人材の流
動化が進み、産業内だけでなく産業外からも転

Ⅰ　はじめに
わが国の基幹産業である自動車産業を始

め、製造業は、将来的にも厳しい経営状況が続
いていくと言われている（1）。この厳しい経営状
況が、従来であれば離職率が低く（2）、安定的な
雇用を維持することが可能であったわが国製造
業における雇用面からの変更を検討する機会に
なったのではないかと推測される。それを示す
事象の一部として、2019年５月13日の日本自
動車工業会の会長会見にて、「終身雇用を守っ
ていくのは難しい局面に入ってきた」との発言

わが国大手製造業に勤務する転職経験者の特徴に関する調査
： 経営理念・組織文化・組織コミットメントの観点からの考察

A Study of Career Changers in a Major Manufacturing Industry in Japan
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職経験者の受入れが増加するとも読み取れる。
つまり、「生産性向上のための外部人材導入（転
職経験者）時代」の到来が想像される。その一
方で、当面は、企業における転職経験者の受け
入れ態勢は、未整備の状態が続き、その後に遅
れて整っていくのではないだろうかとも推測さ
れる。それゆえに、転職経験者は増加するが、
企業に上手く定着することができないというミ
スマッチが起こるのではないだろうか。このミ
スマッチを引き起こす原因の一部として、転職
経験者が転職先企業への定着のために超えなけ
ればならない参入障壁が挙げられる。具体的に
は、経営理念の浸透によって醸成される強い組
織文化であり、この強い組織文化に順応した生
え抜き従業員が示す高い組織コミットメントで
ある。本研究では、生え抜き従業員には当然と
感じられる要素である「経営理念」「組織文化」

「組織コミットメント」に対して、転職経験者
はどのような反応を示すのか議論をしていくこ
ととする（5）。また、転職経験者を受け入れる企
業における重要な課題として、増加する転職経
験者を企業に上手く受入れ、定着させ、更には
活躍させる体制作りが必要不可欠である。その
ためには、上述したミスマッチの解消を心掛け
るべく、転職経験者の経営理念、組織文化、及
び組織コミットメントへの意識に関する知見を
増やすことが望まれる。

これらを踏まえて、本研究の目的は、わが
国大手製造業に勤務する転職経験者の特徴を経
営理念、組織文化、及び組織コミットメントへ
の意識の観点から明確にすることである。

本稿の構成は、以下の通りである。第２・３
章で本稿の背景と問題点に関する文献調査を行
い、理論的背景を整理する。第４章で調査概要
について示す。次に、第５・６章でアンケート
調査に関する結果と考察について示す。最後の
第７章で結論と今後の課題について提示する。

Ⅱ　本研究の分析尺度に関する研究
第Ⅰ章で示したように、企業の経営理念を

従業員に浸透させることによって、その企業独
自の強い組織文化の醸成が行われる。この強い
組織文化には他社での経験がない生え抜き従業
員の方が順応し易く、順応した結果生じる高い
組織コミットメントは、外部調達人材である転
職経験者にとっては、参入障壁になってしま
う。この経営理念、組織文化、及び組織コミッ
トメントの概念について、以下で先行研究を踏
まえたそれぞれの概念における測定尺度を示し
ていく。

１．経営理念の浸透に関する研究
本研究における経営理念の定義は、「社内外

に公表された、経営者及び組織体の、明確な信
念・価値観・行動規範（田中：2016, p.13）」で
ある。この経営理念は、瀬戸（2017）で指摘
されているように、組織変革に対する反発心を
抑えながら、企業に所属する従業員の一体化を
促す機能を持っている。このように企業経営に
おいて経営理念は、上手く活用することができ
れば、有用な概念であると言える。一方で、田
中（2016）で指摘されているように、オフィ
スの壁に経営理念を掲示する、その掲示した経
営理念を唱和する等の習慣を付けたとしても、
従業員一人一人にこの経営理念を根底から理解
させて、更には従業員一人一人に浸透させるの
は困難であると言われている。

この経営理念の浸透を促すための調査は多
数行われてきた。その調査の一部に、経営理念
を単独で捉えるのではなくて、隣接した概念で
ある組織文化との融合を踏まえて検討すべきで
あるという提言もなされている。それゆえに、
この経営理念の浸透について、組織文化との関
係から検討している調査もある（金井・松岡・
藤本：1997；松村：1999；瀬戸：2017）。本研
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究もこれら先行研究の流れ、かつ上述した本研
究の先行研究の意義に則り、経営理念は、組織
文化を構成する要素の一部として検討してい
く。

この経営理念への意識を測定する尺度とし
て本研究では以下の尺度を用いることとした。
具体的には、わが国企業を対象とした研究で多
く活用されている松岡（1997）で示された経
営理念の浸透レベルを援用して作成した測定尺
度を用いることとした。

２．組織文化に関する研究
本研究における組織文化の定義は、「組織構

成員によって共有された、価値、信念、規範の
セット（加護野：1997, p.4）」である。この組
織文化は、Schein（1985）で指摘されているよ
うに、企業に所属する従業員の不安を低減しつ
つ、企業の外部環境との適合を図り、企業の内
部環境を整える機能を持っている。

この組織文化には、 Deal and Kennedy （1982）、
Peters and Waterman（1982）が指摘する業績
が好調な企業には、その組織特自の強い組織文
化が存在すると言われている強い文化論とい
う理論がある。この強い文化論が示すように、
優良な企業には、その企業独自の強い組織文化
が存在し、それによって企業に所属する従業員
も影響を受けている。また、咲川（1998）を
始めとする研究で指摘されているように、この
組織文化には、企業全体の組織文化である全社
文化と企業の部門・地域拠点独自の組織文化で
ある組織下位文化が存在すると言われている。
これら二階層の組織文化が存在するが、従業員
とより密に接するであろう組織下位文化の方
が、従業員に対してより影響力が強いとの指摘
もなされている。

この組織文化への意識を測定する尺度とし
て本研究では以下の尺度を用いることとした。

具体的には、企業に所属する従業員個人を対象
とした組織文化に関する意識調査に適している
Wallach（1983）の組織文化インデックスを援
用して作成した測定尺度を用いることとした。
このWallach（1983）の組織文化インデックス
の特徴は、官僚的文化・革新的文化・支持的文
化と異なる概念の文化を分類できるところにあ
る。

３．組織コミットメントに関する研究
本研究における組織コミットメントの定義

は、「組織コミットメントは、組織と従業員と
の関係における特徴、及び組織とのメンバー
シップを続けるか否かに関する結果として生
じる影響における心理状態（Meyer and Allen: 
1991, p.67）」である。この組織コミットメン
トは、Meyer and Allen（1997, p.106）で指摘
されているように、リテンション・生産的行
動・成員側の幸福等に関する効果が期待され
る。このように組織コミットメントは、個人が
組織にどのようにコミットするのか、つまり個
人と組織の関係を示すものである。この組織コ
ミットメントを高めることは、従業員の離転職
防止、更には従業員が企業にコミットして働
き、高業績を上げることに繋がると言われてい
る。このことから、転職経験の有無を含めた従
業員の個人属性を超えて、自社の従業員の組織
コミットメントを高めることは、企業にとって
有益なことであると考えられる。

この組織コミットメントを的確に捉えるた
めに、Kanter（1968）、Kidron（1978）、O’Reilly 
and Chatman（1986）、Meyer and Allen（1991）
が指摘している複数の下位次元を用いた考え方
が現在の主流であると言われている。具体的に
は、組織コミットメントを単一の概念として捉
えるのではなく、複数の概念に峻別し捉えるこ
とで、捉え易くしているということになる。こ
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転職に近い概念で離職という言葉がある。
本研究における転職は、元々所属していた企業
を離職して、間を空けることなく次の企業へ
移っていくケースと離職後に間を空けて次の企
業へ移っていくケースの両ケースを対象として
いる。特に女性従業員の中には、結婚・出産・
介護等の理由で離職後に間が空くケースがある
と推測される。このケースを踏まえた議論の方
が実態に合った議論になるのではないかと考
え、上述したように両ケースを本研究では対象
とした。

最後に、転職には自己都合退職による自発
的な転職とリストラクチャリングによる従業員
の意思に反する非自発的な転職がある。これら
の間には、転職に至るまでの心理的プロセスや
転職理由は異なるものがある。本研究は、転職
経験者と生え抜き従業員を比較して傾向を分析
する研究であるため、この影響はそこまで大き
くない、むしろ上述した異なる転職タイプを共
存させた方が現実に合っていると判断し、特段
峻別することなく取り扱った。

２．転職回数との関係
アメリカにおいては、複数回の転職が一

般的であるという報告もある（Wegmann： 
1991）。しかしながら、わが国の転職は、厚
生労働省の調査が示すように未だに転職回
数は１回が最も多い状況にある（厚生労働
省：2015（6））。それを証拠付けるように、山本

（2005, p.58）では、「近年中途採用者の比率が
高まってきたとはいえ、大企業在職者の中心は
いまだ新卒者である。組織の人的資源管理も新
卒者を前提に行われることが多い」との指摘が
なされている。これらから本研究が対象とする
わが国大手製造業に勤務する従業員において最
も多い転職回数は１回であることが推測され
る。

の組織コミットメントへの意識を測定する尺度
として本研究では以下の尺度を用いることとし
た。国内外の研究で活用されているMeyer and 
Allen（1991）の三次元モデルを援用して作成
した測定尺度を用いることとした。このMeyer 
and Allen（1991）の三次元モデルの特徴は、
情緒的コミットメント・継続的コミットメン
ト・規範的コミットメントと異なる概念の組
織コミットメントを分類できるところにある。
また、本研究では、これら異なる概念の組織コ
ミットメントの内、先行研究でも頻繁に活用さ
れている情緒的コミットメントに着目してい
く。

Ⅲ　転職に関する研究
１．転職の概念

本 研 究 に お け る 転 職 の 定 義 は、「 職 業
（occupation）の具体的な内容である、①仕事
の種類、②地位（自営業主・家族従業者・雇用
者という従業上の地位と、組織内の階層構造に
おける経営者・管理監督者・一般従業員という
地位ないし職位）、および③従業場所（勤め先）
という三つの要素のうち、一つあるいは二つ以
上を変えること（雇用促進事業団職業研究所：
1979）を、個人の観点でとらえること」（武田：
1984, p.39）である。本研究では、この転職の
定義で示した要素の内、従業場所（勤め先）を
変えること、つまり転社を転職と捉え、この転
職を経験したことがある従業員を転職経験者と
いう位置付けで議論している。

本研究で着目しているわが国大手製造業の
中には、企業グループを形成している企業も多
いことが推測される。本研究における転職は、
この企業グループ内で親会社から子会社、及び
関連会社への異動となる出向（在籍出向・転籍
出向）は除いて、純粋な転社についてのみ言及
している。
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浸透レベルの指摘を援用すると、生え抜き従業
員の方が、転職経験者より経営理念への意識が
高いのではないだろうかと推測される。

次に、組織文化については、絹村（2018）で
産業の区別の無いサンプルを基に、転職経験の
有る従業員と無い従業員における組織文化に関
する意識調査を行っている。その結果、転職経
験の有る従業員は組織文化に対する関心が低い
傾向にある。一方で、転職経験の有無に関係な
く、支持的文化に対する関心が高い傾向にある
と指摘されている。また、転職経験の有る従業
員は無い従業員より官僚的文化、及び革新的文
化に適さないとも示されている。このように転
職経験者と生え抜き従業員とでは、組織文化へ
の意識が異なることが示唆されている。更に、
わが国製造業の離職率が低い傾向にあるのは、
勤務する従業員が、温かい人間関係と親和性の
高い支持的文化への意識が高いためではないか
とも考えられる。上述した先行研究、議論を踏
まえると、わが国大手製造業に勤務する従業員
を対象とした場合、生え抜き従業員の方が、転
職経験者より支持的文化、及び革新的文化（7）へ
の意識についても高いことが推測される。

次に、組織コミットメントについては、
Vigoda（2000）、青木（2001）等で指摘されて
いるように、組織コミットメントが高い程、離
職意思は低くなることがわかる。複数の企業を
経験している転職経験者は、無意識の内に前職
と比較してしまうことがあるかもしれない。そ
して、現在勤務している転職先企業の方が、前
職よりコミットできる企業であれば問題はない
のだが、全てにおいてそうなるとは言えないの
ではないだろうか。そのように考えてみると、
新卒で入社し、現在の勤務先企業しか知らない
生え抜き従業員の方が、組織に対する愛着は強
いのではないかと想像される。これらを踏まえ
ると、生え抜き従業員の方が、転職経験者より

この転職回数について検討していくと、上
述したように転職回数が１回ではなく、１回を
超えて複数回繰り返して転職をすることを山本

（2005）では「多重転職」と示している。ま
た、この転職回数の違いについて、守島（2001, 
p.159）で「転職を２回以上経験した労働者は、
転職を経験しない労働者と比較して、満足度が
有意には高くならず、場合によっては、満足度
が有意に下がることが観察された。転職は、１
回が限度であり、２回以上の転職は、労働市場
におけるマッチング精度の上昇にはつながらな
いし、また本人の納得度も高くはならない」と
指摘されている。更には、上述したわが国製造
業の離職率の低さゆえに、そもそも転職の経験
がある従業員がわが国大手製造業の従業員の中
には少ないと言える。これらのことから、同じ
転職であっても回数によって分類して取り扱う
ことで、より深化した分析が可能になるのでは
ないかと考えられる。そこで、本研究において
は、転職回数１回の従業員を「転職経験者」、
転職回数２回以上の従業員を「多重転職経験者」
と分類して研究を進めていく。

３．転職経験者と生え抜き従業員の比較
転職経験者の特徴を掴むために、本研究

で着目している経営理念、組織文化、組織コ
ミットメントについて、以下の通り、先行研究
に基づいて議論していく。

経営理念については、松岡（1997）の経営
理念の浸透レベルで、段階的に経営理念が浸透
していく状態を示していることからも、経営理
念の浸透には、それ相応の時間を要することが
わかる。一般的に、生え抜き従業員の方が、転
職経験者よりもその所属する企業でしか勤務経
験がない分、同じ年齢の従業員同士で比較した
場合、長い期間同一の企業に勤務していること
になる。上述した松岡（1997）の経営理念の
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組織コミットメントへの意識が高いことが推測
される。

本研究の仮説を上述した先行研究に基づい
て以下の通り立案した。

仮説１　�転職経験者の方が、生え抜き従業
員より経営理念への意識が低い。

仮説２　�転職経験者の方が、生え抜き従業
員より支持的文化への意識が低い。

仮説３　�転職経験者の方が、生え抜き従業
員より革新的文化への意識が低い。

仮説４　�転職経験者の方が、生え抜き従業
員より組織コミットメントへの意
識が低い。

Ⅳ　実証研究
１．調査目的

本研究の調査目的は、経営理念、組織文
化、及び組織コミットメントの観点からわが国
大手製造業に勤務する転職経験者の特徴を明確
にすることにある。具体的には、転職経験の有
無、更には転職回数によって、経営理念、組織
文化、及び組織コミットメントへの意識がどの
ように異なるのか検討した。

２．調査対象者
本研究のアンケート調査に関する対象者

は、わが国大手製造業に勤務する転職経験者
を中心とした事務系従業員である。具体的に
は、本研究におけるわが国大手製造業の定義
は、資本金３億円超、かつ従業員数300人超の
条件を満たすわが国製造業に属する企業とし
た。また、この企業に勤務する正社員で、職種
が企画・財務・経理・人事・総務・営業とい

う文系職種の従業員を事務系従業員とした。更
に、この従業員に対してアンケートを配布し、
160人（8）から回答を得ることができた（回収率
は約33%）。

３．調査時期
本研究のアンケートに関する調査は、2019

年７月下旬から８月上旬にかけての約10日間
で行われた。

４．アンケートの配布、及び回収方法
本研究のアンケートは、インターネット調

査会社のモニターに対して配布し、Webアン
ケートの実施・回収を行った。この際、上述し
た本研究の調査対象者となるわが国大手製造業
に勤務する事務系従業員の条件に合致したモニ
ターに対してアンケートを配布した。

５．アンケートの質問項目
本研究のアンケートは、経営理念、組織文

化（企業全体の組織文化、及び所属部門の組織
文化）、及び組織コミットメント、更には個人
属性を変数として構成されている。これら変数
を用いて４段階リッカート・スケールから成る
アンケート調査を実施した。

６．分析方法
本研究の仮説は、転職経験者と生え抜き従

業員を比較することで、転職経験者の特徴を導
き出すことを念頭において立案されたものであ
る。この仮説を実証するために２段階の分析を
行った。まず第１段階として、サンプルを転職
経験者（転職回数１回以上、n＝73）と生え抜
き従業員（転職回数０回、n＝87）に分類し、
それぞれの対象群の間に質問項目における差が
あるか検討するためにｔ検定を行った。次に第
２段階として、異なる視点からの検討を行うた
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るために、経営理念、企業全体の組織文化（以
下、Ⅴ・Ⅵ章では紙面の関係で「組織文化名

（全社）」と示す）、所属部門の組織文化（以下、
Ⅴ・Ⅵ章では紙面の関係で「組織文化名（部門）」
と示す）、組織コミットメント、及び個人属性
についてｔ検定を行った。その結果、支持的文
化（全社）t＝‒2.00, df＝146.04, p＜.05と支持
的文化（部門）t＝‒2.74, df＝137.99, p＜.01と
キャリア月数 t＝‒4.43, df＝153.39, p＜.001に
ついて、転職経験者よりも生え抜き従業員の方
が有意に高い数値を示していた。一方で、上記
以外の変数については、転職経験者と生え抜き
従業員の差は有意ではなかった。

化（全社）・経営理念と革新的文化（部門）の
間に弱い正の有意な相関がみられた。

一方で、生え抜き従業員の相関をみると、
転職経験者とはやや相関の傾向が異なってい
る。経営理念と組織コミットメントの間に正の
有意な相関、経営理念と支持的文化（全社）・
経営理念と支持的文化（部門）の間に弱い正の
有意な相関がみられた。

めに相関分析を行った。更に、考察を深化させ
るための追加的分析として、上述した転職経験
者を転職経験者（転職回数１回、n＝31）と多
重転職経験者（転職回数２回以上、n＝42）に
分類し、同じ転職経験者の中でも転職回数によ
る違いが生じるかを検討するために、それぞれ
の対象群の間に質問項目における差があるかｔ
検定を行った。

Ⅴ　分析結果
１．�転職経験者と生え抜き従業員を比較する
ためのｔ検定結果

転職経験者と生え抜き従業員の差を検討す

２．�転職経験者と生え抜き従業員を比較する
ための相関分析結果

経営理念、組織文化（全社）、組織文化（部
門）、組織コミットメント、及び個人属性の転
職経験者の相互相関を表２に、生え抜き従業員
の相互相関を表３に示す。転職経験者では、経
営理念と支持的文化（全社）・経営理念と支持
的文化（部門）・経営理念と組織コミットメン
トの間に正の有意な相関、経営理念と官僚的文

表１：ｔ検定の結果
転職経験者
（N＝73）

生え抜き従業員
（N＝87） t 値

平均 標準偏差 平均 標準偏差
経営理念 10.34 2.57 10.91 2.36 -1.44

官僚的文化（全社） 12.18 2.28 11.92 1.61 0.81
革新的文化（全社） 9.38 1.96 8.97 1.85 1.38
支持的文化（全社） 10.18 2.12 10.83 1.90 -2.00 *
官僚的文化（部門） 12.11 2.36 11.53 1.72 1.75
革新的文化（部門） 9.16 1.99 8.91 1.80 0.85
支持的文化（部門） 10.22 2.33 11.15 1.89 -2.74 **
組織コミットメント 9.29 2.62 9.86 2.53 -1.40

性別 0.45 0.50 0.54 0.50 -1.11
年齢 41.45 9.49 39.37 11.53 1.25

キャリア月数 119.84 93.48 199.60 133.36 -4.43 ***
*5%水準で有意, **1%水準で有意, ***0.1%水準で有意

‒ 25 ‒



t＝‒2.20, df＝60.89, p＜.05について、転職経験
者よりも多重転職経験者の方が有意に高い数値
を示していた。一方で、上記以外の変数につい
ては、転職経験者と生え抜き従業員の差は有意
ではなかった。

３．�転職経験者と多重転職経験者を比較する
ためのｔ検定結果

転職経験者と多重転職経験者の差を検討す
るために、経営理念、組織文化（全社）、組織
文化（部門）、組織コミットメント、及び個人
属性についてｔ検定を行った。その結果、年齢

表３：生え抜き従業員の相関分析結果
生え抜き従業員 (N＝87)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
1. 経営理念 -
2. 官僚的文化（全社） -0.06 -
3. 革新的文化（全社） 0.01 0.03 -
4. 支持的文化（全社） 0.30 ** -0.18 -0.02 -
5. 官僚的文化（部門） 0.10 0.52 *** 0.32 ** -0.05 -
6. 革新的文化（部門） -0.08 -0.02 0.65 *** 0.08 0.14 -
7. 支持的文化（部門） 0.31 ** 0.01 -0.21 0.65 *** -0.13 -0.05 -
8. 組織コミットメント 0.47 *** -0.22 * 0.06 0.53 *** -0.14 0.00 0.44 *** -
9. 性別 -0.05 0.04 -0.08 -0.06 0.04 0.02 -0.16 0.02 -
10. 年齢 0.12 -0.29 ** 0.07 0.10 -0.07 -0.02 -0.13 0.13 0.18 -
11. キャリア月数 0.12 -0.31 ** 0.06 0.11 -0.09 -0.03 -0.12 0.14 0.16 0.99 *** -

*5%水準で有意, **1%水準で有意, ***0.1%水準で有意

表２：転職経験者の相関分析結果
転職経験者 (N＝73)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
1. 経営理念 -
2. 官僚的文化（全社） 0.26 * -
3. 革新的文化（全社） 0.23 -0.08 -
4. 支持的文化（全社） 0.56 *** 0.16 0.17 -
5. 官僚的文化（部門） 0.11 0.51 *** 0.02 -0.10 -
6. 革新的文化（部門） 0.29 * 0.12 0.66 *** 0.18 0.11 -
7. 支持的文化（部門） 0.42 *** 0.08 0.29 * 0.65 *** -0.05 0.24 * -
8. 組織コミットメント 0.54 *** -0.04 0.29 * 0.54 *** -0.17 0.33 ** 0.44 *** -
9. 性別 -0.05 -0.11 0.13 -0.19 -0.07 0.04 -0.09 0.01 -
10. 年齢 -0.10 0.02 0.00 -0.22 0.06 -0.21 -0.14 -0.19 -0.14 -
11. キャリア月数 0.02 -0.14 0.17 -0.14 -0.04 -0.03 -0.05 0.05 -0.14 0.63 *** -

*5%水準で有意, **1%水準で有意, ***0.1%水準で有意

表４：ｔ検定の結果
転職経験者（１回）

（N＝31）
多重転職経験者（２回以上）

（N＝42） t 値
平均 標準偏差 平均 標準偏差

経営理念 10.71 2.24 10.07 2.78 1.09
官僚的文化（全社） 11.94 2.10 12.36 2.42 -0.80
革新的文化（全社） 9.45 1.80 9.33 2.08 0.26
支持的文化（全社） 10.48 1.98 9.95 2.22 1.08
官僚的文化（部門） 12.13 1.91 12.10 2.67 0.06
革新的文化（部門） 9.48 1.63 8.93 2.21 1.23
支持的文化（部門） 10.52 2.19 10.00 2.44 0.95
組織コミットメント 9.77 2.38 8.93 2.76 1.40

性別 0.32 0.48 0.55 0.50 -1.95
年齢 38.65 9.77 43.52 8.83 -2.20 *

キャリア月数 136.94 108.18 107.21 79.99 1.29
*5%水準で有意, **1%水準で有意, ***0.1%水準で有意
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しでも解消しようとして、企業のホームページ
に掲載されている経営理念をしっかりと読み込
み、転職経験者自身のキャリア観と合致してい
るかどうか、懸命に考えているのではないだろ
うか。それゆえに、本研究の分析結果のよう
に、転職経験者における経営理念への意識が多
様である可能性が示唆される。

２．�仮説２「転職経験者の方が、生え抜き従業
員より支持的文化への意識が低い」の検証

表１で示したｔ検定の結果から、仮説２は
支持された。このことから、転職経験者の方
が、生え抜き従業員より支持的文化（全社）、
及び支持的文化（部門）への意識が低いことが
示された。また、絹村（2018）の転職経験の
有る従業員は、無い従業員よりも組織文化に対
する関心が低い傾向にあるという指摘を本研究
においても立証することができた。上述した通
り、製造業は離職率が低い産業の一つである。
そのため、従業員の大部分は、生え抜き従業員
から構成されており、転職経験者はほんの一
部である。生え抜き従業員からすると、山本

（2005, p.200）で「転職に伴うコストやそれに
よる精神的なストレスの高さも無視できない。
組織においても、転職を「履歴書の汚れ」とと
る意識が完全に払拭されたとは言い難い」と指
摘されているように、転職経験者は所謂「外者」
として扱われ、ストレスを感じることもあるよ
うである。転職経験者がこの状況を手っ取り早
く変えるためには、仕事での業績を上げて認め
られることが必要になる。それゆえに、転職経
験者は仕事での業績を追い求めるあまり、温か
い人間関係と親和性の高い支持的文化への意識
が仕事そのものと比べると低くなってしまうこ
とが推察される。

Ⅵ　考察 
１．�仮説１「転職経験者の方が、生え抜き従業
員より経営理念への意識が低い」の検証

表１で示したｔ検定の結果から、仮説１は
支持されなかった。このｔ検定の結果による
と、転職経験者と生え抜き従業員とでは経営理
念への意識に違いが見られないことが示され
た。一方で、表２及び表３で示した相関分析の
結果から、経営理念と有意な相関関係にある変
数、及び変数の総数を転職経験者と生え抜き従
業員で比較した場合、転職経験者は「官僚的文
化（全社）」「支持的文化（全社）」「革新的文化

（部門）」「支持的文化（部門）」「組織コミット
メント」の５つの変数、生え抜き従業員は「支
持的文化（全社）」「支持的文化（部門）」「組織
コミットメント」の３つの変数のように変数、
及び変数の総数による違いが見られた。この相
関分析の結果を踏まえると、転職経験者の方
が、生え抜き従業員より経営理念への意識が多
様である可能性が示唆される。一般的に、松
岡（1997）の経営理念の浸透レベルで、段階
的な経営理念の浸透を示している通り、経営理
念の浸透には時間がかかると言われている。そ
れゆえに単純に考えるのであれば、新卒入社以
降その企業一筋で勤務している生え抜き従業員
の方が、転職経験者より経営理念への理解、更
には浸透には有利であると推測していた。なぜ
このような結果となったのか、以下で考察して
いく。転職経験者にとって、経営理念は、転職
先企業（転職する前なので転職先候補企業）に
関して、事前に入手することができる確度の高
い情報の一部である。元々、転職活動を始めと
する就職活動は、企業と転職を希望する従業員
との間には、それぞれの情報獲得について公平
ではない傾向にある。つまり、企業の方が転職
経験者に関する情報を多く持っている傾向にあ
る。転職経験者が、この情報獲得の不公平を少
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４．�仮説４「転職経験者の方が、生え抜き従
業員より組織コミットメントへの意識が
低い」の検証

表１で示したｔ検定の結果から、仮説４は
支持されなかった。このｔ検定の結果による
と、転職経験者と生え抜き従業員では組織コ
ミットメントへの意識に違いが見られないこと
が示された。一方で、表２及び表３で示した相
関分析の結果から、組織コミットメントと有意
な相関関係にある変数、及び変数の総数を転職
経験者と生え抜き従業員で比較した場合、転職
経験者は「経営理念」「革新的文化（全社）」「支
持的文化（全社）」「革新的文化（部門）」「支持
的文化（部門）」の５つの変数、生え抜き従業
員は「経営理念」「官僚的文化（全社）」「支持
的文化（全社）」「支持的文化（部門）」の４つ
の変数のように変数、及び変数の総数による違
いが見られた。この相関分析の結果を踏まえる
と、転職経験者の方が、生え抜き従業員より組
織コミットメントへの意識が多様である可能性
が示唆される。Vigoda（2000）、青木（2001）
等では組織コミットメントの高さが離職意思の
低さに寄与していると指摘されており、この知
見を援用して離職経験の無い、生え抜き従業員
は組織コミットメントが高いであろうと考え
ていたが、本研究ではそれとは異なる結果と
なった。なぜこのような結果となったのか、以
下で考察していく。本研究で調査項目とした組
織コミットメントは、組織への好意的な感情を
示す情緒的コミットメントであったためでない
かと推測される。転職経験者が、転職に踏み切
るにあたり、全く好意を持てない転職先企業へ
は転職しないのではないだろうか。そのように
考えると、転職経験者であったとしても生え抜
き従業員と比較して情緒的コミットメントは多
様であることが十分に有り得るはずである。も
し、調査項目とした組織コミットメントが、退

３．�仮説３「転職経験者の方が、生え抜き従業
員より革新的文化への意識が低い」の検証

表１で示したｔ検定の結果から、仮説３は
支持されなかった。このｔ検定の結果による
と、転職経験者と生え抜き従業員とでは革新的
文化への意識に違いが見られないことが示され
た。一方で、表２及び表３で示した相関分析の
結果から、革新的文化と有意な相関関係にある
変数、及び変数の総数を転職経験者と生え抜き
従業員で比較した場合、転職経験者の革新的文
化（全社）は「革新的文化（部門）」「支持的文
化（部門）」「組織コミットメント」の３つの変
数・革新的文化（部門）は「支持的文化（部門）」

「組織コミットメント」の２つの変数、生え抜
き従業員の革新的文化（全社）は「官僚的文化

（部門）」「革新的文化（部門）」の２つの変数・
革新的文化（部門）は変数なしのように変数、
及び変数の総数による違いが見られた。この相
関分析の結果を踏まえると、転職経験者の方
が、生え抜き従業員より革新的文化への意識が
多様である可能性が示唆される。絹村（2018）
では転職経験の有る従業員は無い従業員より革
新的文化に適さないと指摘されていたが、本研
究ではそれとは異なる結果となった。なぜこの
ような結果となったのか、以下で考察してい
く。転職経験者は即戦力人材ゆえに、前職から
得た知識や経験を活かして、生え抜き従業員と
は異なる視点でのビジネスに関する提案や結果
が求められる。転職経験者がこのような転職先
企業からの期待、つまり前職での経験を活かし
た新しい視点での提案に関する期待に応じよう
とすればする程、革新的な人材に成らざるを得
なく、その結果、革新的文化への意識が多様で
ある可能性が示唆される。
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の転職回数による峻別は、経営理念、組織文
化、及び組織コミットメントへの意識の差に影
響しないことが示唆された。

Ⅶ　結論、本研究の限界と今後の課題
１．結論

本研究の仮説の検証結果は、以下の通りと
なる。仮説１は支持されなかった。ｔ検定の結
果では、転職経験者と生え抜き従業員では経営
理念への意識に違いが見られなかった。しかし
ながら、相関分析の結果では、転職経験者の方
が生え抜き従業員より経営理念への意識が多様
である可能性が示唆された。次に、仮説２は支
持された。転職経験者の方が、生え抜き従業員
より全社レベル・部門レベルともに支持的文化
への意識が低いことがわかった。次に、仮説３
は支持されなかった。ｔ検定の結果では、転職
経験者と生え抜き従業員では革新的文化への意
識に違いが見られなかった。しかしながら、相
関分析の結果では、転職経験者の方が生え抜き
従業員より全社レベル・部門レベルともに革新
的文化への意識が多様である可能性が示唆され
た。最後に、仮説４は支持されなかった。ｔ検
定の結果では、転職経験者と生え抜き従業員で
は情緒的コミットメントへの意識に違いが見ら
れなかった。しかしながら、相関分析の結果で
は、転職経験者の方が生え抜き従業員より情緒
的コミットメントへの意識が多様である可能性
が示唆された。

本研究を通して、わが国大手製造業に勤務
する転職経験者の経営理念、組織文化、及び組
織コミットメントへの意識に関する特徴として
以下が挙げられる。第１は、転職経験者は全社
レベル・部門レベルともに支持的文化への意識
が低い傾向にあること。第２は、転職経験者は
経営理念への意識が多様である可能性が示唆さ
れること。第３は、転職経験者は革新的文化へ

職してしまうことが機会損失に繋がるため組
織に在籍し続けるという継続的コミットメン
ト、若しくはこの継続的コミットメントと情緒
的コミットメントの両コミットメントであった
としたら、本研究とは異なる結果になっていた
ことが推察される。

最後に、表４で示した転職経験者と多重転
職経験者の比較について触れる。本研究におい
て転職経験者を転職経験１回の転職経験者と転
職経験２回以上の多重転職経験者に細分化して
検討したことは、上述した仮説１～４のどの仮
説においても影響を与えていないことが示され
た。つまり、転職経験者と多重転職経験者と
では、本研究が着目している経営理念、組織
文化、及び組織コミットメントへの意識にお
いて差異がないことがわかった。一方で、守
島（2001）では転職経験者は満足度が高いが、
多重転職経験者は満足度が高くないと指摘され
ていたが、本研究ではそれとは異なる結果と
なった。なぜこのような結果となったのか、以
下で考察していく。これについては、着目した
概念が異なるという理由が挙げられる。具体的
には、本研究は経営理念、組織文化、及び組織
コミットメントに着目している。一方で、守島

（2001）は満足度に着目している。本研究が着
目している経営理念、組織文化、及び組織コ
ミットメントの３つの概念について転職経験者
と多重転職経験者を峻別して述べている文献が
無かったがために、満足度に着目している守島

（2001）の指摘、つまり転職は１回が限度であ
り、２回以上だと満足度が下がるという指摘を
援用し検討した。このように着目した概念が違
うため、本研究の推測とは異なる結果になった
ことが推察される。これらの結果から、転職経
験者と生え抜き従業員による経営理念、組織文
化、及び組織コミットメントへの意識の差はあ
るが、同じ転職経験者というカテゴリーの中で
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え、サンプル収集を行った。その結果、サンプ
ル数に限りが生じてしまった。このサンプルの
質と量のバランスについて今後は検討していき
たい。次に、２つ目の限界は、調査対象者を
限定したことで生じる一般化の困難さである。
具体的には、本研究の調査対象者は、数ある職
種の中でも企業の中でボリュームゾーンに当た
るのではないかと考えられる事務系従業員であ
る。一方で、AI/IoTによる技術革新時代である
今日において、製造現場や研究職の従業員の転
職が増加するのではないかとも推察される。こ
のような状況を鑑みると、本研究の事務系従業
員を対象とした結果が他の職種の従業員におい
ても当てはまるのかという一般化の難しさが懸
念される。今後の研究では、上述した製造現場
や研究職の従業員を例とする異なる職種の従業
員も対象にした研究を検討していきたいと考え
る。

次に、今後の課題として、以下の内容が挙
げられる。本研究では、わが国大手製造業に勤
務する転職経験者を対象として、経営理念、
組織文化、及び組織コミットメントに関する
意識について実証的に分析を行った。今後は、
以下の課題について検討していきたい。１つ目
は、本研究で着目したのは、経営理念、組織文
化、及び組織コミットメントである。これら概
念に近しい概念の一例として、組織アイデン
ティフィケーションやエンプロイ・エンゲージ
メントが挙げられる。今後、これら概念も検討
することでより深い知見を得られるようにして
いきたい。２つ目は、本研究で導き出した知
見を具体的な企業事例に繋げて検討すること
で、企業経営へのインプリケーションとしての
質が向上するのではないかと推察される。

上述した本研究の成果により、わが国の転
職を対象とした学術研究への知見の蓄積、更に
は、企業における組織変革の一手段として、転

の意識が多様である可能性が示唆されること。
第４は、転職経験者は情緒的コミットメントへ
の意識が多様である可能性が示唆されること。
以上４点が確認された。

上述した本研究において確認されたわが
国大手製造業に勤務する転職経験者の経営理
念、組織文化、及び組織コミットメントへの意
識に関する特徴を踏まえて、企業経営へのイン
プリケーションは以下の通りとなる。本研究の
分析結果から、同じ組織に勤務する従業員で
あっても、転職経験者と生え抜き従業員とで
は、経営理念、組織文化、及び組織コミットメ
ントへの意識の違いが見られた。転職経験者は
支持的文化への意識が低く、協調性を重視する
仲良し文化に染まりにくい傾向がある。この彼
らを企業に定着させ、活躍させるのに有効な手
段の一つとして経営理念の浸透が挙げられる。
経営理念と情緒的コミットメントは関連がある
という本研究の結果を踏まえると、この経営理
念の浸透が上手くいけば、その結果として高い
組織コミットメントを持たせることが可能とな
り、組織への貢献が見込めるのではないだろう
か。また、転職経験者は革新的文化への意識が
多様である可能性が示唆される。この革新的文
化への意識が多様であるという特徴を鑑みる
と、組織活性化、更には組織変革を近い将来に
実施していかなければならないであろうわが国
大手製造業にとって、転職経験者の受入れ・活
用は有効な手段の一つであると提言される。

２．本研究の限界と今後の課題
本研究の限界として、以下の内容が挙げら

れる。１つ目の限界は、限られたサンプル数に
よる実証分析になってしまった点である。具体
的には、実証分析を行うにあたって、サンプル
の属する業界、更には職種を揃えることで、よ
り精度の高い分析結果が得られるであろうと考
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示されている。上述した日本自動車工業
会の会長会見の結果、年功序列の賃金制
度もなくなるのではないかと示されてい
る。これにより、待遇面で不満のある一
部従業員の流出が加速されることが予想
される。

（５）	� 比較対象である他社を知らず、自社に長
く勤務している生え抜き従業員の方が、
転職経験者よりも、自社の経営理念、及
び組織文化に関する理解は深まることが
考えられる。更に、自社の経営理念、及
び組織文化を深く理解し、自社に順応す
るからこそ、組織コミットメントも高く
維持できるのではないかと推察される。

（６）	� この厚生労働省（2015）で示されてい
る「雇用の構造に関する実態調査」によ
ると、転職回数の割合は以下の通りとな
る。１回…28.8%・２回…19.1%・３回
…20.0%・４回…12.5%・５回…8.4%・
５回以上…10.2%・不明…1.0%。これが
示すように、転職回数は１回の割合が一
番高いことがわかる。

（７）	� Jafri（2010, p.66）で「情緒的コミット
メントはイノベーティブな行動に対して
ポジティブな影響を与える」と指摘され
ている。このことから、本研究が着目し
ている情緒的コミットメントと革新的文
化は、有機的な関係があると言える。

（８）	� アンケートを配布するにあたり、「１社
につき１名」となるようにコントロール
し、配布した。そのため、本研究の調査
対象となったわが国大手製造業の社数は
160社である。
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ABSTRACT
This study clarifies the management philosophy （manager’s philosophy） of Kaichi 
Kawakami, former president of Nippon Gakki Co. Ltd., and examines its source, 
content, and impact.
Upon graduating from university, Kaichi Kawakami presented a management philosophy 
called the “Six Commandments.” The source of these commandments were Christian 
teachings （religious background）, a patriotic desire to contribute to the nation 

（economics/management thought）, and his experiences up to that point.
After World War II, Kawakami authored a book, Business and Management. Not only did 
the management philosophy in this book become the basis of “corporate philosophy,” 
but also influenced managers across Japan, through its “philosophy of service.” 
Traditional economic/management thought had centered on the nation; however, 
perhaps for the first time, the phrase “management philosophy” shifted this focus to the 
manager.

キーワード
川上嘉市、経営者の哲学・経営者理念としての経営理念、
経営者理念の３つの源泉－宗教的背景、経済・経営思想、過去体験

の側面を持っていた。
日本楽器製造の三代目社長であった川上嘉

市もそのような経営者、教育者である。昭和初
期に三代目社長として経営危機に直面した日本
楽器製造の経営を優れた手腕で立て直し、現在
のヤマハの礎を築いている。また経営や人生に
関する書籍も多く著し、その経営哲学や人生哲
学を広く伝えている。特に戦後直後に刊行され

１．はじめに
名経営者の中には、自分自身が体得した経

営の哲学や思想を広く伝えようとする人も少な
くない。「日本資本主義の父」と言われた渋沢
栄一や、「経営の神様」と言われた松下幸之助、
現代では稲盛和夫といった人たちである。彼ら
は確固とした経営者としての理念を持ってお
り、また著書の発行などを通じた教育者として

川上嘉市の経営理念（経営者理念）
―  理念の源泉とその影響  ―

Kaichi Kawakami’s Management Philosophy （Manager’s Philosophy）:
The Source and Impact of his Philosophy
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た『事業と経営』では、価値観を喪失した経営
者に対し、今こそ新しい経営理念を持ち、合理
的・進歩的・独創的な経営を行うべきであると
熱いエールを送っている。

しかしながら、渋沢栄一や松下幸之助、稲
盛和夫に比べると、川上嘉市の一般での認知度
はそれほど高くない。またその経営理念につい
て詳細に分析を行った研究も少ない。本研究で
は、「川上嘉市の経営理念」を確認し、その経
営理念を導いた要因とその内容自身について考
察を行うとともに、川上嘉市の経営理念が与え
た影響、貢献について検討を行いたい。

２．経営理念の３つの概念と歴史的変遷
川上嘉市の経営理念を見ていく前に、「経営

理念」の諸概念を確認したい。経営理念は、
その主体の違いにより、３つの概念が存在す
る（野林2019b、2020）。日本全体を主体とし
た「経済思想・経営思想としての経営理念《概
念１》」、経営者を主体とした「経営者の哲学、
経営者理念としての経営理念《概念２》」、企業
組織を主体とした「企業組織の経営理念《概念
３》」である。

1940年代前半、戦時中に誕生した「経営理

念」という言葉（1）は、日本全体を主体とした「経
済・経営思想《概念１》」を示すものであった。
統制経済下において、個人の営利目的としてで
はなく、日本全体の国益の向上を目的とする経
営の考え方が必要となったために、経営理念と
いう言葉が用いられたのである。

第二次大戦後には、経済同友会の1956年「経
営者の社会的責任の自覚と実践」決議を受け、

「経営理念」という言葉とともに、経営者を主
体とした「経営者の哲学、経営者理念《概念２》」
が全国に広まっていった。さらにこの「新しい
経営理念ブーム」が、やがて「企業組織を主体
とした経営理念」《概念３》の設立を導くこと
になる。

「経営理念」という言葉には、上記のように
３つの概念があるのにも関わらず、それを規定
しないで論述されることが多い。「『日本の経営
理念』の概念規定は困難であるのに、これを無
視して、無限定のまま論述されることが多い」

（山本1972）のである。本研究では、３つの概
念のうち、川上嘉市の「経営者の哲学、経営者
理念としての経営理念」（以下　経営者理念）

《概念２》に着目する。

図１　「経営理念」という言葉に着目した経営理念概念の歴史的変遷

野林（2020）をもとに一部改変
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３．�経営者理念に関する先行研究と分
析の視点

経営理念に関する先行研究のうち、経営者
理念《概念２》に関わるものを見てみよう。経
営者に焦点をあて、その哲学や思想を「経営理
念」と捉えた研究が盛んにおこなわれるように
なったのは、経済同友会の1956年決議に始ま
る「新しい経営理念ブーム」以降である（2）。

経済同友会の1956年決議「経営者の社会的
責任の自覚と実践」とは、米国における企業の
社会的責任論の高まりと、日本国内の学界での
社会的責任の議論の影響を受け、経営者が社会
的責任を自覚した「新しい経営理念」を持ち、
実践すべきであるという提言である。この決
議を受け、様々な業界団体、ビジネスマスコ
ミ、そして経営者自身が盛んに「新しい経営理
念」を議論するというブームが生じたのであ
る。このブームをきっかけに、経営理念の概念
は大きな変化を迎える。すなわち、戦時中の国
家を主体とした「経済思想・経営思想」《概念
１》から、経営者を主体とした「経営者の哲学、
経営者理念」《概念２》への転換である。

実業界のこの新しい経営理念ブームを受け
て、1960年代頃から、学界においても、 それま
で研究されてきた経営者の哲学や思想を経営理
念とする研究が多く実施されるようになって
いった。なお、戦時中に経営理念という言葉が
誕生する前、江戸時代から、「経営者の哲学、
経営者理念としての経営理念」《概念２》は存
在している（土屋1964）。

この経営者理念の研究として代表的な著作
が、土屋喬雄『日本経営理念史』（1964）、同

『続日本経営理念史』（1967）であり、中川敬
一郎・由井常彦編著『財界人思想全集　経営哲
学・経営理念　明治大正編』（1969）、『同　昭
和編』（1970）である。

これらの研究では、経営者の幼少期からの

生涯や、企業経営に関する行動、さらに経営者
理念が醸成されたエピソードなどがまとめら
れ、経営者理念の分析と考察が行われている。
由井（1969）は、その経営者理念について、
以下のように述べている。

経営理念（経営者理念）とひとくちで
いっても、実際には道徳的な教訓あり、
個人的な体験にもとづく信念あり、宗教
的な信仰あり、あるいは経営学のテキス
トふうの発言あり、経済政策的な主張あ
り、といったふうで、普遍的に妥当する
論理や思想を、そこから汲み取ることが
容易でないことも事実である。（『同　昭
和編』p.3）

ここでは、経営理念（経営者理念）の背景に
なるものとして、「宗教的な信仰」や、「経済思
想・経営思想」あるいは「個人の体験」がある
ことが読みとれる。また土屋（1967）におい
ても、同様の３つの視点が含まれている。ここ
から、経営者理念の分析の切り口として、その
源泉に着目し、「経営者の宗教的背景」「経済思
想・経営思想」「経営者の過去体験」の３つの
視点を考えてみることとしよう。

まず、「経営者の宗教的背景」が経営者理念
に与える影響について、土屋（1967）は、以
下のように述べている。

江戸時代から終戦前までの「経営理念」
は、営利至上主義の「経済人」の「資本
主義精神」に対する対立概念として、主
として儒教道徳ないしキリスト教倫理を
バックボーンとして唱えられた点におい
て、現代の「経営理念」と根本において
一致するものがある。（『続日本経営理念
史』p.Ⅵ）
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３つが整理できる。経営者理念の内容を分析す
る視点として、経営者理念《概念２》に影響を
与える３つの要因を見ることとする。

川上嘉市は、優れた経営手腕と、確固とし
た経営理念（経営者理念）をもった経営者と
して有名である（3）が、その経営者理念を分析し
た先行研究はあまり見られない。川上嘉市の経
歴と、経営者理念の分析を上記３つの視点に
よって行うとともに、その経営者理念による企
業内外に対する影響・貢献について考察を行い
たい。

４．川上嘉市の経歴と経営者理念
４.１　川上嘉市の経歴

後にヤマハ中興の祖といわれる川上嘉市
は、どのように生まれ育ち、そして日本楽器製
造の社長となり、どのように経営を行ったのだ
ろうか。ここでは簡単に経歴を確認したい。

1988（明治18）年、浜松で生まれた川上嘉
市は、浜松中学から旧制一高を経て、東京帝國
大学工学部に入学した。工学部では応用化学を
学び、学部の最優秀学生として、明治天皇から

「銀時計」を授与された。
1909（明治42）年大学卒業後、東京瓦斯に

入社し、翌年には工場長に就任するが、大阪の
住友伸銅場（電線製造部門）にスカウトされて

土屋（1967）では、第二編に儒教倫理を基
本とする経営理念の経営者を、第三編にキリス
ト教倫理を基本とする経営理念の経営者をそれ
ぞれ整理している。第二編で取り上げたのは渋
沢栄一、金原明善、佐久間貞一、矢野恒太、小
菅丹治を、第三編では森村市左衛門、波多野鶴
吉、武藤山治、相馬愛蔵、大原孫三郎である。

「経営者の過去体験」と経営者理念の関係に
ついては、土屋（1967）においても数多く示
されている。例えば、渋沢栄一は強い「官尊民
卑打破」の思いを持ち、「民主主義」を唱えた
が、それは少年時代に農民が武士に土下座させ
られる様子を見たり、渡欧した際にフランス人
が軍人も商人も対等に交際するという体験に基
づくものである。

「経済思想・経営思想」とは、前述の経営理
念《概念１》と同じものであると言える。明治
時代の「経済思想・経営思想」として知られて
いるのは、企業経営を通じて国家の富強の達成
に貢献しようとする「経営ナショナリズム」（浅
野1991）と言われるものであり、土屋（1967）
の渋沢栄一や金原明善、森村市左衛門の経営者
理念の中にもみられるものである。

これらをまとめると、経営者理念に影響
を与える要因として、「経営者の宗教的背景」

「経済思想・経営思想」「経営者の過去体験」の

図２　経営者理念《概念２》に影響を与える要因
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一、正義をあくまで貫き通すこと
二、自ら世の塩となること
三、�業務を通じて国家社会に貢献

すること
四、�自己を完成するとともに後進

の人生の発展を助けること
五、�日本の文化水準を引き上げる

こと
六、社会的経綸をもつこと

第一条の「正義をあくまで貫き通すこと」に
ついては、「正義に立脚し、正しきからこそ強
くあるべきであるという信念」（『川上嘉市自叙
伝』p.425）であることを述べている。また第
二条の「世の塩（地の塩）」とは、イエスの山
上の垂訓から、「神を信じる者は、腐敗を防ぐ
塩のように、社会・人心の純化の模範であれ」
との意味である。さらに第六条の「経綸」とは、

「国家の秩序をととのえ治めること、またはそ
の方策」を意味している。「社会的経綸をもつ」
とは、国家社会の視点により、その秩序を整え
治める視点やその策を持つこと、と言ってよい
であろう。

六か条の内容を見ると、それぞれ個々に独
立しているわけではないことがわかる。そこに
は国家社会への視点とその貢献、他者への愛や
支援、そして正義を貫き模範となるべき人にな
るという想いが込められている。

この六か条は、企業経営に関わる理念とい
うよりは、人としての生き方を示したものであ
り、川上嘉市自身の「人生観」ということがで
きる。しかし「職業生活の中にこそ、人生の目
的を見出さなければならぬ」（『川上嘉市自叙
伝』p.429）、あるいは、「一生の間にどれだけ
の仕事を成し遂げ、どれだけ有意義な人生を暮
らしえるか」（『人生経営』p.1）というように、

転職する。入社後４年後の1913（大正２）年
には、電線技術に関する学術研究の目的で、
２年間の独英留学を果たした。1925（大正14）
年には同社から独立した住友電線製造所（現　
住友電気工業）の取締役に41歳で就任した。

そのころ、労働争議によって経営危機に直
面していた日本楽器製造から、会社再建のため
の社長就任を熱望された。川上嘉市は住友首
脳部に相談を行い、思案の末に1926（大正15）
年、社長に就任し、経営改革を推進した。綱紀
粛正・営業の組織系統化・借入金の整理と金融
の改善・社員の養成指導などに取り組み、経営
は安定を取戻し、その後も順調に成長を続け
た。

1945（昭和20）年終戦後はオルガン、ピア
ノなどの製作を再開し、楽器製造だけでなく家
具類も手掛け、戦後の復興に寄与した。また、
1946（昭和21）年には貴族院議員に勅選され、
1947（昭和22）年には参議院議員となった。
1950（昭和25）年に会長となり社長を息子の
川上源一に譲った。1952（昭和27）年には財
団法人川上嘉市育英奨励会を設立して、郷土の
学生に学ぶ機会を与えた。浜松市の発展をもた
らした功績から、1960（昭和35）年、浜松市
名誉市民第一号に推挙された。1964（昭和39）
年79歳で逝去した。

４.２　川上嘉市の経営理念（経営者理念）
川上嘉市の経営理念（経営者理念）は、様々

な著書から読み取ることができる。1953（昭
和23）年に発行された『川上嘉市自叙伝』には、
その「自序」に、大学を出て社会人になる際に
決めた人生の戒律六か条が書かれている。また
自分の全生涯を、忠実にこの信条を貫くために
費やしてきたと述べている。
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川上嘉市にとって人生と仕事とは密接な関係が
ある。すなわち、有意義な人生とは、仕事に真
剣に取り組むことを通じてこそ成し遂げられ
る、という価値観である。川上嘉市は「人生経
営」という言葉を用い、また著書のタイトルに
もしているが、人生こそマネジメントすべきで
あるという考えがあり、その中核となるものが
正しい「人生観」である。

人をして偉大ならしむる第一の要件
は、正しい人生観に徹することである。
一生涯を如何なる道によって歩むかの目
標、即ち一定の人生観を持たない人々
は、ともすれば私欲に溺れ、容易に着
き、または操守を欠き、見識が無く、一
生を無駄に終わることが多い。（『川上嘉
市自叙伝』p.424-425）

上記の六か条は、まさに川上嘉市の「人生
観」であり、人生経営のための「経営者理念」
と言うことができるであろう。

1939（昭和14）年には日本楽器製造の『社訓』
を制定するが、その解説書というべき社員用の
小冊子を作成・全社員に配布し、社内での浸透
を図っている。その解説書の中にも川上嘉市の
経営者理念を見ることができる。

・・私は一貫した指導精神を持っていた。
それは顧客に対しては信用と親切を、内
部に対しては規律と指導とを、仕事に対
しては合理的管理の普段の工夫とを、人
間としては正義に立脚した愛社奉公の精
神を持たしむることであった。（『社訓』
p.4）

ここで注目すべきは（社員への）「指導精神」

としての「経営者理念」である。「企業人とし
てのあるべき姿になるまで社員を指導する」、
という想いが込められている。

人物は一朝一夕にして出来るものでは
ない。私が最初当社の経営を引き受けて、
従来の社の積弊を改めんが為に費やした
努力の大半は、実に従業員の錬成と自信
を作り直すことに向けられた。（同p.4）

これは、前述の六か条の第四条「後進の人生
の発展を助けること」に通じる。

而して吾々の事業経営の目標は従業員
の幸福及び株主の利益を図ると同時に、
産業を通じて地方に対しては勿論、国家
社会に貢献するものであった。（同p.4）

ここでは経営の目標を、従業員の幸福や株
主への利益はもとより、地方や国家社会への
貢献であると述べている。戦前に制定された
ものであるも関わらず、現代のCSRに通じる
内容である。日本で「社会的責任論」がブー
ムとなるのは、この社訓が制定された17年
後、1956年経済同友会の「経営者の社会的責
任の自覚と実践」決議以降である。また、「産
業を通じて地方および国家社会への貢献」と
は、川上嘉市の六か条のうちの第三条「業務
を通じて国家社会に貢献すること」に通じる。

なお、上記の内容で思いだされるのは、稲
盛和夫による京セラの経営理念である。「全従
業員の物心両面の幸福を追求すると同時に、
人類、社会の進歩発展に貢献すること」とい
う京セラ、JALの経営理念に非常によく似てい
る。

さらに1946（昭和21）年に出版された『事
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・・要するに自分は事業経営もまた、こ
の奉仕の観念から出発している。人間が
ただ自己の利害、自己の栄達というよう
なことに没頭しているのと、世の為に働
こう、奉仕しようというのでは、出発点
において根本的に差がある。（同p.17）

『川上嘉市自叙伝』の最終章（私の処世観）
には、経営者の人生観、すなわち経営者理念が
事業の発展にどのようにつながっていくかが書
かれている。

経営者が自身に正しき一つの人生観、
すなわち職業に対する正しい信念を持つ
場合、その経営者は仕事の上に於いて忠
実にその人生観の実行者となる。この場
合彼の経営の目標は営利本位を離れ、国
家本位、社会本位となる。すなわち自己
の利益よりも先ず社会のため、人のため
に貢献することを主眼とする。而して彼
自身が、かかる貢献によって、自分の人
生を意義づけ、完成しようとする。そこ
で経営上の理想が生まれ、熱意が生まれ
倫理が生まれる。その結果　生産能率や
製品の品質向上があり　したがってその
経営者の率いる事業体は繁栄する。（『川
上嘉市自叙伝』p.433）　

すべてのスタートは経営者の「正しい人生
観」、すなわち正しい経営者理念である、とい
うことが川上嘉市の主張である。これは『人生
経営』においても同様の記述が見られる（『人
生経営』p.20）。

業と経営』では、まさに「経営理念」という言
葉とともに、川上嘉市の経営哲学、経営者理念
を示している。

第１編の（１）は「企業の倫理観」であり、
経営者が正しい経営理念を持つことの重要性を
論じている。この点は、前述の六か条「一、正
義をあくまで貫き通すこと」、「二、自ら世の塩
となること」につながっている。また「事業は
すべて人である（『事業と経営』p.6）」とし、
事業（経営）の成否は、経営者によるものであ
り、その経営の下にある従業員の幸福は、経営
者の人物によって左右されると訴えている。　

さらに、「事業の公器性」についても、以下
のように述べている。

経営者が、事業を社会の公器と考え、
その経営をもって人生の理想を実現する
場合には、彼は従業員の人格を尊重し、
自己の人生を仕事の中に完成すると同時
に、多数の部下の人生も完成させるため
に、あらゆる指導と援助を惜しまないで
あろう。（同p.12）

この部分は六か条の第四条「自己を完成す
るとともに後進の人生の発展を助ける」に通じ
る。なお、「会社は社会の公器」とは、松下幸
之助の言葉として有名であるが、1955年の第
８回経済同友会全国大会にて、櫻田武幹事も

「事業を真に公器として預かる」経営者の役割
の重要性を述べている 。

加えて、経営者は、崇高な人生観に基づく
正しい経営理念（経営者理念）を持つこと、す
なわち「奉仕の精神」を持つことが重要である
と訴えている。奉仕の精神とは、社会愛、隣人
愛である。
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べている。旧制一高の３年生になった際、知人
の紹介で、吉田清太郎牧師の教会に熱心に通う
ようになり、聖書を読んで心の友とし、やがて

「世の中の塩になりたい（地の塩になりたい）」
と思うようになる。

世の塩となるとちかひし一生とて　い
ささかの味持ちてたりなむ（『川上嘉市自
叙伝』p.424）

『事業と経営』の中で紹介された「奉仕の精
神」や「経営倫理」の基本的な考え方のバック
ボーンは、キリスト教の倫理に基づくものであ
る。

なお、川上嘉市は「キリスト教倫理」をベー
スにした「経営者理念」を持っているが、仏教
や儒教の考え方を否定しているわけはない。例
えば、『事業と経営』では仏教の言葉を引用し
ながら奉仕の精神を訴えている。「社会奉仕の
念願は衆生済度の念願であり、仏教ではこれを
菩提心という」（『事業と経営』p.17）あるいは、

「お釈迦様はすでにわれわれに産業経営の理念
を教えている」（同p.19）である。同様のよう
な例は、『川上嘉市自叙伝』にもみられる。「如
何なる人でも、菩薩心を起せば。我利心が少な
くなり、決して邪悪を起さない」（同p.436）。
旧制一高時代、人生について悩み、キリスト教
会で説教を聞くばかりでなく、仏教学者の加藤
咄堂や他の僧侶の話を聞き、それらを自分の中
に取り込んでいったことがわかる。また中学時
代に学んだ論語の句「不義にして富み且つ貴き
は、吾に於て浮雲の如し」という言葉を気に
入って、雅号を「如雲」としたというエピソー
ドも残っている。（『川上嘉市自叙伝』p.408）

５.２　経済思想・経営思想
川上嘉市の経営者理念には、当時の経済思

経営者：�正しい人生観＝正しい経営理念
（経営者理念）

▼
� 国家本位、社会本位の経営、

社会・人のためへの貢献
▼

� 経営者自身の人生への意義づけ
＜経営上の理想・熱意と倫理の誕生＞

▼
生産能率・品質の向上

▼
事業の発展

５．川上嘉市の経営者理念の源泉
それでは川上嘉市の経営者理念はどのよう

なものから生まれてきたのであろうか。ここ
では川上嘉市の経営者理念の源泉について、

「経営者の宗教的背景」「経済思想・経営思想」
「経営者の過去体験」の３つを切り口に考えて
みたい。

５.1　経営者の宗教的背景
川上嘉市の思想に大きな影響を与えたの

はキリスト教である。前述のように、六か条
「二、世の塩になること」はイエスの山上の垂
訓において、弟子に語った言葉から「自ら世の
中の塩になりたい」という理想を持ったことに
よる。すなわち「神を信じる者は、腐敗を防ぐ
塩のように、社会・人心の純化の模範であれ」
という考えである。川上嘉市の倫理観の中心に
は、この「世の塩になること」が存在している。

川上嘉市のキリスト教との最初の接点は、
中学時代、浜松で救世軍創始者である山室軍平
の講演を聞きにいったことである。「大変感動
を受けた」が、「思想的に深入りして、キリス
ト教を真剣に研究するには至らなかった」と述
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一高入学後に父を亡くし、家を継いだ兄からは
大学卒業後は一切の援助を受けなかった。この
点について、『人生経営』の中で「貧乏に生ま
れた人の幸福」として、依頼心が少なく、自活
する力を持つことになり、一生の中で非常に役
に立つことを述べている（『人生経営』p.7）。
大学卒業時に、自らの戒律として六か条を立て
ることができたのも、このような環境・体験に
よるものと考えられる。

私は幸にして少年時代から窮乏の生活
に慣らされ、自ら求めて固苦忍従の生活
を味わい、自ら進すんで修養にも志した
為、一回の躓きも無く、正しい覚りに入
ることが出来たと、信じている。（『川上
嘉市自叙伝』p.424）

大学卒業時の六か条は、旧制一高の三年生
の時に、「かなり真剣に人生問題を考え、相当
に苦心」（『川上嘉市時自叙伝』p.435）した過
程を経て生まれたものである。前述のように、
キリスト教の教会で聖書の講義を学び、説教を
聞き、また学者や僧侶から仏教を学び、さら
に人生観に関する哲学的な本を読んで、真剣
に、命がけに人生を考える時間を過ごした。そ
してそれが、他社への愛という「覚り」に結び
付き、自らへの戒律六か条の確立につながって
いった。

私が一高三年前までは、自己の修養
とか、自己完成とか『己』という範囲を
出でなかった考え方が、この時代から、
他人にまで己の愛を及ぼしたい、人は世
の中の為、他人の為に働くべきであると
いう、広い隣人愛の考えに代わってきた
ことは確かである。（『川上嘉市自叙伝』
p.415）

想・経営思想も影響を与えていることが考えら
れる。川上嘉市が生まれた明治期において、広
まっていたのは「経営ナショナリズム」の考え
方である。これは、企業経営を通じて、国家の
富強の達成という国策に貢献しようとする考え
方、すなわち「国事」経営意識・精神である（浅
野1999、p.127）。明治時代の経営者は、強烈な
国家意識に基づき “企業経営の中で国に奉仕す
る”（森川1973）という経営者理念を有してい
た。

このような考え方は旧制一高時代に強まっ
たと考えられる。旧制高校それも旧制一高は、
当時のエリート中のエリートであった。卒業式
は明治天皇の行幸を迎えて開催され、その前で
各学部の最優秀学生は侍従から「銀時計」を
授与された。なお川上嘉市もその一人であり、
さらに全学部のトップであった。学生の多くは
強い愛国心を持ち、思想の中核に国家意識を
持っていたのである。

このような考え方が、「三、業務を通じて国
家社会に貢献すること」につながっている。「国
家本位」「社会本位」「同胞愛」「祖国愛「国家
社会への奉仕」などという言葉が、『川上嘉市
自叙伝』には多くみられる。

わたしの悟りは唯己だけを正しくし
て、超然としていようというのでは無い。
自己を完成するとともに祖国と同胞のた
めに幾何かの貢献をしたいと言う、燃ゆ
る如き熱願である。（『川上嘉市自叙伝』
p.424）

５.３　経営者の過去体験
川上嘉市は浜松の旧家の次男として生まれ

たが、生家は「貧乏というほどではなかったが
非常に裕福というほどでもなかった（『人生経
営』p.7）という。尋常小学校時に母を、旧制
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川上嘉市がこの六か条に従った最も大きな
意思決定は、経営危機に直面していた日本楽器
製造の社長就任を受諾したことであろう。社長
就任を懇願された川上嘉市は、当時、住友電線
製造所（現在の住友電工）の取締役であり、42
歳という若さであった。住友という大きな会社
で、将来性のある地位を捨て、厳しい経営状況
の再建役を引き受けたのは、先の六か条のため
に生涯をささげようと決意していたからである

（『社史』p.43-47）。この時の心情は、社長就任
時の訓示で示されている。

・・・元来私が安全な住友における位置を
捨てて、当社のような成績不良の会社に
くることは、自分の家族はもとより、親
族、友人ひとり残らず反対であった。・・・

私が、これを引き受けた動機は、日本
楽器の仕事は、単に営利のみの事業では
ない。浜松、否静岡県下としては、どう
してもこれを育てていかなければならな
い事業である。否、わが国唯一の洋楽器
工場として日本としてもどうしても、つ
ぶしてはならぬ仕事である。殊に私は小さ
いながら株主であり、またこの地方出身
者でもあるので、整理を引き受けること
に決心した。自分の一身は、ある程度ま
で、犠牲にしようと考えたからである。

（『事業と経営』p.114）

あえて安定した地位を捨て、六か条の「三、
業務を通じて国家社会に貢献すること」「四、
自己を完成するとともに後進の人生の発展を助
けること」「五、日本の文化水準を引き上げる
こと」に殉じ、日本楽器製造の再建に向け取り
組もうとしていることがわかる。また実際の経
営再建では、綱紀粛正や人事の公平と整理など
の経営改革策を推し進めるが、「一．正義をあ

仏教や儒教の影響も受けながら、キリスト
教の教えをベースとした「宗教的背景」をも
とに、また当時のエリートとしての愛国心を
持った国家社会への貢献意識（「経済思想・経
営思想」）を持ち、さらに裕福ではなかった少
年・あるいは学生時代の「人生を真剣に考え
た」過去体験から、川上嘉市の人生観、すなわ
ち、人生経営の経営者理念は生まれたと言えよ
う。

６．�経営者理念（「人生訓」＝「戒律六か
条」）のさらなる確信

大学卒業時に自らの戒律として掲げた「六か
条」をもとに、川上嘉市は社会人として様々な
経験を積んでいく。そしてその中で、その戒律
に従って行動を行い、六か条が正しいものであ
ることを確信していくようになる。

「一、正義をあくまで貫きとおすこと」に
ついては、欧州留学時の保険契約解約での問題
が掲載されている。　川上嘉市は東京瓦斯から
大阪の住友伸銅場に転職し、４年後の1913（大
正２）年に、電線技術に関する学術研究の目的
で、２年間の独英留学を果たす。この際、生命
保険の契約を結んだが、その解約に関し、不当
な要求をした保険会社に対し、「正義は負ける
はずはない」と徹底して交渉を行った。結果と
して、川上嘉市の請求はすべて承認され、会社
からは謝罪の連絡を受けることとなった。この
経験を経て、さらに「正しい者ほど強い者はな
く、如何なる困難があろうとも結局正義は必ず
勝つ」という強い信念を持つこととなる。（『川
上嘉市著作集　第四巻』p.226-231）。

またこの独英留学により、詳しくその文化
を見聞することになり、その中で日本の文化
水準を引き上げることの必要性を強く感じた。
これが、「五、日本の文化水準を引き上げるこ
と」の確信につながっている。
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例えば、「義務を通じて国家社会に貢献す
ること」は前述の六か条の第三条そのもので
ある。また、「勉学修養を心掛け　親切至誠
を以て事に当り　職務を愛好し、実行に敏に
　特に規律協同を尚び　不撓不屈の精神を以
て進取改善に志」すことは、他の人の模範と
なるべきことであり、「二、世の塩となること」
につながっている。

制定された1939（昭和14）年、日本は戦時
体制下に入り、日本楽器製造も陸軍管理下の軍
需工場となった時期である。楽器類の生産は制
限され、航空機のプロペラ製造等に従事するこ
とを余儀なくされた。製造法の研究や原材料の
調達、設備の変換と拡張など事業経営が難しく
なった時期である。社長就任以来、従業員の意
識改革を行ってきた川上嘉市が、戦時下という
難局に直面し、あたらめて「社員のあるべき姿」
を提示したと言えるだろう。

1939（昭和14）年２月に制定後、同年12月
にはその解説書と言うべき『社訓』が発行され
た。この中で「社訓とは社風を実現すべき社の
従業員が順守すべき指導精神」（p.１）と定義
している。この中では「社訓」に掲示された９
項目「勉学修養」「親切至誠」「職業の愛好」「実
行に敏」「規律協同」「不撓不屈」「進取改善」

「業務を通じて奉公」「有用の人材」について、
詳しくわかりやすく、事例を提示して解説して
いる。

ここで、日本楽器製造の「企業組織の経営
理念」である「社訓」について、その策定に影
響を与えた要因について整理してみたい。野林

（2019a）では、企業組織の経営理念《概念３》
について影響を与える要因を「経営者理念」「企
業の成長段階」「環境（歴史的・社会的環境）」
の３つに整理している（図３）。

日本楽器製造の「社訓」に最も強い影響を与
えたのは、前述のように、川上嘉市自身の「経

くまで貫き通すこと」という強い思いでこれを
実行していった。そして厳しい経営再建に全身
全霊で取り組むことで、「二、自ら世の塩にな
ること」を目指したのではないだろうか。

川上嘉市は、大学卒業時に掲げた「戒律六か
条」に従い、その後も意思決定や行動を行うこ
とで、さらにその六か条の正しさに確信を深め
ていったのであろう。繰りかえしになるが、六
か条は川上嘉市の人生訓であり、経営者理念で
あると言える。

７．�「川上嘉市の経営者理念」の影響・
功績

この「川上嘉市の経営者理念」は、社内と社
外、すなわち日本楽器製造と日本国内全体の双
方に対し大きな影響を与えている。ここでは、
日本楽器製造の「経営理念」（企業組織の経営
理念《概念３》）である『社訓』を確認し、川
上嘉市の経営者理念との関連を考える。さら
に、社外すなわち日本全体への影響についても
みてみたい。

７.１　日本楽器製造の「経営理念」として
まず経営していた企業への影響である。社

長であった日本楽器製造の経営理念である『社
訓』（1939年設立）は、川上嘉市の「経営者理
念」をもとに作成されている。

社訓
本社に勤務する者は、勉学修養を

心掛け、親切至誠を以て事に当り、　
職務を愛好し、実行に敏に、特に規
律協同を尚び、　
不撓不屈の精神を以て進取改善に志し、
業務を通じて国家社会に貢献し
以って有用の材たらんことを期すべし
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経営者は（正しい）経営者理念を有し、そ
れを企業組織の経営理念として従業員に浸透
し、社風ととすることにより、経営は理想的に
なり、発展するという考え方である。川上嘉市
は、日本楽器製造においてまさにそれを実践し
てきたと言える。

７.２　�国内の青年・経営者へのメッセージ
　　　―教育者として

川上嘉市は、数多くの著書を通じての「教
育者」としての側面も持っている。数多くの著
書を通じて若者や後進への教育を行っているの
は、彼の人生観である「六か条」に基づいて
いる。すなわち、「二、自ら世の塩となること」

「三、業務を通じて国家社会に貢献すること」
「四、自己を完成するとともに後進の人生の発
展を助けること」「五、日本の文化水準を引き
上げること」という強い思いが表れている。

川上嘉市は戦時中から、様々な教育関係の
書籍を著している。文部省内の勤労者教育中央
会により委託され、1940年に発行した『新時
代の勤労者』では、青年勤労者の仕事について
の考え方や取り組み方が書かれている。ここで
は、1939年に制定された日本楽器製造の経営
理念である「社訓」を紹介し、さらにその社内
解説書である『社訓』で示した９項目について

営者理念」である。一方で、経済統制下におい
て軍需産業となり楽器ではなくプロペラを作る
ことを余儀なくされているという「企業の成長
段階」あるいは「環境」の要因も影響を与えて
いる。「業務をもって国家社会へ貢献」という
のは、川上嘉市自身の「経営者理念」の一つで
あるが、戦時下の環境でプロペラ製造を行わざ
るを得なかった社員への動機付けの意味も強
かったと考えることができる。

川上嘉市の経営者理念を中心に策定され
た、日本楽器製造の経営理念である「社訓」は、
ただ会社に掲げられていたわけではない。その
解説書である『社訓』を社員に配布し、その経
営理念教育を実践して、その浸透を図ってい
る。川上嘉市は、経営理念浸透（訓練）の重要
性について、以下のように述べている。

・・統率者の有する理想なり、経営理念
なりというものが末端まで徹底するよう
にあらゆる機会に、指導訓練することが
必要である。

そしてその訓練が、充分に行き届い
て、一社の風とまでなってしまうときに
はじめて経営は理想的に、行われ得るよ
うになるのである。（『事業と経営』p.60）

図３　企業組織の経営理念（概念３）に影響を与える要因

野林（2019a）より一部改変
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ち、思慮深く、熱意があり、伸び得る人であ
り、積極的・進取的であることが重要であると
言う。また、事業経営には経営者の人物・技術
だけでなく、従業員の「（三）勤労管理」の重
要性について述べている。さらに「（四）従業
員の訓練」では、日本楽器製造の「社訓」とそ
の解説である『社訓』のこの中では「社訓」に
掲示された９項目について、詳しくわかりやす
く、事例を提示して解説している。

なお、第二編では会社の整理に関する事例
をもとにノウハウが記され、「第三編　経営断
片」では、様々な経営のトピックが随想として
書かれている。また第四編では事業の転換とし
て日本楽器製造が戦時中プロペラを製造してい
た事例や、戦後の産業再建についても意見が述
べられている。

この書籍は版を重ね、戦後価値観を喪失し
ていた全国の多くの経営者を励まし、また大き
な影響を与えたと思われる。実際にこの『事業
と経営』を読んで事業を起こした経営者も知ら
れている。澤井（2013）によれば、トステム（現
在のLIXIL母体企業）創始者である潮田健次郎
は、この『事業と経営』を読んで製造業を始め、
結果として成功したと述べている（日本経済新
聞「私の履歴書」、2008年３月10日）。

７．３　「経営理念」という言葉と概念への貢献
川上嘉市の著書による社会への貢献は、若

者や経営者への教育・啓発としての意味合いだ
けに留まらない。より広く、「経営理念」とい
う言葉や概念への貢献があげられる。

それは「経営理念」という言葉の普及と、
その新しい概念への変換である。「経営理念」
という言葉は、戦時中に、経済統制下におけ
る「新しい経営理念」として使用され始めた
が、まだまだ一般的な言葉ではなかった（野林
2019b、2020）。「経営理念」という言葉をより

同様の内容を紹介している。また1943年に発
行された社会教育協会『国民講座』第487号で
は、「天才養成論」として、戦時中さらに求め
られている優秀な人材を育成・教育するための
方法について論じている。

戦後直後1946年に発行された『随想　人間
教育』では、その序において自らの「六か条」
を示し、生涯の目標として取り組んできたこと
を述べ、また本書の目的を以下のように記して
いる。

実業生活三十有六年間の経験から得
た、私の人生実業を赤裸々に述べた教育
に関する随想である。したがって本書に
おいては、主として日々の実行と人間の
常識とを説いた。信念と理想を持つ日本
人、人間らしい人間を作りたいのが、私
の念願である（『随想　人間教育』p.５）。

この中では、川上嘉市が実際に体験した
様々なトピックを紹介し、その中で人生や経営
についていかに考え、行動するかをわかりやす
く説いている。

さらに全国に影響を与えた書籍は、やはり
戦後直後に発行された『事業と経営』である。

その「第一編　事業経営と人」では、事業経
営における人（経営者や従業員）の大切さを述
べている。その「（一）経営の倫理観」では、
経営者が正しい経営理念を持つことの重要性を
述べ、そしてそれは奉仕の精神であると言って
いる。事業の経営者は、崇高な人生観と、そこ
から生じる経営理念を持たなければならない。
また「（二）事業経営と人物」では、経営者は
そのような精神、経営理念だけでなく、様々な
才能・能力が大切なことを記している。具体的
には、創意があり、先見性があり、閃きを持
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者自身の考え方であり、正しい奉仕の精神であ
る。川上嘉市は『事業と経営』の中で、「経営
理念」という言葉の概念を、それまでの国家を
主体とした経済・経営思想から、経営者を主体
とした経営者理念へ、はじめて変換させたので
ある。

「経営理念」という言葉がさらに一般化し、
その「経営者理念」という概念が広まるのは、
1956年の経済同友会「企業の社会的責任の自
覚と実践」以降である。それよりも10年も前
に、「経営理念」という言葉とその概念を伝え
た功績は大きい。

８．終わりに
川上嘉市は、キリスト教倫理をベースにし

た「経営者理念」を持ち、社長として日本楽器
製造の経営を立て直し、発展させただけでな
く、自らの著書を通じて全国の多くの若者や経
営者に広くその思想を伝えた。卓越した経営者
としてだけでなく、教育者として社会に対して
様々な発信を行った川上嘉市。現代において
も、川上嘉市の経営理念（経営者理念）とその
生き方は、我々に多くの示唆を与えてくれるの
ではないだろうか。

今回、この川上嘉市の経営者理念につい
て、その源泉と内容を考察し、企業と社会への
影響を検討した。しかしその分析はまだ十分で
あるとは言えない。今後は、経営者および教育
者として著名な松下幸之助や稲盛和夫の経営者
理念との比較検討を行い、より詳しく分析を
行っていきたい。

注
（１）	� 「経営理念」という言葉は、1940年の日

本経営学会『経営学論集』第14巻に掲載
された古林喜樂による「ナチス下の経営

広め、その主体を日本全体から経営者に大きく
変換させた契機になったのが、この川上嘉市の
著書『事業と経営』と思われる。

「理念」と「経営理念」の言葉と概念の歴史
を振り返ってみよう（野林2019b、2020）。20
世紀初頭に、カント哲学のイデーの訳語として
誕生した「理念」という言葉は、旧制高校の哲
学の授業を通じて、若きエリート達に使われる
ようになっていった。戦時期に、海外への侵攻
や軍事態勢の大義名分として「理念」という言
葉が多用されるようになり（例えば東亜協同体
の理念、新体制の理念など）、その主体は国家
であった。その流れの中で誕生したのが「経営
理念」という言葉であり、その概念の主体はや
はり国家であり、「経済思想・経営思想」の意
味合いを持っていた。統制経済下において、日
本全体の国益の向上を目的とする経営の考え方
が必要となり、「経営理念」という言葉が用い
られたのである（野林2019b、2020）。

戦後は価値観が一変する。それまでの皇国史
観をもとにした国家観が否定され、民主主義の
思想が本格的に導入される。国家のために、天
皇のために、といった考え方が否定され、それ
までの価値観の根本を失った人々は、虚脱状況
にあり、混沌の中にあった。このような中、川
上嘉市は『事業と経営』の中で、経営者は新し
い理念（経営者理念）を構築し、新しい経営を
実践すべきであると経営者にエールを送ったの
である。

・・・今日こそは、従来の資本主義的な経
営や、時局便乗の粗笨な経営は、一切こ
れを放棄して、新しい理念と、合理的、
進歩的、独創的な経営とに、立ち返るべ
き絶好の機会である。（『事業と経営』p.3）

ここでの新しい理念（経営者理念）は、経営
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ABSTRACT
Against the backdrop of widening income and asset disparities and rising interest in 
climate change, discussions on the “purpose of the company” are intensifying mainly 
in the UK and the US. In these countries, the shareholder primacy approach is being 
reassessed, with a focus on stakeholders. On the other hand, in Japan, it seems that 
traditional large corporations are weakening their traditional stakeholder-oriented 
attitude and moving toward the aforementioned approach, backed by an increase 
in the shareholding ratio of foreign institutional investors and governance reform of 
“Abenomics.” How should we capture such seemingly contradictory movements? 
This study summarises the discussions in the UK and the US, clarifies the points of 
discussion, and presents suggestions for Japan.

キーワード
会社の目的、株主第一主義、ステークホルダー、英国コーポレートガバナンス・コー
ド改訂、ビジネスラウンドテーブル声明

的大企業が、従来のステークホルダー重視の姿
勢を弱め、株主第一主義の方向に移行している
ようにも見受けられる。このような一見相反す
る動きをどのように捉えたらいいのか。本稿で
は、英国・米国での議論を整理して、わが国へ
の示唆を導出する。

「会社の目的」はコーポレートガバナンス
（以下「CG」という）の基本的な論点の１つ

１．はじめに
所得・資産格差の拡大や気候変動への関

心の高まりを背景として、英国・米国を中心
に、「会社の目的」（1）に関する議論が活発化して
いる。そこでは、株主第一主義からステークホ
ルダー重視の方向への見直しが行われている。
一方わが国では、外国人持株比率の増大やアベ
ノミクスのガバナンス改革を背景として、伝統

英国・米国における「会社の目的」に関する
最近の議論とわが国への示唆

―  株主のための会社か、ステークホルダーのための会社か  ―

Recent Debate on the “Purpose of a Company” in the United Kingdom
and the United States and its Implications for Japan

－Do Companies Exist for the Sake of Shareholders or Stakeholders?－
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であり、またCGの方向性を決めるものでもあ
る。そしてそれは国毎に異なる捉え方がされ
ている（ドーア：2006, 加護野他：2010）。こ
の「会社の目的」が所得・資産格差に影響を
及ぼしているという議論があり（Clark et al.：
2018, Mayer et al.：2019）、また「会社の目的」
を変更してCGを改革することにより、格差が
改善されるという議論がある（Bodie：2016, 
Mitchell：2017, Gordon：2018）。

株式会社制度は、株主の有限責任を保証し
ている点で、株主に有利な制度であると言え
る。会社が「法人」として権利義務の主体とな
れるのは、法律で定められたからであり、自明
のことではない。ここから、英国・米国では、
株主は有限責任の恩恵を受けているのであるか
ら、社会的役割を果たす責任があるという指摘
がなされ（Walker：2009）、また現行制度のメ
リットが一部の者に偏り、多くの人にデメリッ
トをもたらしているのであれば、仕組み（法律）
を変えるべきであるという議論がなされる余地
がある（Warren：2018, Palladino：2019）。

「会社の目的」に関する議論は、1930年代
のBarle-Dodd論 争 に 遡 る が（Pollman：2019, 
Berger：2019）、株主第一主義を標榜するBarle
と、ステークホルダー重視を主張するDoddと
の論争はいまだ決着していない（Harrison et 
al.：2019）。このことは、「会社の目的」はア
プリオリ（先天的）に決まるのではなく、時代
の要請によって変化しうることを示している。
第３節、第４節で検討するように、英国・米国
においては、経営者の実際の運営が、かつては
ステークホルダー重視であったものが、機関投
資家の影響力拡大などを通じて株主第一主義に
移行し、そして最近再びステークホルダー重視
の方向にシフトしつつあると理解される。

本稿では、以上のような問題意識に基づ
き、第２節で「会社の目的」に関する議論を整

理し、第３節で英国の動向、第４節で米国の動
向を整理したのち、第５節でわが国への示唆を
示し、第６節で今後の課題を指摘することとし
たい。本稿では、先行研究などを丹念かつ詳細
に整理・体系づけ、その「厚い記述」に基づい
てわが国への示唆を導出する方法を採用する。

２．「会社の目的」に関する議論
「会社の目的」に関する考え方には、大別し

て、米国では①株主第一主義、②ステークホル
ダー重視の２つの考え方、英国では、①株主第
一主義、②啓発的株主価値、③多元的アプロー
チの３つの考え方が存在する（水尾：2001, 杉
浦：2007, 大塚：2014, 林：2019b）。米国のス
テークホルダー重視の考え方は、英国の啓発的
株主価値と多元的アプローチの双方を包含した
考え方であるので、本稿では概念がより明確に
区分されている英国の考え方に基づいて議論を
進めることとしたい。

株主第一主義（Shareholder Primacy Approach）
は、取締役は会社の利益のために行動しなけれ
ばならず、またここでいう会社の利益とは株主
全体としての利益であるという考え方である。
ミルトン・フリードマンの「企業の社会的責任
は利益を追求することだけである」という有名
な主張は、この考え方を代表するものである。

啓 発 的 株 主 価 値（Enlightened Shareholder 
Value、Inclusive Approach）は、取締役は株主
利益を優先して行動すべきであるが、それに止
まらず、株主価値を向上させるために、従業員
の利益やその他ステークホルダーの広範な利益
を考慮する義務があるという考え方である。こ
こで留意すべきは、取締役の主たる目的は、あ
くまで株主利益のために会社を成功させること
であり、株主利益とその他のステークホルダー
の利益が衝突した場合には、株主利益を優先さ
せるということである。
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多元的アプローチ（Pluralist Approach）は、
株主とその他のステークホルダーの利益を同
格に扱い、利益が衝突した場合には、場合に
よっては、その他のステークホルダーの利益を
優先させるという考え方である。この考え方
は、わが国の伝統的大企業の経営者や、1970
年代前半までの米国大企業の経営者によく見ら
れる、ステークホルダー重視の考え方と整合的
である。

現在の潮流は、英国・米国とも啓発的株
主価値の考え方である（詳しくは第３節及
び第４節で説明する）。例えば、英国におい
ては2006年11月に成立した改正会社法（The 
Companies Act of 2006, 2006c.46）（以下「2006
年会社法」という）や2018年７月に改訂された
CGコードがこの考え方に基づいて制定・改訂
されており、また米国においては、2019年８
月19日公表のビジネスラウンドテーブル（The 
Business Roundtable） の 声 明「Statement on 
the Purpose of a Corporation」（以下「BRT声明」
という）も、この考え方に基づいている。また
Porter and Kramer（2019）の共通価値の創造

（社会的価値の創造を通じて経済価値を創造す
ること）の考え方もここに位置づけられると考
えられる。さらに、「会社の目的」ではなく「投
資の目的」であるが、ESG投資を提唱している
PRIの責任投資原則（Principle for Responsible 
Investment）も、受託者責任（金銭的リターン
の最大化）の範囲内でのESG要素の考慮を唱え
ており、この考え方に類似したものと言える

（林：2018）。
ただし、最近では、多元的アプローチの方

向にシフトする動きも見られる。例えば米国で
はB Corporation（Honeyman and Jana：2019）
やBenefit Corporation（Alexander：2018） の
動きがあり、投資家サイドでもESG投資が多元
的アプローチの方向にシフトしている側面が見

られ（林：2019a）、ユニバーサルオーナーシッ
プやインパクト投資の考え方も浸透しつつあ
る。

なお、ドイツでは会社の目的はステーク
ホルダー利益の総和の最大化と捉えられてお
り、多元的アプローチを採用している。例えば
ドイツ会社法76条は、取締役の任務は会社の
利害関係者すべての利益、すなわち株主、会社
の労働者、公益のバランスをとるものであるこ
とを意味し、株主のみの利益を最大化するこ
とは法の趣旨に反することであると解釈され
ている（ホプト：2006）。またこの考え方はド
イツのCGコードにも反映されている（風間：
2017）。

３．�英国の「会社の目的」に関する議
論の動向

英国の会社法では、伝統的に、取締役は「会
社の利益」のために行動しなければならないと
されており、「会社の利益」とは通常、株主の
利益であると解釈されている（杉浦：2007）。
ただし、その中でステークホルダーの利益をど
のように考慮するかについては、時代とともに
考え方の変遷がある。

３．１　�2006年会社法改正前までの「会社の目
的」に関する議論の経緯

Johnston（2017）の分析に基づき、2006年
会社法改正前までの議論を整理したい。1948
年の会社法改正までは、取締役と経営者は事実
上かなり幅広い裁量権を有していた。この裁量
権は20世紀初頭からの株主の分散と専門経営
者の台頭によって拡大し、経営者は労働者と資
本家の利害を調整して、公的・社会的な責任を
追求する者であるという考え方が広く受け入れ
られていた。

1943年にCohen委員会が組成され、1929年
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めに、取締役は株主利益に加え、（株主利益に
資する範囲内で）広範なステークホルダーの利
益を考慮しなければならないことが明記された

（172条の内容については林：2019b参照）。172
条は、企業の責任ある行動に対する厳しい批判
の高まりを背景として、政府主導で会社法に追
加されたものである。

株主第一主義を採用しなかった政策的背景
として、①企業の社会的責任に対する労働党
政権の積極的な推進政策、②機関投資家の短
期主義への歯止めなどが指摘される（杉浦：
2007）。また多元的アプローチを採用しなかっ
た理由として、①多くのステークホルダーの利
益を公平に扱うことの困難さと、経営陣に広範
な裁量権を与えることへの懸念、②多元的アプ
ローチを採用する場合には、現行のCGの枠組
みの大幅な変更と会社法の改正が必要になるこ
と、③多元的アプローチによる取締役の義務に
は法的強制力がないこと（株主以外のステーク
ホルダーには救済措置を求める法的手段がない
こと）が指摘される（大塚：2014）。

172条に基づく取締役の義務の履行が取締役
の裁量に委ねられる構造となっていることに加
え、実効的なエンフォースメント手段が用意さ
れておらず、172条は実効性確保が課題とされ
ていた（中村：2017）。また2018年に改訂され
る以前のCGコードでは、序文にステークホル
ダー利益考慮についての言及があるものの、本
文（原則または各則）にはそれらへの言及がな
く、企業に対して具体的な規律を求める項目を
示したComply or Explainの対象としてステー
クホルダー利益考慮は求められていなかった。
このように172条では啓発的株主価値が採用さ
れたものの、現実には引き続き株主第一主義に
基づいた運営が行われていた。

会社法の改正に関する議論がなされた。そこで
は、所有と経営の分離に伴い、株主は満足でき
る配当を受け取る限り会社の経営に関心を払わ
なくなることが懸念され、株主権の強化が提
案された。この報告書に基づき、1948年に会
社法が改正され、特別の契約の如何に関わら
ず、すべての取締役が株主総会の普通決議で解
任されることが可能となり、1950年代の初頭
から敵対的買収の波が英国企業に襲いかかるこ
とになった。この敵対的買収の脅威によって、
取締役・経営者は株主配当を増額するなど、株
主第一主義の方向へ舵を切ることになった。

その後、1970年代には産業民主主義を求め
る政治的圧力があり、企業の意思決定に労働組
合の関与を求める動きがあったが、大きな流れ
とはならなかった。具体的には、例えば労働
党政権下の1978年に労働者に意思決定の一部
を与えることが提案されたが、1979年の保守
党政権の誕生によりこの議論は消滅した。サッ
チャー政権では新自由主義の経済政策が採用さ
れ、株主第一主義の方向が強化されることに
なった（2）。

３．２　�2006年会社法改正による「会社の目
的」の明確化

労働党政権下の1998年に貿易産業省の担当
大臣によって設立された「会社法見直しのため
の委員会」によって会社法の見直しの検討が開
始され、８年余りの議論の末、2006年に会社
法が大幅に改正された。この中で、従来は判例
法で規律されていた取締役の一般義務が明文化
されることになった。

議論の過程では、株主第一主義、啓発的株
主価値、多元的アプローチのそれぞれの観点か
ら検討がなされたが、最終的に啓発的株主価
値のモデルが採用されることになった。そし
て、会社法172条で、会社の成功を促進するた
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株主価値のアプローチを採用しながらも、多元
的アプローチの方向に一歩踏み込んだかのよう
にも見える。なお、改訂CGコードが啓発的株
主価値アプローチを採用していることは、これ
が会社法172条の枠内での対応であること、ま
たこれと同時にFRCより公表された戦略報告書
のガイダンスに啓発的株主価値のアプローチを
採用することが明記されていることからも明ら
かである（林：2019b）。

また各則５では、従業員とのエンゲージメ
ントの方法の選択肢が明記された。すなわち、

「取締役会は、企業の株主以外の主要なステー
クホルダーの視点を理解し、年次報告書におい
て、2006年会社法172条に示されるような彼ら
の利害と関心事項を、取締役会での議論や意思
決定に際して、どのように考慮したかを記載
すべきである。- - - 従業員とのエンゲージメ
ントに際して、以下の方法の一つまたはその組
み合わせを用いるべきである。①従業員の中か
ら指名された取締役、②正式な従業員諮問委員
会、③従業員の声を代弁する非業務執行取締
役。」と記載された。これは、メイ首相の、労
働者の声を取締役会に反映させるために企業毎
に適切な形態を採用すべきとの主張が反映され
たものである。

このように、EU離脱の国民投票などで明ら
かになった、所得・資産格差とそれによる労働
者階級の不満に対応するため、政府、議会、そ
して企業が、労働者の声を取締役会に取り入れ
るというCGコードの改訂を行った。また会社
法172条が現実的な意味を持つようになった。
振り子の針が新自由主義（株主第一主義）から、
ステークホルダー（特に労働者）重視の方向に
振れることになったと言える。

３．３　�CGコードの改訂（2018年）によるス
テークホルダー重視の明確化

2016年６月の国民投票によって欧州連合
（EU）からの離脱が選択されたこと、そしてそ
の背景に所得・資産格差の拡大や労働者階級の
不満があったことは、英国の支配層にとって大
きな衝撃であった。国民投票の結果の責任を
取ってキャメロン首相が辞任し、後任を選ぶ与
党・保守党の党首選挙が行われたが、この選挙
キャンペーンで、メイ新首相は、少数の特権階
級のための政治ではなく、普通の労働者のため
の政治を目指すこと、そして従業員の代表者を
取締役に加えるという公約を掲げて当選した

（その後トーンダウンして、労働者の声を取締
役会に反映させるために企業毎に適切な形態を
採用すべきとの主張になった）。

この考え方は、政府（ビジネス・エネル
ギー・産業政策省）のGreen Paper（2016年11
月）や市中からの意見集約を踏まえて作成され
た報告書（2017年８月）で支持され、また英
国下院のビジネス・エネルギー・産業政策委員
会での議論および報告書（2017年４月）でも
支持された（林：2019b）。

これらを受けて、2018年７月にFRC（Financial 
Reporting Council）により改訂されたCGコー
ドでは、ステークホルダーの利益考慮が初めて
原則（Principles）および各則（Provisions）に
明記された（この他に企業文化に関する原則な
ども明記された）。たとえば原則Aでは、取締
役会の役割として、「成功する企業は効果的か
つ起業家精神を有する取締役会によって導かれ
る。これらの取締役会の役割は、企業の長期に
わたる持続可能な成功を促進し、株主に対して
価値を生み出し、そして幅広い社会に貢献する
ことである」と記載された。

ここでは、株主と幅広い社会（ステークホル
ダー）が並列に記載されている。これは啓発的
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３．４　�スチュワードシップ・コードの改訂
（2019年）に際して示された投資家の
考え方

英国では、機関投資家などを規律するス
チュワードシップ・コード（以下「SSコード」
という）が、2019年10月に大幅に改訂され、
2020年１月から適用されることとなった。こ
れは、2012年に改訂されたSSコード（以下「2012
年コード」という）から約７年ぶりの改訂であ
る（詳細は、林：2020参照）。改訂に際しては、
2019年１月にFRCからSSコードの改訂案（以
下「2019年改訂案」という）が示され、市中
に向けて意見募集が行われた。そして市中から
の意見等を踏まえて2019年10月にSSコードの
改訂版（以下「2020年コード」という）が策定・
公表された。

SSコード改訂の議論の中で、SSの定義・目
的についても議論がなされた。これは、機関投
資家が何を目的としてその業務を遂行するの
かを明示するものである。以下に示すように、
2012年コード、2019年改訂案、および2020年
コードの間で、SSの定義・目的が異なってい
る。

2012年コードのSSの定義・目的の中には「社
会」という言葉が入っていない。2019年改訂
案では、2018年のCGコード改訂との平仄がと
られて、受益者（株式等への投資による金銭的
リターンの受益者）と社会が並列に記載されて

スチュワードシップの定義・目的
2012年コード スチュワードシップの目的は、根源的な資金提供者も繁栄できるような方法により、会

社の長期的成功を促進することにある。実効的なスチュワードシップは、会社、投資
家、そして経済全体に恩恵を及ぼす。

2019年改訂案 スチュワードシップは、受益者、経済、そして社会に対する持続可能な価値を創造する
ために、機関投資家のコミュニティ全体を通じて、資本の責任ある配分と管理を行うこ
とである。

2020年コード スチュワードシップとは、（受託した）資本を、顧客や受益者の長期的な価値を創造す
るために、責任をもって配分、管理、監督することであり、それは経済、環境、そして
社会に持続可能な恩恵をもたらすものである。

いる。これに対して2020年コードでは、SSの
目的はあくまで顧客・受益者の長期的な価値創
造（金銭的リターンの最大化等）であり、経済・
環境・社会に対する貢献は付随的なものである
と位置づけられている。すなわち、「顧客に対
する金銭的リターンを重視すること」と「経済・
環境・社会（すなわちステークホルダー）に対
する影響を重視すること」の優先順位づけにお
いて、2019年改訂案はCGコードと平仄をとっ
て両者を同列に記載したのに対して、2020年
コードは後者を付随的なものと位置づけたと言
える。

2019年改訂案の考え方が修正されたのは、
市中から多くの反対意見が提出されたためであ
る。すなわち市中の投資家の多くは、SSの主
たる目的は顧客・受益者に対する金銭的リター
ンであり、社会（ステークホルダー）に対する
貢献は主要目的ではないと考えている。

以上検討したように、英国において「会社
の目的」の中でステークホルダーの利益をどの
程度考慮するかについては、時代とともに変化
している。その中で、最近では新自由主義政策
に伴う所得・資産格差の拡大と労働者階級の不
満への対応として、CGコードで、啓発的株主
価値の考え方の枠内ではあるが企業に対してス
テークホルダーの利益考慮を強く求めるように
なった。ただし、投資家のスタンスは必ずしも
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者のうち約83％が、従業員や消費者の利益を
考慮せずに株主利益のためだけに経営者が行動
する音は非倫理的であると回答した。

このような経営者の意識の背景には、バー
リとミーンズが1932年に指摘した所有と経
営の分離の状況（Berle and Means：1932）、
すなわち株式の分散と専門的経営者の台頭が
あり、また米国企業の好調な業績を背景とし
て、CEO（最高業務執行責任者）が会社を支
配する事実上の権力を有していたことがある。
すなわちこの時代の米国においては経営者支配
が確立し、株主に対する配当よりも企業の存続
と規模の拡大が優先され、ステークホルダーを
重視した経営が行われていたと言える。この時
代の経営者は株主を含めたステークホルダーの
利害を調整する役割を担っており、ライシュは
この時代の経営者を「企業ステーツマン」と呼
んでいる（Reich：2007, 林：2017）。

４．２　�1970年代後半から最近までの「会社の
目的」に関する議論の動向

1970年代後半になると、機関投資家の株式
保有比率が増大するようになり、その影響力が
徐々に高まっていった（これを「機関投資家
現象」という）。またERISA法（1974年）やエ
イボンレター（1988年）により、機関投資家
である年金基金の受託者責任が明確化されて
いった。これに加えて米国企業の業績不振が重
なり、機関投資家による株主重視の圧力が増大
してきた。

そのような中で、フリードマンの思想、
エージェンシー理論、新自由主義の経済政
策、そしてビジネススクールやロースクールで
の教育が相まって、（もともと英米法では根底
にあった）株主第一主義の思想が確立し、強
い影響力を持つようになった（Berger：2017, 
Ruggie：2019, Bower and Paine：2017）。

これと整合的ではなく、SSコードではステー
クホルダーよりも受益者（株式等への投資によ
る金銭的リターンの受益者）の利益をかなり重
視した考え方を示している。

４．�米国の「会社の目的」に関する議
論の動向

米国においても、ステークホルダーの利益
をどのように考慮するかについては、時代とと
もに考え方に変遷がある。本節では、1970年
代前半までのステークホルダー重視の状況、
1970年代後半からの株主第一主義へのシフ
ト、そして最近のステークホルダー重視の方向
への回帰についてそれぞれ概観し、最後にBRT
の声明の意味について検討する。

４．１　�1970年代前半までの「会社の目的」に
関する議論の動向

かつての米国の経営者の多くは、社会的存
在としての企業の役割を重視し、ステークホル
ダー重視の姿勢を示していた。例えば、自動車
の大量生産方式を確立したヘンリー・フォード
は、1926年に著した自伝で、社会的存在とし
ての企業の役割を重視し、社会に対するサー
ビスを考慮することの重要性を指摘している

（Ford：1926）。また、ジョンソン・エンド・
ジョンソン（以下「J&J」という）の第３代
社長のロバート・ウッド・ジョンソンJr.は、
株主公開の１年前の1943年に我が信条（Our 
Credo）を起草したが、そこでは企業のステー
クホルダーに対する責任につき、その優先順位
を示している。具体的には、第１の責任は患
者・医師・看護婦・すべての顧客、第２の責任
が全社員、第３の責任が地域社会・全世界の共
同社会、そして最後の第４の責任に株主を挙げ
ている。また、1961年のハーバード・ビジネ
ス・レビューの調査によると、1,700人の経営
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うになった。
例 え ば、 世 界 最 大 の 機 関 投 資 家 で あ る

BlackRockのラリー・フィンクCEOは、投資先
企業に対する2018年のレターの中で、企業に
は社会的な責務を果たすことが求められている
こと、企業が継続的に発展していくためには社
会にいかに貢献していくかを示さなければなら
ないこと、企業が株主・従業員・顧客・地域社
会を含めたすべてのステークホルダーに恩恵を
もたらす存在であることが社会から要請されて
いることを指摘している。またこのステークホ
ルダー重視の姿勢は、2019年と2020年のレター
でも繰り返し主張されている。なお、2019年
のレターでは、企業の存在意義（Purpose）（4）

を明確化することの重要性も指摘されている。
民主党の大統領候補選に立候補したエリ

ザベス・ウォーレン上院議員の主張も、民主
党左派を代表する考え方として注目される

（Warren：2018）。彼女はハーバード・ロース
クールで教鞭をとっていた法律学者であるが、
米国における所得・資産の格差の緩和を目的と
して2018年８月に「責任ある資本主義」法案
を上院に提出した。これは、制定法によって所
得・資産格差を緩和させようとする考え方であ
る。具体的には、米国の大企業は「アメリカ合
衆国株式会社」という連邦免許を取得し、その
取締役はすべてのステークホルダーに対して社
会的責任を負い、取締役の少なくとも40％は
当該企業の従業員によって選出されなければな
らないことなどを法定するものである。

最近の米国の論調では、株主第一主義に対
する批判とその対応に関して、２つの潮流があ
るように思われる。第１の潮流は、取締役の
フィデューシャリー・デューティーの対象は株
主ではなく会社であるので、株主第一主義は
誤った解釈であり、解釈を変えることによって
対応すべきであるという考え方である。

具体的には、フリードマンは「企業の社会
的責任は利益を追求することだけである」と
主張し（Friedman：1970）、エージェンシー理
論では「代理人である経営者は、主人である
株主の利益のための働くべきである」ことが
当然の前提として理論が展開され（Jensen and 
Meckling：1976）、レーガン政権（1981年から）
が採用した新自由主義では「小さな政府、民営
化、規制緩和、市場重視、自由競争、グローバ
ル化」が推進されて公正よりも効率が重視され
たことから、所得・資産の格差が拡大する方向
に進んだ。また前述の通り機関投資家現象の結
果、株主の発言力が増した。さらに、世界のビ
ジネスリーダー候補者に、株主第一主義が正し
いことであると教え込んだことが、この考え方
を深く広く浸透させる結果となった。

この点でライシュは、1970年代の後半から
米国は「超資本主義」への道を歩み始めたと指
摘する（Reich：2007）。すなわち、1970年代
後半から米国の民主的資本主義には根本的な変
化が生じ、権力が経営者から投資家などにシフ
トして経営者は投資家の僕となり、企業はひた
すら利益を追求することしかしなくなったとい
う。そして、超資本主義では利益を損なうよう
な社会的善行は許されない。どんな企業であ
れ、競争相手が引き受けないような追加費用を

「自発的に」引き受けることはできないと指摘
する（3）。

４．３　「会社の目的」に関する最近の議論の動向
新自由主義の経済政策は経済全体のパイの

拡大に寄与し、経済の活性化・株価上昇などの
効果をもたらしたが、一方で所得・資産の格
差が拡大した。この格差拡大に伴う社会的動
揺、気候変動などESG要素を考慮する投資家の
拡大などに伴い、株主第一主義への批判が増大
し、ステークホルダー重視の方向が示されるよ
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とを挙げ、株主はよいリターンを得なければな
らないが、その他のステークホルダーの利益も
正当に評価されなければならないとしていた。

これに対して、BRTは1997年に株主第一主
義を標榜するコーポレートガバナンスに関する
声明を公表した。これはライシュがいう超資本
主義の時代を背景とした声明である。BRT声明
のスタンスが大幅に転換した背景には株主から
の圧力があったとされる。1997年の声明では、
企業の主要な目的は企業の所有者（株主）に経
済的なリターンをもたらすことであることを明
確にしたうえで、その他のステークホルダーの
利益を考慮することは、株主に対する義務の派
生的なものと位置づけ、取締役会が、株主利益
とその他のステークホルダーの利益をバランス
させなければならないという考え方は、取締役
の役割を根本的に誤解したものであると主張し
た。

この1997年の声明を否定し、1981年の声明
のスタンスに先祖返りしたと言えるのが、2019
年の会社の目的に関する声明である。BRTは
1997年の声明は株主第一主義を支持したもの
であったが、2019年の声明は1997年の声明に
とって代わり、企業の責任に関する現代的な基
準を示したものであるとする。

具体的には、2019年の声明では、個々の企
業がそれぞれの会社の目的に適合した任務を果
たすなかで、BRTはすべてのステークホルダー
に対する基本的なコミットを共有したいとし
て、顧客、従業員、供給業者、地域社会、そし
て株主に対するコミットを明記している。そし
てすべてのステークホルダーが必須の存在であ
り、企業、地域社会、そして米国の将来にわた
る繁栄のために、すべてのステークホルダーに
対して価値を提供することをコミットするとし
ている。

この声明の取りまとめにJ&JのCEOが深く関

第２の潮流は株主第一主義が判例法によっ
て規定されていることを前提としつつ、新た
な法律を制定することによって、ステークホ
ルダー重視の考え方を明確化すべきという考
え 方 で あ る（Warrn：2018, Palladino：2019, 
Johnston et al.：2020）。前述のエリザベス・
ウォーレンの主張はこの範疇に含まれる。ま
たPalladino（2019）は、会社の目的を公共の
利益の最大化と法定すること、ステークホル
ダー代表の取締役を選任することを提案する。
Johnston et al.（2020）は、78人の学者らの連
名で、会社法を改正して、取締役が会社のため
に、フォワードルッキングな持続可能な戦略を
発展させ、開示し、実践することを法的な義務
とすることなどを提言している。

４．４　ビジネスラウンドテーブル（BRT）の声明
このような議論がなされている中、2019年

８月に米国主要企業のCEOの団体であるBRT
から「会社の目的」を変更する旨の声明が出さ
れた。2019年の声明を明確に位置づける観点
から、まず1981年と1997年の声明を概観する。

BRTは1981年に企業の責任に関する声明を
公表した。これはライシュがいう企業ステーツ
マンの時代を背景とした声明であり、株主第一
主義が広く浸透する前の経営者の認識を反映し
たものである（Berger：2017）。ここでは、経
営者は企業利益と同様公益に奉仕することが期
待されていること、経営者は長期的視野を維
持することが必要であることを指摘したうえ
で、異なるステークホルダー間の利害のバラン
スをとり、意思決定のインパクトを注意深く調
整することが、企業の意思決定と経営プロセス
における不可欠の部分であるとする。そしてビ
ジネスと社会は共生関係にあるとする。このよ
うに1981年の声明では、経営者の役割として
ステークホルダー間の利害をバランスさせるこ
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に継続的なリターンを届けるために、企業は株
主に加えて幅広いステークホルダーの利益や適
正な期待を考慮しなければならないという現実
を反映したものであると説明している。これ
は、会社の目的は株主の利益にあり、そのため
に（その範囲で）ステークホルダーの利益を考
慮するという趣旨であり、啓発的株主価値のア
プローチであると言える。前述の通り、BRT声
明そのものでは、ステークホルダー間の優先順
位づけはしていないが、米国の判例法などに基
づき、株主利益が最優先であるという前提のも
とで、声明が表明されたと考えることができ
る。また、経営者と投資家のスタンスを比較す
ると、どちらも啓発的株主価値アプローチの中
ではあるが、経営者はステークホルダー重視の
方向を向き、投資家は株主重視の方向を向いて
いるように思われる。これらは第３節で検討し
た英国の状況と類似している。

５．わが国への示唆
英国・米国での状況を踏まえ、わが国への

示唆として、法律またはCGコードで、「会社の
目的」に関する明確な方向性を示すことの重要
性を指摘したい。わが国の伝統的大企業の多く
は、もともと多元的アプローチ（ステークホル
ダーのための会社）を指向していた。その後、
外国人株主比率の増大に伴う株主からの圧力
や、アベノミクスのガバナンス革命の影響か
ら、株主第一主義的な思想（株主のための会社）
が、あたかも「正しいこと」として急速に流布
しつつある。一方でESG投資家からの環境・社
会問題への対応に関する要求が厳しくなってき
ている。このような中で、企業の間で「会社の
目的」のあるべき方向性について、混乱が生じ
ているように見受けられる。

ステークホルダー考慮義務を会社法で定め
ることは、かつて真摯に議論されたが（上原：

与していたこともあり、BRT声明はJ&Jの我が
信条（Our Credo）と類似した内容となってい
る。ただし、J&Jの我が信条ではステークホル
ダー間の優先順位が明記されていた（株主の優
先順位が最後であった）のに対して、BRT声明
では（記載に順番があるものの）優先順位づけ
はなされていない。ここを誤解して、BRT声明
を評価・批判した論考も多い。この点に関する
BRTのスタンスは、声明の１週間後に出された
コメントで明確に示されている（この点は後述
する）。

Roe（2019）はBRTがこの声明を出した根柢
の理由として２つの点を指摘する。第１はアク
ティビスト株主への対応である。BRT声明の内
容は、CEOが株主からより多くの自由裁量を
得ることを明記したものとなっている。第２は
政策や世論の動きを踏まえて、CEOがバラン
スを取ろうとしていることである。ウォーレン
上院議員などは巨大企業の運営を大幅に変える
ことを主張しており、BRT声明によってこの反
企業の動きを減退させることが期待される。

BRTの声明に対しては、数多くのコメント
が出されており、関心の高さが窺われる（例
えば Harrison et al.：2019, Huber et al.：2019, 
Gartenberg and Serafeim：2019）。このなかで、
機関投資家の団体であるCouncil of Institutional 
Investors（以下「CII」という）から厳しい批
判が出された（CII：2019）。具体的には、CII
はBRTの声明に対して懸念を表明すること、声
明は株主に対する経営責任を切り落としている
こと、企業の取締役と経営者は長期的な株主価
値を重視するスタンスを継続する必要があるこ
と、株主の長期的な価値創造に焦点をあてた以
前の声明の方が望ましいことが指摘された。

これらに対応して、BRTは声明の１週間後
にQ & Aの形で追加説明を行っている（BRT：
2019）。そこでは、声明は、企業が成功し株主
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改訂で議論された企業文化（Culture）を改め
て深く思料し明確化することの重要性も指摘し
たい。これは「会社の目的」を深く考えること
にもつながるし、具体的な経営の意思決定を行
う際の判断基準になるものでもある。企業は、
その存在意義や企業文化に対応した活動・意
思決定を行うべきであり、企業の個別のアク
ションがそれらによって正当化されるものなの
か、例えば環境に悪影響を及ぼすようなプロ
ジェクトが正当化されるのか、中高年をター
ゲットとしたリストラが正当化されるのかにつ
いて熟慮すべきである。

６．おわりに
本稿では、英国と米国での「会社の目的」に

関する議論を整理し、わが国への示唆を導出し
た。新型コロナウイルス流行の影響で所得・資
産格差による問題が一層顕在化しており、企業
に対する期待も高まると考えられる。「会社の
目的」に関する議論は、その時代に企業に求め
られる期待によって変化するものであり、また
これは国毎に異なる。今後とも英国や米国など
の動向を注視し、わが国への示唆を考えていき
たい。

＜注＞
（１）	� 本 稿 で は、purpose、values、mission、

およびvisionと呼ばれているものを総称
して「会社の目的」という。Younger et 
al.（2020）は、それらの語句の定義に
は混乱と意見の不一致があるとしつつ、
purposeを組織の存在意義、valuesを組
織の行動指針、missionを組織の戦略、
visionを組織活動の目的と定義してい
る。これらは組織活動の方向性を社内外
に示すものとしての共通性があることか

2005）、経営者の裁量権を不当に拡大する恐れ
があることから（竹内：1976）、法律への明記
がされなかった経緯がある。しかし、英国の
2006年会社法172条などを参考に、改めて検
討する余地があろう。またわが国のCGコード
は、OECDのCG原則を参考に作成されている
こともあり、株主利益もステークホルダー利益
も、ともに重要であると位置づけられている
が、両者の利害が衝突した場合の優先順位が明
確化されておらず、あいまいなものとなってい
る（林：2015）。明確な指針を示す観点からは、
啓発的株主価値か多元的アプローチのどちらを
採用するのか、明確にすべきであろう。この
ことは、社外取締役の立ち位置、企業のESG投
資・SDGsへの対応、アクティビストへの対処
のスタンスにも影響する。

フランスでも、2019年５月にPACTE法が成
立して民法および会社法が改正され、取締役が
株主だけでなくステークホルダーの利益を等し
く考慮する義務を有する新しい会社形態として
の「使命を果たす会社（société à mission）」の
設立が可能となり、2020年６月にはダノンが、
株主総会での承認を経て、上場企業としては
最初にこの会社形態に転換した。このような
英国、米国およびフランスの動向を踏まえれ
ば、わが国でも株主利益とステークホルダーの
利益の優先劣後関係を制定法で明確にし、その
具体的な運用についてCGコードで明確に位置
づける時期にきていると思われる。さらに米国
のBenefit Corporationやフランスの「使命を果
たす会社」のように、多元的アプローチに基づ
く、ステークホルダーの利益考慮を法定した新
しい会社形態を創造することも、十分検討の余
地があろう。

紙面の制約から詳しく説明できなかった
が、BlackRockのCEOらが重要性を指摘する企
業の存在意義（Purpose）や、英国のCGコード
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ABSTRACT
In this study, I argue that ethics management contributes to making employees’ work 
more meaningful. Reviewing previous studies, I focus on the role of supervisors in 
Japanese organizations to propose several hypotheses about the effect of employees’ 
ethical orientation and their supervisors’ ethical leadership on employees’ meaningful 
work compared with their job satisfaction. To verify the hypotheses, I conducted two 
empirical questionnaire surveys and obtained data comprising （1） 2,060 valid responses 
from Japanese employees via an Internet survey, and （2） 796 valid responses from 
the employees of a Japanese manufacturing organization through an intranet survey. 
The results of multiple regression analysis demonstrate that although supervisors’ 
ethical leadership has a positive effect both on employees’ meaningful work and job 
satisfaction, employees’ ethical orientation has a stronger effect than supervisors’ ethical 
leadership on employees’ meaningful work. I also discuss the role of supervisors in the 
context of ethics management.

キーワード
倫理的リーダーシップ、従業員の倫理性、仕事の意味深さ、Meaningful Work、職務満足

業員を単なる「手段」として処遇しないことが
必要条件であるとする。同様の問題意識から
Greenwood（2013）は人的資源管理（論）への（特
に多元主義に基づく）倫理的検討の必要性を主
張し、三戸（2004, p.32）は人的資源管理では「人
的資源の特性（中略）はあくまでも組織にとっ
て組織存続にとって、機能性追求のかぎりにお
いて重視される」と指摘している。

こうした指摘は、人的資源管理（論）のみな

１．はじめに
経営倫理学における重要な研究領域の１つ

に、企業とステイクホルダー（との関係）が
ある。中でも、「ステイクホルダーとしての従
業員」について宮坂（2010）は、会社と対峙
し、かつ組織人として社会と向き合う、二面性
を有する特殊な存在であるとした上で、これか
らの人的資源管理（HRM）においては後者の
側面をより活かす必要があり、そのためには従

上司の倫理的リーダーシップと仕事の意味深さ
―  個人の視点からの実証と考察  ―

Supervisors’ Ethical Leadership and Employees’ Meaningful Work:
From the Perspective of Individuals
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らず経営倫理（学）に対しても、示唆に富む。
従来の、特に日本における経営倫理において従
業員の問題が扱われる場合、従業員を「会社と
対峙」する存在とする場合は主に人事労務に係
る施策の充実が、「組織人として社会と向き合
う」存在として扱う場合には企業の社会的責任
のための行動の制御（特に非倫理的行動の抑
制）が、主要な課題とされる傾向にあった。し
かし、経営倫理においても（特に後者の存在と
しての）従業員を単なる「手段」として処遇し
ない、むしろ「目的」として扱うことを志向す
るならば、企業が経営倫理を実践し、その実現
を組織人として従業員が担うことそのものが、
従業員自身にとってどのような意義を持つのか
を探究することが必要である（1）。

本研究はこうした問題意識の下、経営倫理
の実践の中でも従業員にとってより身近な「上
司の倫理的リーダーシップ」と「（組織の一員
としての）個人の倫理性」に着目し、これらが
従業員にとってどのような意義を持つのかを、
従業員自身の「仕事を通じた幸福」から、具体
的には「仕事の意味深さ」（及び、職務満足）
への影響から、考察しようとするものである。

以下では、先行研究に基づいて各々の概念
を整理し仮説を導出する。その上で、２つの調
査による独自の一次データを用い、実証と考察
を行う。

２．主要な概念の整理
２．１．１．�「仕事を通じた幸福」を具体化する

２つの概念
本研究における「仕事を通じた幸福」は、

平易に表現すれば「働きがい」であり、心理学
領域の用語を用いれば「職務経験から生じる心
理的安寧（あるいは、ウェルビーイング）」で
ある。こうした領域に関しては、心理学におけ
る幸福研究やポジティブ心理学等において知見

の蓄積が見られる。Waterman（1993）は「幸
福」を自己表現の経験に基づくもの（ユーダイ
モニア）と欲求充足に基づくヘドニックな快楽
との２つの概念に整理し、Deci and Ryan（2008）
はウェルビーイング研究もユーダイモニアとヘ
ドニアの２つの伝統に区分されるとした。この
対比はSchueller and Seligman（2010）による
客観的／主観的ウェルビーイングの弁別へと展
開する。

本橋（2020）は、こうした研究の成果を踏
まえて、「仕事の意味深さ」は天職観（コーリ
ング）にも通じる他者性を帯びた、よりユーダ
イモニックな概念に、職務満足は欲求の充足に
基づく主観的な、よりヘドニックな概念に、区
別され得るとした。本研究もこの立場を踏襲
し、従業員の「仕事を通じた幸福」を「仕事の
意味深さ」から把握するが、その結果をより明
確に把握するために、経営学で探究されてきた
職務満足の概念も取り入れ、両者を対比させて
検討する。
２．１．２．�仕事の意味深さ（Meaningful Work）

「仕事の意味深さ（Meaningful Work）（2）」は、
心理学関連領域のみならず、欧米を中心とした
ビジネスエシックス研究においても、規範論と
経験論（組織研究）の両方から探究されている
概念である（3）。その包括的研究であるRosso et 
al.（2010） は、“Meaning” と “Meaningfulness”
の ２ つ の 単 語 の 意 味 を 検 討 し、Meaningful 
Workを「個人にとって、より肯定的な意味を
有し、特別な重要性を帯びたものとして経験さ
れた仕事」（p.95）と定義した。しかしその後、
Both-Nwabume et al.（2017）がこの定義には
同語反復の懸念があると批判するなど、現在の
ところ確立された定義が存在するとは言い難
い。

ただし、先行研究において「仕事の意味深
さ」という概念が説明される際には、「重要性
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（significance）」という用語が頻出していること
は指摘しておきたい。ここでの「重要性」に
は、自己の利益や欲求の充足だけではなく、他
者や社会へのインパクト（の強さ）といった
社会志向性が内包されており、日本語では「影
響度」と表現する方が適切である。これに関し
Grant（2008）は、３つの調査に基づいて、自
らの仕事の社会的インパクトや社会的な価値の
高さ、他者への関わりの強さへといった「向社
会性」の知覚と、その仕事の「重要性」を認識
することとの関係を示唆しており、社会志向性
と「重要性」の知覚との連関は、規範論だけで
なく、実証に基づく経験論としても一定の信頼
性を有している。

そして、こうした「重要性」の知覚は、本人
の価値観や信念がいかにあるかにも関わるもの
である。「仕事の意味深さ」がユーダイモニッ
クな概念に結びつくとされるのは、そこに、自
己の利益や欲求の充足（だけ）ではなく、他者
や社会への影響への志向が大きく関与し、これ
を引き起こす価値観や信念、ひいては人として
の「美徳（virtue）」にも通じる要素が内包され
ているためと考えられる。
２．１．３．職務満足（Job Satisfaction）

比較的新しい研究領域である「仕事の意味深
さ」に対し、職務満足（Job Satisfaction）は心
理学や経営学において長く探究されてきた。職
務満足は、Locke（1969, p.316）によれば「自
分の仕事を、その価値の実現に向けて到達した
り促進したりするものとして振り返ったときに
生じる、心地よい感情の状態」とされる。

職務満足は、従業員の職務成果に直結する
さまざまな要因（例えば、モチベーションやコ
ミットメントなど）に作用することが知られて
きたため、これをいかに高めるかは人的資源管
理（論）における中心的な課題の１つであった。
本橋（2019）では、職務満足が「手段的人間観」

の下で探究されやすい概念であることを指摘し
たが、Locke（1969）の定義も示すように「心
地よさ」という「快の感情」に焦点が当たる
概念であることから、Schueller and Seligman

（2010）の知見に基づき、これをよりヘドニッ
クなものとして位置づけ、「仕事の意味深さ」
と対置する。ただし、Locke（1969）の定義が
示すような「価値の実現」の「価値」をどのよ
うに考えるのか、また、満足を充足する「欲求」
が何なのかによって、職務満足はさまざまな側
面を持ち、その一部は「仕事の意味深さ」と重
複し得る。

ここまで、結果変数とする２つの概念につ
いて概観した。以下では、これらに対する説明
変数となる概念について検討し、仮説を導出す
る。
２．２．１．倫理的リーダーシップ

倫理的リーダーシップは、Brown et al.（2005, 
p.120）によれば、「個人的な活動や個人間の
関係を通じた、規範的で適正な行動の提示、
及び、双方向的なコミュニケーション・強
化・意思決定を通じた、メンバーの規範的で
適正な行動の促進」と定義される。この概念
は、Bandura （1977）の社会的学習理論を援用
したものであり、整合的な測定尺度（Ethical 
Leadership Scale：ELS）も開発されている。
以降の倫理的リーダーシップ研究は、基本的に
これらに基づいて展開してきた。

米欧の学術誌に2000年代（2000年－2012年）
に掲載された752の論文をメタ分析したDinh 
et al.（2014）によれば、「倫理的／道徳的リー
ダーシップ」カテゴリに分類される論文は80
本（全体の約11％）存在するという。Dinh et 
al.（2014）は論文の分類に当たり、「倫理的／
道徳的リーダーシップ」カテゴリを、従来の
リーダーシップ研究がヘドニックなリーダーを
想定してきたのに対する、利他性あるいは義務
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ミドルマネジメントの重要性を説いている。こ
うした研究を受けて沼上（2007, pp.3-４）は、

「現場に近いミドル層がタテ・ヨコ・ナナメに
密接な相互作用を行う」ことによる「創発戦
略が日本企業の強さの源泉である」と考えら
れてきたと指摘している。こうした先行研究
から、日本企業における中間管理者の倫理的
リーダーシップは、相応の影響力を有すると想
定される。本研究では、中間管理者を部課長層
と想定し、調査対象とする従業員の目線で「上
司」と捉えることにする。

中間管理者や上司の倫理的リーダーシップ
の影響に関しては、Mayer et al.（2009）が、「経
営トップ－現場管理者－職場」のtrickle-down
モデルを提示し、現場管理者の影響力を実証し
ている。また、Chughtai et al.（2015）は、倫
理的リーダーシップが上司の信頼性に、さらに
その信頼性が従業員のワーク・エンゲージメン
トに、正の影響を及ぼすことを明らかにした。
日本においては、岸野・平野（2016）が、上
司の変革型リーダーシップが部下の心理的エン
パワーメントに有意な影響を及ぼし得ること示
唆している。こうした先行研究を踏まえると、
倫理的リーダーシップは、従業員の、仕事その
ものについての知覚、すなわち「仕事の意味深
さ」及び職務満足にも影響を及ぼすことが予見
される。そこで本研究では、以下２つの仮説を
設定する。

仮説１－１　�上司の倫理的リーダーシップ
は、従業員の「仕事の意味深
さ」に正の影響を及ぼす。

仮説１－２　�上司の倫理的リーダーシップ
は、従業員の職務満足に正の
影響を及ぼす。

２．３．１．�個人の倫理性：原則への志向性と
影響への想像力から把握する

本研究におけるもう一つの説明変数は、

論的な理論に基づいたものとしている。
また、Brown and Trevino（2006）は、倫理

的リーダーシップに重なる理論として、変革
型リーダーシップ、オーセンティック・リー
ダーシップ、スピリチュアル・リーダーシッ
プの３つを検討している。そして、倫理的リー
ダーシップは、より直接的・明示的にフォロ
ワーの行動を倫理的なものに促すことを対象と
する点で、他の３つとは弁別されるとしてい
る。

現時点では既存研究の多くは欧米企業の経
営者の倫理的リーダーシップを対象としている
が、例えばWalumbra and Schaubroeck（2009）
のように、上司の倫理的リーダーシップが
フォロワーの発言行動に及ぼす影響が研究され
るなど、対象とするリーダーの範囲は拡張され
つつある。また、Eisenbeiß and Brodbeck（2014）
による、数十名の経営者へのインタビュー調
査を通じた倫理的リーダーシップの東西比較（4）

のように、国や文化の違いに着目した研究も現
れている。
２．２．２．�日本企業における上司の役割と倫

理的リーダーシップに係る仮説
一方、視点を日本に向けると、日本企業や

日本型経営に関する研究において、組織の連結
ピン（5）とも呼ばれる中間管理者の重要性と影響
力は以前から指摘されてきた。

例えば、石田（1985）は、組織的・人的資
源の階層間配分を「外国」と日本とで対比し、

「外国」は組織の上位階層ほど資源の配分が濃
いが、日本は比較的平等であり、そのことが従
業員の能力や意欲の高さを生み出していると指
摘した。これは、日本の中間管理者が、相応の
資源を配されるに足る権限と影響力を有したこ
とも意味する。また、Nonaka（1988）は、日
本企業の事例から「ミドル－アップ－ダウン」
による情報（知識）創造のプロセスを提示し、
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明文化されていない「常識」を意識する程度
が、測定のための尺度になり得る。また、「人
間」への志向性は、Werhane（2002）が示す道
徳的構想力（Moral Imagination）にも通じ、「自
らの行動が誰のどのような影響を及ぼすか」を
想像する程度により測定できると考える。これ
は先の「原則」が非帰結主義的であるのに対し
帰結主義的であるので、この項目を合わせるこ
とで、より「統合的な」尺度になり得る（6）。
２．３．２．個人の倫理性からの影響に係る仮説

こうした考え方の下、本橋（2019）は、「個
人の倫理性」を測定するため独自の尺度を作成
した。その上で、インターネットリサーチによ
り民間企業の正規従業員を対象とした調査（以
下、「調査１」）を実施し、収集した一次データ
を用いて尺度の妥当性を検証した。さらにデー
タの分析を通じて、個人の倫理性が「仕事の意
味深さ」及び職務満足に正の影響を及ぼすこと
を示した。本研究では、異なる対象の新たな調
査（以下、「調査２」）により収集した一次デー
タを用いて、この「個人の倫理性」に係る独自
の尺度の妥当性を再検証する。その上で、「調
査１」「調査２」による２つのデータを用い、
上司の倫理的リーダーシップ及び「個人の倫理
性」の２つを説明変数、「仕事の意味深さ」及
び職務満足の２つを結果変数として各々の影響
を分析する。

個人の倫理性が「仕事の意味深さ」及び職
務満足に影響を及ぼし得ることに関しては、例
えば、Allan et al.（2014）は、本人の社会的地
位に関わらず、他者を助け「より大きなもの」
に貢献しているという感覚が「仕事の意味」の
主な源泉になっていることを見出している。
また、前述のGrant（2008）は、従業員が、自
らの仕事の「向社会性」を知覚することが、職
務のパフォーマンス等のアウトプットに影響を
及ぼすことを実証によって明らかにしている。

従 業 員 の「 個 人 の 倫 理 性 」 で あ る。 た だ
し、個人の倫理性をいかに考えるかは、「倫理」
をいかに考えるかにも通じる、非常に大きな命
題である。

本研究では、まず「個人」については、「経
営倫理の実践において、組織人として社会（外
部ステイクホルダー）に対峙する個人」を想定
しているため、「組織の一員としての個人」、言
い換えれば「個人の組織人格」を対象とする。

一方、「倫理性」に関しては、本研究の根底
には経営倫理（の実践）を企業の「よさ」の問
題として捉える考え方がある。そのため、「倫
理性」を不正（行為）の有無からではなく、
Paine（1997）の「倫理的な意思決定」への示唆、
さらには梅津（2002）が示す規範倫理学の理
論の体系を念頭に置き、以下の考え方の下で整
理する。

Paine（1997）は、倫理的な意思決定に望ま
れる基準として、「目的」「原則」「人間」の「３
つのレンズ」を示し、これらを統合することが
重要であるとした。これらは比喩的な表現で
はあるが、規範倫理学の理論の体系に照らせ
ば、「帰結主義」「非帰結主義（義務論）」そし
て経営の場面で両者を統合した「ステイクホル
ダー志向」と「自らがもたらす影響への想像」
を示唆するものと解釈できる。本研究はこの示
唆に則り、「倫理性」を、こうした基準あるい
は規範倫理原則が「統合された状態」と考える。

しかし、現実のビジネスパーソンは「目的」
を意識し達成することが日常的に求められてい
るため、「目的」の基準（レンズ）への志向性
は既に備わっていると想定できる。そこで本研
究では、「倫理性」については、便宜的にこれ
以外の基準、すなわち「原則」「人間」への志
向性に着目して把握する。「原則」への志向性
は、組織内の価値観であり規範である「理念」、
社会の明文化された規範である「法」、そして
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この「向社会性」という概念は、本研究におけ
る「個人の倫理性」にも通じるが、表出したパ
フォーマンスのみならず、その前提となる行動
の変化、さらにはそれを引き起こすモチベー
ションや職務満足、そして「仕事の意味深さ」
といった心理的な態度にも影響を及ぼすことが
予見される。

そこで本研究では、「個人の倫理性」に関
し、以下２つの仮説を設定する。

仮説２－１　�従業員個人の倫理性は、本人
の「仕事の意味深さ」に正の影
響を及ぼす。

仮説２－２　�従業員個人の倫理性は、本人
の職務満足に正の影響を及ぼ
す。

３．実証の方法
以上の仮説を検証するため、２つの調査に

より、独自の一次データを収集した。
３．１．１．調査１：インターネットリサーチ

従業員数300人以上の民間企業の正規従業
員（株式会社マクロミルのモニタ会員）を対
象に、株式会社マクロミルを実施機関としてイ
ンターネットリサーチを行った（7）。実施期間は
2018年４月27日－５月１日、有効サンプル数
は2,060であった。

サンプルの階層は、一般層（係長・主任ク
ラス）1,030、管理職層（部長、課長・次長ク
ラス）1,030であった。（現在の会社への）勤続
年数は、10年未満：14.3％、10年以上20年未
満：24.1％、20年以上：61.6％であり、現在の
職種は、管理系：28.0％、営業系（販売含む）
29.1％、社内情報システム系：5.9％、研究開
発系：14.4％、研究開発系：10.7％、製造現場
系：10.7％、その他：11.9％であった。

また、勤務先の業種は、製造業：36.4％、建
設業：5.4％、卸売・小売業：9.1％、金融・保

険業：10.3％、電気・ガス・通信等：5.5％、
サービス業：21.7％、その他：11.7％であり、
その企業規模は、従業員数300人以上1,000人
未満：30％、1,000名以上5,000名未満：30％、
5,000人以上：40％であった。
３．１．２．調査２：�製造業Ａ社における従業

員調査
従業員数（連結）約3,500人（2020年３月現在）

の東証一部上場企業Ａ社の協力を得て、同社に
おける正規従業員を対象に、社内イントラネッ
トによる調査を行った。Ａ社は創業80年超の、
法人及び一般消費者の両方を顧客とする製造業
であり、その従業員には小売店舗における販売
職が多く含まれるが、今回の調査では、同社に
おけるライン部門（Ｒ＆Ｄ部門及び営業部門等
を含む）及びスタッフ部門の正規従業員を対象
とした。

実施期間は2019年10月15日－10月31日、有
効サンプル数数は796（調査対象者の90.1％）
であった。サンプルの階層は、一般層681、管
理職層（課長以上）115であり、その年齢は、
20代：18.3％、30代：24.8％、40代：29.2％、
50代以上：27.7％であった。
３．２．１．調査の内容とデータの精査

調査１、調査２共に、基本属性、直属の上
司の言動、自らの仕事に対する意識等に関し、
回答者自身の認知について、６件法で回答を求
めた。質問文は、「上司の倫理的リーダーシッ
プ」に関してはBrown and Trevino（2006）が
開発した測定尺度の質問文を和訳して用いた。

「個人の倫理性」に関しては前述の考え方に基
づき独自の質問文を作成して用いた。「仕事の
意味深さ」に関しては、Steger et al.（2012）
が開発したWAMI尺度の質問文を和訳して用
い、「職務満足」に関しては櫻木（2006）の論
考とそれに基づく質問文を参照して設計した。

得られたデータについて、統計解析ソフト
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性が懸念される。そこで、これに対する事後
措置としてハーマンの単一因子テストを行っ
た（Harman 1967）。具体的には、調査１、調
査２各々について、全ての観測変数を対象と
して探索的因子分析を行った（最尤法、回転
なし）。その結果、固有値が１以上の４つの因
子が抽出された。それら４つの因子によって説
明される全観測変数の分散の割合は、調査１は
67.35％、調査２は60.11％であり、かつ、第一
因子のみによって説明される全観測変数の分散
の割合は、調査１は43.76％、調査２は37.73％
であった。調査１、調査２共に、最も大きい固
有値を有する単一の第一因子によって説明され
る全観測変数の分散の割合が50％に満たない
ほど低かったため、本研究におけるコモン・メ
ソッド・バイアスの問題は深刻ではないと判断
した。

SPSS ver.26を使用して分析を行った。まず、
調査１の全ての質問項目について回答の分布の
形状を確認し、正規分布から著しく外れたもの
を除外した。その上で、仮説に基づいて探索的
因子分析（最尤法、プロマックス回転）を行い、
４つの因子を確認した。そして、平均により合
成変数を作成して４つの尺度とし（8）、各々のα
信頼性係数が0.7以上であることを確認した（表
１）。

次に、調査２について、調査１で作成した
尺度における変数と同一の変数を用いて平均に
より合成変数を作成して４つの尺度とし、これ
ら各々のα信頼性係数も0.7以上である（表１）
ことから、内的整合性は確保されていると判断
した。その上で、調査１及び調査２各々につい
て、尺度間の相関係数（9）を求めた（表２）。

尚、本研究のデータは、全ての構成概念に
ついて単一のサンプルから収集されたものであ
るため、変数間の関係が過度に強調されてしま
うコモン・メソッド・バイアスが生じる可能

表１　４つの尺度のα信頼性係数

尺度 質問
項目数

調査１ 調査２

α信頼性
係数 平均 標準偏差 α信頼性

係数 平均 標準偏差

１．上司の
　　倫理的リーダーシップ 8 0.965 3.847 1.240 0.937 4.347 1.042

２．個人の倫理性 4 0.767 4.379 0.856 0.710 4.342 0.795

３．仕事の意味深さ 9 0.931 3.995 0.987 0.917 4.195 0.938

４．職務満足 9 0.910 3.737 1.016 0.851 4.029 0.901

表２　尺度間の相関係数

尺度
調査１ 調査２

1. 2. 3. 1. 2. 3.
１．上司の
　　倫理的リーダーシップ － －

２．個人の倫理性 .350* － .277* －

３．仕事の意味深さ .435* .504* － .279* .505* －

４．職務満足 .597* .405* .680* .511* .427* .614*

* 5％水準で有意

‒ 71 ‒



調査１は広く日本の民間企業の正規従業員
を、調査２は製造業Ａ社という特定の企業に勤
務する正規従業員を対象としたものであった
が、いずれにおいても、従業員の直属の上司の
倫理的リーダーシップが、「仕事の意味深さ」
にも職務満足にも作用することが示唆された。
先に見たように、倫理的リーダーシップとは

「メンバーの規範的で適正な行動の促進」を意
図したものである。これは社会的学習理論に基
づく概念であり、その根底には「人の成長」を
信じ尊重する考え方がある。一方、「上司の、
メンバーに対する倫理的な制御」という場合、
不祥事や不正を防止するためのリスク管理が想
起されることも少なくない。この両者の人間観
に、McGregor（1960）が提示した「Ｘ理論－
Ｙ理論」を援用すれば、前者はＹ理論、後者は
Ｘ理論に基づく人間観に整合的である。

中野（2002, p.165）は、日本企業の管理者
へのインタビュー調査から「ほとんどのビジネ
スマンは、良識のある倫理的判断を行うことが
できる善良な人間であり、多くの場合、どうす
ることが正しいことであるかについて、自分な
りの解答を心に抱いている」とし、「倫理的Ｙ
理論」を提唱した。その管理者、すなわち「上
司」が、自らのメンバーに対し倫理的行動の促
進を意図する場合においても、不正や非倫理的
行動への防止策は講じた上で、倫理的Ｙ理論に
基づく倫理的リーダーシップを発揮し、日々の

４．結果と考察
４．１．１．結果

調査１及び調査２の各々において、「上司の
倫理的リーダーシップ」「個人の倫理性」を独
立変数、「仕事の意味深さ」「職務満足」の各々
を従属変数とする重回帰分析を強制投入法によ
り行った。その結果（２つの従属変数各々に対
する各独立変数の標準化係数βの値）を、モデ
ルの有意性を示す指標（Ｆ値及び調整済みR2）
と共に表３に示す。

この結果から、２．２．２．及び２．３．２．で
示した仮説を検証していくと、独立変数「１．
上司の倫理的リーダーシップ」の従属変数「３．
仕事の意味深さ」及び「４．職務満足」に対す
る標準化係数βは、調査１、調査２いずれにお
いても各々５％水準で有意であった。これに
より、仮説１－１、仮説１－２は共に支持さ
れた。また、「２．個人の倫理性」の従属変数

「３．仕事の意味深さ」及び「４．職務満足」
に対するβも、調査１、調査２いずれにおいて
も各々５％水準で有意であった。これにより、
仮説２－１、２－２も共に支持された。
４．２．１．考察

以上の実証分析の結果による、主要な論点
は以下の２点である。

①�上司の倫理的リーダーシップは、「仕事の
意味深さ」にも職務満足にも、有意な正の
影響を与える。

表３　重回帰分析の結果

独立変数

従属変数

調査１ 調査２

３．仕事の意味深さ ４．職務満足 ３．仕事の意味深さ ４．職務満足

１．上司の
　　倫理的リーダーシップ .295* .519* .150* .425*

２．個人の倫理性 .401* .223* .463* .309*

Ｆ値 508.3* 685.9* 150.8* 212.90*

調整済みR2 .330 .400 .274 .348

* 5％水準で有意
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倫理的リーダーシップ」「（従業員）個人の倫理
性」を説明変数、「仕事の意味深さ」「職務満足」
を結果変数として、前者から後者への影響関係
について、日本企業の正規従業員を対象とした
２つの調査により収集した一次データを用いて
実証し考察した。

その学術的なインプリケーションとしては
まず、「個人の倫理性」について、不正や非倫
理的行動の有無からではなく規範倫理原則を
考慮した独自の尺度を作成し、２つのデータ
からその妥当性を検証した点が挙げられる。
その上で、２つの説明変数の各々が、２つの
結果変数の各々に有意な正の影響を及ぼすこ
と、「上司の倫理的リーダーシップ」という身
近で外的な要因は職務満足に、「個人の倫理性」
という個々人の内面の要因は「仕事の意味深さ」
に、より強い影響を及ぼすという影響関係を確
認したことは、倫理的リーダーシップ研究と従
業員の「仕事を通じた幸福」に係る研究に、そ
して経営倫理学に、一定の貢献を成し得るもの
と考える。

一方、実務的なインプリケーションとして
は、「個人の倫理性」のみならず、上司の倫理
的リーダーシップもまた、ステイクホルダーと
しての従業員の仕事を通じた幸福に貢献し得る
ことを実証により明らかにし、経営倫理の推進
やそこにおける上司（中間管理者）の新たな役
割と意義を提示した。

しかし、本研究には以下のような限界もあ
る。まず、２つの調査はいずれも正規従業員を
対象としているため、雇用形態の差異による影
響等ついては更なる検証を要する。また、調査
２の対象は特定の１社であるため、その従業員
の回答には当社の組織風土が影響している可能
性があり、信頼性の面で限界がある。そして、
分析方法が定量的な方法のみであるので、個人
の内面を探求し把握するには、妥当性の面で限

職場マネジメントに反映させていくことが、組
織における経営倫理の実現に、そして従業員の
仕事を通じた幸福に、貢献していくといえるだ
ろう。

②�上司の倫理的リーダーシップは職務満足
に、個人の倫理性は「仕事の意味深さ」
に、より強い正の影響を及ぼす。

本橋（2019）では、職務満足は身近で外的
な要因（職場風土）からの、「仕事の意味深さ」
は個々人の内面の要因（倫理性や仕事観）か
らの、より強い正の影響を受けることを指摘
した。本研究で取り上げた「上司の倫理的リー
ダーシップ」は、従業員個人にとっては、職場
風土と同様の「身近で外的な要因」と考えられ
る。従って、本橋（2019）の指摘は、追試と
しての調査２の結果から、改めて支持されたこ
とになる。

また、本橋（2020）では、経営トップの倫理
的リーダーシップが正の影響を及ぼす特定の型
の組織の倫理風土が、個人の倫理性と仕事の意
味深さに比較的強い正の影響を及ぼすことを指
摘した。これは、本研究で対象とした概念のよ
り川上に位置する関係であり、「個人の倫理性」
そして「仕事の意味深さ」は、組織におけるよ
り大きな、経営トップがより直接に関わる要因
に影響を受けることが予見される。

では「上司」の影響力は、従業員の「仕事
を通じた幸福」におけるユーダイモニックな領
域に対しては、経営者のそれよりも限定的なの
だろうか。この問いに応答するためには、経営
トップや組織の影響を受ける存在であり、上司
であると同時に部下でもあるという、中間管理
者の内面により踏み込んだ研究が必要になると
思われる。

５．本研究の意義と限界、今後に向けて
本研究は、経営倫理の実践における「上司の
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ソンやラテン系ヨーロッパなど、「東」
には東欧、南アジア、アフリカ、アラブ
が分類されている。

（５）	� Likert（1967） （同訳書：1968, pp.56-57）
の例えに基づく。

（６）	� オリジナル尺度開発にあたっての質問文
については、付表１を参照されたい。

（７）	� データの収集は、個人情報を特定しない
方法で行った。

（８）	� 合成変数すなわち尺度の作成において
は、各々の因子に係る観測変数（質問項
目）の値の和を求め、それを当該因子に
係る観測変数の数で除した。

（９）	� ここでは、Pearsonの相関係数を求めた。
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界がある。
こうした点を省みつつ、今後は、収集した

データを他のデータと結び付け、分析を深耕さ
せていきたい。また、例えばインタビュー調査
など、異なった分析手法を組み合わせた更なる
追試を行うことで、より精緻化されたモデルを
構築したいと思う。

注
（１）	� 本研究ではこうした問題意識に基づき、

「組織人として社会に向き合う」存在と
しての従業員、すなわち「組織の中の
人々」を対象とし、雇用形態やパーソナ
リティ特性による調整効果等については
捨象している。ただし、非正規従業員等
と比べた場合、正規従業員の方が組織の
一員としての側面をより強く有し、上司
からの影響に着目する必要性も高いと考
えられることから、実証分析においては
正規従業員を対象とした。

（２）	� Rosso et al.（2010）やMichaelson et al.
　　　�（2014） も示すように、欧文文献にお

いてこの概念を示す用語は、“meaning 
of work,” “meaningfulness,” “meaningful 
work” 等のバリエーションがある。本研
究では、英語ではビジネスエシックス
領域の先行研究において頻出している 
“meaningful work” を採用し、日本語で
は「仕事の意味深さ」と表記する。これ
は、直訳の「意味ある仕事」とすると、
その意味の中心が「仕事」となってしま
うが、本研究では仕事に対する感情に焦
点を当てて検討したいためである。

（３）	� Michaelson et al.（2014）は、「仕事の意
味深さ」に係る研究を規範論と経験論（組
織研究）に分類し詳細に検討している。

（４）	� この調査では、「西」にはアングロサク
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付表１　探索的因子分析の結果及び４つの因子の質問文・α信頼性係数（調査１）

14 

付表１ 探索的因子分析の結果及び 4つの因子の質問文・α信頼性係数（調査１） 

因子名 質問文 1. 3. 4. 2. 

1.上司の倫理的 

リーダーシップ 
私の上司は、信用できる人物だ。 0.902 -0.052 0.02 0.028 

私の上司は、部下を大切にしている。 0.901 -0.034 0.044 -0.016 

私の上司は、公正でバランスのとれた意思決定をしている。 0.886 -0.04 0.029 0.022 

私の上司は、倫理的に物事を行うとはどういうことか、手本を示してくれている。 0.886 0.051 -0.024 -0.021 

私の上司は、企業の誠実さや理念・価値観について、部下と話し合っている。 0.881 0.072 -0.033 -0.04 

私の上司は、結果の成否だけでなく、そこまでの過程も含めて評価をしている。 0.854 0.024 0.034 -0.006 

私の上司は、意思決定をする際に、「何を行うのが正しいか」を問題にする。 0.846 0.066 -0.063 0.037 

私の上司は、部下の声をよく聴いている。 0.836 -0.028 0.062 -0.013 

3.仕事の意味深さ 私は、自分の仕事を通じて、自分が生きている世界への理解を深めている。 0.04 0.926 -0.126 -0.06 

私は、自分の仕事を通じて、自分自身への理解を深めている。 0.011 0.88 -0.066 -0.024 

私は、どういうときに自分の仕事が意味のあるものになるか、よくわかっている。 0.008 0.804 -0.102 0.046 

私は、満足のいく目的をもった仕事を、既に見出している。 -0.029 0.752 0.173 -0.107 

私は、仕事を通じて成長していると思う。 -0.024 0.738 0.061 0.057 

私の仕事は、大きな意味をもっている。 0.004 0.707 0.025 0.074 

私の仕事は、私の人生を意味のあるものにしていると思う。 0.021 0.681 0.103 0.006 

私は、意味のあるキャリアを歩んできたと思う。 -0.013 0.674 0.093 -0.015 

私の仕事は、世の中に何らかのいい影響をもたらしていると思う。 0.033 0.614 0.004 0.119 

4.職務満足 私は、自分の仕事に満足している。 -0.067 0.136 0.817 -0.056 

私は、自分の能力を発揮して働くことができている。 -0.071 0.198 0.741 -0.03 

私は、仕事を通じて達成感を味わうことができている。 -0.035 0.165 0.732 -0.008 

私は、自分の仕事の量は適切だと思っている。 0.058 -0.158 0.705 0.054 

私は、自分の意思で現在の仕事をしていると思う。 -0.066 0.171 0.681 -0.016 

私は、仕事と生活のバランスをとることができている。 -0.007 -0.118 0.634 0.14 

私は、職場の人間関係に満足している。 0.211 -0.058 0.628 0.024 

私は、職場の作業環境の安全性や快適さに満足している。 0.154 -0.012 0.549 0.057 

私は、自分に対する勤め先からの評価や処遇に満足している。 0.232 0.024 0.535 -0.118 

2.個人の倫理性 私は、いかなるときでも、世間や社会の常識に従うことを大切にしている。 -0.041 -0.084 0.078 0.828 

私は、いかなるときでも、法律や社内規則を遵守することを大切にしている。 -0.008 0.019 -0.005 0.786 

私は，いかなるときでも，自社の理念やバリューに則ることを大切にしている。 0.066 0.214 0.013 0.487 

私は、自分の判断や行動の結果、誰にどのような影響が生じるかをよく考える。 0.027 0.25 -0.021 0.369 

α信頼性係数 0.965 0.931 0.910 0.767 
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ABSTRACT
In finance research, the cost of capital is widely recognized as the weighted average 
cost of equity and the cost of debt. The former cost of equity capital is the rate of 
return required by capital stock investors and is an important concept. Recently, 
empirical studies on ESG factors and cost of equity capital have also been seen. 
However, as far as the authors know, an empirical analysis of the cost of equity capital 
of SRI fund-adopted stocks has not yet been conducted. In this paper, the authors 
analyzed the cost of equity capital of SRI fund-adopted stocks and other listed stocks. 
As a result, it became clear that the companies selected as some SRI fund type have 
low cost of equity capital. In addition, the results suggest that ESG investment prefers 
companies that work governance and tackle environmental and social issues. This point 
is considered to be the contribution of this paper.

キーワード
ESG 要因　SRI ファンド　ファンド分類　株主資本コスト

ガバナンス・コード」の導入である。
特に、伊藤レポートでは企業と投資家の

ショートターミズムや日本企業の低収益性を問
題とした。さらに、同レポートでは、日本企業
の資本コストの平均を7.2％と推計し、それを
上回る自己資本利益率（ROE）８％実現を目
標とし、長期的な株主価値の向上を求めた。こ
の伊藤レポートが、企業経営者に資本コストを
意識させたと考える。

１．はじめに
わが国の上場企業の経営者の多くが、初めて

資本コストの概念を意識したのは、2014年から
2015年に掛けて省庁主導で行われたコーポレー
ト・ガバナンス改革であると考える。その改革
とは、2014年の金融庁による「日本版スチュワー
ドシップ・コード」導入と経済産業省「伊藤レ
ポート（1）」の公表、さらに翌2015年の東京証券
取引所の上場企業を対象とした「コーポレート

国内上場企業を対象にしたSRIファンド採用銘柄の
株主資本コストに関する実証分析

Empirical analysis on the cost of equity capital of 
SRI fund-adopted listed stocks in Japan
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一方、ファイナンス研究者や長期投資家の
間では、資本コストは基本概念として広く認識
されている。一般的には、資本コストは株主資
本コストと負債コストの加重平均資本コスト

（Weighted Average of Capital Cost, WACC）と
して認識されている。本稿において分析対象と
するのは前者の株主資本コストである。株式投
資家からみると、株主資本コストは株式投資家
の要求収益率であり、基本的かつ重要な概念で
ある。

アカデミアにおいては、欧米だけではなく
わが国においても、個別企業や産業ごとの資本
コストの推計などの実証研究はかなりの数で報
告されている。

企業価値あるいは株主価値を算出する方
法として、配当割引モデルやディスカウント
キャッシュフローモデル、残余利益モデルなど
伝統的なモデルから様々なモデルが展開されて
いる。これらは基本的には算出式における分子
にあたる業績部分（配当、フリーキャッシュフ
ロー、残余利益など）と分母に当たる資本コス
ト（WACCあるいは株主資本コスト）が企業
価値を構成しているため、ESG要因が企業価値
にどのように関連しているのかを検討するに
は、業績への影響と資本コストへの影響を考え
る必要がある。ESG要因と企業パフォーマンス

（Corporate Financial Performance, CFP）の関
係を見るうえで、ESG要因が業績面にポジティ
ブな影響を与える理論的な背景としては、例え
ば企業イメージ・ブランドの向上、従業員の士
気向上、環境適合製品の販売など売上成長に影
響を与えるというものと、顧客やサプライヤー
との良好な関係、製造コストの削減などコスト
面から利益変化に影響を与えるというもの、社
会との共生や社会問題への対応、ガバナンスの
向上から企業の持続的成長に影響を与えると
いった考え方がある。一方で、企業価値との繋

がりを考えず、環境に配慮するためだけの支出
を行うことや、単なる経営者の名声や、自己実
現のために行われる従業員受けする施策や社会
貢献による支出は、業績に対してネガティブな
影響を与えるという考え方もある。

そのような理論的背景のもとESG要因と企業
パフォーマンスとの間の関係を検証する実証分
析は欧米を中心に数多く行われており、Friede, 
et al.（2015）では1970年以降のESGと企業パ
フォーマンスに関する先行研究から正の関係、
負の関係、結論付けられないというものをカウ
ントするメタ分析によって集計している。その
うち５割から６割程度は正の関係があり、おお
むね負の結論は少ないとしている。日本では、
欧米と比較すると先行研究は少なかった。それ
は、2015年10月に年金積立金管理運用独立行
政法人（Government Pension Investment Fund, 
GPIF）が国連・責任投資原則（The Principle 
for Responsible Investment, PRI）署名を表明す
るまで、わが国の機関投資家がESG投資に極端
に消極的だったことにあると考える。その後多
くの実証研究が行われてきている（首藤・竹原

（2007）、日本証券アナリスト協会（2010）、遠
藤（2013）、伊藤（2016）、湯山・白須・森平

（2019）、Suto and Takehara （2018）、Shirasu 
and Kawakita（2020）など）。

企業価値を構成する要素の一つの資本コス
トについての実証研究をみると、ESG要因と
CFPとの関係に関する実証研究の結果と同様に
結論は混在しているものの、ネガティブとは
いえない報告が多いようである。欧米では、El 
Ghoul et al.（2011）がESG活動の評価スコア
が高い企業の資本コストは低いことを報告して
いる。また、Dhaliwal et al. （2011）は、CSR
活動など非財務要因について自発的に開示を行
う企業の株主資本コストは低いことを実証して
いる。一方、わが国における実証研究は、欧米

‒ 80 ‒



との比較では論文数が極めて少ない。企業価値
については、財務・株価パフォーマンスに関す
る研究が中心であった。わが国におけるESG要
因と資本コストの関係に関する研究は、最近ま
でほとんど行われていない。2010年代後半に
なると、Suto and Takehara（2016）が、東洋
経済CSR企業総覧のESGデータと資本コストに
関する実証研究を行っている。ESGの分野にお
いても資本コストに関する研究が本格化したと
いえよう。このように資本コストの研究が注目
されはじめたとはいえ、筆者の知る限り、SRI
ファンド（2）採用銘柄の株主資本コストに関する
実証分析はまだ行われていない。

本稿では、SRIファンド採用銘柄とSRIファ
ンド非採用の上場銘柄の株主資本コストを分析
した。その結果、いくつかのファンド分類では
資本コストが低いことが明らかになった。この
点が本稿の貢献と考える。

２．先行研究
情報の非対称性を緩和するという観点から、

情報開示と資本コストに焦点を当てて研究が行
われてきた。Easley and O’Hara （2004） は、情
報の質が資本コストに影響を与えるファクター
であることを示す理論モデルを提示した。企業
は、質の高い公開情報を投資家に提供すること
や、自発的開示を充実させることで、資本コス
トを低下させるという主張である。

Botosan（1997）、音川（2000）、Botosan and 
Plumlee（2002）、内野（2005）は情報の量や
質と資本コストに関係があることを実証してい
る。また、村宮（2005）では、企業のIR活動
と資本コストの関係について、金融を除く東
証１部上場の３月決算企業2,582社を対象に、
2001年から2003年の３年間で、経営者が決算
短信で公表した予想利益と決算時の実際の利益
との乖離が小さいほど資本コストが低いことを

明らかにした。
ESG要因と資本コストの観点では、財務情報

に加えてESGという非財務情報を考慮すること
で、財務情報だけではなく、より多くの情報を
もった投資家が長期的な業績を検討することが
でき情報の非対称性が緩和するという考え方
や、ESGを考慮する企業は企業不祥事や環境事
故などが起こりにくく下方リスクを低減するこ
とができ、業績見通しの安定性が得られる、と
いった考え方から資本コストが低減するのでは
ないかと考えられる。

ESG要因と資本コストに関する先行研究につ
いては、結論は混在しているものの、ESG要因
との関連で企業の資本コストは低い、および、
どちらともいえないとする報告が多いようであ
る。Clark et al. （2015） は、ESG要因と資本コ
ストに関する29本の先行研究レビューを行い、
ESG項目の属性、ESG開示、評価指標が良い企
業の資本コストが低いと報告しているものが26
本、どちらともいえないとする報告が２本、否
定するものが１本であったと指摘している。

ESG要因については、企業のESG項目の活動
そのもの、あるいは、属性で分析するもの、
ESG活動を評価しスコア化するもの、企業の
ESG情報の開示を評価し分析しているものがあ
る。ESGの属性で分析するものとしては、例え
ば、有害物質の排出量や、従業員との関係、
独立社外取締役の導入、買収防衛策の有無な
どESG活動そのものや属性による資本コストの
違いを分析するものがある。また、ESG活動
を評価しスコア化するものとして、例えば、El 
Ghoul et al.（2011）は米国企業を対象に実証
分析を行っている。その結果、CSR評価が高い
企業は株主資本コストが低いことを明らかにし
た。一方、開示についてDhaliwal et al. （2011）
は、CSR活動など非財務要因について自発的に
開示を行う企業の株主資本コストは低いことを
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報の開示がよく、ESG評価の高い銘柄に投資し
ていると考えられる。したがって、ESG評価に
基づきSRIファンド採用に銘柄された銘柄の株
主資本コストは低いと考えられる。

本稿は、SRIファンド採用銘柄の株主資本コ
ストを、SRIファンド非採用の上場企業銘柄と
の比較で明らかにする、ファクト・ファイン
ディングを目的とする。また、2014年以降さ
まざまな分類のSRIファンドが設定されている
ので、SRIファンドの分類ごとに株主資本コス
トを推計し、ファンドの分類によって株主資本
コストの差異が生じるのか検証する。

３．分析の対象、方法、データ
３．１　分析対象

本稿では、2019年12月時点で上場している
企業を対象に、SRIファンドに採用されている
か否かについて調査した。SRIファンドに採用
されているかどうかは、2019年１月から2019
年12月末までにEDINETに決算を開示した銘柄
をSRIファンドに採用された銘柄とする。

なお、分析対象銘柄を抽出するためSRIファ
ンドは、日本サステナブル投資フォーラム

（JSIF）の「個人向け金融商品のサステナブル
投資残高（2019年９月末）（3）」を参考にした。
SRIファンドのなかでマザーファンドが重複す
るものは、純資産が大きい方のファンドを採用
して銘柄を抽出している。比較対象は、国内証
券取引所上場銘柄からSRIファンド採用銘柄を
除外した銘柄である。

SRIファンドの分類はJSIFの分類に従った。

３．２　分析方法
３．２．１　株主資本コストの推計

資本コストの推計には、大別すると２つの
方法があり、一つはCapital Asset Pricing Model

（CAPM）、Fama-French 3 Factor Model （FF3M）、

実証している。
わが国におけるESG投資に関する実証研究

は、欧米との比較で論文数は非常に少なく、か
つ、SRIファンドのパフォーマンス、ESG評価
スコアの違いによる株式パフォーマンス、ある
いは、SRIファンドに採用されている銘柄の株
式パフォーマンスという視点での分析か、企業
財務パフォーマンスとの関係の視点で分析が行
われてきた。（白須（2011）、小方（2013）、湯
山・白須・森平（2019）、Shirasu and Kawakita

（2020）など）。
最近では、Suto and Takehara（2016）、Suto 

and Takehara（2018） が東洋経済CSR企業総覧
のデータを用いて、ESG要因と資本コストの関
係について分析している。これらは企業のESG
活動の評価スコアと資本コストに関する研究と
いえる。また、加藤（2018）では、日本証券
アナリスト協会のディスクロージャー評価と
ベータとの関係、FTSEのESGスコアとの関係
を分析している。したがって、企業の開示評
価、あるいは、ESGの評価スコアと資本コスト
との関係を分析したものといえる。

このように、ESG要因と資本コストの関係
に関する先行研究は、企業のESG活動あるいは
ESG情報開示に関する評価スコアと資本コスト
の関係を分析したものが多い。つまり、投資家
がESG評価に基づいて実際に投資した銘柄を分
析対象としてものではなく、投資される前の銘
柄を分析したものである。そこで、当研究で
は、投資家がESG要因に基づき実際に投資され
た上場銘柄である、SRIファンド採用銘柄の資
本コストを分析する。

筆者の知る限りでは、SRIファンド採用銘柄
の資本コストについて、機関投資家が企業の
ESG要因を評価して銘柄を組み入れているとい
う視点に基づく実証分析は見当たらない。先行
研究の結果を踏まえると、ESG投資家はESG情
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割引モデル（Dividend Discount Model, DDM）
をベースとし、株価情報と予想値を含む財務
情報を組み込んだ推計方法である（石川, 2014, 
pp.48-49）。

本稿では、Fama and French（1997）が指摘
する過去データに基づく資本コスト推計の問題
点を踏まえ、インプライド資本コストの推計方
法を用いて分析を行う（4）。具体的には、OJモ
デル（Ohlson and Juttner-Nauroth, 2005）、修
正PEGレシオ（Easton, 2004）、PEGレシオの
３つの方法で、SRIファンド採用銘柄の株主資
本コストの推計を行う。また、それらの平均を
使って分析を行う。

３．２．２　分析モデル
前項の３種類の方法で推計した資本コスト

を用いて、各SRIファンドに採用されること
が、採用されていない銘柄との比較において
資本コストが低いのかについて確認するため
に、以下の回帰式により分析を行う。

Carhartの4 Factor Model、Fama-French 5 Factor 
Modelの市場モデルを用いて推計する方法があ
る。しかし、Fama amd French（1997）が自ら
指摘するように、過去のデータをもって資本コ
ストを推計する方法は理論的根拠がないこと
と、各ファクター感応度の不確実性が高い（標
準誤差が大きい）ことから、FF3Mで資本コスト
を推計することには問題がある。

一方、石川（2014）は、過去データに基づ
くCAPMやFF3Mに対し、1990年代後半から登
場したインプライド資本コストの推計方法を紹
介している。いくつかのインプライド資本コス
トの推計方法があるものの、基本的には配当

ただし、x：資本コスト、γ：期待利益成長
率（5）、P：株価、FEPS ：予想一株当たり純利
益、DPS：予想一株当たり配当

なお、SRIファンド採用銘柄は、JSIFのSRI
ファンド・分類に従い、環境型、CSR型、健康

（経営）型、ウーマノミクス型、ESG型、SDGs
型に分けて分析を行う。
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被説明変数であるCOCは、OJモデル、修正
PEGレシオ、PEGレシオにより推計された資本
コストおよび３つの資本コストの平均である。

一方、説明変数であるENV、CSR、HLT、
WMN、ESG、SDGsは、 そ れ ぞ れSRIフ ァ ン
ドの種類である環境型、CSR型、健康（経営）
型、ウーマノミクス型、ESG型、SDGs型を示
し、該当する場合は１をとり、そうでない場合
は０をとる。SRIファンドの分類でそれぞれの
ファンドの分類である、ENV、CSR、SDGs、
HLT、WMN、ESGはそれぞれが排他的ではな
く複数の分類で重複して採用されるため、複数
の変数で１を取る場合がある。例えばESGファ
ンドにも採用され、環境ファンドにも採用され
る場合、ESGとENVの変数で１をとることと
なる。したがって、β1～β6までの係数の推定
結果の解釈としては、SRIファンド以外のファ
ンド、あるいは、ENV、CSR、SDGs、HLT、
WMN、ESGの中で一つ変数を選んだ時に対象
以外の変数の影響を除いて追加的に資本コスト
がどれくらい高いか低いかを表すパラメータと
いうことになる。

コントロール変数についてはEl Ghoul et 
al.（2018）を参考にした。ベータ（BETA）は
過去60ヵ月分のTOPIXの収益率から算出した
ベータ値、企業規模（SIZE）は総資産の自然
対数、簿価時価比率（BTM）は、自己資本を
時価総額で割ったものと定義する。また、前期
赤字ダミー変数（LOSS）は、前期純利益が赤
字だった場合に１であるダミー変数、負債比率
変数（LEV）として有利子負債を資産合計で割っ
たもの、業種ダミーとして東証33業種分類を
用いた。ただし、水産・農林業を除いた32業
種のダミーが含まれている。

コントロール変数としてベータ（BETA）、企
業規模（SIZE）と簿価時価比率（BTM）を用
いたのは、マーケットモデルの１つあるFama-

Frenchの３ファクターモデルにおいてベー
タ、企業規模、簿価時価比率が資本コストに影
響を与えるとされているためである。このとき
市場リスクとしてのベータは高くなるほど、企
業規模は小さいほど、簿価時価比率は大きいほ
ど資本コストは大きくなると想定される。ま
た、負債比率（LEV）が高くなると一株あたり
純利益のボラティリティを拡大させるため、資
本コストに正の影響を与え、赤字企業（LOSS）
については、投資家のネガティブなバイアスが
かかり資本コストを増大させると考えられるた
めそれぞれコントロール変数として加えた。
RETAはDe Angelo et al. （2006）が企業の成熟
度を表すものとして、内部留保率（内部留保÷
総資産）で定義し、成熟度合いが高いと業績見
通しが安定し、情報の非対称性が低下すると考
えられるため、企業のライフサイクルとの観点
から説明変数に加えた。

３．３　データ
SRIファンド採用銘柄は、EDINETを通じて

各ファンドの有価証券報告の附属明細表から採
用銘柄を手作業で抽出している。したがって、
SRIファンド採用銘柄は、各暦年に決算を迎え
た時点で各ファンドが保有する銘柄である。
ファンドが採用するすべての銘柄が開示される
のは、有価証券報告書だけであるので、ファン
ドによって銘柄の抽出時期は異なっている。

株価・財務データは2019年12月末時点の
データをQuick Workstationから入手した。業
績予想値は会社四季報CD-ROM版（6）から今期
予想と来期予想を用いている。基本統計量は表
１に示している。各SRIファンドの資本コスト
の平均、および、回帰分析におけるサンプルは
分析に必要なデータが欠損していない2,205銘
柄を対象にしている。
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日の期間で計算した。SRIファンドの平均年齢
を見ると、CSRと環境は2000年代に設定され
たものが多く、ESGとSDGsは2015年以降に設
定されている。単純比較を行うため、いずれの
SRIファンドにも採用されていない銘柄と、各
ファンド分類との間の資本コストの差について
検定を行った。いずれの資本コストの推計方法
においても、SRIファンド採用銘柄は、SRIファ
ンドに採用されていない上場銘柄より有意水準
１％で資本コストが低い。ただし、ここでの記
述統計はあくまで、他の変数の影響を考慮して

４．分析結果
４．１　資本コストの平均値

表２にファンド分類ごとに算出した株主資
本コストを示した。ファンド数はJSIFの分類に
基づいてファンドの分類を行った。各ファンド
分類に含まれる銘柄数は、その分類に入ってい
るファンドに採用されている銘柄数である。複
数のファンド分類に重複して採用されている銘
柄もあるため銘柄数合計が分析対象としている
2,205銘柄とはならない。さらにSRIファンドご
との年齢をファンド設定日から2019年12月31

表２　各SRIファンド採用銘柄の資本コストの平均

表１　基本統計量
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低い結果となった。一方で、健康型（HLT）の
係数は、マイナスの符号で、ESG型（ESG）、
ウーマノミクス型（WMN）のSRIファンド採用
銘柄群は、プラスの符号となっている。ただし
統計的に有意な結果とはなっていない。した
がって一概にSRIファンドといってもあるSRI
ファンドの分類の銘柄が、対象以外の分類の
SRIファンドの影響を除いて追加的にSRIファ
ンドに含まれない銘柄と比較して資本コストが

いないため、次に重回帰を用いて各ファンド分
類による資本コストを見ていくこととする。

４．２　回帰分析の結果
３．２．２の分析モデル（4）式を推計した結

果を表３に示している。その結果、環境型
（ENV）、CSR型（CSR）、SDGs型（SDGs）のSRI
ファンド採用銘柄群については、SRIファンド
に含まれない銘柄と比べて有意に資本コストが

2,205 2,205 2,205 2,205

表３　分析モデルによる推計結果
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となった。一方で、健康型（HLT）の係数は、
マイナスの符号で、ESG型（ESG）、ウーマノ
ミクス型（WMN）のSRIファンド採用銘柄群
は、プラスの符号となっている。ただし統計的
に有意な結果とはなっていない。このように、
ファンド分類による資本コストの違いをみるこ
とができた。なお、環境型とCSR型の平均年齢
はそれぞれ15.9年と14.3年とほかの分類よりも
長いものの、平均年齢が最も短いSDGs型の資
本コストも有意に低いので、今回の分析では平
均年齢と資本コストの関係については明確なこ
とはいえない。この点は今後の課題としたい。

また、本稿での資本コスト推計は、2019年
に決算を迎えたSRIファンド採用銘柄と同年に
国内証券取引所に上場されていた銘柄に限られ
ている。今後の課題としては、データ収集の制
約はあるものの、観察期間を長期に設定して
SRIファンド採用銘柄とそれ以外の上場銘柄の
株主資本コストの推計を行う必要があると考え
る。特に、2014年から2015年に掛けて、わが
国で起こったコーポレート・ガバナンス改革の
前後での株主資本コストを推計し、時系列で観
察・分析を行う必要があると考える。

さらに、本稿で得られた結論は、潜在的な
変数が説明変数から欠落している可能性があ
り、また、１時点のクロスセクションデータを
用いて分析しているため変化については考慮
できていない。さらに、説明変数に用いたSRI
ファンドに採用されているか否かについては内
生性があることも考えられる。具体的には、資
本コストからSRIファンド採用を決めるといっ
た逆因果も考えられ、同時方程式バイアスが存
在している可能性もある。本稿ではこの点につ
いて詳細に確認できていない。同時方程式バイ
アスが存在するとすれば係数の推定量に一致
性が失われることとなるが、操作変数法によ
る解決を図る場合には、適切な同時方程式の

低いとは言えない。
他のファンド分類との重複を許容し、SRI

ファンドに含まれない銘柄群と資本コストを比
較した表２の結果では、SRIファンド採用銘柄
はSRIファンドに含まれない銘柄群よりも資本
コストは有意に低いことが示された。しかしな
がら、回帰分析の結果では健康、ウーマノミク
ス、ESGでは有意な結果は得られなかった。

これは、健康、ウーマノミクス、ESGのそれ
ぞれのファンドだけに含まれる銘柄、あるい
は、これら３つのファンドに横断的に含まれる
銘柄では資本コストが低いという結果は得られ
なかったこととなり、それらの銘柄数としては
198銘柄が対応する。なぜ、健康、ウーマノミ
クス、ESGで有意な結果が得られなかったかに
ついては、さらに銘柄の詳細をみて検討する必
要があり今後の課題としたい。

コントロール変数をみると、ベータ（BETA）
はプラスで有意、企業規模（SIZE）は一部有
意でないものもあるが、マイナスで有意、簿価
時価比率（BTM）はプラスで有意となっている。
市場モデルで考えられているファクターは資本
コストに対して、理論と整合的な結果が得られ
ている。また、前期赤字（LOSS）はプラスで
有意、負債比率（LEV）はプラスで有意となっ
た。成熟度を表す内部留保率（RETA）はマイ
ナスで有意であり、成熟度の高い企業は資本コ
ストが低い結果となった。

５．結論と今後の課題
本稿では、筆者が知る限り、先行研究では

まだ分析されていないSRIファンド採用銘柄の
株主資本コストを推計した。ファンド分類ごと
にインプライド型の資本コストを推計した結
果、環境型、CSR型、SDGs型のSRIファンド
採用銘柄群については、SRIファンドに含まれ
ない銘柄と比べて有意に資本コストが低い結果
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SRIファンド採用が説明できるかという
視点で分析することとなるので意味合い
が異なることになる。市場モデルで追加
的な資本コストの要因であるかを分析す
る場合、CAPMやFF3Mの説明変数とし
て入れる必要が出てくるが１時点のサン
プルで分析を行っているため、本稿では
分析ができていない。また、市場モデル
とインプライド型の比較が本稿の目的で
はないため、この問題については稿を改
めて議論したい。

（６）	� 東洋経済新報社（2019）『会社四季報
CD-ROM 2020年 １ 集・ 新 春 号（CD-
ROM）』、2019年12月13日発売
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構造を想定し、適切な操作変数を選択しない
と、さらに問題を悪化させる可能性も指摘でき
る。本稿は単純に交絡変数の見せかけの影響を
除くため、先行研究で考えられている観測可
能なコントロール変数を回帰モデルにいれて
分析を行った。したがって、因果関係まで本
稿で結論付けるものではないが、少なくとも、
SRIファンドのいくつかの分類に採用されてい
る銘柄について、資本コストが低いことは示さ
れたと考える。さらに頑健性を得るためにも、
この点は今後の課題としたい。

注
（１）	� 正式名称は「持続的成長への競争力とイ

ンセンティブ ～企業と投資家の望まし
い関係構築～」プロジェクト

（２）	� 本稿におけるSRIファンドという名称
は、「日本サステナブル投資フォーラム

（JSIF）」が公表する「個人向け金融商品
のサステナブル投資残高」で扱う公募
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立命館大学経営学部　教授 劉　　慶　紅
Ritsumeikan University Ryu Keikoh

ABSTRACT
In an effort to maintain a balance between sustainable economic growth, environmental 
protection, and social stability, China today has developed a political ideology based on 
prioritizing the solution of social problems rather than focusing solely on pure economic 
growth.
Chinese society has been emphasizing economic growth in the process of nation-
building, and the need to address the social problems that have arisen from this 
emphasis has become self-evident, marking an important turning point in Chinese 
society. It is essential that Japanese companies operating in China understand these 
policies in order to gain an advantage in the Chinese market. And while there is 
no doubt that the rapid changes caused by the above-mentioned ideological shift 
in Chinese society are risky events for Japanese companies, they also provide an 
opportunity for Japanese companies to further grow and build a better corporate image 
in the Chinese market.
In this chapter, therefore, we show that under these circumstances, the strategic 
challenge for Japanese companies entering the Chinese market is not only to secure 
economic competitiveness, but also to contribute to society for environmental 
protection and stable social development. To this end, we will examine the actual social 
contribution activities of Japanese companies in the Chinese market and compare 
them with those of European and American companies, and identify the problems and 
challenges for them in the future. Regarding research on Japanese companies in the 
Chinese market from the perspective of promoting non market strategies, there has 
been little comparative analysis linking social contribution and the realization of China’s 
“Harmonious Society” （Socialist Harmonious Society）, and this empirical research is 
one of the few studies that have been conducted.

キーワード
非市場戦略、市場戦略、社会貢献、日本企業、経営の正当性

中国における日本企業の非市場戦略に関する一考察
―  経営の正当性に基づいて  ―

A Study of Non Market Strategies of Japanese Companies in China 
Based on Management’s Justification
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Ⅰ．はじめに
１．１　問題意識

中国経済の発展と同時に、中国市場は外資
企業がグローバルビジネスを開拓するための重
要な拠点の１つとなった。社会発展や経済発展
に伴って、企業が成功しているかどうかを判断
する基準は変化してきており、今や経済利益だ
けで判断するのではなく、社会への貢献や社会
コーポレートアイデンティティーも判断基準の
一部である。

近年、尖閣諸島と東シナ海自然資源につ
いて日中間で様々な問題が起こりつつあるた
め、中国人の反日感情は一層強くなっている。
2010年、2012年には中国で大規模な反日デモ（1）

が起こり、日本企業やその商品に大きな影響を
与えた。これによって、一部の日本企業の中国
での発展の見通しが立たなくなったと考えられ
る。中国メディアも中国国民に日本企業に関し
てマイナスイメージを与えている。これらの問
題を踏まえ、日本企業は中国市場に踏み入るた
めに、現地の中国企業や外資企業と競争すると
同時に、中国社会における企業イメージの向上
を図ることも余儀なくされるだろう。反日感情
などの問題は、日本企業は中国市場で臨む問題
を市場戦略のみで解決することは困難である。
なぜなら、反日感情の背景に存在する文化や政
治、歴史などの内在的な問題は、市場戦略のみ
では解読できないものだからである。これらの
要因により、中国社会において日本企業は、有
効な解決策を作り出すために、従来の市場戦略
に基づく観点を改め、非市場戦略を整理し、実
行性を確かめる必要に迫られている。

また、中国市場でビジネス拡大を狙う日本
企業は、「中国社会主義市場経済」という非常
に政治色の強い環境と向き合う必要がある。中
国市場において、非市場要素はより重要な位置
にある。なぜならば、政府、公衆などの非市場

要素はまさに競合他社、顧客などの市場要素の
ように、企業の成功に大きな影響を与えてお
り、これらの要素が企業にとって必要な経営資
源を扱っているからである。企業が利害関係者
から経営資源を獲得する際に、経営には正当
性（2）が必要となる。この経営の正当性は非市場
戦略において重要な役割を果たす（3）。よって、
非市場要素の多い中国市場で経営の正当性を獲
得するために、非市場戦略の理論と実践を研究
することは日本企業の中国市場進出にとって必
要不可欠である。また、昨今の新型コロナウイ
ルスに対する各国の動向は、政治・経済と密接
に関わっており、今後も当面はビジネスへの大
きな影響を与える要素と言える。その意味で、
中国市場でビジネスを行う日本企業にとっての
中国の非市場に関する理解と戦略立案は更に重
要性を増していると言える。

１．２　本稿の構成
本稿の構成は上記の問題意識に基づいて、

まず第２章において、非市場理論及び経営の正
当性に関する検討を行う。具体的には、「非市
場戦略」に関する研究の必要性を整理した上
で、経営の正当性について検討する。次に、第
３章では上記の非市場戦略及び、経営の正当性
の理論を前提として、中国市場における非市場
戦略の重要性及び、非市場戦略の実態について
分析する。特に、日本企業に対して中国市場の
特殊性を説明することで、日本企業が直面して
いる中国市場の非市場戦略の重要性を明らかに
する。分析手法は、まず実証分析として、日本
企業と欧米企業の非市場戦略を促進するため
の取り組みの比較を行い、その上で、京東商
城（4）、インテル中国（5）、日立（中国）有限公司（6）

の３社を選定し、事例分析により現在の中国市
場における日本企業の非市場戦略の現状および
課題を解釈する。最後に、第４章で結論と今後
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の課題を述べる。

Ⅱ．理論研究
市場戦略（7）は需給関係、マーケティングツー

ル、コアバリュー、競争モデルなどの内容を強
調している。しかし、実際の中国市場において
は反日感情が存在しているため、日本企業が中
国市場で直面する問題を市場戦略のみでは解決
することはできない。なぜなら、反日感情の背
景に存在する文化や政治、歴史などの問題は内
在的なものであり、市場戦略のみでは解読でき
ないものだからである。そのため、本章では非
市場戦略に焦点を当てた研究を行う。

２．１　「非市場戦略」に関する研究の必要性
まず、非市場という概念を簡単に述べる。

非市場という概念はAlbert Otto Hirschman（8）が
『Strategy of Economic Development』という本
において初めて提出した。彼は全ての組織の崩
壊が非市場の力、すなわち政治規制により修正
改善できると主張した。市場戦略のように市場
の取引、供給や需要に関わる緊密的な関係と違
い、非市場戦略はとても複雑なシステムであ
る。このように非市場の概念からみると、非市
場とは市場、企業および他の組織に秩序的な内
外部要素を提供でき、この要素が彼らを有効に
動かし、出現した欠陥を補えるものである。

非市場戦略は、政府の市場への関与にかか
わるだけでなく社会の発展と進歩とともに環境
保護、ビジネス信用、消費者権利保護などの社
会問題から注目されてきた、社会公衆への関与
にもかかわっている。このような状況下におい
て、企業の経営者は市場外部環境の変化を認識
し、社会責任問題も重視しはじめている。現
在、企業経営は技術革新による時間や、空間的
な距離の短縮、市場開放による貿易自由化の進
展、新興国の発展といった要因により、市場規

模がグローバル的に拡大されている。このよう
なグローバル化（9）の下では、伝統的な市場戦略
だけでは競争優位を維持しにくく、企業は非市
場戦略の要素を考慮する必要に迫られるといえ
る。

例えば、2006年にアメリカのネット検索最
大手グーグルがグローバル化進展のため中国市
場に参入した際の事例が、非市場戦略の重要性
を顕著に表している。グーグルは、中国市場
でのシェアを30%以上にまで高め、中国の事業
者「百度」（10）に次ぐ２位にまでシェアを伸ばし
たが、2010年１月の中国政府による厳しいネッ
ト検閲に加え、政府の望まない情報を非表示に
するという自主検閲を受け入れたためアメリカ
議会の公聴会で集中砲火を浴びた。その後、中
国政府との交渉が難航し、同年３月22日に正
式的に中国市場から撤退した（11）。これにより、
グーグルは中国の広大な市場と膨大なユー
ザーを失っている。この問題の原因は競争相手
ではなく公衆、利益集団および政府と法律シス
テムであった。つまりグーグルは、非市場戦略
の重要性を認識できておらず、その結果、中国
市場への参入事業に深刻な影響を受けることと
なり大きな損失を出したのである。

こうした事例から、企業は短期利益追求の
側面だけでなく持続的発展に向けたステークホ
ルダーとの関係性を意識した信頼構築などの非
市場戦略の側面を重視する必要があることがわ
かる。特に、中国のような新興国においては

「非市場戦略」に関する研究は企業の戦略を構
築する上で不可欠なテーマとなった。

２．２　「非市場環境」と「非市場戦略」
続いて、非市場環境の概念を整理する。

David. P. Baron（12）（2004）は、Michael Eugene 
Porter（13）が提唱する市場環境をさらに研究し、
市場環境が、マクロ経済要因、競争者、サプラ
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する戦略である（15）と定義した。
伝統的な戦略理論では市場戦略がその中核

に据えられ、市場環境を基にした分析が中心と
なって展開されてきた。しかし、市場競争の
ルールは主に政府部門や非市場参加者によって
制定され、影響されるものであり、市場競争
によって企業が得る結果に直接的な影響を与え
るとされる。市場戦略より複雑的、広範囲的な
非市場戦略の研究に関しては、先行研究も様々
な角度からの検討を行っており、1960年代か
ら今まで、欧米諸国の学者は非市場環境に関し
て多くの成果を得てきている。それにもかかわ
らず、この議論は世界中で普遍的に受け入れら
れる理論分類の枠組みを形成しなかった。ただ
し、Baronは先行した理論的枠組みを主に２つ
に分けており、マクロの視点による３つの領
域、およびミクロの視点による３つの分類が存
在する。図１の通り、マクロの視点による領域
は、主に非市場戦略の外部環境との関係性を根
拠にして、外部環境を重視する制度理論（16）、特
定資源への依存性を重視する資源依存理論（17）お
よび政府と企業の関係を重視するプリンシパル
＝エージェント理論（18）の３つの領域に分けられ
る。

また、企業の非市場戦略の対象からミクロ
的な視野で分けると、社会貢献の取り込み戦
略、公共メディア戦略、政治戦略の３つに分類

イヤ、顧客などの要素から形成された企業の
外部環境であり、その特徴としては需要の特
性、競争の程度、市場競争の規則、コスト構
造、技術革新の特性とスピードなどによって決
定するものであると述べた。さらにBaronは企
業が市場環境を重視するように非市場環境も重
視しなければならないとも述べた。非市場環境
は政府、マスコミ、公衆および公共機構間の相
互作用である。また、Baronは非市場環境の特
徴を4Iで説明した（14）。その特徴は企業と政府、
公衆およびマスコミなどの利害関係者との関係
によって決定されるものである。表１は、市
場環境の理論を提唱するMichael Eugene Porter
と、非市場環境の理論を提唱するBaronの理論
を比較・整理したものである。

次に、市場戦略の概念を説明した上で、
非市場戦略の概念を述べる。市場戦略は主に
Porterが提出した顧客を獲得し、競争相手に打
ち勝つ直接的な戦略であり、コストリーダー
シップ戦略、集中戦略、差別化戦略などがあ
る。市場戦略に基づいて企業は各々、自らの
経済環境や市場に適応する市場戦略を創り出
し、激しい市場競争のなかで優位を確保した。
一方でBaronは、非市場戦略とは企業が政府、
金融機構、マスコミ、専門学者、非営利機
構、公衆などの利害関係者が形成した外部環境
の中で制定した、自社の長期的な存続を有利に

表１　市場環境と非市場環境の比較

分類 市場環境 非市場環境

定義
マクロ経済要因、競争者、サプライヤ、顧客な
どの要素から形成された企業の外部環境

公衆、株主、政府、マスコミおよび公共機構な
どの要素から形成された企業外部環境

構成部分 Porter（1998）が定義した５つの競争力 政治、制度、歴史、文化など

参加者 経済交換取引における参加者など
市場の参加者以外に政府役員、利益組織、マス
コミおよび公衆など

行動性質 自由意志、個人利益
他人への影響力、公衆利益を提供、より広範囲
の団体への影響力

重要要素 資源承諾 経営の正当性

出所：Porter, M.（1998）, David Baron（2013）などの資料に基づき筆者作成
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るものである。そのため本論文では、非市場戦
略の対象および内容を重視するため、より具体
的な分類であるミクロの視点により中国市場に
おける日本企業の非市場戦略を分析し、利害関
係者を対象として検討する。

以上、既存研究による非市場戦略の整理・

される（図１）。ミクロの視点による分類は、
主に非市場戦略の内容および対象を根拠にした

（表２）。この２つの分類で整理された内容には
重複した概念とカテゴリがあるが、マクロの視
点による領域は戦略を行う受け手を重視し、ミ
クロの視点による分類は戦略そのものを重視す

図１　非市場戦略における３つの領域と３つの分類
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図１ 非市場戦略における 3 つの領域と 3 つの分類 

出所： David Baron(2013)などの資料に基づき筆者作成 
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出所： David Baron(2013)などの資料に基づき筆者作成 
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出所：David Baron（2013）などの資料に基づき筆者作成

表２　ミクロの視点によって分類した非市場戦略

分析内容 分類 具体的内容

戦略種類

社会貢献の取り込み戦略 環境保護、社会福祉などに関する公益活動や、スポーツ試合、公演、教育活動などをサ
ポートする寄付活動

公共メディア戦略 企業は政府官僚、マスメディア、消費者などの利害関係者を誘って、重要な行事に参加し
てもらうことや、企業は外部の利害関係者を誘って、社内見学などをしてもらうこと

政治戦略 政府、業界の協会などが開催する展覧会や会議などの活動に積極的参加する

利害関係者

政治戦略 政府 政策を制定し、環境に影響をあたえられる中央政府や地方政府および関連業界

公共メディア
戦略

メディア 各新聞、雑誌、インターネットなどのメディア
専門家 業界で認められる学者
協会 業界の協会あるいは地域的商業組織
非政府組織 公共のための民間組織
パートナー 工場、小売店などの関係者

社会貢献の取
り込み戦略

コミュニティ 直接な利害関係者ではなく、企業がある範囲の人のためにサービスを提供し、取引を行う
顧客 商品の消費者
職員 従業員、企業利益配分と関係がない社員を指す
出所：Porter, M.（1998）, David Baron（2013）などの資料に基づき筆者作成
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分類を行った。さらに、日本企業の「非市場戦
略」に関する認識を高め、中国市場での持続的
発展の一助になることを目指す。

２．３　経営の正当性
Suchman Mark C（1995）（19）ら は、 経 営 の

正当性とは、社会的に構築規範や価値観、信
念、システムで正当な行動を行い、適当ある
いは合法的だと想定されるものであると定義
した。また、経営の正当性を実用正当性（20）、
認知正当性（21）と道徳正当性（22）の３種類に分け
た。さらに彼らの理論によると、制度的環境は
企業が「正当性管理」（23）に従うことを要求して
いる。そして、企業経営の正当性とルールや規
制に従うイメージを作ることにより、利害関係
者に経営の正当性を認めさせなければならない
としている。つまり、企業が利害関係者から資
源を獲得する前提は、企業経営の正当性である
と言える。この経営の正当性を得るために、企
業は利害関係者の認知や感情に対応した行動を
取る。企業は外部からの賞賛に値する正当な行
動を取ることにより、多くの資源を得ることが
できると考えられる。

反日感情が高まる中国においてビジネス拡
大を狙う日本企業は、中国社会主義市場経済と
いう非常に政治色の強い環境と向き合って、経
営の正当性を獲得しなければならない。多くの
外資企業は非市場戦略を行って、外部から賞賛
を受けることにより経営の正当性を確保してい
る。日本企業は他の外資企業との競争に勝つた
め、中国市場を研究し、相応しい非市場戦略
を行う必要がある。例えば、ソニーは中国の
教育格差を解決するため様々な社会貢献活動
を行っている。1999年初め、ソニーは中国教
育部および情報産業部と協力して、２年ごとに

「全国大学生電子設計競技大会」を催した。「ソ
ニー梦想教室」は2013年に「ソニー爱心助学

工程」の基礎で展開したテクノロジー教育プロ
グラムである。2016年３月末、ソニー（中国）
は全国57都市で81の「ソニー梦想教室」を確
立した。ソニーはこのような社会貢献活動に
よって良好な社会イメージを作り上げ、中国市
場における経営の正当性を確保することに成功
した。

利害関係者は、Baronが提出した非市場戦略
の中での重要な推進者である。企業が発展して
くためには、具体的には、政府、金融機関、
上流又は下流の企業などは非市場戦略の推進
者が必要となってきてきた。R・エドワード・
フリーマン（R. Edward Freeman）（24）によって
展開され、主唱されるようになった利害関係者
の理論によると、非市場利害関係者は政府機関

（中央および地方を含む）、事業所、業界団体、
NGO、専門家および学者、パートナー、メ
ディア、顧客、コミュニティなどがある。非市
場事項への影響の大きさによって、フリーマン
はこれらの要素を上、中、下に分けた。上は政
府やメディアであり、中は業界団体とNGOで
あり、下はパートナー、専門家および学者、顧
客、コミュニティである。３章３節で、この枠
組みにより具体的に分析を行う。また、制度的
環境と適応するために、企業は非市場戦略（社
会貢献の取り込み戦略、公共メディア戦略、政
治戦略）を実施し、経営の正当性を求める。こ
の経営の正当性は上記の上、中、下のそれぞれ
違う利害関係者から獲得したものである。以下
の章では、実証分析において３つの非市場戦略
を具体的に検証する。

Ⅲ．実証分析
３．１　フィールド調査対象の選定

筆者は、2017年７月から10月にかけて北京
に赴き、現地企業の広報担当者に対するヒアリ
ング調査（以下「フィールド調査」）を行った。

‒ 96 ‒



３．２　フィールド調査結果の解釈
前述の通り、本稿は非市場戦略を社会貢献

の取り込み戦略、公共メディア戦略、政治戦
略の３つに分けた。以上の分類方法による、
フィールド調査の結果は図２、表４、表５、表
６のようになる。

（１）社会貢献の取り込み戦略
フィールド調査の結果によると、2012年～

2016年度の社会貢献活動の展開形式につい
て、欧米企業は積極的に社会貢献活動を展開し
ており、社会貢献活動を主催した経験がある企
業は３社（60％）であった。それに対して、
社会貢献活動を主催した経験がある日本企業は
２社（40％）である。また、主催者ではなく、

フィールド調査は、日本企業と欧米企業が中国
で行った非市場戦略を促進するための取り組み
を比較することを目的とし、これらの企業が行
う非市場戦略活動が現地での経営パフォーマン
スの向上のための積極的投資に当たるのかとい
う点について、企業の見方をより深く理解す
るためのものである。比較分析の確度を高め
るため、フィールド調査では1990年代初頭か
ら2000年代まで北京及びその周辺で業務を続
けていた中国、日本、欧州、米国企業の中から

「グローバル500」企業を対象とした。調査（表
３）対象は日本企業７社、米国企業５社、欧州
企業２社である。

表３　フィールド調査の対象企業

企業 順位 主な非市場戦略

日
本
企
業

日立（中国）
設立/場所：1993/北京 71 環境保護を促進しながら「地域社会では唯一の貢献をする」ことを焦点として「社

会貢献の取り込み戦略」を行っている。

パナソニック（中国）
設立/場所：1994/北京 110 中国・日本間における 社会的・文化的コミュニケーション、松下奨学金などの

「公共メディア戦略」を行っている。

ソニー（中国）
設立/場所：1996/北京 105 ソニー梦想教室、社会的少数派の援助、教育、慈善事業、スポーツなどの「社会

貢献の取り込み戦略」を行っている。

日本電気（中国）
設立/場所：1996/北京 437 環境保護に加え、中国・日本間における社会的・文化的コミュニケーションに焦

点を置いて「政治戦略」を行っている。

富士通（中国）
設立/場所：1995/北京 237 国際コミュニケーション、教育などの「政治戦略」を行っている。

キャノン（中国）
設立/場所：1997/北京 347 障害者や教育の援助、福祉、教育などの「社会貢献の取り込み戦略」を行っている。

三菱電機（中国）
設立/場所：1997/北京 262 国際コミュニケーションなどの「政治戦略」を行っている。

欧
米
企
業

IBM（中国）
設立/場所：1992/北京 81 価値ある商品で消費者サービスの向上、環境保護の強化などの「公共メディア戦

略」を行っている。

デル（中国）
設立/場所：1998/北京 124 教育、福祉、文化的コミュニケーションなどの「公共メディア戦略」を行っている。

ノキア（中国）
設立/場所：1995/北京 415 教育、中国の通信技術を向上させるために学生奨学金を提供するなどの「社会貢

献の取り込み戦略」を行っている。

マイクロソフト（中国）
設立/場所：1992/北京 69 社会格差の減少、文化的コミュニケーション環境などの「政治戦略」を行っている。

インテル（中国）
設立/場所：1995/北京 144 「人類への敬意」から様々な社会貢献活動を促進するなどの「社会貢献の取り込

み戦略」を行っている。

シスコシステムズ（中国）
設立/場所：1994/北京 187 異文化問題を解決するために、社会的・文化的コミュニケーションに焦点を置い

く「政治戦略」を行っている。

エリクソン（中国）
設立/場所：1994/北京 419 市場シェアを拡張する戦略として「社会貢献の取り込み戦略」を行っている。

出所：2016会計年度におけるグローバル500ランキングの調査結果に基づき筆者作成
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欧米企業、日本企業ともに０社である。毎年度
３－５回実施した欧米企業は５社、日本企業は
３社である。毎年度１－２回実施した欧米企業
は２社、日本企業は４社である。（表５）

（３）政治戦略
フィールド調査より、2012年～2016年度に

中国政府により開催される会議、活動に５回以
上参加した欧米企業は０社、日本企業は１社で
ある。３－５回に参加した欧米企業は５社、日
本企業は４社である。１－２回に参加した企業
は、欧米企業、日本企業ともに２社である。

（表６）

参加者として社会貢献活動を行った経験があ
る欧米企業は４社（44.4％）、日本企業は５社

（55.6％）である。（図２）
（２）公共メディア戦略

フィールド調査によると、現地市場に向け
てメディア関連部門に21－30人の従業員を設
置している欧米企業は２社、日本企業は１社で
ある。従業員11－20人を設置している企業は、
欧米企業、日本企業ともに３社である。従業員
１－10人を設置する欧米企業は２社、日本企
業は３社である。（表４）

また、フィールド調査より、2012年～2016
年度に企業見学を５回以上実施した企業は、

図２　社会貢献活動の展開状況

出所：フィールド調査より、筆者作成

表４　現地に向けてメディア関連部門部署の設立状況

従業員人数
日本企業 欧米企業

企業数 割合 企業数 割合

1－10 3 42.85% 2 28.57%

11－20 3 42.85% 3 42.85%

20以上 1 14.30% 2 28.57%

合計 7 100% 7 100%

出所：フィールド調査より、筆者作成

表５　毎年度企業見学の実施状況

実施回数
日本企業 欧米企業

企業数 割合 企業数 割合

1－2 4 57.15% 2 28.57%

3－5 3 42.85% 5 71.43%

5以上 0 － 0 －

合計 7 100% 7 100%

出所：フィールド調査より、筆者作成
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ている。最後に、３社は公式ホームページを
持っているため企業の行事をホームページから
入手することができる。そこで、事例分析の手
順として、３社の企業活動を社会貢献の取り込
み戦略、公共メディア戦略、政治戦略の３種類
に分けて、それぞれの非市場戦略の志向を分析
する。次に、３社と利害関係者の関係を説明
し、利害関係者との関係タイプを分析する。

表７により、３社が異なる非市場戦略仕組
みを採用していることが分かる。京東商城は、
主に公共メディア戦略を採用しているが、社会
貢献の取り込み戦略の面で目に見えて不足があ

３．３　事例分析
本節では、フィールド調査の14社から、さ

らに京東商城、インテル中国、日立（中国）有
限公司の３社を分析対象として選定し、３社の
ホームページに記載されている新聞記事による
分析を行う。３社を選定する理由は３つ挙げら
れる。まず、３社はそれぞれ中国企業、欧米企
業、日本企業の代表的なグローバル500企業で
あり、３社の分析による多国籍企業の比較分析
が可能である。次に、３社は、共に中国公益賞

（25）を受賞した経験があり、中国において良い
社会イメージを持つことで、国民によく知られ

表６　中国政府により開催される会議、活動の参加状況

参加回数
日本企業 欧米企業

企業数 割合 企業数 割合

1－2 2 28.57% 2 28.57%

3－5 4 57.1% 5 71.43%

5以上 1 14.30% 0 －

合計 7 100% 7 100%

出所：フィールド調査より、筆者作成

表７　京東商城、インテル中国、日立（中国）有限公司の非市場戦略の使用状況

京
東
商
城

実
施
状
況

社会貢献の取り込み戦略 公共メディア戦略 政治戦略
回数 割合 回数 割合 回数 割合
15 12% 88 68% 26 20%

利
害
関
係
者

コミュニティ 顧客 職員 メディア 専門家 関連組織 国家政府 地方政府 業界
回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合

8 51% 5 35% 2 14% 46 52.8% 22 25.5% 20 21.7% 15 59.6% 5 17.3% 6 23.1%

イ
ン
テ
ル
中
国

実
施
状
況

社会貢献の取り込み戦略 公共メディア戦略 政治戦略
回数 割合 回数 割合 回数 割合
27 48% 14 24% 15 28%

利
害
関
係
者

コミュニティ 顧客 職員 メディア 専門家 関連組織 国家政府 地方政府 業界
回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合

7 24% 13 48% 7 28% 9 44.4% 3 22.2% 2 33.4% 7 45% 2 16% 6 39%

日
立
（
中
国
）
有
限
公
司

実
施
状
況

社会貢献の取り込み戦略 公共メディア戦略 政治戦略
回数 割合 回数 割合 回数 割合
10 26.5% 8 21.5% 20 52%

利
害
関
係
者

コミュニティ 顧客 職員 メディア 専門家 関連組織 国家政府 地方政府 業界
回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合 回数 割合

4 43% 3 28.5% 3 28.5% 4 47% 2 29.4% 2 23.6% 11 56% 7 36.5% 2 7.5%

出所：３社のホームページに記載した2012年～2016年の企業活動記事に基づき筆者作成
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み戦略のうち24%が一般国民との関係であり、
公共メディア戦略のうち61%が政府との関係、
政治戦略のうち39%が業界協会との関係となっ
ている。以上の結果からインテル中国の非市場
活動は社会各層の利害関係者に対して非市場戦
略を展開しており、立体的な関係網を作り上げ
ている。

日立（中国）有限公司は上層型である。日
立（中国）有限公司の38回の非市場活動の内
訳は、社会貢献の取り込み戦略に10回、公共
メディア戦略に８回、政治戦略に20回である。
社会貢献の取り込み戦略のうち43%が一般国民
との関係であり、公共メディア戦略のうち76.4
がメディアや専門学者との関係である。また、
政治戦略のうち92.5%が政府との関係であり、
7.5%が業界協会との関係である。以上の結果
から、日立（中国）有限公司は政府との関係を
重視していることが分かる。

Ⅳ．結論
本論文はDavid Baconの非市場戦略のミクロ

の視点並びにMark Suchmanの「経営の正当性」
理論、さらにEdward Freemanの「利害関係者
の理論」を用いて、市場第一主義から非市場要

る。インテル中国は、主に社会貢献の取り込み
戦略を採用している。日立（中国）有限公司は、
政治戦略を重視している。

３．４　重要な外部利害関係者
図３は２章３節のフリーマンの利害関係者

の理論の階層に則り、分析を行った３社と利害
関係者との関係を表すものである。図３による
と、京東商城は両端型である。京東商城の129
回の非市場活動の内訳は、社会貢献の取り込
み戦略に15回、公共メディア戦略に88回、政
治戦略に26回となっている。さらに、社会貢
献の取り込み戦略のうち、51%が一般国民との
関係で展開されている。また、公共メディア戦
略のうち78.3%がメディアや専門家との関係で
あり、政治戦略のうち76.9%が政府との関係、
23.1%が業界協会との関係となっている。以上
の結果から京東商城は上層の政府と下層の競合
他社、一般国民との関係を重視していることが
分かる。

インテル中国は立体型である。インテル中
国の56回の非市場活動の内訳は、社会貢献の
取り込み戦略に27回、公共メディア戦略に14
回、政治戦略に15回である。社会貢献の取り込

図３　重要な外部利害関係者

出所：フィールド調査より、筆者作成
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関係者は中国官僚、外国官僚、マスメディアな
どが挙げられる。外部関係者が京東商城を訪問
することにより、同社の経営理念や企業経営活
動を理解することを通じて同社の経営の正当性
を認めることが可能となる。以上のように京東
商城は外部の認可によって経営の正当性を高め
ることができ、メディア等を通じた情報戦略に
おいても正当性を高めることができるだろう。
また、インテル中国は、中国企業と比べて、国
民の認知度が低い。しかし、外国企業は社会貢
献活動による良好な社会イメージを獲得するこ
とにより、政府や国民から認められることがで
きる。これにより、社会貢献の取り込み戦略は
経営の正当性を高めることができる。

以上の分析結果から、図４に示されるよう
に、日本企業が公共メディア戦略の重要性を認
識し、社会貢献の取り込み戦略と両立すること

素が重要となった中国において、日本企業が実
施している「非市場戦略」の実態を分析し、課
題を洗い出そうとするものである。現在、コロ
ナウイルスの流行により社会および経済の先行
きの不透明さに起因した経営の抜本的な変革な
時期がきており、本論文のテーマ設定と分析視
座は今後の学界におけるグローバルトレンドを
明示すると共に、以下の結論を示すことができ
る。

４．１　経営の正当性は企業経営の前提であ
り、社会貢献の取り込み戦略により経営の正
当性を高めることができる

経営の正当性を高める方法は規則の遵守、
業績を維持することだけではなく、非市場戦略
による外部利害関係者から認可も視野に入れる
べきである。例えば、京東商城を訪問する外部

図４　日本企業の中国市場における非市場戦略
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図 4 日本企業の中国市場における非市場戦略 
 

44.2  中中国国市市場場でで勝勝ちち残残るるたためめにに、、日日本本企企業業はは市市場場戦戦略略をを採採用用ししたた上上でで中中国国市市場場にに相相応応ししいい

非非市市場場戦戦略略をを採採用用すするる必必要要ががああるる  

市場の概念と近代的制度・仕組みは英米圏主導によるものであり、経営学においてもその

学術的位相は圧倒的である。「非市場」戦略の概念には、既存のアングロサクソンモデルと

は異なる基本思想や制度構築における研究の重要性と可能性の両方にさらなる注目を呼び

かけている。日中両国は隣国であるにもかかわらず、従来の歴史問題が両国の国民に深く影
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企業行動をフィールド調査により「非市場戦
略」という定性的な要素を定量的な指標に置き
換え、企業行動の違いを明示するより、中国に
特有な市場経済を背景にした研究である。コロ
ナウイルスの流行により非市場戦略の重要性は
高まっており、今後の課題としてより深く広く
研究を進めることで、応用性を高める必要があ
る。また、海外市場開拓は様々な国に進出する
ため企業の外部市場環境を包括的に検討し、市
場戦略と非市場戦略の整合を利用し将来の競争
に参加することが新しい課題となるだろう。今
回は中国における日本企業を対象とした研究を
行うことに留まったが、今後は研究対象を拡大
し研究データを増加させることによって、より
全面的・包括的な研究をする必要がある。

また、今後解決すべき具体的な課題として
以下の２点が挙げられる。第一に、日本企業が
行う戦略として、社会貢献の取り込み戦略や公
共メディア戦略が他国の企業と比較し少ないこ
とが事実であったとしても、当該企業が、これ
らの戦略をこれまで全く検討しなかったとは考
えられない。日本企業は、これらの戦略を検討
した結果として、部外者を社内に招き入れる
ことによる技術流出の懸念、費用対効果、広
報・渉外やCSRの専門家の不在などといった理
由からこれらの戦略を多く採用していないと考
えられる。そのため、今後はこの点についての
検討も行う必要がある。 

第二に、今回分析した企業実施した非市場
戦略の「重視」を表す指標として「回数」がふ
さわしいかという問題がある。本来なら、そう
した対象への「支出額」などが適切だと考えら
れるが、情報の入手が困難である事情からやむ
を得ず上記の代替指標の設定を行った。今後は
この点についても更なる検討を行う必要があ
る。また、非市場戦略の実態をより具体的に明
らかにする為、筆者は2020年12月現在中国に

で、経営の正当性を高め、非市場戦略を有利に
進められると考える。日立に代表される日本企
業は非市場戦略を活用して、企業経営の正当性
を高めることを期待する。 

４．２　中国市場で勝ち残るために、日本企業
は市場戦略を採用した上で中国市場に相応し
い非市場戦略を採用する必要がある

市場の概念と近代的制度・仕組みは英米圏
主導によるものであり、経営学においてもそ
の学術的影響力は圧倒的なものである。「非市
場」戦略の概念には、既存のアングロサクソン
モデルとは異なる基本思想や制度構築における
研究の重要性と可能性の両方にさらなる注目を
呼びかけている。日中両国は隣国であるにもか
かわらず、従来の歴史問題が両国の国民に深く
影響を与えている。日本企業は中国市場におい
て順調に商業活動を行うために良好な社会イ
メージを作らなければならない。中国市場で勝
ち残るために、日本企業は市場戦略を採用した
上で中国市場に相応しい非市場戦略を採用する
必要がある。中国の日系企業の目前には、中国
という巨大な市場からの多大な期待が厳然と存
在している。従来、日系企業が重視してきた経
済的利益追求という視点だけでなく、法令や基
準を遵守しながら事業領域外での社会貢献を行
う非市場戦略の視点も必要である。本研究にお
ける14社のフィールド調査の結果、日本企業
と欧米企業の「非市場戦略」には違いがみられ
るが、日本企業の限られた経営資源をいかに有
効に活用し、中国市場で真に求められる非市場
戦略を推進するかが、本質的かつ新たな段階の
市場戦略へ繋がると考える。

４．３　今のコロナウイルス流行による非市場
戦略のさらなる重要性の高まり

本研究は先行研究や理論を踏まえ、現実の
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（２）	� 経営の正当性の詳細は、本文の第２章第
３節の理論研究より説明している。

（３）	� 企業経営の正当性を高める方法は、主に
市場戦略と非市場戦略に分かれている。
現存する文献は、主に市場戦略で行った
研究である。

（４）	� 京東商城は、中国北京市朝陽区に本社を
置く、Webサービス会社である。2014年
にNASDAQに上場され、2015年現在中
国国内の通販サイトのシェア56.3%を占
めている。

（５）	� インテル中国は、インテルの中国の現地
法人である。

（６）	� 日立（中国）有限公司は、日立の中国の
現地法人である。

（７）	� 市場戦略とは、企業の製品市場における
活動全体を方向づけるための戦略をさ
す。戦略の構成に関しては明確な定義が
あるわけではないが、事業ビジョンや事
業ドメインの設定、事業の単位の決定と
事業の選択、ポートフォリオの設定、お
よび各事業の事業戦略などが含まれる。

（８）	� Albert Otto Hirschman（1915年－2012年）
は、ドイツ出身の経済学者である。専門
は政治経済学、開発経済学。

（９）	� ここでグローバル化とは、この背景から
国家間の輸出、海外販売の展開、生産や
技術開発の海外移転、世界的規模での経
営戦略の展開により国際間の相互依存関
係が高まり、全世界で経済活動を行うこ
とを言う。グローバル化が進む現在、各
企業の競争の激しさはさらに増してい
る。

（10）	� 百度とは、中華人民共和国で最大の検索
エンジンを提供する企業である。

（11）	� NHK放送文化研究所、2010年５月号
［https://www.nhk.or.jp/bunken/summary/

訪問し、コロナウイルスの流行による影響を受
けている中国における日本企業の企業訪問な
どのフィールド調査と事例研究を行っている。
実証分析のレベル非市場戦略の分析を耐えるよ
う、さらなる深堀をしている。

Ⅴ．謝辞
最後に、貴重な時間を割いてヒアリングに

対応してくださった多くの企業関係者、学識経
験者の方々に厚く御礼申し上げると同時に、本
稿が中国における日本企業の非市場戦略、特
に、コロナウイルスの影響に苦しむ中国におけ
る日本企業の非市場戦略、特に活用して頂ける
ことを願っている。

＜付記＞
本研究は、日本学術振興会における科学研

究費助成事業の基盤研究（Ｃ）「国際比較の視
点に基づく大学ガバナンスに関する理論的・実
証的基盤研究（研究代表者：劉慶紅／課題番
号：20K02953）」の一環として行われており、
立命館大学2020年度研究成果国際発信プログ
ラム（研究代表者：劉慶紅）による研究の成果
の一部である。

注
（１）	� 2010年尖閣諸島抗議デモは、尖閣諸島

中国漁船衝突事件に端を発し、中国で行
なわれた一連の抗議活動である。2012年
尖閣諸島抗議デモは、特に日本政府の尖
閣諸島３島の国有化以降に中国・日本・
台湾で様々な抗議デモが行われている
が、中国の各都市で行われたデモでは、
参加者が暴徒化し大規模な破壊・略奪行
為に発展するなどして日中関係に大きな
影響を与えた。
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し自由に貿易できない。企業は自社が必
要なすべての資源を持つことができず、
資源と戦略目標の間に差が出ることとな
る。この差のために組織の特定の資源へ
の依存性が高まる。この理論から企業の
立法、貿易保護、営業等の政府あるいは
他の利害関係者の資源依存関係を分析
し、企業の非市場行動に対して解釈す
る。

（18）	� Jensen, M. C. J., & Meckling, W. H. 
（1976）. Theory of the Firm: Managerial 
Behavior, Agency Cost and Ownership 
Structure. Journal of Financial Economics, 
3, 305-360. の研究によると、プリンシ
パル＝エージェント理論（principal-agent 
theory）は、企業と政府の関係は企業側
が公共政策の委託人の一人であり、政府
は企業を含む様々な利益集団が公共政策
立法領域で活動する上での代理人である
としている。企業側が充分な非市場資源
を持ち、企業の行動と立法の性質が一致
する場合は個体的な独立非市場戦略を選
択する傾向がある。

（19）	� Mark C. Suchman （1960年生まれ）は、
アメリカ社会学者で、ブラウン大学の社
会学の教授であり、制度理論に関する研
究、特に「正当性の管理」についての研
究で知られている。

（20）	� 実用正当性は企業直接利害関係者の自己
本位のやり方から生じる。

（21）	� 認知正当性は企業活動と文化規制の統合
が含まれている。

（22）	� 道徳正当性は企業や企業活動への評価を
反映している。

（23）	� 企業活動が文化からの支持を得るため
に、企業と環境と繋がりを重視する必要
がある。

research/focus/309.html］を参考。
（12）	� David. P. Baronは、スタンフォード大学

ビジネススクール名誉教授である。彼の
主な研究関心は、会社の理論、規制の経
済学、機構設計とその応用、政治経済
学、非市場戦略であった。 現在の研究
は、政治経済学とビジネス環境における
戦略に焦点を当てている。

（13）	� Michael Eugene Porter（1947年～）は、
アメリカ合衆国の経営学者であり、ハー
バード大学経営大学院教授である。

（14）	� Issues （非市場事項）、Institutions（政策
制定の機構）、Interests（主要な利益群体）
とInformation（企業獲得できる情報）で
ある。

（15）	� Business and Its Environment 7th Edition, 
David P Baron, Pearson, 2013/p,32, Baron
の非市場戦略の定義に関する記述より筆
者が抜粋。

（16）	� Ostrom, E.（1990）Governing the Commons: 
The Evolution of Institutions for Collective 
Action, Cambridge University Press.の研
究によると、制度理論は非市場戦略研究
領域で広く応用されている。制度理論の
角度から企業非市場行動を理解すれば、
企業が位置している外部環境、例えば、
政治、文化、公衆などはすべて企業の競
争資源であり、一種の制度資源ともいえ
る。企業は非市場戦略の実施により正式
または非正式的な制度資源を獲得する。

（17）	� Jeffrey Pfeffer, Gerald Salancik （1978）, 
“The External Control of Organizations: 
A Resource Dependence Perspective”, 
Organizational Behavior, Harper & Row 
Publishers, pp. 143-184.の資源依存理論
についての研究によると、企業の資源は
異質性があり多くの資源は市場で定価化
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（24）	� 利害関係者の理論は、R・エドワード・
フリーマンによって幅広く展開されて広
まり、ビジネスの世界において盛んに使
われるようになった。経営戦略や、企業
統治等、事業の目的や企業の社会的責任
等についての議論でも、理論化する際に
活用されるようになっている。

（25）	� 中国公益奨は、中国人民政治協商会議全
国委員会、中華人民共和国民政部、中華
人民共和国財政部、中華人民共和国商務
部等の政府が主導する中国における多国
籍企業の重要な社会的貢献を認識する目
的で始まった唯一の表彰制度である。ま
た、中国公益奨は、180社を超える多国
籍企業を対象とする調査に基づき、2011
年以来毎年表彰されるものであるため中
国社会において認知度が高いものであ
る。
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東北大学大学院 杜　　　雨　軒
Tohoku University Du, Yu-Xuan

ABSTRACT
In recent years, as an important “Soft Law” for the sustainable development of a 
company, Corporate Social Responsibility （CSR） has received widespread attention and 
has become an important indicator for stakeholders to evaluate the company. How to 
interact consumers’ responses with CSR is a vital topic. Focusing on the automotive 
and retail industries, the author clarified the positive and negative effects of the prices 
of corporate products on the purchase intention of university students through a survey 
regarding the attitudes of undergraduate students who study business administration 
at Tohoku University toward numerous CSR activities of companies. The data shows 
that the price is a critical moderator in university students’ purchase intention to CSR 
initiatives. The scales of the price premium acceptable by consumers on six dimensions 
of CSR and two industries are varied. This study provides more accurate information 
about the differences between university students’ purchase intention in structured 
CSR activities, which will help companies make effective strategic decisions and even 
enlighten the awareness of  ethical consumption in the young consumer group in the 
future.

キーワード
企業の社会的責任（CSR）、大学生、購買意欲、エシカル消費、製品関与

社会情勢の多様化、国内外を問わず発生した
企業不祥事などを背景に、CSRは様々なステー
クホルダーが企業を評価するための重要な指
標となっており、企業の持続的成長に不可欠
なサステナビリティ経営を成し遂げるための
重要な「ソフトロー」として認識されるよう
になった。企業は社会的責任投資（Socially 
Responsible Investment, SRI）によってブラン

１．はじめに
過去数十年の間に、数多くの学者は、政

治・経済・社会・道徳など様々な面におい
て、政治理論、契約理論、倫理学理論、RBV
理論などを用いて企業が社会的責任（Corporate 
Social Responsibility, CSR）を担うべきだとい
う見解に理論的根拠を提供しようとした。近
年、グローバリゼーションや情報化の進展、

エシカル消費と価格反応性
―  大学生の購買意欲に基づくCSRの効用に対する量的分析  ―

Ethical Consumption and Price Responsiveness: 
Quantitative Analysis of the Utility of CSR Based on University Students’ Purchase Intention
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ド・エクイティや企業イメージを確立し（Sen 
& Bhattacharya, 2001；Lai et al., 2010）、CSR
への対応を経営戦略に組み込み、社会的・環境
的な課題にイノベーティブに取り組むことによ
り、市場で優位性を得て競争力に繋げていくこ
とができる（谷本：2013）。CSRへの注目の欠
如は、企業がCSR活動から利益を獲得する足枷
になる（Bhattacharya and Sen, 2004）。

一方、市場を構成するもう一つの代表的な
経済主体としての消費者（家計）は、商品への
関心が変わっており、単に自分自身のニーズを
商品が満たすかどうかだけでなく、商品の製造
メカニズム、さらに環境や人と社会等に繋がる
ことにも注意を向けるようになってきた。だ
が、多くの企業、とりわけ恒常的な資金・人手
不足などの問題を抱える中小企業は、CSR活動
を積極的に推進しようとしても、値上げによる
競争力の低下か、投資コストの増加による利益
の減少を危惧するというジレンマに立ち向かわ
せざるを得ない。限られた資源をどのような
CSR活動に投資したら消費者の関心を得やすい
か、積極的にCSRを行っている企業の商品に対
して消費者はどれだけ値上げを受け入れている
か、社会に悪影響をもたらした企業の商品を消
費者はどれだけボイコットしているか、異なる
タイプの商品を購入する際に消費者の考えはど
れだけ違うのか、などといった問題はまだ明確
に答えられていない。消費者のCSRへの関心が
高まるにつれ、いかに行動指針やCSR戦略の策
定・実施においても、効果的に経営資源の「選
択と集中」を企業が図るかということは、非常
に重要な課題として認識されるべきである。

多様な消費者の中において、若い世代もし
くは大学生は将来の企業社会の中核を担うと予
想される（山田ほか：1999）。大学における企
業倫理教育の普及と質的改善、および現実の産
業界における企業倫理の啓蒙は、大学生自身の

キャリア形成を為す過程で一貫した行動指針を
与えることに結び付いている。こうしたキャリ
形成に関わる教育により、企業・職業選択を行
う際の大学生の行動は、従来の学生の立場で給
与、休日数、福利厚生、知名度など労働条件ば
かりを判断基準とするものから、消費者の立場
で人権尊重、地域及び社会貢献、環境保全など
に企業が自主的に取り組むCSRにも重きを置い
た企業を職業選択の指針ともするものへと移行
しつつある（田村・水谷：2006）。それゆえ、
大学生を対象として企業倫理・CSR関連の調査
を行うことは、企業これからの若い消費者向
けのCSR戦略の展開だけでなく、次世代消費者

（ミレニアル世代）向けのエシカル消費（1）普及・
啓発活動の展開に対しても重要な意義を持つ。

以上を踏まえ、本研究は経営学の教育を受
けた大学生のCSRに関する意識調査を行うこと
を通じて、CSR分野の６つ（企業統治、環境保
全、地域共生、社会貢献、雇用・人権、品質・
安全）、企業姿勢（2）の２つ（ポジティブな姿勢、
ネガティブな姿勢）、業種の２つ（自動車産業、
小売業）（3）、商品の価格レベルの３つ（通常価
格、５％値上げ/値下げ、10％値上げ/値下げ）
といった４つの次元における各サブアイテムに
よって構成される72の状況下において、それ
らの大学生の購買意欲の共通点と相違点を明ら
かにすることを目的としている。それにより、
単に単一の価格レベル、単一の商品もしくは業
種タイプ、またはCSR全体に基づいた消費者の
反応を説明しただけの既存研究に対して、CSR
分野、業種、企業姿勢、価格変動の多様性を考
慮した上で先行研究の不足を本研究が埋めてい
く。

2．先行研究と仮説
（１）消費者のCSRへの認識と購買意欲

教育やメディア等を通じた消費者の意識レ
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ベルが高まるにつれ、企業はそのCSR実践に
おいてアカウンタビリティーを果たすことが
求められるようになってきた（Dutta et al., 
2013）。「CSR・消費者」分野の研究において、
CSRという概念に対する消費者の認識や理解に
着眼するものが近年、ますます注目されるよう
になった。例えば、CSRへの認識は、顧客満足
度（Hsu, 2011）、信頼とロイヤリティ（Martínez 
and Rodríguez del Bosque, 2013；Choi and 
La, 2013）、 購 買 意 欲（Lee and Shin, 2010；
Bianchi et al, 2019）、さらに推奨および再購買
行動（Pérez and Rodríguez del Bosque, 2015）
にポジティブな影響を与える。しかも、CSRの
各分野の重要性に対する消費者の認識の違い
は、消費者の購買意欲に影響を与える可能性が
ある（Bae and Kim, 2013）。例えば、消費者が
環境問題をそれほど重視してない場合は、環境
保全に取り組む企業の商品を買う意欲はあまり
高くないだろう。つまり、CSRの取り組みに対
する消費者の認識は企業がCSRから良い結果を
得ることができるかどうかを決めると言えるだ
ろう。よって、以下の仮説を設定する。

H１：消費者のCSRへの認識度合いと消費者の
購買意欲には有意な正の相関関係がある。

（２）購買意欲の企業姿勢間比較
企業ごとのCSRへの取り組み姿勢により、

とりわけエシカル志向の強い消費者にとって
購買意欲が企業間で異なる。企業はCSR活動
の展開を通じて、商品やブランドに対する
消費者の態度を改善させ（He & Li, 2010；
Berens et al., 2005）、 そ の 購 買 意 欲 を 掻 き
立 て る（Brown & Dacin, 1997；Ellen et al., 
2000；Luo & Bhattacharya, 2009；Marin et al., 
2009；Murray & Vogel, 1997；Perrini et al., 
2010）ことにより、より良い企業イメージ、

アイデンティティ、レピュテーションなどを
築 く（Turban & Greening, 1997；Hur et al., 
2014；Mohr et al, 2001）ことができる。2014
年、消費者庁の調査によると、６割近くは商
品・サービスそのものでなく、運営・販売する
企業姿勢を評価する（4）。同年、ニールセンの調
査により、60か国の消費者の55％がポジティ
ブな社会的・環境的インパクトに取り組む企業
の商品・サービスに、より多く支払う意欲があ
る（5）。商品の品質と価格に比べ、消費者の態度
に対する企業の倫理水準の影響はより有意であ
る（Mohr and Webb, 2005）。また、消費者は
ポジティブとネガティブな情報を区別すること
ができる。CSRへのポジティブな認識を有する
消費者は、企業に良好な態度を表す傾向があ
る（Mandhachitara & Poolthong, 2011）ので、
エシカル消費の行動にも繋がる。Trudel and 
Cotte（2009）は実験法を通じて、調達関連の
ネガティブな情報が消費者のコーヒーへの購買
意欲に対する影響はポジティブな情報のほぼ２
倍であるという結果を得た。よって、以下の仮
説を設定する。

H２a：２つの産業においても、ポジティブな
姿勢が購買意欲に正の影響を与えるが、ネガ
ティブな姿勢が購買意欲に負の影響を与える。
H２b：２つの産業においても、ポジティブ
な姿勢が購買意欲に対する正の影響の度合い
は、ネガティブな姿勢が購買意欲に対する負の
影響の度合いより小さい。

（３）購買意欲の商品価格間比較
エシカルな商品は消費者のより多く支払っ

ても良いと思うような支持を得る（Auger et 
al., 2003）が、不道徳な企業の商品は価格
を引き下げるべきである（Creyer and Ross, 
1996）。一般に、消費者の購買意欲は商品価格

‒ 109 ‒



説を設定する。

H４a：ポジティブな姿勢が自動車産業におけ
る購買意欲に対する正の影響の度合いは、小売
業より大きいが、ネガティブな姿勢が自動車産
業における購買意欲に対する負の影響の度合い
は、小売業より大きい。
H４b：ポジティブな場合で値上げが自動車産
業における購買意欲に対する負の影響の度合い
は小売業より大きいが、ネガティブな場合で値
下げが自動車産業における購買意欲に対する正
の影響の度合いは小売業より大きい。

（５）購買意欲のCSR分野間比較
経済広報センター（2019）の調査により、

消費者は企業の果たす役割や責任の中に、「安
全・安心で優れた商品・サービス・技術を適切
な価格で提供する」ことが最も重要な分野だと
認識している（6）。GfK（2016）の調査により、
日本の消費者が最も重要と考える企業責任は

「優良な雇用機会を提供する」こととなり、２
位と３位は「従業員の健康や安全を守る」こと
や「質の高い製品・サービスを提供する」こと
となる（7）。逆に、品質に悪影響のある不祥事は
企業の評判等に深刻な損害をもたらす可能性が
ある。よって、以下の仮説を設定する。

H５a：２つの産業においても、ポジティブな
姿勢が購買意欲に与える正の影響の度合いは品
質・安全が比較的大きいが、ネガティブな姿
勢が購買意欲に与える負の影響の度合いは品
質・安全が比較的大きい。
H５b：２つの産業においても、ポジティブな
場合で値上げが購買意欲に与える負の影響の
度合いは品質・安全が比較的小さいが、ネガ
ティブな場合で値下げが購買意欲に与える正の
影響の度合いは品質・安全が比較的小さい。

の変化によって逆に変化している。Trudel and 
Cotte（2009）の実験により、フェアトレード
に対して、消費者の納得できるコーヒーの値上
がりの度合い（1.4ドル/ポンド）は、不公正な
取引に対して、消費者の納得できるコーヒーの
値下がりの度合い（2.4ドル/ポンド）より小さ
い。また、価格の変化により、購買意欲の変化
率は変わらないと想定する。よって、以下の仮
説を設定する。

H３a：２つの産業においても、ポジティブな
場合で値上げが購買意欲に負の影響を与える
が、ネガティブな場合で値下げが購買意欲に正
の影響を与える。
H３b：２つの産業においても、ポジティブな
場合で値上げが購買意欲に負の影響の度合い
は、ネガティブな場合で値下げが購買意欲に正
の影響の度合いより大きい。
H３c：２つの産業においても、購買意欲は価
格の変化に伴って線形的に変化する。

（４）購買意欲の業種間比較
製品関与の高い車を購入するとき、消費者

は何度も実店舗に足を運び、多大な手間や時間
を費やして販売員に十分な相談をすることが多
い。それに対し、百貨店やスーパー、コンビニ
のように、洗剤やティッシュなど日常的によく
使う消耗品や日用雑貨品を購入するとき、消
費者はほとんど、自分の経験や直感に頼って
ヒューリスティックな判断、意思決定をしてい
るのではないか。そこで、関与度の異なる製品
に対して、消費者の購買意欲に対する企業姿
勢、商品価格の影響は異なる。また、東洋経済
新報社のCSR企業ランキングにより、自動車の
企業は全体的に小売企業より高いCSR得点を得
ているので、消費者および社会全体に高く期待
されていると予想している。よって、以下の仮
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し、CSRの６分野を含めた72項目である（9）。
CSRの分野について、Carroll（1991）のCSR
ピラミッドやVan Marrewijk（2003）のCSRフ
レームワークなどが広く使われている。Kolk 
et al.（2015）は中国における消費者のCSR
への認識を調査する際に、経済責任、法律責
任、倫理責任、社会貢献責任の上に労働/労働
者責任と環境責任を付け加えた。Munilla and 
Miles（2005）はステークホルダーの視点に立
ち、CSRを株主・債権者への責任、従業員への
責任、政府への責任、取引先への責任、消費者
への責任、地域コミュニティへの責任、自然環
境への責任という７つに分けた。また、組織
統治、人権、労働慣行、環境、公正な事業慣
行、消費者に関する課題、コミュニティ参画及
び開発というISO26000の中核主題も挙げられ
た。視点の違いによってCSR分野の区分は異な
るが、既存研究を通じてCSR分野の基本的範囲
を確かめることができる。以上のことを参照
し、企業統治、環境保全、地域共生、社会貢
献、雇用・人権、品質・安全の６つを本研究で
のCSR分野と捉えることにした。

４．分析結果
１）CSRへの認識と購買意欲

表１はCSRの内容レベルで用いられる変数
のみの平均値、分散、そして変数間の相関を示
したものである。CSRへの認識と企業統治、環

３．研究デザイン
この調査はCSRへの消費者の購買意欲に関

するアンケート調査であり、本アンケートで
は、ポジティブな状況において通常価格、価格
５％上昇、価格10％上昇の３つ、ネガティブ
な状況において通常価格、価格５％低下、価格
10％低下の３つのレベルを設置しており、CSR
活動からの影響を受けた消費者の購買意欲に対
する価格のモデレーター効果、およびその効果
の自動車産業・小売業間の格差を解明すること
を目指している。

本研究では、東北大学経済学部で「経営原
理」を受講している日本人学生を対象にアン
ケート調査を実施した。Googleフォームを用い
て作成したこのWebアンケートを受講生に入力
させ、2020年６月８日から27日に至るまでの
20日間にわたって243の有効回収票数を得た。
そのうち、男性204人（84％）、女性39人（16％）
である。本アンケートは２つの部分に分けられ
ている。第一部分では、調査対象にアンケート
を正確に記入させるよう、調査する前にすべて
の調査対象に本研究の目的を詳しく説明した。
第二部分では、５段階のリッカート尺度（１
＝絶対に買わない・拒否する、５＝絶対に買
う・拒否しない）（8）を用いて調査対象のCSR分
野への関心の状況を測った。

調査内容は、消費者の購買意欲が企業姿勢
や業種、商品の価格によってどう違うかに対

表1　各変数の記述統計量および相関係数
平均値 標準偏差 企業統治 環境保全 地域共生 社会貢献 雇用・人権 品質・安全

企業統治 2.5394 0.4691 1

環境保全 2.5120 0.3917 .516** 1

地域共生 2.7373 0.3908 .404** .412** 1

社会貢献 3.1217 0.4754 .334** .352** .464** 1

雇用・人権 2.6355 0.4220 .428** .519** .391** .475** 1

品質・安全 2.4263 0.4256 .260** .358** .264** .339** .333** 1

CSRへの認識 2.6955 0.9609 .111 .039 .027 .094 .028 .032

N＝243,　**p<.01,　*p<.05
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境保全、地域共生、社会貢献、雇用・人権、品
質・安全に関するピアソンの積率相関係数はそ
れぞれ0.111、0.039、0.027、0.094、0.028、0.032
となるが、統計的に有意でない。つまり、全
体的にはCSRに対する認識度合いの高い消費者
はCSR分野を問わず、ポジティブな購買意欲を
持つ傾向が窺えるが、明らかな相関関係は見当
たらない。このことから、仮説１は支持されな
かった。

２）姿勢別アプローチ
ポジティブな場合では、消費者の購買意欲

は積極的に促進されている。図１aにより、通
常価格において、自動車産業と小売業におけ
る購買意欲の平均値は3.9と3.89である。５段
階のリッカート尺度を使った本アンケートで
は、中間値の３点を基に計算すると、自動車産

業と小売業において消費者は企業のCSR行動か
らもたらすポジティブな刺激を受けたことで購
買意欲がそれぞれ30％と29.67％上がった。

一方、ネガティブな場合では、消費者は購
買に対して消極的な傾向がある。図２aによ
り、通常価格において、自動車産業と小売業に
おける購買意欲の平均値は1.99と2.09である。
中間値の３点を基に計算すると、自動車産業と
小売業において消費者は企業のCSR行動からも
たらすネガティブな刺激を受けたことで購買意
欲がそれぞれ33.67％、30.33％下がった。

それにより、２つの産業においても、ポジ
ティブな姿勢が購買意欲に正の影響に与え、ネ
ガティブな姿勢が負の影響を与えており、しか
もポジティブによる正の影響度合いがネガティ
ブによる負の影響度合いよりやや小さいことが
分かった。仮説２aと２bは支持された。

図1　値上げによる購買意欲の平均値と低下率（ポジティブな場合）

図2　値下げによる購買意欲の平均値と上昇率（ネガティブな場合）
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より、２つの産業における購買意欲の平均値の
差が３つの価格レベルでも有意である。すなわ
ち、ポジティブな場合で消費者の購買に対する
積極的な傾向が値上げによって抑制される。ま
た、表３と図１bにより、２つの業界において
も、５％値上げによる購買意欲の低下度合いは
５％から10％の値上げの場合より大きい（10）。
そのため、ポジティブな場合では、購買意欲の
低下率は値上げ率より小さい。

３）価格別アプローチ
ポジティブな場合、２つの産業における購

買意欲の価格間の差に対する分析結果を表２に
示した。自動車産業においてF＝461.25、p＜.01
となり、小売業においてF＝446.638、p＜.01と
なるため、２つ産業における消費者の購買意欲
は価格によって異なることが分かった。図１a
により、ポジティブな場合、全体的に購買意欲
の平均値は2.17-3.90である。LSD法を用いて購
買意欲の事後比較を行った結果を示した表３に

表2　２つの業界における価格レベル間の購買意欲の差（ポジティブな場合）
平方和 df 平均平方 F 有意確率

自動車産業 グループ間 350.446 2 175.223 461.250 .000
グループ内 275.798 726 .380
合計 626.244 728

小売業 グループ間 375.453 2 187.727 446.638 .000
グループ内 305.145 726 .420
合計 680.599 728

表3　LSD法による価格レベル間の購買意欲の多重比較（ポジティブな場合）

従属変数 （I）価格 （J）価格 平均値の差
（I-J） 標準誤差 有意確率

95％信頼区間

下限 上限

自動車産業 通常価格 ５％値上げ 1.08093* .05592 .000 .9712 1.1907
10％値上げ 1.67490* .05592 .000 1.5651 1.7847

５％値上げ 通常価格 -1.08093* .05592 .000 -1.1907 -.9712

10％値上げ .59396* .05592 .000 .4842 .7037

10％値上げ 通常価格 -1.67490* .05592 .000 -1.7847 -1.5651

５％値上げ -.59396* .05592 .000 -.7037 -.4842

小売業 通常価格 ５％値上げ 1.18107* .05882 .000 1.0656 1.2965

10％値上げ 1.71811* .05882 .000 1.6026 1.8336

５％値上げ 通常価格 -1.18107* .05882 .000 -1.2965 -1.0656

10％値上げ .53704* .05882 .000 .4216 .6525

10％値上げ 通常価格 -1.71811* .05882 .000 -1.8336 -1.6026
５％値上げ -.53704* .05882 .000 -.6525 -.4216

*. 平均値の差は0.05水準で有意。

る消費者の購買意欲は価格によって異なること
が分かった。図２aにより、ネガティブな場合
において、全体的に購買意欲の平均値は1.99-
2.78である。LSD法を用いて購買意欲の事後比
較を行った結果を示した表５により、２つの産

一方、ネガティブな場合、２つの産業にお
ける購買意欲の価格間の差に対する分析結果
を表４に示した。自動車産業においてF値が
37.373、p＜.01となり、小売業においてF値が
47.983、p＜.01となるため、２つの産業におけ
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おいても、５％値下げによる購買意欲の上昇度
合いは５％から10％の値下げの場合より大き
い（11）。そのため、ネガティブな場合では、購
買意欲の上昇率は値下げ率より小さいと言え
る。

業における購買意欲の平均値の差は３つの価
格レベルでも有意である。すなわち、ネガティ
ブな場合、消費者の購買に対する消極的な傾向
が値下げによって緩和されることが分かった。
また、表５と図２bから見ると、２つの業界に

表４　２つの業界における価格レベル間の購買意欲の差（ネガティブな場合）
平方和 df 平均平方 F 有意確率

自動車産業 グループ間 38.769 2 19.384 37.373 .000
グループ内 376.553 726 .519
合計 415.322 728

小売業 グループ間 59.656 2 29.828 47.983 .000
グループ内 451.313 726 .622
合計 510.969 728

表５　LSD法による同一業界の価格間の購買意欲の多重比較（ネガティブな場合）

従属変数 （I）価格 （J）価格 平均値の差
（I-J） 標準誤差 有意確率

95％信頼区間
下限 上限

自動車産業 通常価格 ５％値下げ -.32030* .06534 .000 -.4486 -.1920
10％値下げ -.56310* .06534 .000 -.6914 -.4348

５％値下げ 通常価格 .32030* .06534 .000 .1920 .4486
10％値下げ -.24280* .06534 .000 -.3711 -.1145

10％値下げ 通常価格 .56310* .06534 .000 .4348 .6914
５％値下げ .24280* .06534 .000 .1145 .3711

小売業 通常価格 ５％値下げ -.42181* .07153 .000 -.5622 -.2814
10％値下げ -.69547* .07153 .000 -.8359 -.5550

５％値下げ 通常価格 .42181* .07153 .000 .2814 .5622
10％値下げ -.27366* .07153 .000 -.4141 -.1332

10％値下げ 通常価格 .69547* .07153 .000 .5550 .8359
５％値下げ .27366* .07153 .000 .1332 .4141

*. 平均値の差は0.05水準で有意。

４）業種別アプローチ
前述のように、ネガティブな場合、２つ

の産業における消費者の購買意欲は値上げに
よって低下する（図１a）。ポジティブな場合、
購買意欲の平均値に対する産業間比較の結果を
示した表６により、３つの価格レベルにおいて
も、積極的なCSR姿勢を持つ自動車メーカーの
商品に対する消費者の購買意欲は小売企業よ
り高いことが分かった（12）。中には、図１bによ
り、小売業における購買意欲が値上げによって
低下した度合いは自動車産業より大きいが、そ
れほど明らかではない（５％・10％値上げ）。

それにより、２つの産業においても、ポジ
ティブな場合で値上げが購買意欲に負の影響を
与え、ネガティブな場合で値下げが購買意欲
に正の影響を与えるため、仮説３aは支持され
た。そして図１bと図２bを比較的に見ると、
ポジティブな場合で値上げが購買意欲に対する
負の影響の度合いは、ネガティブな場合で値下
げが購買意欲に対する正の影響の度合いより大
きいことが分かったため、仮説３bは支持され
た。ただ、価格の変化による購買意欲の変化率
の絶対値が逓減するため、仮説３cは支持され
なかった。
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いが、明らかでない。また、５％と10％の値
上げによる購買意欲の低下の比率において、
小売業が自動車産業より大きいが、５％から
10％の値上げによる購買意欲の低下の比率に
おいて、自動車産業が小売業より大きいことが
分かった。

による購買意欲の上昇の比率において、小売業
が自動車産業よりやや大きいことが分かった。

それにより、ポジティブな姿勢が自動車産
業における購買意欲に対する正の影響の度合い
は小売業より大きい（平均値：自動車＞小売）
が、すべて有意でない；ネガティブな姿勢が自
動車産業における購買意欲に対する負の影響の
度合いは小売業より大きい（平均値：自動車＜
小売）が、通常価格で有意でなく、値下げの場
合で有意であることが分かった。そのため、仮
説４aは部分的に支持された。また、ポジティ
ブとネガティブな場合においても、価格の変化
が購買意欲に対する影響の度合いでは、自動車
産業が小売業より小さいため、仮説４bが支持
されなかった。

５）CSR分野別アプローチ
全体的には、業界、価格、CSR姿勢を考慮

に入れたCSRの各分野間の購買意欲に対する分
散分析を示した表９では、F＝81.557、p＜0.01

その上、２つの産業における消費者の購買意欲
に独立したサンプルのｔ検定を行った結果を表
す表８から見ると、ポジティブ・通常価格、ポ
ジティブ・５％値上げ、ポジティブ・10％値
上げの場合、すべてp＞.05となる。つまり、ポ
ジティブな場合において、自動車メーカーの商
品に対する消費者の購買意欲は小売業より大き

一方、ネガティブな場合、２つの産業にお
ける消費者の購買意欲は値下げによって上昇す
る（図１b）。ネガティブな場合、購買意欲の平
均値に対する産業間比較の結果を示した表７に
より、消極的なCSR姿勢を持つ自動車メーカー
の商品に対する消費者の購買意欲は小売企業よ
り低いことが分かった（13）。中には、図２bによ
り、小売業における購買意欲が値下げによって
上昇した度合いは自動車産業より明らかに大き
い（５％・10％の値下げ）。その上、表８によ
り、ネガティブ・通常価格の場合で t＝-1.9、
p＞.05となるが、ネガティブ・５％値下げの場
合で t＝-2.983、p＜.05となり、ネガティブ・
10％値下げの場合で t＝-2.789、p＜.05となる。
つまり、ネガティブな場合において、日常品に
対する消費者の購買意欲は車より高いが、とり
わけ値下げの場合はその現象がより明らかであ
る。また、５％と10％の値下げによる購買意欲
の上昇の比率において、小売業が自動車産業よ
り明らかに大きいが、５％から10％の値下げ

表６　値上げによる購買意欲の低下の状況（ポジティブな場合）

N 平均値 標準偏差 標準誤差
平均値の95％信頼区間

最小値 最大値
下限 上限

自動車産業 通常価格 243 3.8999 .50072 .03212 3.8366 3.9631 2.67 5.00
５％値上げ 243 2.8189 .65793 .04221 2.7358 2.9021 1.00 4.33
10％値上げ 243 2.2250 .67533 .04332 2.1396 2.3103 1.00 4.50
合計 729 2.9813 .92748 .03435 2.9138 3.0487 1.00 5.00

小売業 通常価格 243 3.8882 .51822 .03324 3.8227 3.9537 2.83 5.00
５％値上げ 243 2.7071 .72575 .04656 2.6154 2.7988 1.00 4.67
10％値上げ 243 2.1701 .68240 .04378 2.0839 2.2563 1.00 4.17
合計 729 2.9218 .96690 .03581 2.8515 2.9921 1.00 5.00
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の購買意欲の平均値は最も高いのが品質・安
全、最も低いのが地域共生となる。図４はポジ
ティブな場合におけるCSR各分野間の購買意欲
の低下率であり、購買意欲の上昇が値上げに
よって抑制される度合いを示した。通常価格
の商品に対する購買意欲を基に、５％値上げ
によって購買意欲がCSRの６分野においても低
下したことは２つの産業で見られている。中に
は、品質・安全での購買意欲の低下率は自動車
産業の20.29％と小売業の25.06％であり、６分
野間において最も低い。その上、10％値上げ
の場合、購買意欲は６分野において引き続き低
下し、品質・安全でその低下率が自動車産業の
35.27％と小売業の39.45％となり、依然として
最も低い。つまり、積極的に衛生・品質管理を

となるので、消費者の購買意欲はCSRの分野
によって異なることが分かった。表10はLSD
法を用いてCSR分野間の購買意欲に事後比較を
行った結果である。総合的には、企業統治と環
境保全の間に有意な差がないことを除き、その
他の分野間の購買意欲の平均値には有意な差が
ある。中には、社会貢献での平均値は、その
他の分野との差が最も明らかである。CSR各分
野における購買意欲の平均値は2.43-3.12である
が、社会貢献での平均値はその他の分野よりか
なり大きい。

ポジティブな場合、通常価格では、CSRの
各分野における購買意欲について、自動車産
業は3.63-4.14であり、小売業は3.66-4.03である

（図３）。なお、通常価格の下において、消費者

表７　値下げによる購買意欲の上昇の状況（ネガティブな場合）

N 平均値 標準偏差 標準誤差
平均値の95％信頼区間

最小値 最大値
下限 上限

自動車産業 通常価格 243 1.9897 .55526 .03562 1.9195 2.0599 1.00 4.67
５％値上げ 243 2.3100 .68712 .04408 2.2232 2.3968 1.00 4.33
10％値上げ 243 2.5528 .88065 .05649 2.4415 2.6641 1.00 4.83
合計 729 2.2842 .75531 .02797 2.2293 2.3391 1.00 4.83

小売業 通常価格 243 2.0885 .58999 .03785 2.0139 2.1630 1.00 5.00
５％値上げ 243 2.5103 .78949 .05065 2.4105 2.6101 1.00 4.50
10％値上げ 243 2.7840 .94528 .06064 2.6645 2.9034 1.00 5.00
合計 729 2.4609 .83778 .03103 2.4000 2.5218 1.00 5.00

表８　２つの業界間における独立したサンプルのｔ検定
等分散性のための

Leveneの検定 ２つの母平均の差の検定

F Sig. t df Sig.
（両側） 平均値の差 差の標準

誤差
差の95％信頼区間
下限 上限

ポジティブ・

通常価格
等分散を仮定する .284 .594 .252 484 .801 .01166 .04623 -.07917 .10249
等分散を仮定しない .252 483.430 .801 .01166 .04623 -.07917 .10249

ポジティブ・

5％値上げ
等分散を仮定する 2.099 .148 1.779 484 .076 .11180 .06284 -.01168 .23527
等分散を仮定しない 1.779 479.416 .076 .11180 .06284 -.01168 .23527

ポジティブ・

10％値上げ
等分散を仮定する .150 .699 .891 484 .373 .05487 .06159 -.06614 .17588
等分散を仮定しない .891 483.948 .373 .05487 .06159 -.06614 .17588

ネガティブ・

通常価格
等分散を仮定する .807 .369 -1.900 484 .058 -.09877 .05197 -.20089 .00336
等分散を仮定しない -1.900 482.230 .058 -.09877 .05197 -.20089 .00336

ネガティブ・

5％値下げ
等分散を仮定する 6.452 .011 -2.983 484 .003 -.20027 .06714 -.33220 -.06835
等分散を仮定しない -2.983 474.957 .003 -.20027 .06714 -.33220 -.06834

ネガティブ・

10％値下げ
等分散を仮定する .693 .406 -2.789 484 .005 -.23114 .08288 -.39398 -.06829
等分散を仮定しない -2.789 481.593 .005 -.23114 .08288 -.39399 -.06829
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６分野の平均値から見ると、５％値上げによ
る購買意欲の低下率は、自動車産業と小売業
においてそれぞれ27.69％と30.40％であるが、
10％値上げによる低下率の絶対値は42.91％
と54.04％となり、５％値上げの場合より僅か
15.21％と13.77％上がった（図１b）。すなわち、
値上げによる購買意欲の低下率は逓減してい
る。

徹底し、質の高い製品・サービスを提供するた
めの継続的な改善活動に努めている企業の商品
の値上げは、比較的容易に、消費者に受け入れ
てもらえる。逆に、企業統治での購買意欲の低
下率は５％と10％値上げの両方でも最も大き
い。言い換えれば、企業は積極的に企業統治の
充実に取り組み、継続的な企業価値の向上を果
たしても、消費者にその商品の値上げを納得し
てもらうことが難しいと言えるだろう。また、

表９　CSR分野間の購買意欲の分散分析
平方和 df 平均平方 F 有意確率

グループ間 75.531 5 15.106 81.557 .000
グループ内 268.944 1452 .185
合計 344.476 1457

表10　LSD法によるCSR分野間の購買意欲の多重比較

（I） CSR分野 （J） CSR分野 平均値の差 （I-J） 標準誤差 有意確率
95％信頼区間

下限 上限
企業統治 環境保全 .02743 .03904 .482 -.0492 .1040

地域共生 -.19787* .03904 .000 -.2745 -.1213
社会貢献 -.58230* .03904 .000 -.6589 -.5057
雇用・人権 -.09602* .03904 .014 -.1726 -.0194
品質・安全 .11317* .03904 .004 .0366 .1898

環境保全 企業統治 -.02743 .03904 .482 -.1040 .0492
地域共生 -.22531* .03904 .000 -.3019 -.1487
社会貢献 -.60974* .03904 .000 -.6863 -.5331
雇用・人権 -.12346* .03904 .002 -.2000 -.0469
品質・安全 .08573* .03904 .028 .0091 .1623

地域共生 企業統治 .19787* .03904 .000 .1213 .2745
環境保全 .22531* .03904 .000 .1487 .3019
社会貢献 -.38443* .03904 .000 -.4610 -.3078
雇用・人権 .10185* .03904 .009 .0253 .1784
品質・安全 .31104* .03904 .000 .2345 .3876

社会貢献 企業統治 .58230* .03904 .000 .5057 .6589
環境保全 .60974* .03904 .000 .5331 .6863
地域共生 .38443* .03904 .000 .3078 .4610
雇用・人権 .48628* .03904 .000 .4097 .5629
品質・安全 .69547* .03904 .000 .6189 .7721

雇用・人権 企業統治 .09602* .03904 .014 .0194 .1726
環境保全 .12346* .03904 .002 .0469 .2000
地域共生 -.10185* .03904 .009 -.1784 -.0253
社会貢献 -.48628* .03904 .000 -.5629 -.4097
品質・安全 .20919* .03904 .000 .1326 .2858

品質・安全 企業統治 -.11317* .03904 .004 -.1898 -.0366
環境保全 -.08573* .03904 .028 -.1623 -.0091
地域共生 -.31104* .03904 .000 -.3876 -.2345
社会貢献 -.69547* .03904 .000 -.7721 -.6189
雇用・人権 -.20919* .03904 .000 -.2858 -.1326

*. 平均値の差は0.05水準で有意。
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全でその上昇率が自動車産業の13.79％と小売
業の19.59％となり、依然として最も低い。つ
まり、品質不良が頻発し、不具合対策が不十分
な企業の商品の値下げは、消費者に受け入れて
もらうことが難しい。逆に、企業統治での購買
意欲の上昇率は５％と10％値下げの両方にお
いても最も大きい。特に自動車産業において、
この購買意欲の上昇率は５％と10％値下げの
間にほとんど差がない。言い換えれば、責任感
が欠如し、不正行為が取り沙汰された企業に対
して、消費者は企業不正などよりも商品の値下
げに目を置いている。また、６分野の平均値
から見ると、５％値下げによる購買意欲の上
昇率は、自動車産業と小売業においてそれぞ
れ16.28％と20.27％であるが、10％値上げによ
る低下率の絶対値は28.52％と33.28％となり、

一方、ネガティブな場合、通常価格では、
CSRの各分野における購買意欲について、自
動車産業が1.65-3.37、小売業が1.77-3.49であ
る（図５）。なお、通常価格の下において、購
買意欲は最も低いのが品質・安全、最も高いの
が社会貢献となる。図６はネガティブな場合
におけるCSR各分野間の購買意欲の上昇率であ
り、購買意欲の低下が値下げによって緩和され
る度合いを示した。通常価格の商品に対する購
買意欲を基に、５％値下げによって購買意欲が
CSRの６分野においても上昇したことは２つの
産業で見られている。中には、品質・安全での
購買意欲の上昇率は僅か、自動車産業の6.90％
と小売業の8.11％であり、６分野間において最
も低い。その上、10％値上げの場合、購買意
欲は６分野において引き続き上昇し、品質・安

図３　CSR各分野間の購買意欲の平均値（ポジティブな場合）

図４　CSR各分野間の購買意欲の低下率（ポジティブな場合）
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5．考察
本研究の調査結果により、商品価格、企業

姿勢、業種は、企業のCSR活動に対する消費者
の購買意欲に対して異なる影響を与えている
が、この影響はCSRの各分野においても異なっ
ていることを確認した。表11は検証結果のま
とめである（14）。

ポジティブな場合では、消費者の購買意欲
は積極的に促進されているが、この信頼感が
値上げによって異なる程度で抑制されている。
ネガティブな場合では、消費者は購買に対し
て消極的な傾向があるが、この不信感が値下
げによって異なる程度で緩和されている。し
かも、ポジティブな場合での積極的な傾向は
ネガティブな場合での消極的な傾向より強い。
これは、消費者がポジティブな姿勢を持つ企業

５％値上げの場合より僅か12.25％と13.01％上
がった（図２b）。すなわち、値上げによる購買
意欲の上昇率は逓減している。

それにより、２つの産業においても、ポジ
ティブな姿勢が購買意欲に対する正の影響の度
合いには、品質・安全が最も大きく、地域共生
が最も小さいが、ネガティブな姿勢が購買意欲
に対する負の影響の度合いには、品質・安全が
最も大きく、社会貢献が最も小さい。そのた
め、仮説５aは部分的に支持された。また、価
格の変化の購買意欲に対する影響の度合いに
は、企業統治が最も大きく、品質・安全が最も
小さいことは、２つの産業と姿勢、さらに３つ
の価格レベルにおいても見られたため、仮説５
bが支持された。

図５　CSR各分野間の購買意欲の平均値（ネガティブな場合）

図６　CSR各分野間の購買意欲の上昇率（ネガティブな場合）
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費、荷造運賃などの変動費も増加していること
で利益が得られなくなる恐れがある。これは、
多くの消費者が、企業のポジティブな行為を支
持するために少し値上げする商品を受け入れる
が、競争の激化や知覚品質の向上等に伴い、企
業の内部や外部にある様々な圧力に対応する価
格戦略以外のさらなる高度化した戦略が求めら
れることを意味している。社会に好影響をもた
らした企業はより大きな責任を負うことが望ま
れる。

それと同時に、これも、CSRにネガティブ
な姿勢を持つ企業にとって、値下げを通じて消
費者を惹きつけようとする際に、どれだけ値下
げしても消費者に買ってもらえなくなるという

「値下げの下限」が存在することに留意すべき
だと示している。この下限が存在する原因とし
ては、あまりに価格が同業他社より低く設定さ
れると、消費者は企業の商品の位置付け、製品
機能、さらにアフターサービスの質などを疑問
視する恐れがあり、ひいては購買行動における
リスクが高まると感じており、それ以上買わな
くなる、ということであると考えられる。これ
は、多くの消費者が、ある程度で商品を低価格

に良い印象を、ネガティブな姿勢を持つ企業に
悪い印象を持つものの、消費者はポジティブな
情報に比べ、ネガティブな情報により敏感であ
ることを意味している。ただし、ポジティブの
場合で値上げによる購買意欲の低下率が、ネガ
ティブな場合で値下げによる購買意欲の上昇率
より大きい。言い換えれば、消費者の信頼感に
対して値上げのもたらす抑制効果は、消費者の
不信感に対して値下げのもたらす緩和効果より
大きい。こうして、企業のCSR行動に比べ、消
費者が商品価格の変化に対してより敏感である
ことは想像に難くない。

そして、価格の変化による購買意欲の変化
率の絶対値は逓減する。これは、CSRにポジ
ティブな姿勢を持つ企業にとって、ある程度の
値上げを通じて利益を上げることが可能である
が、能力が大きいほど責任も大きくなるとい
う「値上げの上限」が存在することに留意すべ
きだと示している。なぜなら、価格と売上の向
上に伴い、商品の性能向上や機能追加、包装仕
様変更などを消費者が期待し、商品および企業
自体の諸側面が高く要求されていくからである
と考えられる。また、売上の増加に伴って外注

表11　検証結果のまとめ
視点 分析結果 図例 仮説 検証

全体 平均値 CSRへの認識と購買意欲：正相関（有意でない） ― H1 ×

姿勢別
平均値

（通常価格）
ポジティブ＞ 3 ＞ネガティブ 図１a、２a H2a 〇

| 平均値 -3|：ポジティブ＜ネガティブ 図１b、２b H2b 〇

価格別

平均値 ポジティブ：値上げにより低下、ネガティブ：値下げに
より上昇（有意） 図１a、２a H3a 〇

| 変化率 |
低下率（ポジティブ）＞上昇率（ネガティブ） 図１b、２b H3b 〇

ポジティブ・ネガティブ：逓減 図１b、２b H3c ×

産業別
平均値 ポジティブ：自動車＞小売（有意でない）、ネガティブ：

自動車＜小売（通常価格が有意でない、値下げが有意） 図１a、２a H4a △

| 変化率 | ポジティブ・ネガティブ：自動車＜小売 図１b、２b H4b ×

分野別
平均値 ポジティブ：最大 - 品質・安全、最小 - 地域共生；ネガ

ティブ：最大 - 社会貢献、最小 - 品質・安全 図３ab、５ab H5a △

| 変化率 | ポジティブ・ネガティブ：最小 - 品質・安全、最大 - 企
業統治 図４ab、６ab H5b 〇

注：支持＝〇、一部支持＝△、棄却＝×；| 変化率 |はその絶対値のこと。
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単に品質に対する消費者のイメージが変えられ
ない。

ところで、最近、企業統治への関心の高さ
は、最近の日産自動車における役員報酬の虚偽
記載問題に見られるように、日本企業のガバナ
ンス問題が再び注目を集めていることと関連
していると推測できる。ガバナンスの欠如は、
嘘をついたり問題をごまかしているようないい
加減な会社というイメージを消費者に与えるの
で、消費者の購買意欲にネガティブな影響を及
ぼしてしまう。ゴーン氏の不祥事は一見、消費
者に影響を与えないように思えるが、ゴーン氏
がより正当な報酬をもらっていたならば、もう
少し自動車の値段が下がるだろう。他方、社外
取締役の代表、トップ・マネジメントのエクイ
ティなど企業統治は製品品質の問題と不可分に
繋がっている（Johnson and Greening, 1999）。
品質上のリスクがあった際に、品質の落ち込み
がどんどん広がってしまう可能性がある。例え
ば、車の最終検査はそれほど品質に影響を与え
ないが、資格を持たない若い人は自動車整備工
場に車検を依頼する時、やはり車検の結果を不
安視してしまうだろう。リスクマネジメントを
含め、企業統治が消費者に安全・安心を与えら
れるという認識が出ると、企業統治の良い会社
は消費者から見ても安心できる会社になる。た
だし、度重なる企業不祥事とその後の不十分な
対応は消費者の不信感をもたらすが、企業統治
はしっかりしているからと言っても、それほど
購買意欲に影響を与えないものと想定される。
特に、企業統治と値段という比較の場合に、企
業統治が良いからと言っても、それだけで消費
者に高い車を買ってもらうことが難しい。

一方、今や、どこかの森の手入れを従業員
と地域住民と一緒に取り込んだり、子ども食堂
に食料を提供することなど、企業が地域のため
に一所懸命に貢献していると言われても、消

で入手するために企業のネガティブな行為を受
け入れるが、安すぎる商品の購入を慎んでいる
ことを意味している。社会に悪影響をもたらし
た企業は利益の代償を払わないとならない。

その上、ネガティブな場合、５％と10％
値下げによって購買意欲が上昇した度合いで
は、自動車産業よりも小売業が明らかに大き
い。この場合に、消費者は安心・安全を追求
し、特に品質面での不安を強く持ってしまうこ
とで、自動車の企業が多少値下げしても依然と
して戻りたくない。それゆえ、社会に悪影響を
もたらした企業は一定の範囲内（価格変動の上
/下限）で展開する値下げ戦略では、車よりも
日常品のほうがより効果的である。一方、ポジ
ティブな場合、購買意欲の２産業間の差はそれ
ほど明らかではない。

また、CSRの６分野の中において、ポジティ
ブな姿勢が購買意欲に対する正の影響には、品
質・安全が最も大きく、地域共生が最も小さい
一方、ネガティブな姿勢が購買意欲に対する
負の影響には、品質・安全が最も大きく、社
会貢献が最も小さい。そして、商品価格の変
動の購買意欲に対する影響の度合いには、企
業統治が最も大きく、品質・安全が最も小さ
い。しかも、品質・安全において、この価格
変動の購買意欲に対する影響の度合いは自動
車産業よりも小売業が大きい。確かに、一定
の条件下において、CSRの取り組みは製品品質
を代替し、消費者に商品をより多く支払わせ
ることができる（Banerjee and Wathieu, 2017）
が、消費者満足やロイヤリティ等に対する製
品品質の影響（Jahanshahi et al., 2011）、消費
者満足および購買意欲等に対する知覚品質の影
響（Saleem et al., 2015；Woodside and Taylor, 
1978；Tsiotsou, 2006）も多数論じられている。
特に自動車品質（15）が正に安全・安心にかかわ
ることで、価格が多少高く・低くなっても、簡
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査対象に聞いただけなのが、先行研究における
より具体的な設問を援用しなかった。正確性と
信憑性に欠ける検証の結果にならないよう、
CSRの各分野に合わせる複数設問の設計検討

（e.g. Öberseder et al., 2014）を行うことが必要
である。

第２に、調査対象の局所性である。本研究
はCSRの教育を受けた大学生に主眼を置いてい
るが、調査対象としての大学生は実際の社会を
代表しているサンプルであるとは言えないた
め、無作為抽出による調査で期待される精度と
は大きくかけ離れ、指標の信頼性（Bliese and 
Halverson, 1998）の不足など一定のバイアス
を持った結果となっている懸念が拭えない。こ
れから調査対象を広げ、デモグラフィックやサ
イコグラフィック変数等を慮るより広範な検証
で、さらに説得力が高く、企業の行動指針とな
りうるような調査報告を作成することが望まれ
る。

第３に、動学的な視点の欠如である。本研
究は、企業姿勢別、商品価格別、業種別、CSR
分野別アプローチからCSRの効用を定量的に分
析したが、一定時点の情報しか得られないと
いうクロス・セクション分析レベルだけに留
まった。これからより精緻なモデルでの検証、
個体レベルでの変化の分析、観察されない異質
性の統制、より精確な因果推論ができるパネル
データ回帰を用いる研究が求められよう。

第４に、情報の収集範囲の有限性である。
本アンケートの問い方により、CSRに力を入れ
ている企業の製品の方を購入するという回答を
する者は増えるようであるが、実際の購入検討
時に本当に各社のCSRの取り組みを考慮するわ
けではない（17）。しかも、アンケート回答者は
ガバナンス体制、社会貢献活動、および反社会
的行為など各社のCSRと取り組み状況をどの程
度正確に認識しているのかについても言及して

費者はそれを自分事として捉えないという時
代になっている。社会貢献への関心の低さは、
とくに若年層の間で消費生活がもっぱら自分事
化、コンパートメント化していることの表れと
見ることができる。携帯・スマホを用いてイン
ターネットでモノを買ってラインで誰かとコ
ミュニケーションし、どんどん自分事の消費生
活になっている。それゆえ、CSRは全体的に消
費者の購買意欲に良い影響を与えるが、地域共
生は特に若い人にとってあまり響かないという
ことが想像に難くない（16）。

６．おわりに
本研究は自動車産業と小売業の２業界に着

眼し、企業の多様なCSR活動に関する大学生に
対する意識調査を通じて、その購買意欲に対す
る商品価格の異なるポジティブ・ネガティブな
影響を明らかにした。その結果として、大学
生については、１）ポジティブなCSR情報より
もネガティブなCSR情報に購買意欲が影響され
やすい；２）企業のCSR活動自体よりも商品の
価格に消費マインドが左右されやすい；３）自
動車の企業よりも小売企業の商品の価格変動に
敏感である；４）最も関心を寄せるCSR分野が
品質・安全である；また、５）CSR情報への感
知に対する価格の影響は逓減的である。本研究
は、方向性のあるCSRの諸活動での大学生の購
買意欲の違いに関するより正確な情報を提供し
たことにより、大学生にキャリア形成に関わる
企業・職業選択におけるCSRの重要性を認識さ
せ、次世代向けのCSR展開において的確かつ効
果的な戦略的意思決定を企業が下す上での一助
になるだろう。

最後に、本研究の限界を述べる。第１に、
変数の測定尺度の単一性である。本研究では、
CSRへの認識を調査する時、単に「企業の社会
的責任についてどの程度知っていますか」を調
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２つに分けている。積極的な取り組み姿
勢（以下は「ポジティブ」とする）とは、
企業がCSRの諸活動を積極的に展開して
いる姿勢のことを指すが、消極的な取り
組み姿勢（以下は「ネガティブ」とする）
とは、企業が消極的にCSRを捉え、ある
いは不法行為等を行っている姿勢のこと
を指す。

（３）	� 一般に、ある製品・サービスに対する関
与水準が高くなると、当該製品・サービ
スに対するカタログやパンフレットなど
の活字情報を求め、複雑な情報処理を行
う傾向にある（恩藏：2019）。消費者は
車のように製品特徴の差異が高く、ブラ
ンド間の知覚差異（製品への拘り・重要
性）も大きい製品を購入するとき、車の
様々な特徴を細かく比較して検討を繰り
返し行う消費行動を取るわけである。そ
れに対し、洗剤やティッシュなど日常的
によく使う消耗品や日用品に対して高い
関与水準を有する人は極めて少ない。そ
のため、本研究は、経営学を受講してい
る大学生に対する意識調査で、消費財と
して典型的な自動車（高い関与水準）や
日用品（低い関与水準）を生産する企業
の所属している自動車産業と小売業の２
業界を取り上げ、購買意欲に対するCSR
認知の影響度の産業間比較を進めるもの
である。

（４）	� 「平成25年度消費者意識基本調査」の結
果（平成26年１月調査）による。2020年
９月10日アクセス、＜https://www.caa.
go.jp/policies/policy/consumer_research/
research_report/survey_002/pdf/140617_
kekka.pdf＞

（５）	� 「Global Consumers Are Willing to Put 
Their Money Where Their Heart is 

いない。逆に、各企業が消費者の購買意欲の向
上を考えて戦略的にCSR活動を行うよう、自社
の行っているCSRを消費者にどう浸透させてい
くのかということが重要になってくる。そのた
め、単にCSRそのものに着目するだけでなく、
社会全体価値の向上、市場経済や文化倫理に適
応するCSRの意識と標準の喚起・強化を将来の
目標として、消費者および社会全体がCSRへの
認識を高め、エシカル・ビジネス（18）になるよ
うな啓蒙的な活動の展開は、今後、取り組まな
ければならない研究課題として残されている。

注
（１）	� エシカル消費（倫理的消費）とは、より

よい社会に向けた、人や地域や社会や環
境や地球に配慮した倫理的に正しい消費
行動のことであり、買うことで環境や社
会問題の解決に貢献できる商品を買い、
そうでない商品を買わないという特徴を
持つ。具体的には、リサイクル素材を
使った商品を選ぶことや、地産地消を意
識して地元の商品を選ぶこと、被災した
地域の農林水産品を選ぶこと、などが例
として挙げられる。また、エシカル消費
を行う消費者のことは「エシカル・コン
シューマー」（Ethical Consumer）と呼
ばれる。（「『倫理的消費』調査研究会 取
りまとめ ～あなたの消費が世界の未来
を変える～」による。2020年９月10日ア
クセス、＜https://www.caa.go.jp/policies/
policy/consumer_education/consumer_
education/ethical_study_group/pdf/
region_index13_170419_0002.pdf＞）

（２）	� 本研究では、企業姿勢、すなわちCSRに
対する企業の取り組み姿勢を、積極的な
取り組み姿勢と消極的な取り組み姿勢の
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購買意欲の｜平均値の差｜（I-J）：0.32
（｜５％値下げ-通常価格｜）＞0.24（｜
10％値下げ-５％値下げ｜）；小売業につ
いても同様：0.42＞0.27。

（12）	� ポジティブな場合、価格が通常、５％上
昇、10％上昇である時、自動車産業にお
ける購買意欲の平均値それぞれは小売業
より0.01、0.11、0.06大きい。

（13）	� ネガティブな場合、価格が通常、５％低
下、10％低下である時、自動車産業にお
ける購買意欲の平均値それぞれは小売業
より0.1、0.2、0.23小さい。

（14）	� 消費者の購買意欲の平均値と変化率（ポ
ジティブ-低下率、ネガティブ-上昇率）
は、全体、価格別、業界別においてCSR
の６分野の平均値と変化率、分野別にお
いてCSRのある分野の平均値と変化率を
指す。

（15）	� より具体的には、パフォーマンス（加速
性、操縦性、安全性、速度、快適性な
ど）、付加機能（オプションなど）、信
頼性（不良品・欠陥品、故障の少なさな
ど）、耐久性（強度、丈夫さなど）、付加
サービス（アフターサービス、保証など）
に関する諸側面から、消費者は車の品質
を把握・判断している。

（16）	� 高度成長の60 ・70年代の日本において
水俣病など公害病が相次いだ時に地域の
福祉のために貢献するか、あるいは災害
から暫く経つと震災復興に取り組むとい
うとポイントが上がるが、一般に地域共
生、社会貢献といわれてもあまり消費・
購買行動には影響を与えない。

（17）	� 消費者庁の2019年度の消費者意識調査
により、人や社会、環境に配慮した消費
行動「エシカル（倫理的）消費」に興味
を持つ人の割合が６割に上っており、し

When It Comes to Goods and Services 
from Companies Committed to Social 
Responsibil ity」2020年９月10日アクセ

　 　�ス、＜https://www.businesswire.com/
multimedia/home/20140616006605/en/＞

（６）	� 経済広報センター（2019）「第22回生活者
の “企業観” に関する調査報告書」による。
2020年９月10日アクセス、＜https://www.
kkc.or.jp/data/release/00000150-1.pdf＞

（７）	� 「GfK調べ：企業責任に対する消費者のグ
ローバル意識調査」による。2020年９月
10日アクセス、＜https://sustainablejapan.
jp/2016/03/17/gfk/21540＞

（８）	� ここで、ある項目の平均値が３以上の場
合はほとんどの人々が比較的高い購買意
欲を持つことを意味するが、平均値が３
以下の場合はほとんどの人々が比較的低
い購買意欲を持つことを意味する。

（９）	� まず、ポジティブおよびネガティブな状
況において、６つのCSR分野、３つの価
格レベル、２つの産業における消費者の
購買意欲の平均得点を計算する。次い
で、３つの価格レベルおよび２つの産業
における購買意欲の間に有意な差がある
かどうかを逐次的に検証する。もし有意
であれば、当該CSR分野における消費者
の購買意欲は確実に価格および産業から
の影響を受けていると言える。その上、
購買意欲の変化率によって当該影響の度
合いを測る。また、調査票の詳しくは、
付録を参照のこと。

（10）	� ポジティブな場合、自動車産業におけ
る購買意欲の｜平均値の差｜（I-J）：
1.08（｜５％値上げ-通常価格｜）＞0.59

（｜10％値上げ-５％値上げ｜）；小売業
についても同様：1.18＞0.54。

（11）	� ネガティブな場合、自動車産業における
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かも対応する商品を購入したい人も８割
に達したが、価格の高さなどから実際に
購入した人は４割にとどまった。2020
年 ９ 月10日 ア ク セ ス、 ＜https://www.
agrinews.co.jp/p51588.html＞

（18）	� エシカル・ビジネスとはエシカル（Ethical）
とビジネス（Business）を合成した造語
で、環境問題や社会問題の解決を「なり
わい」とする（細川：2012）という考え方
である。エシカル・ビジネスは、まさに
21世紀型のビジネスであると同時に、社
会に寄り添い「なりわい」としてあり続け
た、産業革命以前のビジネス・モデルのル
ネサンスだと捉えることができる。
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付録 
 

アアンンケケーートト調調査査のの設設問問 
 
選選択択肢肢 
1：絶対に買わない 2：多分買わない 3：どちらともいえない 
4：多分買う    5：絶対に買う 

姿姿

勢勢 
ママテテリリアアリリテテととししててのの６６分分野野とと企企業業のの CSR 行行動動 

設問表記 

価価格格がが他他社社とと

同同じじ場場合合（（1）） 

価価格格がが他他社社よよ

りり 5%高高いい（（積積

極極））/低低いい（（消消

極極））場場合合（（2）） 

価価格格がが他他社社よよ

りり 10%高高いい（（積積

極極））/低低いい（（消消

極極））場場合合（（3）） 

企企業業統統治治 

ポ

ジ

テ

ィ

ブ 

企企業業 A はは、、ココンンププラライイアアンンスス体体制制のの整整備備、、ガガババナナンンススのの強強化化にに取取りり組組んんででいいまますす。。経経営営のの高高いい透透明明性性をを保保つつたためめ、、

業業務務執執行行・・監監督督、、取取締締役役会会おおよよびび体体制制、、監監査査役役制制度度、、取取締締役役・・監監査査役役のの報報酬酬、、取取締締役役会会のの実実効効性性のの分分析析・・評評価価ななどどにに

つついいてて、、詳詳細細なな情情報報をを公公衆衆にに向向けけてて開開示示ししてていいまますす。。 

A 社は自動車メーカーで製品の品質や性能、デザインなどは他社

と同等です。あなたがもし車を購入するとしたら、同社の製品を

買いますか？ 

Q1:統-積-自

(1) 
Q2:統-積-自(2) Q3:統-積-自(3) 

A 社はスーパーマーケットで日用品の品質などは他社と同等で

す。あなたがもし日用品を購入するとしたら、同社の商品を買い

ますか？ 

Q4:統-積-小

(1) 
Q5:統-積-小(2) Q6:統-積-小(3) 

ネ

ガ

テ

ィ

ブ 

B 企企業業はは、、ガガババナナンンススのの体体制制強強化化、、リリススククのの予予防防・・軽軽減減にに取取りり組組んんででいいまますすがが、、過過去去、、社社内内ででのの教教育育・・研研修修、、情情報報セセ

キキュュリリテティィのの取取りり組組みみのの不不徹徹底底にによよりり、、談談合合やや贈贈収収賄賄、、ああるるいいははササイイババーーテテロロやや情情報報漏漏洩洩事事故故ななどど企企業業不不正正がが露露呈呈しし

てていいままししたた。。 

B 社は自動車メーカーで製品の品質や性能、デザインなどは他社

と同等です。あなたがもし車を購入するとしたら、同社の製品を

買いますか？ 

Q7:統-消-自

(1) 
Q8:統-消-自(2) Q9:統-消-自(3) 

B 社はスーパーマーケットで日用品の品質などは他社と同等で

す。あなたがもし日用品を購入するとしたら、同社の商品を買い

ますか？ 

Q10:統-消-小

(1) 

Q11:統-消-小

(2) 

Q12:統-消-小

(3) 

環環境境保保全全 

ポ

ジ

テ

ィ

ブ 

C 企企業業はは、、低低炭炭素素型型ままちちづづくくりりのの促促進進をを図図るるここととをを目目的的ととししてて、、都都市市でで建建築築物物をを建建築築すするる際際にに、、環環境境にに配配慮慮ししたた省省エエ

ネネルルギギーー、、省省資資源源、、資資源源循循環環型型のの設設計計をを採採用用しし、、ささららにに低低炭炭素素建建築築物物のの整整備備をを行行っってていいまますす。。 

C 社は自動車メーカーで製品の品質や性能、デザインなどは他社

と同等です。あなたがもし車を購入するとしたら、同社の製品を

買いますか？ 

Q13:環-積-自

(1) 

Q14:環-積-自

(2) 

Q15:環-積-自

(3) 

C 社はスーパーマーケットで日用品の品質などは他社と同等で

す。あなたがもし日用品を購入するとしたら、同社の商品を買い

ますか？ 

Q16:環-積-小

(1) 

Q17:環-積-小

(2) 

Q18:環-積-小

(3) 
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ネ

ガ

テ

ィ

ブ 

D 企企業業はは、、国国内内法法のの規規定定にに違違反反しし、、ああるる地地区区でで大大量量のの不不法法投投棄棄ををししたたここととにによよりり、、不不可可逆逆的的なな生生態態破破壊壊をを起起ここししまましし

たた。。ししかかもも、、ここのの事事情情はは広広くく世世間間にに知知らられれるるよよううににななりりままししたた。。 

D 社は自動車メーカーで製品の品質や性能、デザインなどは他社

と同等です。あなたがもし車を購入するとしたら、同社の製品を

買いますか？ 

Q19:環-消-自

(1) 

Q20:環-消-自

(2) 

Q21:環-消-自

(3) 

D 社はスーパーマーケットで日用品の品質などは他社と同等で

す。あなたがもし日用品を購入するとしたら、同社の商品を買い

ますか？ 

Q22:環-消-小

(1) 

Q23:環-消-小

(2) 

Q24:環-消-小

(3) 

地地域域共共生生 

ポ

ジ

テ

ィ

ブ 

E 企企業業はは、、常常にに、、ココミミュュニニテティィ活活動動をを推推進進ししてていいまますす。。最最近近はは住住民民同同士士のの交交流流がが促促進進ででききるるよようう、、遊遊休休土土地地をを老老人人向向

けけのの朝朝のの鍛鍛錬錬のの場場所所にに建建てて直直ししままししたた。。ここのの行行動動はは域域内内のの住住民民かかららのの大大好好評評をを博博ししままししたた。。 

E 社は自動車メーカーで製品の品質や性能、デザインなどは他社

と同等です。あなたがもし車を購入するとしたら、同社の製品を

買いますか？ 

Q25:地-積-自

(1) 

Q26:地-積-自

(2) 

Q27:地-積-自

(3) 

E 社はスーパーマーケットで日用品の品質などは他社と同等で

す。あなたがもし日用品を購入するとしたら、同社の商品を買い

ますか？ 

Q28:地-積-小

(1) 

Q29:地-積-小

(2) 

Q30:地-積-小

(3) 

ネ

ガ

テ

ィ

ブ 

F 企企業業はは、、地地域域合合意意をを作作るるここととななくく、、親親子子でで楽楽ししむむ公公園園ににおおけけるる遊遊具具施施設設をを一一個個減減ららしし、、自自社社ののロロゴゴにに切切りり替替ええまましし

たた。。ここのの独独断断なな行行動動はは近近隣隣住住民民のの不不満満をを招招ききままししたた。。 

F 社は自動車メーカーで製品の品質や性能、デザインなどは他社

と同等です。あなたがもし車を購入するとしたら、同社の製品を

買いますか？ 

Q31:地-消-自

(1) 

Q32:地-消-自

(2) 

Q33:地-消-自

(3) 

F 社はスーパーマーケットで日用品の品質などは他社と同等で

す。あなたがもし日用品を購入するとしたら、同社の商品を買い

ますか？ 

Q34:地-消-小

(1) 

Q35:地-消-小

(2) 

Q36:地-消-小

(3) 

社社会会貢貢献献 

ポ

ジ

テ

ィ

ブ 

G 企企業業はは、、社社会会貢貢献献活活動動にに積積極極的的にに取取りり組組んんででいいまますす。。最最近近起起ここっったた地地震震にに対対しし、、被被災災地地にに義義援援金金をを拠拠出出すするるだだけけでで

ななくく、、数数多多くくのの従従業業員員ボボラランンテティィアアがが被被災災地地にに赴赴きき、、家家屋屋やや側側溝溝のの清清掃掃やや農農業業・・漁漁業業のの手手伝伝いい等等のの災災害害復復興興支支援援活活動動

をを行行っってていいまますす。。 

G 社は自動車メーカーで製品の品質や性能、デザインなどは他社

と同等です。あなたがもし車を購入するとしたら、同社の製品を

買いますか？ 

Q37:貢-積-自

(1) 

Q38:貢-積-自

(2) 

Q39:貢-積-自

(3) 

G 社はスーパーマーケットで日用品の品質などは他社と同等で

す。あなたがもし日用品を購入するとしたら、同社の商品を買い

ますか？ 

Q40:貢-積-小

(1) 

Q41:貢-積-小

(2) 

Q42:貢-積-小

(3) 

ネ

ガ

テ

ィ

ブ 

H 企企業業はは、、今今ままでで慈慈善善活活動動をを一一切切行行いいまませせんん。。ここのの企企業業のの経経営営者者はは企企業業がが納納税税だだけけでで十十分分でで、、社社会会貢貢献献活活動動がが政政府府のの

仕仕事事ででああるるべべききだだとと考考ええてていいるる。。 

H 社は自動車メーカーで製品の品質や性能、デザインなどは他社

と同等です。あなたがもし車を購入するとしたら、同社の製品を

買いますか？ 

Q43:貢-消-自

(1) 

Q44:貢-消-自

(2) 

Q45:貢-消-自

(3) 
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H 社はスーパーマーケットで日用品の品質などは他社と同等で

す。あなたがもし日用品を購入するとしたら、同社の商品を買い

ますか？ 

Q46:貢-消-小

(1) 

Q47:貢-消-小

(2) 

Q48:貢-消-小

(3) 

雇雇用用・・人人権権 

ポ

ジ

テ

ィ

ブ 

I 企企業業はは、、ヒヒュューーママニニズズムムをを提提唱唱しし、、柔柔構構造造なな組組織織運運営営をを積積極極的的にに推推進進ししてていいるる。。良良好好なな職職場場環環境境のの構構築築、、業業務務効効率率

化化とと残残業業時時間間削削減減のの両両立立にに取取りり組組みみななががらら、、同同業業他他社社よよりり多多くくのの障障害害者者にに就就労労機機会会をを提提供供ししてていいまますす。。 

I 社は自動車メーカーで製品の品質や性能、デザインなどは他社

と同等です。あなたがもし車を購入するとしたら、同社の製品を

買いますか？ 

Q49:人-積-自

(1) 

Q50:人-積-自

(2) 

Q51:人-積-自

(3) 

I社はスーパーマーケットで日用品の品質などは他社と同等です。

あなたがもし日用品を購入するとしたら、同社の商品を買います

か？ 

Q52:人-積-小

(1) 

Q53:人-積-小

(2) 

Q54:人-積-小

(3) 

ネ

ガ

テ

ィ

ブ 

J 企企業業はは、、過過度度なな長長時時間間労労働働やや職職場場環環境境ののスストトレレススななどどにによよりり、、従従業業員員がが精精神神疾疾患患にによよるる自自殺殺、、ああるるいいはは心心臓臓・・血血管管

疾疾患患にによよるる突突然然死死とといいうう事事故故をを起起ここししたたここととががあありりまますす。。 

J 社は自動車メーカーで製品の品質や性能、デザインなどは他社

と同等です。あなたがもし車を購入するとしたら、同社の製品を

買いますか？ 

Q55:人-消-自

(1) 

Q56:人-消-自

(2) 

Q57:人-消-自

(3) 

J 社はスーパーマーケットで日用品の品質などは他社と同等で

す。あなたがもし日用品を購入するとしたら、同社の商品を買い

ますか？ 

Q58:人-消-小

(1) 

Q59:人-消-小

(2) 

Q60:人-消-小

(3) 

品品質質・・安安全全 

ポ

ジ

テ

ィ

ブ 

K 企企業業はは、、消消費費者者にに実実利利的的なな喜喜びびをを感感じじららせせるるここととをを目目指指しし、、故故障障ゼゼロロ、、不不良良品品ゼゼロロ、、ククレレーームムゼゼロロをを実実現現ささせせるるたた

めめにに、、品品質質管管理理体体制制とと検検査査設設備備をを備備ええ、、原原材材料料購購買買かからら生生産産計計画画のの立立案案作作成成、、生生産産工工程程進進捗捗状状況況のの調調整整、、そそししてて納納期期

ままででををいいっっかかりりとと管管理理ししてていいまますす。。 

K 社は自動車メーカーで製品の品質や性能、デザインなどは他社

と同等です。あなたがもし車を購入するとしたら、同社の製品を

買いますか？ 

Q61:品-積-自

(1) 

Q62:品-積-自

(2) 

Q63:品-積-自

(3) 

K 社はスーパーマーケットで日用品の品質などは他社と同等で

す。あなたがもし日用品を購入するとしたら、同社の商品を買い

ますか？ 

Q64:品-積-小

(1) 

Q65:品-積-小

(2) 

Q66:品-積-小

(3) 

ネ

ガ

テ

ィ

ブ 

L 企企業業はは、、消消費費者者にに対対ししてて人人的的危危害害がが発発生生・・拡拡大大すするる可可能能性性ががああるるここととをを国国家家ががすすででにに認認定定ししたたああるる商商品品をを販販売売ししてて

いいまますす。。 

L 社は自動車メーカーで製品の品質や性能、デザインなどは他社

と同等です。あなたがもし車を購入するとしたら、同社の製品を

買いますか？ 

Q67:品-消-自

(1) 

Q68:品-消-自

(2) 

Q69:品-消-自

(3) 

L 社はスーパーマーケットで日用品の品質などは他社と同等で

す。あなたがもし日用品を購入するとしたら、同社の商品を買い

ますか？ 

Q70:品-消-小

(1) 

Q71:品-消-小

(2) 

Q72:品-消-小

(3) 

 

‒ 130 ‒



研究ノート





開智国際大学 教授 小　池　裕　子
Kaichi International University, Professor Hiroko Koike

ABSTRACT
In this paper, the male-female wage gap in the Asia Pacific Region was decomposed 
into endowments and discrimination components by Blinder-Oaxaca model. The results 
suggest that, although Japan's ratio of female wage relative to male is the second-lowest 
among ten countries if the male-female gap in the endowments resolves, it pushes up 
Japan's position the fourth highest.

キーワード
男女の賃金格差、労働生産要素量、労働生産要素価格、Blinder-Oaxaca 分解

但し、世間では一般にG７における男女の賃金
格差が比較され、日本はワースト一位と指摘さ
れるが、日本の労働市場にはまだ伝統的な側面
も多く、果たして欧米先進国との比較が妥当か
どうかはわからない。そこで本研究では、新興
国を多く含むアジア太平洋諸国における比較を
主目的とし、先進国との比較は、米国をベンチ
マークとして分析対象に加えるのみにとどめ
る。

２．先行研究のレビュー 
それでは、男女の賃金格差はどのように

測 定 さ れ る の だ ろ う か。Blinder（1973）と
Oaxaca（1973）によって提唱されたBlinder-
Oaxacaモデルによれば、男女の賃金格差は、

１．はじめに
日本は先進国の中では女性の活躍の遅れて

いる国だと言われる（1）。女性の活躍の具体的な
定義は難しいが、仮に経済活動を意味するので
あれば、男女の賃金格差が女性の活躍の遅れの
代理指標となる。しかし、今世紀に入ってか
ら、日本企業はCSRの一環として男女格差の是
正に取り組んできており、その結果、従来より
も格差は縮小基調にある。では、現代の日本に
おける男女の賃金格差は他国と比較すると、ど
れくらいの位置にあるのだろうか。本研究では
このような問題関心に基づき、日本と諸外国の
男女の賃金関数をプロットし、男女の賃金格差
を労働生産要素量と労働生産要素価格に分解
することで、日本の相対的な位置を概観する。

男女の賃金格差の要因分解
―  アジア太平洋諸国における比較に向けての予備的検討  ―

Decomposition of Male-Female Wage Gap
－A Preliminary Study for the Comparison in the Asia Pacific Region－
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労働生産要素量の男女差と、労働生産要素価格
の男女差の２つに分解される。後者は、同じ労
働生産要素に対して男女で異なる価格付けがな
されていることを意味し、差別に基づくものと
して解釈される。以下では、同モデルを用いた
代表的な先行研究を概観する。

Blinder（1973）は、米国の労働者の賃金関
数を男女別・人種別に推定し、各変数の平均値
と係数を用いて、賃金格差を要素量の男女差と
要素価格の男女差に分解した。その結果、白人
男女の賃金格差は、３分の１が要素量の男女差
に、３分の２が要素価格の男女差に起因すると
報告している。Oaxaca（1973）も同様の手法で、
白人男女、黒人男女の賃金格差の要因分解を行
い、多くの部分が要素価格の男女差に起因する
と報告している。

日本では、中田（1997）が1993年の『賃金
構造基本調査』からパートを除く一般常用労働
者の個票データを用いてBlinder-Oaxaca分解を
行い、男女の賃金格差は64.2%が要素量の男女
差に、35.8%が要素価格の男女差に起因すると
報告している。また、後者の要素価格の男女差
については、主として年齢に対する労働市場の
価格設定が性別で大きく異なることから生ずる
と指摘している。

川口（2005）は1990年と2000年の『賃金構
造基本調査』からパートを除く一般常用労働者
の個票データを用いて要因分解を行い、男女の
賃金格差は1990年には40.4%が要素量の男女差
に、59.6%が要素価格の男女差に起因し、2000
年には35.8%が要素量の男女差に、64.2%が要
素価格の男女差に起因すると報告している。

野崎（2006）は2000年から2002年までの『日
本版 General Social Surveys（JGSS）』のプー
ルド・データの個票を用いて要因分解を行って
いる。その結果、男女の賃金格差の37.2%が要
素量の男女差に、62.8%が要素価格の男女差に

よるものであり、後者については、学歴によっ
て程度の違いはあるものの、やはり年齢に対す
る労働市場の評価が性別で大きく異なることに
起因すると指摘している。 

これらの先行研究を参考に、本稿において
も、日本の男女の賃金格差を要素量の男女差と
要素価格の男女差に分解する。そして、日本の
状況を相対化し、課題をあぶりだすために、ア
ジア太平洋諸国との比較を試みる。

３．分析手法
以下では、本分析に用いるデータや分析手

法について述べる。
３．１．使用データの概略

アジア太平洋諸国と日本を比較するため
に、アジア太平洋については、リクルート
ワークス研究所が2012年９月～12月に実施し
た「Global Career Survey, 2012」の個票データ
を使用した。この調査は、アジア太平洋８か
国、米国、ブラジル、ロシア、ドイツの都市
部に在住する20～30代の大卒以上の労働者を
対象として行われたものである。本研究では、
アジア太平洋８か国と米国（先進国のベンチ
マークとして使用）のフルタイム給与所得者
の個票データを利用した。日本については、
リクルートワークス研究所が「Global Career 
Survey, 2012」と同時期に同様の調査方法で日
本を対象に実施した「ワーキングパーソン調査, 
2012」より、都市部に在住する20～30代の大
卒以上のフルタイム給与所得者の分を用いて、
条件を統一した。

３．２．分析手法
３．２．１．ミンサー型の賃金関数

分析に当たっては、まず、ミンサー型の賃
金関数（2）を男女別に推定した。従属変数には年
収の自然対数値を、独立変数には、年齢（3）、年
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齢の２乗値、勤続年数、勤続年数の２乗値、大
学院ダミー、正規ダミー、公務ダミー、管理職
ダミー、有配偶ダミー、有子ダミー等、先行研
究でも代表的に用いられてきたものを使用し
た。これを式で表すと以下のようになる。

　

2 

ータを用いて要因分解を行い、男女の賃金格差は 1990年には 40.4%が要素量の男女差に、59.6%が要素

価格の男女差に起因し、2000 年には 35.8%が要素量の男女差に、64.2%が要素価格の男女差に起因する

と報告している。 

野崎（2006）は 2000年から 2002年までの『日本版 General Social Surveys（JGSS）』のプールド・データ

の個票を用いて要因分解を行っている。その結果、男女の賃金格差の 37.2%が要素量の男女差に、62.8%

が要素価格の男女差によるものであり、後者については、学歴によって程度の違いはあるものの、やは

り年齢に対する労働市場の評価が性別で大きく異なることに起因すると指摘している。  

これらの先行研究を参考に、本稿においても、日本の男女の賃金格差を要素量の男女差と要素価格の

男女差に分解する。そして、日本の状況を相対化し、課題をあぶりだすために、アジア太平洋諸国との

比較を試みる。 

 

３３．．分分析析手手法法  

以下では、本分析に用いるデータや分析手法について述べる。 

33..11..  使使用用デデーータタのの概概略略  

アジア太平洋諸国と日本を比較するために、アジア太平洋については、リクルートワークス研究所が

2012年 9月～12月に実施した「Global Career Survey，2012」の個票データを使用した。この調査は、

アジア太平洋 8 か国、米国、ブラジル、ロシア、ドイツの都市部に在住する 20～30 代の大卒以上の労

働者を対象として行われたものである。本研究では、アジア太平洋 8か国と米国（先進国のベンチマー

クとして使用）のフルタイム給与所得者の個票データを利用した。日本については、リクルートワーク

ス研究所が「Global Career Survey，2012」と同時期に同様の調査方法で日本を対象に実施した「ワー

キングパーソン調査，2012」より、都市部に在住する 20～30代の大卒以上のフルタイム給与所得者の

分を用いて、条件を統一した。   

33..22..  分分析析手手法法  

33..22..11..  ミミンンササーー型型のの賃賃金金関関数数  

分析に当たっては、まず、ミンサー型の賃金関数（2）を男女別に推定した。従属変数には年収の自然対

数値を、独立変数には、年齢（3）、年齢の２乗値、勤続年数、勤続年数の２乗値、大学院ダミー、正規ダ

ミー、公務ダミー、管理職ダミー、有配偶ダミー、有子ダミー等、先行研究でも代表的に用いられてき

たものを使用した。これを式で表すと以下のようになる。 
 

    𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿 =∝ +𝛴𝛴𝛴𝛴𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 + 𝑢𝑢𝑢𝑢 
 
  ここで αは定数項 

W は年収 
    X は独立変数 
  u は平均 0、分散一定を仮定した誤差項である。 
 

33..22..22..  Blinder-Oaxaca 分分解解  

次に、賃金関数の推定に用いた独立変数の平均と推定結果から得られた係数を用いて、男女の賃金格

差を労働生産要素量の男女差と労働生産要素価格の男女差に分解した。具体的には、以下の手順で行っ

た。 

まず、男女の平均賃金差を(A）労働生産要素の男女差に基づく部分（4）と(B）要素単位当たりの価格（要

素単価）の男女差に基づく部分（5）に分解する。これを式で表すと以下のようになる。 
 

・𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿 − 𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿 = ∑𝐵𝐵𝐵𝐵𝐿𝐿𝐿𝐿𝐵𝐵𝐵𝐵𝐿𝐿𝐿𝐿 −∑𝐵𝐵𝐵𝐵𝐿𝐿𝐿𝐿𝐵𝐵𝐵𝐵𝐿𝐿𝐿𝐿 
              = ∑𝐵𝐵𝐵𝐵𝐿𝐿𝐿𝐿(𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 − 𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵) + ∑(𝐵𝐵𝐵𝐵𝐿𝐿𝐿𝐿 − 𝐵𝐵𝐵𝐵𝐿𝐿𝐿𝐿) 𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵   

 

ここで LnYm、LnYf は平均賃金の自然対数値（m は男性、f は女性） 

　　ここでαは定数項
　　　　　W は年収
　　　　　X は独立変数
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次に、賃金関数の推定に用いた独立変数の

平均と推定結果から得られた係数を用いて、男
女の賃金格差を労働生産要素量の男女差と労働
生産要素価格の男女差に分解した。具体的に
は、以下の手順で行った。

まず、男女の平均賃金差を（A）労働生産要
素の男女差に基づく部分（4）と（B）要素単位当
たりの価格（要素単価）の男女差に基づく部分（5）

に分解する。これを式で表すと以下のようにな
る。
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  ここで αは定数項 

W は年収 
    X は独立変数 
  u は平均 0、分散一定を仮定した誤差項である。 
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              = ∑𝐵𝐵𝐵𝐵𝐿𝐿𝐿𝐿(𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 − 𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵) + ∑(𝐵𝐵𝐵𝐵𝐿𝐿𝐿𝐿 − 𝐵𝐵𝐵𝐵𝐿𝐿𝐿𝐿) 𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵   

 

ここで LnYm、LnYf は平均賃金の自然対数値（m は男性、f は女性） 

�ここで LnYm、LnYf は平均賃金の自然対数
値（mは男性、f は女性）、
�βm、βf は賃金関数から得られた係数（要素
単価）の推定値、
�Xm、Xf は賃金関数で用いた独立変数（要素
量）の平均値である。

Σβm（Xm－Xf ）の部分は、（年齢やその他
の）労働要素量の男女差によって説明できる

部分であり、（A）に該当する。それに対して、
Σ（βm－βf ）Xf の部分は労働要素量が仮に男
女で同一だったとしても、要素価格が男女で
異なるために生じる部分であり、（B）に該当
する。Blinder-Oaxaca分解を行った研究の多く
は、これを「性別に基づく差別による部分」と
して解釈している。

しかしながら、この方法では、ウェイトを
男女どちらにつけるかによって結果が異なっ
てくるという問題も生じる（6）。そこで、男女
間で賃金差別がないと仮定されるような労働
市場で推定されたβ’が必要となる。例えば、
Newmark（1998）は男女全体の標本を用い
て推定した賃金関数の係数をβ’とみなすこと
を提案しており、今日では古典的なBlinder-
Oaxacaモデルの修正版としてNewmark方式
が一般的になっている。このβ’を介在させる
と、前頁の式は以下のように表現される。
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右辺の第一項は男女共通の評価を表す β’と男女の個人的な属性の差異を乗じたものとなるため、要

素量の男女差を示す。右辺の第二項は差別がないと仮定された市場と現実に男性が受ける overpayment
の差を、第三項は差別がないと仮定された労働市場と現実に女性が受ける underpayment の差を示す。

そしてこれら第二項と第三項は要素価格の男女差となる。 

  

４４．．分分析析結結果果とと考考察察  

以下の 4.1では、アジア太平洋諸国についての分析結果を提示し、考察を行う。続く 4.2では、日

本への示唆について考える。 

44..11..  アアジジアア太太平平洋洋諸諸国国のの分分析析結結果果とと考考察察  

まず、分析に用いたデータから男性に対する女性の所得割合を国別に算出したものを図１に示す。所

得割合の高い順に、1.タイ、2.オーストラリア、3. 米国（先進国のベンチマーク）、4.中国、5.韓国、

6.ベトナム、7.マレーシア、8.インド、9.日本、10.インドネシアとなっている。 

 

図１：男性に対する女性の所得割合 

 

出所：リクルートワークス研究所（2012a、2012b）個票データより筆者作成 
 

次に、男女の賃金関数に用いた変数の記述統計量を文末の付属資料の１に、賃金関数の推定結果を 2

に示す。これらのデータに基づき、労働生産要素量の男女差（前頁の Aに該当）と労働生産要素価格

の男女差（前頁の Bに該当）に分解したものを表 1に示す。なお、付属資料１・２、表１とも国の順

序は図１に準じている。 
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右辺の第一項は男女共通の評価を表すβ’と
男女の個人的な属性の差異を乗じたものとなる
ため、要素量の男女差を示す。右辺の第二項は
差別がないと仮定された労働市場と現実に男性
が受けるoverpaymentの差を、第三項は差別が
ないと仮定された労働市場と現実に女性が受け
るunderpaymentの差を示す。そしてこれら第
二項と第三項は要素価格の男女差となる。

４．分析結果と考察
以下の４．１では、アジア太平洋諸国につ

いての分析結果を提示し、考察を行う。続く
４．２では、日本への示唆について考える。
４．１．アジア太平洋諸国の分析結果と考察

まず、分析に用いたデータから男性に対す

‒ 135 ‒



統計量を文末の付属資料の１に、賃金関数の推
定結果を２に示す。これらのデータに基づき、
労働生産要素量の男女差（前頁のAに該当）と
労働生産要素価格の男女差（前頁のBに該当）
に分解したものを表１に示す。なお、付属資料
１ ・２、表１とも国の順序は図１に準じてい
る。

る女性の所得割合を国別に算出したものを図
１に示す。所得割合の高い順に、１．タイ、
２．オーストラリア、３．米国（先進国のベン
チマーク）、４．中国、５．韓国、６．ベトナ
ム、７．マレーシア、８．インド、９．日本、
10．インドネシアとなっている。

次に、男女の賃金関数に用いた変数の記述

図１：男性に対する女性の所得割合

出所：リクルートワークス研究所（2012a、2012b）個票データより筆者作成

表１：賃金格差の要因分解
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表１：賃金格差の要因分解 

 

要素量
男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計 要素量

男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計

（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）
Constm

   -Constf
（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）

Constm
   -Constf

年齢 0.016 -0.038 -1.124 0.015 0.869 0.516

勤続年数 -0.021 0.014 0.069 -0.003 0.003 0.010

大学院ﾀﾞﾐｰ 0.010 -0.024 -0.019 0.000 0.000 -0.001

正規ﾀﾞﾐｰ -0.017 0.002 -0.108 0.009 0.054 0.089

管理職ﾀﾞﾐｰ 0.044 -0.040 -0.029 0.012 0.011 0.016

公務ﾀﾞﾐｰ 0.001 -0.006 -0.009 -0.004 0.010 0.015

家族形態 -0.012 0.020 0.020 0.002 0.075 0.079

ここまでの合計 0.022 -0.072 -1.200 1.287 0.037 0.032 1.022 0.723 -1.710 0.067

総合計に

占める割合 58.9% 100.0% 47.7% 100.0%

要素量
男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計 要素量

男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計

（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）
Constm

   -Constf
（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）

Constm
   -Constf

年齢 0.006 -1.748 -2.213 0.016 -1.120 -0.723

勤続年数 -0.007 0.093 0.132 0.002 -0.088 -0.150

大学院ﾀﾞﾐｰ -0.005 0.006 0.007 0.001 -0.006 -0.009

正規ﾀﾞﾐｰ -0.005 -0.050 -0.035 0.000 0.042 0.014

管理職ﾀﾞﾐｰ 0.019 0.004 0.002 0.033 0.028 0.035

公務ﾀﾞﾐｰ -0.002 0.003 0.004 0.000 -0.008 -0.009

家族形態 0.011 0.019 0.030 0.000 0.071 0.051

ここまでの合計 0.017 -1.674 -2.074 3.838 0.107 0.051 -1.080 -0.790 1.971 0.152

総合計に

占める割合 15.5% 100.0% 33.7% 100.0%

要素量
男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計 要素量

男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計

（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）
Constm

   -Constf
（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）

Constm
   -Constf

年齢 0.027 4.066 -3.151 0.003 0.236 1.183

勤続年数 0.004 -0.087 -0.534 0.000 -0.010 -0.043

大学院ﾀﾞﾐｰ 0.008 -0.003 0.022 0.003 0.005 0.009

正規ﾀﾞﾐｰ -0.001 0.659 -0.143 -0.003 -0.011 0.009

管理職ﾀﾞﾐｰ 0.001 -0.057 0.073 0.035 0.042 0.032

公務ﾀﾞﾐｰ -0.001 -0.025 0.005 -0.003 -0.029 -0.032

家族形態 -0.006 0.011 -0.010 -0.005 -0.042 -0.053

ここまでの合計 0.032 4.565 -3.739 -0.695 0.163 0.030 0.191 1.104 -1.198 0.127

総合計に

占める割合 19.7% 100.0% 23.2% 100.0%

要素量
男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計 要素量

男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計

（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）
Constm

   -Constf
（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）

Constm
   -Constf

年齢 0.009 0.061 1.132 0.003 -0.776 0.228

勤続年数 0.006 0.079 0.129 -0.022 -0.239 -0.359

大学院ﾀﾞﾐｰ -0.002 -0.003 -0.003 -0.004 -0.007 -0.015

正規ﾀﾞﾐｰ 0.000 0.055 0.043 0.002 0.107 0.081

管理職ﾀﾞﾐｰ 0.015 0.050 0.053 0.032 0.008 0.032

公務ﾀﾞﾐｰ 0.002 -0.010 -0.015 0.005 0.013 0.013

家族形態 0.001 -0.036 -0.035 -0.020 -0.023 -0.028

ここまでの合計 0.032 0.195 1.304 -1.381 0.150 -0.004 -0.918 -0.048 1.155 0.185

総合計に

占める割合 21.4% 100.0% -2.1% 100.0%

要素量
男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計 要素量

男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計

（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）
Constm

   -Constf
（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）

Constm
   -Constf

年齢 0.044 -0.093 -0.572 0.003 1.115 2.357

勤続年数 0.035 0.017 0.031 0.011 0.064 0.040

大学院ﾀﾞﾐｰ 0.020 -0.002 -0.004 0.000 -0.002 0.001

正規ﾀﾞﾐｰ 0.048 0.026 0.027 -0.016 0.025 0.034

管理職ﾀﾞﾐｰ 0.017 -0.001 0.000 0.008 0.060 0.078

公務ﾀﾞﾐｰ 0.000 0.000 0.000 -0.001 0.000 0.007

家族形態 0.016 0.018 0.031 0.002 0.003 -0.011

ここまでの合計 0.180 -0.035 -0.488 0.660 0.318 0.008 1.264 2.506 -3.467 0.311

総合計に

占める割合 56.7% 100.0% 2.5% 100.0%43.3% 97.5%

米国（参考）

84.5%

中国

66.3%

日本 インドネシア

80.3% 76.8%

マレーシア インド

78.6% 102.1%

タイ オーストラリア

41.1% 52.3%

韓国 ベトナム
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ど差はないが、評価は女性の方が高く、これも
格差縮小要因となっている。一方で、家族は、
女性の方が子どものいる割合は高いが、要素価
格は男性に有利であり、格差を拡大している。
理由としては、世帯主に払われる扶養家族手当
が家族を持つ男性の収入を増やすということも
あるが、子育てのために女性が労働時間を減ら
すことで女性の収入が減る、子どものために男
性が労働時間を増やして収入を増やそうとする
等が考えられる。この傾向は、タイに限らず、
多くの国々で散見される（7）。これらに加えて、
独立変数では説明されない要素価格（男女間の
定数項の差）（8）は、男性の方に大きなプレミア

それでは、表１を上段の左から順にみてみ
よう。

（１）タイ
年齢は男性の方が若干高いが、市場の評価

は女性に有利になっており、全体では、男女の
賃金格差を大幅に縮小している。勤続年数の市
場の評価は男性に有利であり、格差を拡大して
いる。大学院修了者は男性の方が多いが、評価
は女性の方が高く、全体では格差を縮小してい
る。正社員は女性の方が多く、評価も女性の方
が高いため、格差を縮小している。管理職は男
性の方が多いが、評価は女性の方が高く、全体
では格差を縮小している。公務員は男女でさほ

4 

表１：賃金格差の要因分解 

 

要素量
男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計 要素量

男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計

（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）
Constm

   -Constf
（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）

Constm
   -Constf

年齢 0.016 -0.038 -1.124 0.015 0.869 0.516

勤続年数 -0.021 0.014 0.069 -0.003 0.003 0.010

大学院ﾀﾞﾐｰ 0.010 -0.024 -0.019 0.000 0.000 -0.001

正規ﾀﾞﾐｰ -0.017 0.002 -0.108 0.009 0.054 0.089

管理職ﾀﾞﾐｰ 0.044 -0.040 -0.029 0.012 0.011 0.016

公務ﾀﾞﾐｰ 0.001 -0.006 -0.009 -0.004 0.010 0.015

家族形態 -0.012 0.020 0.020 0.002 0.075 0.079

ここまでの合計 0.022 -0.072 -1.200 1.287 0.037 0.032 1.022 0.723 -1.710 0.067

総合計に

占める割合 58.9% 100.0% 47.7% 100.0%

要素量
男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計 要素量

男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計

（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）
Constm

   -Constf
（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）

Constm
   -Constf

年齢 0.006 -1.748 -2.213 0.016 -1.120 -0.723

勤続年数 -0.007 0.093 0.132 0.002 -0.088 -0.150

大学院ﾀﾞﾐｰ -0.005 0.006 0.007 0.001 -0.006 -0.009

正規ﾀﾞﾐｰ -0.005 -0.050 -0.035 0.000 0.042 0.014

管理職ﾀﾞﾐｰ 0.019 0.004 0.002 0.033 0.028 0.035

公務ﾀﾞﾐｰ -0.002 0.003 0.004 0.000 -0.008 -0.009

家族形態 0.011 0.019 0.030 0.000 0.071 0.051

ここまでの合計 0.017 -1.674 -2.074 3.838 0.107 0.051 -1.080 -0.790 1.971 0.152

総合計に

占める割合 15.5% 100.0% 33.7% 100.0%

要素量
男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計 要素量

男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計

（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）
Constm

   -Constf
（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）

Constm
   -Constf

年齢 0.027 4.066 -3.151 0.003 0.236 1.183

勤続年数 0.004 -0.087 -0.534 0.000 -0.010 -0.043

大学院ﾀﾞﾐｰ 0.008 -0.003 0.022 0.003 0.005 0.009

正規ﾀﾞﾐｰ -0.001 0.659 -0.143 -0.003 -0.011 0.009

管理職ﾀﾞﾐｰ 0.001 -0.057 0.073 0.035 0.042 0.032

公務ﾀﾞﾐｰ -0.001 -0.025 0.005 -0.003 -0.029 -0.032

家族形態 -0.006 0.011 -0.010 -0.005 -0.042 -0.053

ここまでの合計 0.032 4.565 -3.739 -0.695 0.163 0.030 0.191 1.104 -1.198 0.127

総合計に

占める割合 19.7% 100.0% 23.2% 100.0%

要素量
男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計 要素量

男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計

（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）
Constm

   -Constf
（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）

Constm
   -Constf

年齢 0.009 0.061 1.132 0.003 -0.776 0.228

勤続年数 0.006 0.079 0.129 -0.022 -0.239 -0.359

大学院ﾀﾞﾐｰ -0.002 -0.003 -0.003 -0.004 -0.007 -0.015

正規ﾀﾞﾐｰ 0.000 0.055 0.043 0.002 0.107 0.081

管理職ﾀﾞﾐｰ 0.015 0.050 0.053 0.032 0.008 0.032

公務ﾀﾞﾐｰ 0.002 -0.010 -0.015 0.005 0.013 0.013

家族形態 0.001 -0.036 -0.035 -0.020 -0.023 -0.028

ここまでの合計 0.032 0.195 1.304 -1.381 0.150 -0.004 -0.918 -0.048 1.155 0.185

総合計に

占める割合 21.4% 100.0% -2.1% 100.0%

要素量
男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計 要素量

男性が高く

評価されている

要素価格

女性が低く

評価されている

要素価格

説明されない

要素価格
総合計

（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）
Constm

   -Constf
（Xm-Xf）β' Xm（βm-β'） Xf（β'-βf）

Constm
   -Constf

年齢 0.044 -0.093 -0.572 0.003 1.115 2.357

勤続年数 0.035 0.017 0.031 0.011 0.064 0.040

大学院ﾀﾞﾐｰ 0.020 -0.002 -0.004 0.000 -0.002 0.001

正規ﾀﾞﾐｰ 0.048 0.026 0.027 -0.016 0.025 0.034

管理職ﾀﾞﾐｰ 0.017 -0.001 0.000 0.008 0.060 0.078

公務ﾀﾞﾐｰ 0.000 0.000 0.000 -0.001 0.000 0.007

家族形態 0.016 0.018 0.031 0.002 0.003 -0.011

ここまでの合計 0.180 -0.035 -0.488 0.660 0.318 0.008 1.264 2.506 -3.467 0.311

総合計に

占める割合 56.7% 100.0% 2.5% 100.0%43.3% 97.5%

米国（参考）

84.5%

中国

66.3%

日本 インドネシア

80.3% 76.8%

マレーシア インド

78.6% 102.1%

タイ オーストラリア

41.1% 52.3%

韓国 ベトナム
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ムがついている。全体では、男女の賃金格差
（自然対数値で0.037）に占める割合は、要素量
の男女差が58.9%（自然対数値で0.022）、要素
価格の男女差が41.1%（自然対数値で0.015）と
なっている。

（２）オーストラリア
要素価格では、大学院ダミー以外は、総

じて、男性に有利、女性に不利となっている
が、独立変数では説明されない要素価格に非常
に大きな女性プレミアムがついており、これが
要素価格の男女差をかなり是正している。一
方、要素量では年齢や管理職ダミーに大きな男
女差がある。全体では、男女の賃金格差（自然
対数値で0.067）に占める割合は、要素量の男
女差が47.7%（自然対数値で0.032）、要素価格
の男女差が52.3%（自然対数値で0.035）となっ
ている。

（３）米国（先進国のベンチマークとして掲載）
年齢は男性の方が若干高いが、市場の評価

は女性に非常に有利になっており、全体では男
女の賃金格差の縮小に寄与している。勤続年数
は若干女性の方が長いが、男性の勤続は高く評
価、女性の勤続は低く評価され、男女の賃金格
差を拡大する要因となっている。大学院修了者
は若干、女性の方が多いが、男性の方が評価さ
れやすい。正社員は若干女性の方が多く、女性
の方が評価されやすい。管理職は男性の方が多
く、市場の評価は僅かに男性に有利となってい
る。家族面では、男性の方が既婚で子どものい
る割合は高く、要素価格も男性に有利なものと
なっている。これらに加えて、説明されない要
素価格でも、男性に非常に大きなプレミアムが
ついている。全体では、男女の賃金格差（自然
対数値で0.107）に占める割合は、要素量の男
女差が15.5%（自然対数値で0.017）、要素価格
の男女差が84.5%（自然対数値で0.090）となっ
ている。

（４）中国
要素価格では、年齢が女性に有利となって

いる。勤続年数についてもインパクトは下がる
が同様の傾向がみられる。大学院修了者や公務
員でも若干、女性に有利となっている。一方
で、正社員や管理職、家族要因で男性に有利と
なっている。加えて、説明されない要素価格で
も男性に大きなプレミアムがつく。一方で、要
素量については、管理職の多寡を除けば男女で
さほど大きな差異は見られない。全体では、男
女の賃金格差（自然対数値で0.152）に占める
割合は、要素量の男女差が33.7%（自然対数値
で0.051）、要素価格の男女差が66.3%（自然対
数値で0.101）となっている。

（５）韓国
要素価格では、年齢は女性よりも男性に有

利、勤続年数では女性に有利となっている。大
学院修了者、正社員、管理職では女性よりも男
性に有利と、総じて男性に有利だが、説明され
ない要素価格に女性プレミアムがつくことで、
男女の価格差がある程度、縮小している。一方
で、要素量では、年齢を除けば男女でさほど大
きな差異は見られない。全体では、男女の賃金
格差（自然対数値で0.163）に占める割合は、
要素量の男女差が19.7%（自然対数値で0.032）、
要素価格の男女差が80.3%（自然対数値で0.131）
となっている。

（６）ベトナム
要素価格では、年齢は、男性が高く、女性

が非常に低く評価されている。また、大学院修
了者は男性に有利、管理職でも男性に有利と
なっている。一方、勤続年数は、女性に有利、
公務員でも女性に有利となっている。家族要因
は女性に不利にはなっていない。加えて、説明
されない要素価格に大きな女性プレミアムがつ
き、男女の価格差を是正している。要素量につ
いては、管理職の多寡を除けば、さほど大きな
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性の方が長く、要素量全体では女性の方が若干
多い。インドは分析対象国の中で唯一、既婚者
比率、子どものいる比率の両方において男性よ
り女性の方が高い国だが、家族の形成が女性の
フルタイム労働の継続を妨げず、女性の勤続
年数が男性のそれより長いことに特徴がある。
前述の上位カースト出身の女性が上位カースト
同士で結婚し、家事使用人に家事育児を外注
するという社会構造の特殊性が垣間見られる。
要素量は女性の方が多い関係で、男女の賃金格
差の殆どが要素価格の男女差に起因するものと
なっている。加えて、説明されない要素価格に
大きな男性プレミアムがつくことも、男女の
要素価格差を拡大している。その結果、男女
の賃金格差（自然対数値で0.185）に占める割
合は、要素量の男女差が-2.1%（自然対数値で
-0.004）、要素価格の男女差が102.1%（自然対
数値で0.189）となっている。

（９）日本
要素価格では、年齢が女性に有利になって

いる。年齢は仕事の経験年数の代理指標である
が、従来の全学歴・全年齢層を対象とした先行
研究では、男性は評価されても、女性は評価さ
れないという報告が多かった（中田1997ほか）。
しかし、本分析の対象は都市部在住の大卒以上
の高学歴で20-30代という若い年齢層というこ
ともあろうが、先行研究とは異なる分析結果と
なった。一方で、勤続年数、正社員、家族要因
で男性に有利となっている。さらに、説明され
ない要素価格に大きな男性プレミアムがつくた
め、要素価格の全体では男性に有利となってい
る。なお、要素量では他国と比べると特に正社
員の男女差が大きいのが日本の特徴である（10）。
その他、年齢や勤続年数でも男女差がみられ
る。全体では、男女の賃金格差（自然対数値
で0.318）に占める割合は、要素量の男女差が
56.7%（自然対数値で0.180）、要素価格の男女

男女差はない。全体では、男女の賃金格差（自
然対数値で0.127）に占める割合は、要素量の
男女差が23.2%（自然対数値で0.030）、要素価
格の男女差が76.8%（自然対数値で0.097）と
なっている。

（７）マレーシア
要素価格では、年齢は、男性が高く、女性

が非常に低く評価されている。程度の差はある
が、勤続年数も同様の傾向を示している。ま
た、正社員や管理職においても男性に有利な傾
向がみられるが、公務員では女性に若干、有
利となっている。また、家族要因はベトナム
同様、女性に不利にはなっていない。加えて、
説明されない要素価格に大きな女性プレミアム
がついており、これが要素価格の男女差をある
程度、是正している。一方で、要素量では管理
職の多寡を除けば、さほど大きな男女差はな
い。全体では、男女の賃金格差（自然対数値
で0.150）に占める割合は、要素量の男女差が
21.4%（自然対数値で0.032）、要素価格の男女
差が78.6%（自然対数値で0.118）となっている。

（８）インド
要素価格では、年齢において女性よりも男

性の方が評価されづらい。また、勤続年数でも
女性に有利である。加えて、大学院修了者でも
若干、女性の方が評価されやすくなっている。
一方、正社員では男性に有利、管理職や公務
員でも男性に有利である。家族要因では女性
の方が既婚者や子どものいる人の比率が高い。
しかし、家族の形成は要素価格で女性に不利に
はなっていない。都市部在住の大卒以上の高学
歴で20-30代という若い年齢層が対象というこ
ともあるが、女性のフルタイム労働が家族形成
の阻害要因や市場評価の低下要因とならないの
は、高学歴層が上位カーストに多く、家事使用
人がいることとも関係すると思われる（9）。要素
量では、管理職は男性が多いが、勤続年数は女
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素量の男女差の解消は可能だろうか。
他国では、要素量の項目によっては女性が

多い場合もあるが、日本では公務員以外は全て
男性の方が多い（表１ 賃金格差の要因分解 を
参照）。公務員の要素量の男女差も四捨五入す
れば0.000だが（男女でフラットに見えるが）、
実際は男性の方が僅かに多い。このように、女
性の方が多い要素量が一つもないのが日本の特
徴である。

男女の賃金格差（自然対数値で0.318）に比
して、要素量の男女差が大きいのは、上から
順に、正社員（自然対数値で0.048）、年齢（自
然対数値で0.044）、勤続年数（自然対数値で
0.035）、大学院（自然対数値で0.020）、管理
職（自然対数値で0.017）、家族（自然対数値で
0.016）である。管理職のなりやすさに男女差
が大きい国々もあるが、日本の女性はそれ以前
にまず、正社員になりづらい（あるいは、正社
員としての雇用形態を続けづらい）。女性がフ
ルタイムで働きながら、家族を形成することや
勤続年数を重ねることにも男女で差があるが、
これらも女性にとって正社員のなりやすさ・正
社員としての就労継続のしやすさと関連する。
このような要素量の男女差の姿は、都市部在住
の20-30代という比較的若手の高学歴層におい
ても、女性が深刻なワーク・ファミリー・コン
フリクトを抱えることを示唆している。

差が43.3%（自然対数値で0.138）となっている。
（10）インドネシア

年齢で特に男性に有利となっている。また、
勤続年数、正社員、管理職においても程度の差
こそあれ、同様の傾向がみられる。しかしなが
ら、説明されない要素価格に非常に大きな女性
プレミアムがついており、これが要素価格の男
女差をある程度は緩和している。とはいえ、要
素量では、さほど大きな男女差は見られないた
め、男女の賃金格差の殆どは要素価格の男女差
に起因するものとなっている。全体では、男女
の賃金格差（自然対数値で0.311）に占める割
合は、要素量の男女差が2.5%（自然対数値で
0.008）、要素価格の男女差が97.5%（自然対数
値で0.303）となっている。

４．２．日本への示唆
前節を踏まえながら、以下では、日本の立

ち位置を相対化し、日本の課題について考えて
みたい。

日本では男性に対する女性の所得割合は低
いが（10か国中、インドネシアに次いで下か
ら２番目）、男女の賃金格差における要素価格
の男女差の比重はさほどでもない（図２参照）。
そこで今後もし、要素量の男女差が解消されれ
ば、女性の所得割合は改善し、図２では、上位
４番目あたりまで上昇する。では、果たして要

図２：男女の賃金格差の要因分解結果
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家事・育児を外注すれば、勤続年数や正社員
としての就労しやすさに大きな男女差が出て
きづらい。小池（1999）は、ワーク・ファミ
リー・コンフリクトを逃れて勤続を重ねられる
女性は、「家事手伝いの得られる途上国の中層
以上」と指摘しているが、その知見は本稿の分
析結果にもあてはまる。

逆にいえば、日本において女性のワーク・
ファミリー・コンフリクトが緩和されれば、要
素量の男女差は減少の方向に向かうのではない
か。ただし、高学歴層（＝富裕層）で家事使用
人を雇うということは、戦前のような格差社会
を想起させるが、このような所得格差の再来が
社会的に望まれるとは考えづらい。また、長時
間労働社会では男性パートナーの家事・育児時
間が増えるとも考えづらい。よって、現代の日
本社会に求められることは、柔軟な働き方を含
めたワーク・ライフ・バランス施策のより一層
の推進やそれを可能とする先端的な技術革新、
ICT化の推進だと思われる。そして、これらの
分野において日本の社会的責任企業の果たせる
役割は非常に大きい。一方で、こうした長い道
のりを考えると、日本における要素量の男女差
の解消、ひいては、男性に対する女性の所得割
合の上昇は緩慢なスピードとなることが予想さ
れる。

５．おわりに
本稿では、Blinder-Oaxaca分解の手法によっ

て、アジア諸国の男女の賃金関数をプロット
し、男女の賃金格差を、労働生産要素量の男女
差による部分と労働生産要素価格の男女差によ
る部分に分解した。その結果、日本における
男性に対する女性の所得割合は調査対象国10
か国中、下から２番目ではあるが、要素量の
男女差が56.7%も占めているため、それらが解
消されれば、上位４番目に入り得ることがわ

それでは、家庭における性別役割に対して
日本よりも伝統的と思われる国々、たとえば回
教国のマレーシアやヒンズー教国のインドは
どうだろうか。意外なことに、データは、こ
れらの国々の都市部在住20-30代の大卒フルタ
イム労働者にとっては、勤続年数、正社員の
なりやすさ、家族形成のしやすさにおいて日
本ほど男女差がないことを示している（付属
資料1.記述統計量を参照）。例えば、勤続年数
は日本の男性 7.17年に対して女性は5.39年で
あり、女性は男性の75%しかないが、マレーシ
アは男性5.08年・女性4.76年で女性は男性の約
94%、インドは男性4.73年・女性5.47年と、女
性は男性の約116%である。正社員比率は日本
の男性94%に対して女性は83%であり、男性の
方がかなり多いが、マレーシアは男性95%・女
性94%、インドは男性92%・女性89%と日本ほ
どの男女差はない。また、既婚者は日本の男
性50%・女性31%とこちらも男性の方がかなり
多いのに対して、マレーシアは男性52%・女性
50%、インドは男性57%・女性63%である。加
えて、子どものいる人は日本の男性33%・女性
15%と、男性は女性の２倍以上であるのに対し
て、マレーシアは男性38%・女性38%、インド
は男性39%・女性51%である。このように、マ
レーシアやインドではフルタイム労働に従事す
る女性であっても男性と同じくらい、あるい
はそれ以上に家族を形成しやすくなっている。
なぜなら、これらの国々では国内の所得格差が
大きく（11）、本稿の分析対象である大卒の女性
は富裕層に属するため（インドなら上位カース
ト、マレーシアなら華僑・非イスラム教徒）、
家事・育児は家事使用人に依存できる。よっ
て、女性はワーク・ファミリー・コンフリクト
を抱えづらく、フルタイムで働いても家族形成
が可能となる（伝統的価値観から、女性には
家族形成が求められるという側面もある）（12）。
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献する効果がある。これらの企業努力は社会的
課題の解決につながるものとして、改めて高く
評価したい。

最後に、本稿の限界と課題について述べて
おこう。本稿の知見は、2012年の調査データに
基づくものに過ぎない。調査から既に８年が経
過していることに加え、昨今のコロナ禍を契機
に各国とも労働環境が大きく変わっている可能
性がある。また、本稿ではBlinder-Oaxaca分解
を念頭に置き、個票データ中心の分析を行った
が、国によって経済水準、労働政策、労働CSR
の推進度等は異なるため、これら国別変数を労
働者の個票データに加味したマルチレベル分析
を行う方が適切かもしれない。それゆえ、本稿
を導入的・予備的研究と位置づけ、データや分
析手法を改良した上でさらに精緻な研究を進め
ることを今後の課題としたい。
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東京大学社会科学研究所附属社会調査・データ
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名審査員の方々から非常に有益なご指摘・ご助
言を頂きました。ここに記して、深く感謝申し
上げます。

注
（１）	� 例えば、内閣府男女共同参画局（http://

www.gender.go.jp/index.html）など。
（２）	� 詳細はMincer（1974）を参照。
（３）	� 経験年数の代理指標を意味する。
（４）	� 男女で要素単価に差がなく、女性も男性

と同一の要素単価で支払われると仮定し

かった。これらをまとめたものが図２である。
従来は、欧米先進国との比較の文脈で日本の男
女の賃金格差が語られることが多かったが、本
稿ではアジア太平洋諸国において日本を相対化
し、そこから課題を抽出することを試みた。

なお、Blinder-Oaxaca分解では、男女の要素
量を同一と仮定して、要素価格の男女差を差別
として解釈するが、実際は、要素量（例えば、
結婚して子どもを持ちながらフルタイムで就労
できるか否か、正社員として働き続けられるか
否か、その結果としての勤続年数や管理職への
昇進しやすさはどうか）においても差別が介
在し得る。あるいは、差別とはいえないまで
も、片方の性が性別役割分業に起因する深刻な
ワーク・ファミリー・コンフリクトに直面する
なら、その結果として、大きな男女差が発生し
得る。結局のところ、要素量と要素価格は相互
に関連し合うところが多いのではなかろうか。
より具体的には、長時間労働社会や伝統的性
別役割分担社会においては、フルタイム女性
は深刻なワーク・ファミリー・コンフリクト
に直面する。その結果、勤続年数を重ねるこ
とが難しくなり（要素量の問題）、これが企業
に正社員としての採用をためらわせる（要素量
の問題）。同時に、女性に対する低評価にもつ
ながり（要素価格の問題）、管理職にも登用し
づらい（要素量の問題）。このように、要素量
と要素価格は互いに影響を及ぼしあっているた
め、Blinder-Oaxacaモデルでは、賃金格差をう
まく分解しきれないという制約があるように思
われる（13）。

こうしたモデルに関する技術面の課題はあ
るものの、昨今の社会的責任企業における柔軟
な働き方を含むワーク・ライフ・バランス施策
の推進やそれを可能とする先端技術の開発、
ICT化は、要素量の男女差・要素価格の男女差
の両方に働きかけ、男女の賃金格差の縮小に貢
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資料 1：記述統計量 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

年収（自然対数値） 13.11 0.80 13.07 0.80 15.56 0.45 15.50 0.34 15.52 0.52 15.41 0.48 14.02 0.94 13.86 0.90 14.25 1.05 14.09 0.98

年齢 30.80 4.46 30.59 4.16 31.56 4.71 31.37 4.04 31.63 4.55 31.29 4.40 30.48 3.90 30.05 3.69 31.79 4.23 30.95 3.82

勤続年数 6.01 4.09 5.62 3.62 5.21 3.65 5.45 3.89 6.15 4.27 6.41 4.45 5.29 3.54 5.36 3.30 3.97 3.05 4.63 3.12

大学院ダミー 0.14 0.34 0.08 0.28 0.06 0.24 0.07 0.25 0.16 0.37 0.19 0.40 0.09 0.29 0.09 0.29 0.11 0.32 0.08 0.28

正規ダミー 0.87 0.34 0.94 0.24 0.95 0.23 0.90 0.30 0.93 0.26 0.95 0.22 0.74 0.44 0.71 0.45 0.95 0.21 0.89 0.31

管理職ダミー 0.19 0.40 0.11 0.31 0.26 0.44 0.19 0.40 0.36 0.48 0.27 0.44 0.57 0.50 0.49 0.50 0.18 0.39 0.18 0.38

公務ダミー 0.08 0.28 0.11 0.31 0.11 0.31 0.15 0.36 0.09 0.29 0.04 0.19 0.05 0.23 0.03 0.18 0.06 0.23 0.12 0.32

有配偶ダミー 0.29 0.45 0.28 0.45 0.61 0.49 0.57 0.50 0.54 0.50 0.42 0.50 0.70 0.46 0.66 0.48 0.38 0.49 0.35 0.48

有子ダミー 0.14 0.34 0.17 0.38 0.31 0.46 0.30 0.46 0.39 0.49 0.35 0.48 0.47 0.50 0.42 0.49 0.24 0.43 0.16 0.37

標本数

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

年収（自然対数値） 12.85 0.73 12.72 0.58 13.22 1.00 13.07 0.88 13.59 0.94 13.40 0.86 15.37 0.40 15.05 0.37 13.10 0.90 12.79 0.67

年齢 30.20 3.98 29.97 3.95 30.79 4.20 30.51 3.88 29.98 3.86 29.93 4.01 32.46 4.40 30.30 4.67 30.48 4.51 30.21 4.19

勤続年数 4.83 3.58 5.02 3.45 5.08 3.55 4.76 3.43 4.73 3.14 5.47 3.63 7.17 4.42 5.39 3.78 4.97 3.50 4.83 3.22

大学院ダミー 0.09 0.29 0.05 0.21 0.03 0.18 0.04 0.20 0.38 0.49 0.41 0.49 0.19 0.39 0.07 0.26 0.05 0.22 0.06 0.24

正規ダミー 0.56 0.50 0.52 0.50 0.95 0.22 0.94 0.24 0.92 0.28 0.89 0.31 0.94 0.23 0.83 0.38 0.84 0.37 0.89 0.31

管理職ダミー 0.43 0.50 0.31 0.46 0.31 0.46 0.26 0.44 0.51 0.50 0.44 0.50 0.09 0.29 0.02 0.14 0.28 0.45 0.26 0.44

公務ダミー 0.22 0.41 0.21 0.41 0.14 0.35 0.11 0.32 0.03 0.18 0.06 0.25 0.06 0.23 0.05 0.22 0.13 0.33 0.12 0.32

有配偶ダミー 0.52 0.50 0.56 0.50 0.52 0.50 0.50 0.50 0.57 0.50 0.63 0.48 0.50 0.50 0.31 0.46 0.63 0.48 0.49 0.50

有子ダミー 0.39 0.49 0.40 0.49 0.38 0.49 0.38 0.49 0.39 0.49 0.51 0.50 0.33 0.47 0.15 0.36 0.49 0.50 0.28 0.45

標本数 217 1540 737 204 165225 212 218 193 219

女性 男性 女性 男性 女性

女性

男性 女性男性 女性 男性

イインンドドネネシシアア

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性

191 189 188 161

男性 女性

タタイイ 米米国国（（参参考考）） 中中国国 韓韓国国

イインンドドベベトトナナムム ママレレーーシシアア 日日本本

オオーースストトララリリアア

167 145 258 268 197 190

資料２：賃金関数の推定結果
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資料 2：賃金関数の推定結果 

 

 

全体 男性 女性 全体 男性 女性 全体 男性 女性 全体 男性 女性 全体 男性 女性

β' βm βf β' βm βf β' βm βf β' βm βf β' βm βf

定数項 16.195 *** 16.266 *** 14.979 *** 17.059 *** 16.037 *** 17.747 *** 16.447 *** 18.121 *** 14.283 *** 10.567 *** 11.647 ** 9.676 ** 10.567 *** 6.346 7.040

女性ﾀﾞﾐｰ -0.015 -0.035 -0.091 † -0.101 -0.101

年齢 -0.269 * -0.273 -0.197 -0.134 † -0.070 -0.176 -0.108 -0.216 † 0.029 0.169 0.093 0.227 0.169 0.419 0.399

年齢2乗 0.005 * 0.005 † 0.004 0.002 * 0.001 0.003 † 0.002 0.004 † 0.000 -0.002 -0.001 -0.003 -0.002 -0.006 -0.006

勤続年数 0.118 *** 0.119 * 0.104 † 0.029 0.025 0.032 0.054 ** 0.080 ** 0.018 -0.014 -0.036 0.026 -0.014 -0.080 0.196 *

勤続年数2乗 -0.008 *** -0.008 ** -0.008 * -0.001 0.000 -0.002 -0.001 -0.003 † 0.000 0.001 0.001 -0.001 0.001 0.008 -0.013 *

大学院ﾀﾞﾐｰ 0.203 0.029 0.423 * 0.024 0.027 0.043 0.152 * 0.189 * 0.116 0.273 * 0.210 0.372 * 0.273 * 0.249 0.007

正規ﾀﾞﾐｰ 0.254 † 0.256 † 0.369 0.215 * 0.272 † 0.117 0.188 † 0.134 0.225 -0.010 0.047 -0.030 -0.010 0.681 † 0.151

管理職ﾀﾞﾐｰ 0.498 *** 0.292 * 0.775 *** 0.173 ** 0.217 ** 0.088 0.200 *** 0.212 ** 0.195 * 0.387 *** 0.436 *** 0.316 ** 0.387 *** 0.075 -0.022

公務ﾀﾞﾐｰ -0.067 -0.143 0.022 0.084 0.175 † -0.015 -0.044 -0.012 -0.138 0.022 -0.118 0.286 0.022 -0.417 -0.018

有配偶ﾀﾞﾐｰ -0.111 -0.114 -0.113 0.051 0.123 † -0.024 0.080 0.101 0.040 0.145 0.170 0.142 0.145 -0.010 -0.172

有子ﾀﾞﾐｰ 0.322 ** 0.474 † 0.207 0.033 0.132 † -0.085 0.038 0.056 0.001 -0.140 -0.027 -0.257 † -0.140 0.153 0.597 *

標本数 380 191 189 312 167 145 349 188 161 526 258 268 387 197 190

自由度

調整済R
2

0.133 0.130 0.133 0.120 0.186 0.048 0.215 0.257 0.119 0.096 0.097 0.072 0.096 0.075 0.052

全体 男性 女性 全体 男性 女性 全体 男性 女性 全体 男性 女性 全体 男性 女性

β' βm βf β' βm βf β' βm βf β' βm βf β' βm βf

定数項 12.963 *** 12.772 *** 13.969 *** 9.181 ** 8.987 * 10.367 * 10.676 *** 11.593 ** 10.439 ** 13.970 *** 14.005 *** 13.345 *** 11.012 *** 9.747 ** 13.215 ***

女性ﾀﾞﾐｰ -0.098 -0.118 -0.189 * -0.137 *** -0.303 ***

年齢 -0.025 -0.022 -0.093 0.199 0.196 0.141 0.151 0.090 0.146 0.026 0.020 0.065 † 0.099 0.178 -0.064

年齢2乗 0.001 0.001 0.002 -0.002 -0.002 -0.002 -0.002 -0.001 -0.002 0.000 0.000 -0.001 -0.001 -0.003 0.002

勤続年数 -0.001 0.007 0.005 0.039 0.073 -0.029 0.024 -0.047 0.129 * 0.031 *** 0.035 *** 0.023 † -0.087 † -0.045 -0.136 *

勤続年数2乗 0.000 -0.001 0.001 -0.002 -0.004 0.004 0.000 0.003 -0.005 -0.001 † -0.001 † 0.000 0.007 * 0.003 0.013 **

大学院ﾀﾞﾐｰ 0.070 0.127 -0.112 0.183 0.076 0.247 0.137 0.118 0.174 0.168 *** 0.157 *** 0.227 *** -0.008 -0.051 -0.022

正規ﾀﾞﾐｰ -0.073 -0.093 -0.091 -0.011 0.047 -0.057 0.099 0.216 0.008 0.405 *** 0.432 *** 0.372 *** 0.307 * 0.338 * 0.270

管理職ﾀﾞﾐｰ 0.289 *** 0.387 *** 0.187 * 0.358 ** 0.521 ** 0.159 0.459 *** 0.474 *** 0.386 ** 0.241 *** 0.227 *** 0.251 ** 0.353 *** 0.562 *** 0.053

公務ﾀﾞﾐｰ -0.277 ** -0.409 ** -0.123 0.084 0.013 0.218 -0.159 0.245 -0.357 0.012 0.019 0.009 -0.077 -0.078 -0.140

有配偶ﾀﾞﾐｰ 0.123 -0.024 0.289 ** 0.023 0.080 -0.028 0.051 0.028 0.078 0.083 *** 0.115 *** 0.015 0.203 † 0.238 0.194

有子ﾀﾞﾐｰ -0.062 0.026 -0.163 † -0.170 -0.343 † -0.013 0.140 0.116 0.162 0.000 0.007 -0.066 † -0.127 -0.167 -0.072

標本数 437 225 212 411 218 193 436 219 217 2277 1540 737 369 204 165

自由度

調整済R
2

0.087 0.114 0.049 0.097 0.130 0.030 0.125 0.063 0.186 0.462 0.417 0.324 0.169 0.120 0.120

注1）β'、βm、βfは非標準化係数を表す。 注2）†はp<0.10、*はp<0.05、**はp<0.01、***はp<0.001を表す。

タイ 米国（参考） 中国

インド

オーストラリア

ベトナム

韓国

マレーシア 日本 インドネシア
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ABSTRACT
The environment of whistleblowing in Japan is changing and the importance of it 
increasing. Top discuss the issue, this article reviews empirical studies in Japan but 
finds a lack of links between the studies. It recommends an interdisciplinary approach 
to the research and suggests applying a management control system as part of a 
package of anti-fraud mechanisms that includes corporate governance, internal controls, 
and compliance programs.

キーワード
内部通報（内部告発、公益通報）、不正（不祥事）、経営倫理、マネジメント・コントロール・
システム（MCS）、コンプライアンス・プログラム（倫理プログラム）

部通報制度認証の登録申請受付開始に続き、
2020年６月「公益通報者保護法の一部を改正
する法律案」が成立した。最新の国内企業アン
ケート調査では、不正発見経路として「内部か
らの通報」が初めて最多回答となった（KPMG, 
2019）。このような環境変化や実効性向上とと
もに、我が国でも内部通報制度の重要性はます
ます高まってきている。

我が国の内部通報研究は、公益通報者保
護法施行前後から主に経営学、法学、社会心
理学分野で一定の蓄積がある。内部通報研
究は、コーポレートガバナンス（Corporate 
Governance、CG）、会計制度、内部統制、経

１　はじめに
本稿の目的は、内部通報制度に関連した

我が国における実証研究の意義と課題を整理
した上で、管理会計分野における分析枠組
み、マネジメント・コントロール・システム

（Management Control Systems、MCS）の応用
可能性について検討することにある。

１．１　背景と問題意識
近年、企業の内部通報制度を取り巻く環境

は大きく変化している。2018年のいわゆる日
本版司法取引導入、グループ内部通報制度にか
かわるイビデン事件最高裁判決（1）、2019年の内

我が国の実証的な内部通報研究の現状と
学際的取組みへの展望

―  分析枠組みの受け皿としてのMCSの応用可能性  ―

A Review of Empirical Studies in Japan Related to Whistleblowing:
Perspectives on Interdisciplinary Approach and MCS in Whistleblowing

神戸大学大学院経営学研究科 博士課程後期課程 丁　子　基　彦
Kobe University Graduate School of Business Administration, Doctoral Course Motohiko Choji
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営倫理など経営学と深くかかわることはもちろ
ん、制度環境としての法律、通報者や通報の受
け手側の人間心理など諸領域に及ぶ。これらの
研究の多くは法学分野をはじめ規範的な議論が
中心であるが、法令のみならず不正抑止のメカ
ニズムであるCGや内部統制、コンプライアン
スの枠組みを超えた取組みが主張されているこ
とに加えて、企業の自浄作用として経営者によ
る内部通報制度の適切な運用管理が求められて
いる（水尾, 2002；浜辺, 2004）。他方で、数少
ない実証研究においてもそのような学際的、あ
るいは、経営者の観点が重要であると考えられ
る。そこで本稿では、内部通報関連の我が国の
実証研究に焦点を当てて学際的取組みの必要性
を検討する。そして、学際的取組みの受け皿と
してだけではなく、実効性のある内部通報制度
を構築するためにも有用であると考えられる管
理会計分野の分析枠組み、MCSの応用可能性
について考察する。

１．２　用語の整理
通報・告発を表すwhistleblowingは内部通報

や内部告発、公益通報などと表わされ、文脈に
より意味は異なる。組織内部でなされる通報・
告発を「内部通報」、外部への通報・告発を「外
部通報」、そしてこれら二つを公益通報者保護
法に対応した「公益通報」とする提唱もある（浜
辺, 2004）。本稿の分析枠組みであるMCSの概
念は「マネジャーが、組織目的遂行のために、
効果的、効率に資源の獲得活用を確実にするた
めのプロセス」（Anthony, 1965, p.17）を源流
とした経営者や管理者による組織のコントロー
ルを共通の目的としたものであるが、より大き
な視点でCGそのものをコントロール対象と捉
える議論もある（大下, 2011）。そこで本稿で
は組織内窓口のみならず、組織外の監督官庁や
報道機関など外部への通報・告発を含め研究対

象とし、用語として組織内の窓口への通報・告
発を「内部通報」、窓口の組織内外を問わない
通報・告発を単に「通報」として記す。

２　�諸領域における内部通報制度に関
連した実証研究

本節では、CG、内部統制、コンプライアン
スにかかる同一の制度環境を前提とした議論の
必要性を確認した上で、我が国の重要と思われ
る実証研究を概観しながら学際的取組み、およ
び、内部通報研究の学術上の重要性について検
討する。

２．１　�制度環境としての我が国のガバナン
ス、内部統制、コンプライアンス

企業における内部通報制度は、米国や英国
などのCG、内部統制の仕組みを我が国が制度
的に輸入した際に、これらの仕組みの中の要
素の一つとして設けられた。例えば、ガバナ
ンスにおける内部通報制度についてOECDコー
ポレート・ガバナンス原則では、同原則Ⅳ E中
に「ステークホルダー（利害関係者）は、個々
の従業員及びそれを代表する団体を含め、違法
な慣行や非倫理的な慣行についての懸念を自
由に取締役会に伝えることができるべきであ
り」（OECD, 2004）と示されている。また、内
部統制については、COSO統合的枠組みの5つ
の構成要素の中の「情報と伝達」に位置付けら
れ る（Committee of Sponsoring Organizations 
of Treadway Commission, 1994）。我が国の制
度環境は、これらを踏まえた上で金融商品取引
法、会社法、コーポレートガバナンス・コード

（以下、CGコード）において立法化されている。
企業法における内部通報制度の立法化は

2004年公益通報者保護法制定よりも遅く、
2006年金融商品取引法の内部統制の枠組みで
の間接的な規律付けを経て、2014年会社法改
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正（同法施行規則第100条第３項第４号イ他）、
2015年CGコード制定（原則2-5, 補充原則2-5
①）時に初めて直接的に明文化された。しかし
ながら、米国での連邦量刑ガイドラインによる
企業へのコンプライアンス・プログラムの導入
促進、あるいは、SOX法（Sarbanes- Oxley Act 
of 2002）の匿名通報の要件化や企業への民事
以外の制裁手段もなければ、D-F法（Dodd-Frank 
Reform Act of 2010）の当局への通報に対する
報奨金が企業への牽制として機能することも
ないため、立法の規律付けは弱く、制度環境
は違ったものとなっている（石田, 2007；柿崎, 
2016）。

また、CGコードをめぐる議論展開において
も英国とは異なる。直近の2018年英国CGコー
ド改定では、内部通報制度がこれまでの監査
委員会の責任から取締役会の責任とされたこ
と、内部通報が企業文化をモニタリングする
不可欠な情報源であり、企業文化とステーク
ホルダーへの責任から内部通報をはじめとし
た声を拾い上げる必要性が明記されるなどの
発展を遂げている（FINANCIAL REPORTING 
COUNCIL, 2018）。対照的に、我が国の2018年
６月CGコード初改正では、パブリックコメン
トでコード中の内部通報制度について消費者庁
などから2016年12月「公益通報者保護法を踏
まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間
事業者向けガイドライン」をコード中に位置付
けるべきであるといった多くの意見が寄せられ
たが（消費者庁, 2018）、内部通報制度にかか
わる変更はなかった。

コンプライアンス・プログラムについて
は、CGや内部統制の目的であるコンプライア
ンスとも内部通報制度は当然に関わるが、内部
通報制度を有するプログラム導入企業に対する
刑事罰を軽減する米国連邦量刑ガイドラインの
ような立法による外圧やインセンティブがない

点において他国と異なる。
このように、我が国においても内部通報制

度は制度環境としての不正抑止メカニズムであ
るCG、内部統制、コンプライアンスの中に位
置付けられるが、制度の実効性の検討のために
は、それぞれの全体のメカニズムの中で複合的
に捉える学際的なアプローチが必要である。実
際に、海外研究での学際的取組みでは、体系的
研究としてMiceli, Near & Dworkin（2008）、
メタ分析ではMesmer-Magnus & Viswesvaraan

（2005）などがあり、個別の研究領域において
も我が国以上に実証的な研究が多数ある。他方
では、制度環境が他国とは異なるため、我が
国における内部通報制度の実効性を検討する
ためには、これらの海外研究を制度環境の文
脈を無視してただちに適用することは難しい。
よって、学際的アプローチの初期段階において
は、同一の制度環境を前提に国内論文に限定し
て先行研究を概観することが有意であると思わ
れる。ただし、その受け皿となる分析枠組みに
よる有効性の検証のためには、検証可能性の観
点から経験的な実証研究を対象とすることが望
ましい。そこで、本節の以下では、我が国の実
証的な内部通報研究を諸領域ごとにレビューす
ることで改めて学際的取組みの必要性を確認す
る。

２．２　諸領域における実証研究（2）

２．２．１　原子力安全規制、法学（3）

田邉（2003）は、原子力安全規制の文脈か
ら組織内の通報制度の実効性と公益通報制度に
ついて企業20社に対しインタビュー調査を実
施した。分析結果によれば、実効性のある組織
内の通報制度に必要な最低要件として「運営責
任の明確化と推進部署の独立性の確保」、「守
秘の徹底」、「報復の禁止と救済手段の確保」、

「社内における調査・是正体制の整備」、「組織
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が、自己効力感も行動意図と正の関連性が、ま
た、理由認知が通報者への態度、通報に関する
自己効力感に影響を与えることが示され、通報
や通報者への態度の形成と、告発理由が組織健
全化や法令順守のためであると認識させること
が有効との提言がなされた。

甲原（2019）は、通報発生時の、集団内の
人間関係（良好・中庸・不良）、不正へのコ
ミットメント（未然・巳然）、および、内外の
通報先（同僚・上司・監督官庁・メディア）の
３x２x４場面想定法による質問票調査を大学
生263名の実験参加者に実施した。調査結果で
は内部に対する「早期警告的」通報への賛同は
高く、外部に対する「攻撃的」通報への賛同は
低く、また、不正へのコミットメントは有意な
差異が見られず、早期警告的通報がコミットメ
ントの浅い未然条件で促進されるとの予測は支
持されなかった。人間関係では「攻撃的」通報
が不良な人間関係において多く、良好・中庸な
関係で少なくなるが、良好な人間関係による通
報の抑制ではなく、不良な人間関係が通報を促
進するとした。

津田大希・津田恭充（2020）は、権威を持
つ人物による不正行為の認知や看過が、権威者
からの報復を恐れて通報を抑制することに焦点
を当てた。不正行為認知人数（多・少）、不正
行為認知者の権威の強さ（強・弱）、通報者へ
の報復に対する罰則（有・無）が通報の意図に
及ぼす影響について大学生295名を対象とした
参加者間３要因計画のシナリオ実験の結果で
は、不正行為認知者の権威の強さが通報を抑制
し、報復に対する罰則が通報を促進するとの仮
説が支持された。他方では、通報意図の集団
規範が未形成の状況下で通報意図は不正行為
認知人数に影響されないとの仮説は、吉田他

（2017）と異なり支持されなかった。

内部で規制主体への報告義務の履行が確保され
ること」、「下請け会社等からの通報への対応の
保証」が示された。また、公益通報制度への提
言として、組織内窓口利用の前置原則か組織内
外の窓口の選択的競合のどちらかを適用するこ
と、企業に対するインセンティブ型規制の導入
が検討された。

松原（2019）は、マスコミに対する通報者
保護を定める公益通報者保護法第３条第３号の
適用要件の厳しさを問題として、マスコミへの
通報経験者７名を対象にインタビュー調査を実
施した。インタビュー調査の結果により通報対
象者の範囲拡大、主観的要件の維持、通報対象
事実の拡大、切迫性の削除、真実相当性の緩
和、特定事由の緩和、不利益取扱い等からの保
護、証拠の収集・持出行為の免責、公益性によ
る要件緩和の必要性があるとした。
２．２．２　社会心理学

吉田・寺口・釘原（2017）は、通報は意思
決定の結果であるという前提から、通報の規定
要因、意思決定過程、事態の緊急性の三つに着
目することで、不正被害の深刻度（軽微・深
刻）、不正の認知者間の集団規範（通報意図の
有無）、不正行為認知人数（少数・多数）から
なる参加者間３要因計画の調査デザインで大学
生153名を対象にシナリオ実験を行なった。結
果は、被害の軽重によらず、不正認知者の通報
意図の有無にかかる集団規範が考慮され、通報
によるcostが通報の抑制要因であり、また、集
団規範が告発意図を有する場合では、認知人数
が多数の方がより告発を行うことを明らかにし
た。

王（2018）は、常勤有職者2,280人を対象に
通報の理由認知（4）、行動意図、通報に関する自
己効力感にかかるサーベイを実施した。その結
果、通報者に対するポジティブ・ネガティブ
な態度はそれぞれ行動意図と正・負の関連性
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対応方針、法令遵守担当部署、独立内部監査部
門、リスクマネジメント対応の各有無）、過去
の不祥事の有無、複数の海外現地子会社の有無
からなるアーカイバルデータを用いてロジット
分析を実施した。分析結果では、倫理面を重視
する組織特性・企業文化を有する企業、過去不
祥事を起こした企業、海外進出している企業で
あるほど内部通報制度の整備を行う傾向がある
ことが示された。

Sawada, Hirose, & Taguchi（2019） は、 不
正の多くは複数人の関与により行われているこ
とに着目し、先行研究では別個に扱われていた
共謀不正下にある不正実行当事者間の権力関係
と不正に巻き込まれた当事者の潜在的な内部通
報意欲の関係性を明らかにした。不正関与の有
無、権力関係の有無の２x２による参加者間２
要因計画の実験室実験を行った結果、上位者と
下位者からなる共謀不正下では公平性と通報に
よるリスクの間における相反関係が発生し通報
意欲に影響を与えることを明らかにした。

２．３　�学際的取組みの受け皿と経営者視点の
分析枠組み：MCS

先行研究レビューを通じては、内部通報制
度と関係のある様々な促進・阻害要因が示され
たが、これらの促進・阻害要因は研究領域ごと
に別個独立に論じられている。内部通報制度
は、前述の通りCG、内部統制、あるいは、コ
ンプライアンスの中に位置付けられるが、これ
ら全体の仕組みにおける他の要素との関係性に
ついて更なる学際的な検討の余地がある。これ
は、本稿でレビューの対象外とした規範的研究
の多くにおいても同様である。

さらには、内部通報制度においては企業の
自浄作用が期待されているにもかかわらず（水
尾, 2002）、法学や社会心理学の領域では自浄
作用としての経営者や管理者による組織のコン

２．２．３　経営学分野（5）

本間（2006）は、組織境界があいまいな環
境や日本的な企業系列を想定した組織間関係の
文脈の中で、通報者が組織内外に対してどのよ
うな関わりを持とうとしているのかにつき通報
を促す組織コミットメントとの関係性を検討し
ている。事例分析とインタビュー調査では、内
外の各通報先にかかる組織コミットメントの変
質において、情緒的コミットメントが内外通報
それぞれに関わり、継続的コミットメントの喪
失が外部への通報に結びつくことが明らかにさ
れた。

羽生（2008）は、通報にかかる意思決定プ
ロセスの枠組みから組織マネジメントシステム
の構築、および、機能度が内部通報に与える影
響に関して場面想定法による質問票調査を看護
師計541名に対し実施した。その結果、個人特
性である内部通報へのモチベーション、およ
び、組織特性としての組織マネジメントシステ
ムの構築度・機能度の両者が内部通報への意
思決定に大きく影響を与えていること、さら
に、組織特性が個人特性に大きな影響を与えて
いることを明らかにした。

中原（2016）は、組織不祥事研究において、
組織不祥事の問題化と周縁化に関連した通報
を無効にする権力関係のメカニズムをインタ
ビュー調査により分析した（6）。調査の結果、外
部通報は問題化として、また、不祥事が発覚し
た子会社工場の譲渡による切り捨て、外部通報
に対する再発防止策の徹底が経営陣や上位層の
権力による周縁化であるとされたが、営業現場
における再発防止策の不浸透は構造的問題であ
ると評価された。

林（2018）は、内部通報制度の整備に積
極的な日本企業の属性について、内部通報窓
口・規定等の有無、倫理面重視の組織特性・
企業文化に関する変数（ISO26000利用、倫理
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トロールの視点が欠けている。各領域において
は、より実践的に貢献する理論構築が求められ
るところ、今後の内部通報にかかる実証研究の
蓄積においては組織のコントロールの視点をも
含むことが学術的にも重要である。

このような組織のコントロールの視点を含
んだ学際的取組みを可能にする受け皿として
はMCSの分析枠組みの応用が検討に値する。
実際に、CG、内部統制やコンプライアンス
をコントロール手段の全体枠組みとして捉え
て組織のコントロールの視点からMCS分析枠
組みを応用する試みが既にある。Chhillar & 
Banerjeeh（2015）によるMCSとCGの各研究分
野の文献レビューからは、取締役会の構造、構
成、組織構造、組織設計や経営者報酬といった
内的ガバナンスの仕組み、および、金融制度や
立法制度といった外的ガバナンスの仕組みは組
織業績に影響を及ぼし、管理的コントロールの
重要な構成要素であるガバナンス構造が他のコ
ントロール手段と組織業績の関係性を調整す
る効果を有することが示されている。Fiolleau, 
Libby & Throne（2018）は、監査の領域が広
がり続けてきた結果、内部統制とMCSの対象
である組織におけるプロセスや活動、個々人の
行動のコントロールは重なり、内部統制におけ
る監査リスクの発見には、MCS分析枠組みが
有用であるとしている。ただし、いずれも文献
リサーチによる方法にとどまり、また、MCS
の要素の一つである内部通報制度にまでは踏み
込んでいない。これらに対して、後述の経営倫
理分野では、MCSの分析枠組みを用いること
でコンプライアンス・プログラム中の行動規
範やコンプライアンス・トレーニング、そし
て、内部通報制度の関係性にまで踏み込んだ学
際的な実証研究を実現している。そこで次節で
は、経営倫理分野におけるMCS研究を手がか
りに内部通報研究へのMCSの枠組みの応用可

能性を検討する。

３　�MCSとしてのコンプライアンス・
プログラムと内部通報制度

３．１　�全体の枠組みとしてのコンプライアン
ス・プログラムとMCS

MCS研究においてMerchant & White（2017）
は、倫理とMCSはいずれも従業員がなすべき
ことの決定とその実行の確保に関わり、両者を
結合する６つのトピックの中でも「職業規範」、

「善悪の分別」、「なぜ不正を行うのか」、「企業
の倫理プログラム」と並び、「不正発見時に声
を上げさせること」、および、最終手段として
の「通報」に着目する。また、経営倫理研究で
は、行動規範、コンプライアンス・トレーニン
グ、内部通報制度がコンプライアンス・プログ
ラムの核となる要素であるとされる（Weber & 
Wasieleski, 2013）。我が国でも大山（1997）が、
外国企業の日本法人に対するインタビュー、事
例分析を通じて内部通報制度を含むコンプライ
アンス・プログラムの有効性をプログラム自体
とその要素との整合性から検討している。要す
るに、日々の業務における各要素の観点からの
コントロールを導入することでプログラム全体
の目的が遂げられるのである。その中でも、内
部通報制度が他の要素とともにプログラムを構
成することは、コントロール手段として位置付
けられることを示す。

実際に企業は、ビジネスの決定が企業の規
則や倫理原則、そして法律に則ったものである
ことを確かなものとするためにMCSの役割と
してコンプライアンス・プログラムを実装し
ている（Ferrell, Fraedrich, & Ferrell, 2017）。
また、MCSも行動と結果、人事、そして文化
による各コントロールを用いて、より一層の
コンプライアンス行動に向けた従業員の行動
変化を企図している（Merchant and Van der 
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Emmanuel, Otley, & Merchant（1990）、Otley 
& Berry （1980）によるMCSの３つの要素、「目
標設定と伝達」「業績のモニタリング」、「業績
連動報酬による動機付け」に紐つけて整理し
た【別表】。さらには、カナダ企業を対象とし
た調査で倫理規範、内部通報制度、従業員教育
の３つのコンポーネントが最も共通して用いら
れていることを明らかにした。これは、Chen 
& Theodore（2001）による香港企業を対象と
した調査においても同様であった。米国Ethics 
and Compliance Officer Association会員を対象
に調査を実施したWeber & Wasieleski（2013）
は、コンプライアンス・オフィサーと並んで倫
理規範、内部通報制度、従業員教育がプログラ
ム構成のコアとなる要素であることを示した。

３．３　Stöber, Kotzian & Weißenberger（2019）
これらに対してStöber et al.（2019）は、既

存の研究がコンプライアンス上の影響力があ
る、一つか複数のコンプライアンス・プログラ
ムの要素がただ単に存在することに焦点を当て
てきたに過ぎず、これらの有効性は経験的実証
を欠くと指摘するとともに要素のデザインが重
要であると主張する。

Stöber et al.（2019）は、上記の問題意識か

Stede, 2007）。各コントロール手段をコンプラ
イアンスになぞらえると、行動と結果が実際の
具体的な行動の手引きを具備した規則と手続き
を含む一方で、人事はコンプライアンスに関
して何が求められているかの従業員の理解を
高めるし、文化は組織構成員によって共有さ
れる規範と価値観から成る（Stöber, Kotzian & 
Weißenberger, 2019）。すなわち、プログラム
の全体における要素としての内部通報制度を考
えることでMCSのコントロール手段としての
分析枠組みから検討が可能である。

３．２　�全体の枠組みにおける要素としての内
部通報制度とMCS

コンプライアンス・プログラムの中におけ
る内部通報制度をMCSの枠組みを用いて経営
倫理の文脈から分析した先行研究としては、
後述のStöber et al.（2019）のほかには次のも
のがある。Irvine & Lindsay（1993）、Lindsay, 
Lindsay & Irvine（1996）は、先行研究から明
らかにされた倫理的行動のコントロール手段
としての次の７つの公式なシステム、「倫理
規範」、「内部通報制度」、「倫理中心の報奨制
度」、「倫理委員会」、「司法委員会（judiciary 
board）」、「従業員教育」、「CG中心の倫理」を、
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 これらに対して Stöber et al.(2019)は、既存の研究がコンプライアンス上の影響力がある、一つか

複数のコンプライアンス・プログラムの要素がただ単に存在することに焦点を当ててきたに過ぎず、こ

れらの有効性は経験的実証を欠くと指摘するとともに要素のデザインが重要であると主張する。 

 Stöber et al.(2019)は、上記の問題意識から、前述の Weber & Wasieleski（2013）が主張するプロ

グラムのコアとなる要素、行動規範、コンプライアンス・トレーニング、内部通報制度の中でも行動規

範自体と規範のデザインに焦点を当てたことに特徴がある。その概要は、行動規範、コンプライアンス・

トレーニング、内部通報制度とプログラムの成果との関係性を従属変数である倫理的行動、不正の通報

の有無で測定するために、欧州の多国籍企業の 1005 人のマネジャーを対象に要因配置調査実験を実施

したというものである。分析枠組適用にあたっては、プログラム全体を MCS として捉えて行動規範、ト

レーニング、内部通報制度をコントロール手段として位置付けている。 

 実験結果では、単に規範があればよいわけではなく、コンプライアンスにとって規範のデザインが重

要であること、また、コンプライアンス教育が一般的なものよりも具体的あるほど効果的であることが

明らかにされた。内部通報制度に関連した結果では、規範の中の内部通報制度のコンテンツの有無、あ

るいは、内部通報制度の運営管理主体が組織内であるか外部であるかの差がコンプライアンスの意思決

定、あるいは、不正の通報意欲に影響するとの仮説はいずれも支持されなかった。 

 他方で、特筆すべきは、部分的に Simons（1995）の境界システム、信条システムによる分析枠組みを

応用している点にある。Simons （1995）によれば MCS は「マネジャーが組織活動の様式を維持または

変化させるために活用する情報ベースの公式的な手順や手続である」（p.5）と定義され、戦略を中心と

した情報ベースの公式的なシステムから構成され、文化などの非公式的なシステムは対象とはしていな

い。Stöber et al.(2019)においてこの分析枠組みは、規範のデザインに関する「規範の要素、指示の

明快さと一義性を強めたデザインは、コンプライアンスに則った決定を増進する」という仮説の実験操

作において用いられた。具体的には、経営トップによるコンプライアンスに対するスタンスを規範の前

文に盛り込むことで規範の指示の強さを操作するものであるが、境界システムによる「制裁と抑制的な

特性を強調した声明」と信条システムによる「ガイダンスとしての特性を重視した、企業の価値観を強

調する前向きな宣言」の差異によるデザインである。実験では、信条システムによる価値観との一致を

示す前向きな前文の方が、境界システムによるコンプライアンス上の義務と制裁による脅威を強調した

前文よりも倫理的意図を増進する結果が示された。 

 

44 考考察察  

 MCS の分析枠組みの応用は、前述の各領域で示された様々な内部通報制度の促進要因をコントロール

手段として捉え、より広範な学際的取組を可能とする。また、経営倫理と管理会計の領域を超えた分析

【【別別表表】】  

Ethics related control mechanisms linked to management control system component 

Components of a MCS Ethics related control 

mechanisms 

・Specifying and communicating objectives ・Code of ethics 

 ・Employee training in 

ethics 

 ・Ethics focused corporate 

governance 

 ・Ethics committee 

・Monitoring performance(feedback/control) ・Whistleblowing channels 

 ・Judiciary board 

 ・Ethics committee 

・Motivation by linking reward to performance ・Ethics focused reward 

system 

[出典：R.Lindsay, L.Lindsay & Irvine(1996)より引用] 
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プライアンスに則った決定を増進する」という
仮説の実験操作において用いられた。具体的に
は、経営トップによるコンプライアンスに対す
るスタンスを規範の前文に盛り込むことで規範
の指示の強さを操作するものであるが、境界シ
ステムによる「制裁と抑制的な特性を強調した
声明」と信条システムによる「ガイダンスとし
ての特性を重視した、企業の価値観を強調する
前向きな宣言」の差異によるデザインである。
実験では、信条システムによる価値観との一致
を示す前向きな前文の方が、境界システムによ
るコンプライアンス上の義務と制裁による脅威
を強調した前文よりも倫理的意図を増進する結
果が示された。

４　考察
MCSの分析枠組みの応用は、前述の各領域

で示された様々な内部通報制度の促進要因をコ
ントロール手段として捉え、より広範な学際的
取組を可能とする。また、経営倫理と管理会計
の領域を超えた分析枠組みの受け皿として機能
することが期待される。

４．１　�MCS分析枠組みを用いた内部通報研究
の検討

Stöber et al.（2019）は、コンプライアンス・
プログラムのコアとなる要素である行動規範、
コンプライアンス・トレーニング、内部通報
制度の相互の関係性をSimons（1995）による
MCSの分析枠組みを応用した経験的研究を通
じて明らかにした。これは、経営倫理の文脈に
MCSによる分析枠組みを用いたことでプログ
ラムの要素のデザインの重要性や、MCSの中
における行動規範、内部通報制度、トレーニン
グの有効性を示した研究であると評価できる。

一方でStöber et al.（2019）には、分析に用
いたMCSの枠組み自体の限界から、規範や価

ら、前述のWeber & Wasieleski（2013）が主
張するプログラムのコアとなる要素、行動規
範、コンプライアンス・トレーニング、内部通
報制度の中でも行動規範自体と規範のデザイン
に焦点を当てたことに特徴がある。その概要
は、行動規範、コンプライアンス・トレーニン
グ、内部通報制度とプログラムの成果との関係
性を従属変数である倫理的行動、不正の通報の
有無で測定するために、欧州の多国籍企業の
1005人のマネジャーを対象に要因配置調査実
験を実施したというものである。分析枠組適用
にあたっては、プログラム全体をMCSとして
捉えて行動規範、トレーニング、内部通報制度
をコントロール手段として位置付けている。

実験結果では、単に規範があればよいわけ
ではなく、コンプライアンスにとって規範のデ
ザインが重要であること、また、コンプライア
ンス教育が一般的なものよりも具体的あるほど
効果的であることが明らかにされた。内部通報
制度に関連した結果では、規範の中の内部通報
制度のコンテンツの有無、あるいは、内部通報
制度の運営管理主体が組織内であるか外部であ
るかの差がコンプライアンスの意思決定、ある
いは、不正の通報意欲に影響するとの仮説はい
ずれも支持されなかった。

他方で、特筆すべきは、部分的にSimons
（1995）の境界システム、信条システムによる
分析枠組みを応用している点にある。Simons 

（1995）によればMCSは「マネジャーが組織活
動の様式を維持または変化させるために活用
する情報ベースの公式的な手順や手続である」

（p.5）と定義され、戦略を中心とした情報ベー
スの公式的なシステムから構成され、文化など
の非公式的なシステムは対象とはしていない。
Stöber et al.（2019）においてこの分析枠組み
は、規範のデザインに関する「規範の要素、指
示の明快さと一義性を強めたデザインは、コン
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はMCSというよりは、どちらかというと組織
の戦略を成功させるための組織デザインのフ
レームワークにとどまる（7）（横田, 2018）。ま
た、Malmi & Brown（2008）は、先行研究で
示された公式・非公式の両方のコントロール手
段を広く包含する体系的な分類として優れてい
るが、それぞれのコントロール手段の相互関
係、これらの組み合わせによる構成員への影
響については示唆を有するものではない（堺, 
2016）。よって、前述の不正抑止メカニズムの
全体の中で複合的に捉える学際的な分析枠組み
として直接的にはなじまないと考える（8）。

これらに対して、文化的コントロールを含
んだ具体的なコントロール手段同士の相互関係
にまで踏み込んだMerchant & Van Der Stede

（2007）の分析枠組みが検討に値する。そのフ
レームワークは、MCSを「組織の戦略や計画
が確実に実行されるように、場合によってはそ
れらが修正されるために、マネジャーが実行
する全てのものを含む」（p.xiii）と定義し、文
化など非公式的な制度も包含する。具体的に
は、結果に対して報酬を与えることで影響を
およぼすインセンティブとなる「結果に基づ
くコントロール（results controls）」、物理的・
管理的方法により望ましくない行動の制限な
ど行動そのものに焦点を合わせた最も直接的
なコントロール手段である「行動のコントロー
ル（action controls）」、募集と採用・配置・研
修・業務の設計と資源の提供といった従業員が
自分自身をコントロールし、やる気を向上させ
ると自己モニタリングをデザインする「人事に
よるコントロール（personnel controls）」、組織
に共有された伝統・規範・信念・価値観・イデ
オロギー・態度および行動様式を逸脱する者に
対する周りからのプレッシャーとなり相互監視
を促進する「文化によるコントロール（cultural 
controls）」という四つのコントロール手段から

値観といった文化的コントロールを含む非公式
的なコントロール手段との関係性においてさら
なる検討の余地があり、MCSの研究として評
価するには、Simons（1995）による分析枠組
みがごく部分的にのみ用いられているに過ぎな
いといえる。

Simons（1995）の主張では、境界システム、
信条システムなどのコントロール手段である

「４つのコントロール・レバー」は単独で活用
されるよりも相互補完しながら複合的に用い
られる場合に真価を発揮する。しかしながら、
Stöber et al.（2019）では、境界システム、信
条システムと紐つけされた抑制的あるいは価値
一体型の行動規範の前文が、その他のコント
ロール手段である診断的コントロール、インタ
ラクティブ・コントロールとどのような補完関
係にあるかの分析がなされていない。さらに
は、Simons（1995）は公式的なコントール手
段のみを前提とした枠組みであるため、Stöber 
et al.（2019）では制度的なコントロールと規
範や価値観、組織文化などの非公式的なコント
ロールとの関係性は明らかではない。これは、
Simons（1995）の枠組み自体の限界によるも
のであるが、Stöber et al.（2019）においては
制度的である公式的なコントロールと組織文化
などの非公式的なコントロールの関係性は明ら
かにはならなかった。しかし、他のMCSの分
析枠組みを用いることによって、さらなる踏み
込んだ分析が可能となる。

４．２　�文化的コントロールとMCS：
　　　  Merchant & Van Der Stede（2007）

MCS研究におけるその他の分析枠組みで
は、より包括的にMCSを組織設計の概念中
に位置付けたSimons（2005）、コントロール
手段の体系的な分類を行ったMalmi & Brown

（2008）がある（福嶋, 2012）。Simons（2005）
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が、将来のMCS分析枠組みを応用した実証的
な内部通報研究により各学問領域への貢献が可
能となる。とりわけ、倫理とMCSには共通す
るトピックが多く、両方の観点からアプロー
チが可能な内部通報に関する研究が有する意
義は双方の領域にとって大きい（Merchant & 
White, 2017）。最後に、本稿では同一の制度環
境における諸領域の研究をレビューするため国
内の実証研究にレビューを限定したが、前提と
なる法律や文化が異なる米国、英国などの海外
研究をいかに組み込んで融合するか検討が求め
られる。

注
（１）	� グループ内部通報制度の問題については

浜辺（2018）を参照。
（２）	� 我が国の内部通報研究においては、実

験や質問票調査あるいはインタビュー
調査などの経験的検証を行う実証研究
は従前より数少なく（岡本・王・本多, 
2006）、本稿で示した先行研究以外にほ
とんど見られない。

（３）	� 法学での実証研究は他に見当たらない
が、内部通報研究の主要分野として判
例評釈や実務的議論が多く存在する。
体系的研究としては企業法では浜辺

（2004）、労働法では大内（2004）、公益
通報者保護法では日野（2020）を参照。

（４）	� 告発実行者が告発に至った理由にかかる
他者の主観的判断を意味する。

（５）	� 経営学においてもその他の実証研究は確
認できないが、そもそも内部通報そのも
のに焦点を当てた研究は少なく、不正研
究の傍論として取り上げられる場合がほ
とんどである。実証研究以外では、経営
倫理で水尾（2002）、CGで村田（2013）

構成される。これら四つのコントロールの関係
は並列であるが、結果に基づくコントロールは

「最も重要なパワフルなシステム」であり行動・
人事・文化の各コントロールが補完的な役割
を果たすとされる（横田, 2018；佐久間・劉・
三矢, 2013）。Stöber et al.（2019）への批判を
通じてSimons（1995）の分析枠組みと比較す
るならば、Merchant & Van Der Stede（2007）
においては、マネジャーのみならず組織の全構
成員を直接のコントロール対象としているこ
と、公式的なコントロール手段のみを前提とし
ておらず非公式的なコントロール手段も枠組み
に含むこと、文化的コントロールは相互監視を
も想定していることなどを鑑みて内部通報研究
における分析枠組みとしてより有用性があると
いえる。

５　おわりに
学際的研究の必要性は内部通報研究に限ら

ないが、法律やCG、内部統制、あるいは、矛
盾に直面した人間や集団の心理にまで研究領域
が及ぶ内部通報研究においては特に重要とな
る。実際に、我が国における実証研究のどれ
もが各研究領域の中にとどまりがちであった
が、実践的応用のためにも企業実務における全
体枠組みである不正抑止メカニズムの生きた文
脈の中での分析が求められる。そのためには、
経営者視点のMCSの分析枠組みを受け皿とし
て応用することで、内部通報制度をCGや内部
統制、コンプライアンス・プログラム、あるい
は企業文化といったコントロール・システムの
相互作用の中で学際的に捉えることが可能と
なる。ただし、内部通報研究に限らずMCS研
究自体も海外論文を含め実証研究に乏しく、先
行研究の蓄積が求められている。この点につい
ては、本研究自体が文献サーベイによる方法で
あるため規範的議論の域を出ない限界がある
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ABSTRACT
In this paper, we analyze the process of injustice caused by “teleopathy to recur”, which 
has not always been sufficiently looked at in the context of business ethics. Specifically, 
from the examples of two scandals that have a resulted in recent years, we will confirm 
the process by which fraud is carried out without strong pressure by management to 
pursue profits. In order to prevent such fraud, it is necessary to explore the ideal way 
of “employee ethics” from the viewpoint of “exercise each time” in addition to the 
viewpoint of ethical education for management, fostering an organizational culture, and 
establishing a compliance system. By taking into account McDowell’s view of virtue 
ethics, we think that the possibility of “employee ethics” will be opened up.

キーワード
再帰するテレオパシー、従業員の倫理、つど行使する、マクダウェル、徳倫理

日本ではおおむね2000年前後から、コンプ
ライアンスや内部統制への注目が高まり、自律
的なコンプライアンス体制の整備が強調される
ようになった（1）。時期を同じくして、三菱自動
車の度重なるリコール隠し、雪印乳業による集
団食中毒、雪印食品・日本ハム・伊藤ハム等の
牛肉偽装、さらには構造計算書の偽造問題な
ど、社会の耳目を集めるほどの大きな不祥事が
相次いで発生した。このような事態をふまえ、
企業はコンプライアンスの体制整備に懸命に取
り組み、少なからず人的・物的資源を投入して
きた（2）。それと共に、ただ「違法ではないこと」

はじめに
本稿では、細谷（2020）にて示した「再帰

するテレオパシー」の概念をベースとして、そ
れにより不正へと至るプロセスを２つの企業不
祥事の事例から明らかにする。それらの不正を
防止するためには、これまでのビジネス・エ
シックスの文脈においては、必ずしも十分なま
なざしを向けられることのなかった「従業員の
倫理」という視座が必要であり、主には、マク
ダウェルの徳倫理学などが示す「つど行使する」
という概念を手がかりに、新たな視座を開く可
能性について言及する。

「再帰するテレオパシー」による不正の分析
―  その防止策から考える「従業員の倫理」の可能性  ―

Analysis of fraud by “teleopathy to recur”
－The possibility of “employee ethics” considered from the prevention measures－
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をよしとするのではなく、広く社会の要請に応
えていくことが重要なのであり、企業の創造的
発展にも不可欠なものであるとの認識が広まっ
た。

それでも、企業の不正は続いている。2016
年には三菱自動車やスズキによる、いわゆる燃
費不正の問題が発覚し、翌2017年には、日産
自動車での無資格検査が問題となった。加えて
同年には、神戸製鋼における品質検査データの
改ざんも発覚している。2018年にはスルガ銀
行による不正融資、さらに2019年には、日本
郵政ならびにかんぽ生命をめぐる不適切契約の
問題といったように、メーカーから金融機関に
至るまで、幅広い業種業態で不祥事は起こり続
けている。近年に発覚した不正行為のうち、一
部はコンプライアンスの取り組みが推進される
以前にすでに行われていたが、その大半は、企
業の努力も虚しく、むしろコンプライアンスの
ルールや仕組みを構築した後になってから生じ
ている。

蒲（2018）は、弁護士という実務家の視点
から、近年の企業の不祥事の要因を、企業がコ
ンプライアンスの取り組みをトップダウン型で
進めてきたことに求めている。例えば、多くの
教育・研修などを重ねることによって「法令遵
守」という言葉だけが独り歩きし、社内規定や
マニュアルばかりが企業内にはびこり、それさ
え守っていれば問題ないとの、誤った認識が優
勢になった点などが問題視される（3）。この指摘
の含意は、行為の適法性はもちろん重要だが、

「何が違法であり、また何が適法であるのか？」
という問いを前にして、あらゆる思考停止が起
こらないようにすることの方が、より重要なの
だという点にある。こうした問いが、明らかに
違法／適法な事例を前にして生じることは考え
にくい。むしろ白か黒かがはっきりしない、い
わゆる「グレー」と呼ばれるゾーンの問題に対

して倫理的問いかけが求められ、そこで思考停
止が生じた場合には、判断を誤るケースが少な
からず存在する。だからこそ、思考停止を回避
することが重要になってくる。

たしかに、ルールを策定し周知徹底するこ
とは、組織にとっては不可欠の行いである。し
かしそれが、倫理的判断が求められる場面にお
いてむしろ思考停止を招くのであれば、まさに
本末転倒といわざるを得ない。このような状況
を回避するには、企業が上から課すコンプライ
アンスの取り組みに加えて、「従業員」が主体
的に行使する倫理が必要となる。

以上のような問題意識をふまえ、本稿は以
下の流れに沿って論を進めていく。

まず１では、本稿にとっての「倫理」という
言葉の意味を明らかにする。そのうえで、２で
は、これまでのビジネス・エシックスの視座が
どのように不正の原因を理解し、またその防止
に向けてどのような論を展開してきたのかを俯
瞰したうえで、それらに必ずしも当てはまらな
い不正のパターン＝「再帰するテレオパシー」
による不正が存在することを述べる。それらを
受けて、３では、近年に発生した２つの企業不
祥事を分析し、それらが形を変えて現れるテレ
オパシーによって生じたこと、ならびに、その
具体的なプロセスを明らかにする。さらに、そ
のような不正を防止するためには、従来の視座
に頼るだけでは十分とはいえないことにも言及
する。そのうえで４では、マクダウェルの徳倫
理学が示す「つど決定する」という概念にもと
づく新たな視座、つまりは「従業員の倫理」可
能性について提示することとしたい。

１．「倫理（ethics）」という言葉の理解
これから「従業員の倫理」という課題に臨む

にあたって、「倫理（ethics）」という言葉の含
意をまずは明らかにする必要があるだろう。
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哲学者の西田幾多郎は、「いかなる行為が善
であって、いかなる行為が悪であるか」との問
いこそが「倫理（学）」の中心的問題だと述べ
ている（4）。」これはまさに価値判断の基準に関
わるものと言えるが、「我々の行為を律すべき
道徳の法則は直覚的に明らか」（5）だとする直覚
説を斥けつつ、個々の場合において明確なる道
徳的判断があるなどとは少しく反省的精神を有
する者の到底考えることができないことである
との見解を示している（6）。西田が考える善とは

「我々の内面的要求すなわち理想の実現」（7）を意
味しており、その根底にはアリストテレスの徳
倫理がある。具体的には、人生の目的である

「幸福（eudaimonia）」が実現すべき「理想」と
重ね合わせられている（8）。西田が「行為を律す
べき道徳の法則」に対しては否定的な見解を示
し、他方、「個々の場面」を考慮するという観
点から「倫理」を論じている点は非常に興味深
い。

これに関連して相澤（1997）は、「基礎づけ
られた規範に従う」という意味での道徳とは異
なる「生の新しい倫理的形式」があり得ると述
べている（9）。「基礎づけられた規範」とは、西
田の言葉を借りるならば、人間の行為を律すべ
き普遍的な道徳の法則を意味している。この意
味における道徳と差異を示す倫理とはいかなる
ものか。この問いに対して相澤は、哲学者ドゥ
ルーズ（Deleuze, G）の立論を踏まえつつ、次
のような視座を提示する。

スピノザに深く言及する中でドゥルーズ
は、自然状態には道徳的善悪（bien-mal）など
存在せず、場合に応じた・個々の具体的な「よ
い（bon）」・「わるい（mauvais）」に関わる倫
理的差異があるだけなのだと強調している（10）。
道徳とは、先に述べた通り、時や場所を超え
て、万人に一律に当てはまる普遍的な法則を
意味している。それに対して倫理とは、個々

の状況および自他の具体的な在り様に応じた
発見・洞察を得ることと規定される（11）。ある
いは、「よい」には「自由である、思慮分別が
ある、強さを持つ」との意味が託され、他方、

「わるい」には、「隷従している、弱い、分別が
ない」といった解釈が与えられる。このような
ドゥルーズの試みは、人間の生を「善悪」とい
う言葉が象徴する道徳的対立に還元するのでは
なく、そこに「よい・わるい」の倫理的差異の
みを認めようとするものと理解することができ
る（12）。

ここから相澤は、伝統的規範としての道徳よ
りも倫理が優先するとの認識を引き出す。こう
した認識は、常に超越的な価値に照らして「善
悪」の対立を決定する道徳ではなく、「よい・
わるい」の質的差異を個別に決定する力として
の倫理を要請する（13）。あるいは、ドゥルーズ
の言葉を借りるならば、倫理とは、個別の状況
にとっての「よい・わるい」を「つど診断する」
ものに他ならない。「診断する」とはまさに、
それぞれのケースにおいて取り得る選択肢の質
的差異を、そのつど見極めることを意味してい
る。この見極めの力を行使することによって、
私たちの「よき生」は実現することになる（14）。

先に見た相澤の分析をさらに敷衍して考え
たとき、例えば、現実をまったく顧みない、ド
グマティックなコンプライアンスの理念を唱和
する姿勢には、「わるい（隷従している、弱い、
分別がない）」などの解釈が与えられることに
なるだろう。これとは反対に、個別の事情を十
分にふまえた実際的な判断等に対しては、「よ
い（自由である、思慮分別がある、強さを持
つ）」といった評価が相応しい。これらの点か
ら、本稿の文脈における倫理とは、「つど診断
する」ものとしての倫理であり、複数の出来事
や選択肢の間に「質的差異」を見出す力に他な
らない。さらにそのような倫理の実践とは、組
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えば、「道徳的主体としての企業」とは「良い」
や「有徳な」といったポジティブな意味で「道
徳的な企業である」のではなく、その企業に対
して道徳的責任を問うことができる、ないし
は、その企業には道徳的責任を果たすことが社
会から要請されている、との意味で理解する必
要がある（17）。

３つの道徳的主体（moral agent）」間の関係
性を、ここまでの本稿の文脈と重ね合わせて示
したものが【図１】である。企業は個人に対し
て、例えば、「普遍的なルール」としてのコン
プライアンスのような「道徳」を要請する。そ
のような企業の要請に対して、個人は質的差異
としての「よい・わるい」を「つど決める」と
いう「倫理」を行使する。まさに道徳の要請と
倫理の行使が交錯する場こそが、「実践」の場
なのだと考えることができる。この場に働く力
の関係が個人の実践の質を決めていく。ないし
は、バランスが企業の側に強く傾けば、「普遍
的なルール」への要請が高まり「ドグマティッ
クなコンプライアンスの要請」などの事態が生

織等が定める規範に対して無自覚に従うことで
はなく、個々の状況において、質的差異として
の「よい・わるい」を見出す力を「つど行使す
る」ことを意味している（15）。

２．�従来のビジネス・エシックスの視
座と「再帰するテレオパシー」の
問題

ノーマン（Norman, J）によれば、ビジネス・
エシックスの課題や諸原理には次の３つのレベ
ルが存在する。それらは、企業等で働く個人

（individual）を対象とするミクロレベル（micro-
level）、企業等を対象とする中間レベル（mid-
level）、そして、国内市場や国家、国際市場を対
象とするマクロレベル（macro-level）と表現さ
れる（16）。

これらの３つのレベルを、各々「道徳的主
体（moral agent）」という言葉に置き換えて考
えることができる。道徳的主体（moral agent）
とは、自らが行った道徳的行為の責任を引き受
けることができる主体との意味である。たと

【図１】３つの「道徳的主体」および「道徳／倫理」の関係性

Norman（2013）などをもとに筆者が作成
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こでいう「焦点を当てる」とは、従業員を常に
受け身の存在として理解するのではなく、むし
ろ、主体的に「ルールを破る」存在との観点
から、最終的に不正へと至るプロセスを考察
するとの意味である。ノーマンが述べた通り、
不正の担い手には “employee”としての従業員
も含まれる。だとすれば、“manager” だけでは
なく、道徳的主体としての従業員に対しても不
正の防止に向けた教育は必要であり、ここか
ら、倫理的（ethical）な従業員の育成という新
たな課題が浮かび上がってくる。

ノーマンも指摘する通り、「従業員」の意思
決定は常に他の２つのレベルに影響を受け、私
人としての信念から完全に自由なものではない
し、時として、ビジネス以外の文脈では非倫理
的（unethical）と見なされる行為をも要求され
る（21）。企業を対象として考えた場合、中間レ
ベル（企業）とミクロレベル（従業員）の間に
一種の緊張関係が生じることとなり、そこで企
業の力が「従業員」を非倫理的な方向へと凌駕
することによって不正へと至る、そのようなプ
ロセスの存在を認めることができる。

上述のプロセスを概念化した１人として、
グッドパスター（Goodpaster, K.E）の名前を挙
げることができる。グッドパスターは、主にカ
ント主義的な観点から被抑圧者としての「従業
員」に着目する。企業において発生する不祥事
の根底には常に、経営層が主導する「バランス
を欠いた目的の追求（The Unbalanced Pursuit 
of Purpose）」が存在していると指摘したうえ
で、それをギリシア語の「目的（teleo）」と「病

（pathos）」に当たる言葉を結びつけて、「目的
病（teleopathy＝テレオパシー）と名づけた（22）。
その根底には、利益、権力、権威、あるいは生
存を個人や組織が求める際に、組織における役
割とはかけ離れたアンバランスなゴールや目的
を追求し、意思決定する姿勢が認められる（23）。

じることになる。他方、それが個人の側に大き
く振れたときには、組織としての秩序が崩壊
し、私腹を肥やすための不祥事等が増加しかね
ない。このような重心のちがいはまさに、「質
的差異」以外の何物でもない。

【図１】に示した視座に関してノーマンは、
これまでのビジネス・エシックスが主に働く個
人の振舞い（behavior）、すなわちミクロレベ
ルに関心を向けてきた一方で、これからは他の
２つのレベルにも焦点を当てていく必要がある
と述べる（18）。

だが、ノーマンの指摘をさらに深く掘り下
げていくと、これまで主な関心の対象だった
個人とは、“manager” と呼ばれる一群の層で
あり、それ以外の「従業員（employee）」と
呼ばれる層は含まれていないことがわかる。
“manager” に期待される役割とは、従業員が
ルールを破ることがないよう十分な動機づけ

（motivate）を行うことにあり（19）、従業員は常
に受け身の存在であるだけでなく、ルールを破
り得る存在として “manager” の管理の対象で
あり続けている。ここから、倫理的（ethical）
な “manager” の育成という、企業の大きな課
題が浮き彫りになってくる。

このようなミクロレベルの課題に対して、
中間レベルの議論は２つの主流を形成した。ひ
とつにはコンプライアンスやCSRなど、一般に
はコーポレートガバナンスと呼ばれる流れであ
り、もうひとつの流れとしては、MBAを中心
とした、ビジネススクールにおける倫理教育を
挙げることができる。これらはアメリカにおい
て特に顕著であるが、日本でも概ね同様の流れ
が存在するといってよい。

にもかかわらず、企業の不祥事は今もなお
発生し続けている。そのひとつの要因として、
従業員という層に焦点を当てた先行研究が必ず
しも十分ではなかった点を指摘したい（20）。こ
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具体的には、テレオパシーは次の３つの要素に
分解される。まずは、①「強迫観念（fixation）」
または「プレッシャーがかかった状態での単
一 の 目 的 設 定（singleness of purpose under 
stress）」。次に、②「強迫観念」に導かれる形で
の「正当化（rationalization）」または「自己正
当化」。そして最後に、「正当化」に導かれる形
での③「解離（detachment）」。これら３つの要
素（兆候）が重畳することにより、人はテレオ
パシーへと至ることになる（24）。日本の組織を
念頭に置くならば、“manager” 以上の経営層か
ら浴びせられる強いプレッシャーによって強迫
観念に駆られた「マネージャー」以下の従業員
たちは、組織目標の達成という単一の目的だけ
を視野に入れ、自身や周囲が行う不正行為を正
当化する。その判断は、従業員の日常生活から
は明らかに解離している。

このような事態を回避するために、グッド
パスターは３つの倫理教育の段階を提示する。
第１段階としてのMBAを中心とするビジネス
スクールでの倫理教育、第２段階としての企業
内におけるマネジメントおよびリーダーシップ
の開発教育、そして第３段階としてのビジネ
ス・リーダーによる国際的な連携である（25）。
だが、これらの倫理教育の対象者とはここでも
“manager” であり、そこに従業員が含まれてい
ない点ではノーマンの志向性とも一致している
理想的なリーダーを育成することが、企業のビ
ジネスの健全な運営には必要不可欠との認識で
ある。

しかし、細谷（2020）が示したように、テ
レオパシーには形を変えて再帰する危険性が内
在している。営業目標の達成やライバル社と
の競争に勝利する、といった経済活動上のプ
レッシャーを起点としたテレオパシーを第１の
パターンとするならば、それを回避する目的で
行われる「理想的なリーダー」の過剰な要求を、

第２のパターンのテレオパシーと認めることが
できる（26）。なぜならば、そこから逸脱するこ
とへの恐怖は「強迫観念」へと転嫁し、多くの
矛盾を「正当化」し、ついには私人としての信
条から大きく「乖離」した意思決定を行わせる
ことになるからである。さらに、そのようなテ
レオパシーに苛まれるリーダーのもとで働く従
業員には、当該リーダーが保持する単一の価値
観に従うことへの強いプレッシャーが課される
ことになる。このようなケースは、先の２つの
パターンとは明らかに異なる、第３のテレオパ
シーに該当する。少なくとも理念的には、これ
ら３つのテレオパシーが、従業員が不正へと至
るプロセスの起点として機能することになる。

にもかかわらず、ノーマンならびにグッド
パスターの指摘において想定されているのは、
第１のパターンに当たるテレオパシーだけのよ
うに映る。だからこそ、“manager” を主な倫理
教育の対象と見なしてきたのだと理解すること
ができる。しかし、複層的なリスクの存在を想
定するならば、再帰する第２・第３のテレオパ
シーに対しては、それとは異なる備えが必要と
される。この点をさらに掘り下げるために、次
項では「従業員」が主体的な意思により行った
不正の実例において、そのプロセスを検証して
いくこととしたい。

３．�２つの事例を通じた不正のプロセス
の検証

2015年以降に発生した企業不祥事のうち、
TDnetへの適時開示が行われ、さらに調査報告
書が公開されているケースを見ていくと、明ら
かに「再帰するテレオパシー」により生じたも
のと考えられるものが複数存在する。それらの
中から、2016年10月に不適切な会計処理が発
覚した日鍛バルブ株式会社（東証２部、コード
番号：6493）の事例、および、2017年９月１
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ビュー及びデジタル・フォレンジック調査の結
果判明した当社経営陣の言動や、それに対する
工場部門の役職員の受け止め方を総合的に勘案
すると（中略）、経営陣が工場部門の役職員に
対して、達成困難な計画の達成に向けて、制度
上又は心理上、営利活動を営む企業において社
会通念上許容されない程度のプレッシャーをか
けていたとまでは認められない」（28）ものと判断
された。つまり、第１のテレオパシーには当た
らない。

主観的要因としては、「業績が必ずしも堅調
に推移しているとはいえず、特に、製造拠点の
海外シフトが進む中、当社の国内の各工場にお
いては、工場利益の維持・確保、とりわけ、月
次の実行計画上の生産数量の達成を目指すとい
う意識は強く働いていた。そのため、実行計画
の大幅な未達について、製造統括部長等の工場
外の役職員に対して報告・相談することが憚ら
れ、その結果、各工場は、上長・上位組織に実
行計画を達成した旨報告するために、本件不適
切会計処理に及んだ（29）」点が指摘されている。

強いプレッシャーに晒されずとも、従業員
自らが「理想的な」生産計画の達成という「単
一の目的」を設定し、「強迫観念」に苛まれ不
適切な会計処理を行うに至る。また、虚偽の達
成報告によって次年度の目標が上乗せされるこ
とになり、「さらに本件不適切会計処理を継続
せざるを得なくなるという悪循環に陥っていた
ものと考えられ」（30）、私人としての信念からの
大きな「乖離」を認めることができる。以上の
点から、同社における不正の原因は第２のテレ
オパシーにあるものと判断される。

関与者の多くには「生産数量の偽装は正しく
ない行為であるとの認識はあったものの、内部
通報をするなどの積極的な是正措置をとった者
はいなかった（31）」。以前にも「期末を超えない
範囲では完成間近の仕掛品を完成品として前倒

日に在庫高の改竄が発覚した中央ビルト工業株
式会社（東証２部、コード番号：1971）の事
例を取り上げることとしたい。

これらを取り上げる理由は、経営層からの
利益追求を目的としたプレッシャーがなく、む
しろ従業員が主体的に不正に関与している点
で、「再帰するテレオパシー」により不正に手
を染めるプロセスが明らかになると考えたから
である。
（１）日鍛バルブ株式会社の事例

2016年10月31日に設置された「日鍛バルブ
株式会社調査委員会（委員長・李太煥、以下、
第三者委員会）」報告書（以下、報告書）によ
れば、不正が行われたのは舶用部品工場、歯車
VCP工場、および、山陽バルブ工場の３拠点
である。前２工場では2014年３月期以降、山
陽バルブ工場では2010年頃から、「月次の計画
生産数を達成するよう、一部の仕掛品を完成品
として前倒し計上」するという不適切な会計処
理が行われた。

また、歯車VCP工場では「対応する仕掛品
が存在しない完成品や、仕掛品自体を架空計
上して」おり、あるいは、山陽バルブ工場で
は「最終検査直前の仕掛品」を前倒し計上して
おり、「棚卸の際には、仕掛品及び完成品に貼
り付けた棚札には棚卸時の実数を記載する一
方、集計用の棚札については帳簿に沿う数値に
書き換えていた。さらにこのような前倒し計上
に伴う棚札の書き換え等を行っても完成品及び
仕掛品の在庫数と帳簿上の数とが一致しない場
合には、棚卸の際に同様に棚札の書き換え等を
行い、帳簿上の数の完成品及び仕掛品が存在す
るかのように見せかけていた」（27）。 

第三者委員会による調査の結果から、不適
切な会計処理に関与した従業員の一部には、

「実行計画の達成に向けて強いプレッシャーを
感じていた旨供述する者も存在するが、インタ
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だが本件の根はさらに過去に遡り、2007年
２月に定められたルール変更に起因する。実地
棚卸高と帳簿棚卸高に５万円以上の差異が生じ
た場合には、再検証・再調査のうえで原因を究
明し「棚卸差異調査表」作成。それを製造本部
長及び機材本部長経由で経理部へ提出すること
が義務付けられたが（以降、これを５万円ルー
ルと呼ぶ）、名古屋工場には多くの仕掛中の部
品や材料が各所へ点在しているという構造上の
問題があり、カウントの労力が多大な負担と
なった。それゆえ、カウントミスも非常に起こ
りやすい状況だった。これらの事情を踏まえ、
当時の名古屋工場長Ｆ氏が主導し、製造担当
者・経理担当者とも協議のうえ、2007年９月
の棚卸から、各在庫の差異を５万円以下に抑え
るための改竄が行われるようになった（37）。こ
れがその後10年に渡ってくり返されることに
なったのだが、先述のＨ氏を含む複数の人物
が、本件改竄の事実を知りながらもやり過ごす
などの対応を続けてきた点は、本件の大きな特
徴と言ってよい（38）。

本件において、上述のＣ氏以外の役員の関
与は認められず、経営層が指示したものとは言
えない（39）。また、一連の不適切な会計処理が
利益の過剰な追求と結びついている形跡はまっ
たく認められない。2009年以降は前任者から
の引き継ぎによって不適切な処理が継続し、工
場長も本社の５万円ルールに従わないことを容
認してきた（40）。各担当者も「業務上の慣習で
あって不正または不適切ではない」「大きな問
題ではない」と認識し、安直に従前の処理を継
続してきたものとされる（41）。

以上の点から、「カウント労力の軽減」を「単
一の目的」とし、多くの担当者によって引き継
がれ常態化することによって「解離」が固定し
ていったものと判断される。本件はＣ氏に着目
すれば第２のテレオパシーにより生じた不正に

し計上する等の不正は限定的ながらも行われて
おり、これが量的・質的に増大しつつ恒常化し
ていく中で、不正確な数量の報告に対する関与
者の規範意識が鈍麻していってしまった可能性
がある（32）」とされ、「解離」の状態が長期化し、
固定化していった様子が確認できる。
（２）中央ビルト工業株式会社の事例

2017年９月７日に設置された「中央ビルト
工業株式会社調査委員会（委員長・中島信一
郎、以下、第三者委員会）」報告書（以下、
報告書）によれば、同社では2014年３月から
2017年３月までＡ株式会社からのオーダーで
製品Ｂシステムに使用する足場部材をOEM生
産していたが、製造拠点である名古屋工場にお
いて、生産終了後には除却処理されるはずの製
品Ｂシステム関連半製品が資産計上されたま
まになっていた（33）。さらにその原因を探って
ていくと、①半期毎の棚卸の際、実地棚卸高が
帳簿棚卸高よりも少ない場合に実地棚卸高を改
竄し水増ししていたこと、②名古屋工場の月次
報告に際して標準計算した原価と実際の原価と
の差額を減らすために帳簿棚卸高を調整してい
たこと、③その結果、実地棚卸高と帳簿棚卸高
の差が約３億円にも及ぶことが判明した（34）。
さらにその後の調査では、千葉工場でも同様の
不適切な処理を行っていたことが確認されてい
る。だが、基本的な構造は名古屋工場と同じで
あり、本稿では千葉工場には深く言及しない。

これらの不適切な処理を主に差配していた
のは、2017年３月まで取締役兼製造本部長の
立場にあったＣ氏とされている。Ｃ氏は2012
年８月、当時の名古屋工場長Ｈ氏から本件改竄
の事実について報告を受けた際にも「どこでも
やってるからな。そのまま続けて」とむしろ継
続を指示している（35）。この点に着目すると、
むしろ本件は第１のテレオパシーに該当すると
も言えなくない（36）。
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よび「陶冶」の概念を参照する必要がある。
倫理教育において徳を重視したアリストテ

レスは、それが「われわれにそなわるのは、自
然によってではなく、また自然に反してでもな
く、むしろ、それらの徳を受け入れうる資質を
われわれがもっているからであって、習慣を通
じてわれわれは完全なものになる」と述べてい
る（42）。しかし、前項で見た２つの事例のよう
に「解離」が習慣化したケースを徳などと称す
ることはできない。このような習慣形成を回避
し得るものこそが、先述した「せり出し」およ
び「陶冶」であり、本稿との関連において特に
重要と思われる骨子は、概ね次の通りである。

① �徳とは個別の状況によって異なる個々の
「せり出し」を適切に認知する力である。

② �「せり出し」を適切に認知することによっ
て、「その状況」にとってもっとも相応し
い振舞いの選択が可能となる。

③ �認知する力が異なれば、「せり出し」の見
え方にも当然に差異が生じる。だからこ
そ、適切な倫理教育によって「陶冶」（43）

を完成させる必要がある。
マクダウェルによれば、人は経験におい

て、「物事がしかじかであること（that things 
are thus and so）を取り込む―たとえば見る―
とされる。人の概念能力とは基本的に自発的な
ものであるが、それは概念に与えられる外的所
与を受容する際に発揮される（44）。所与とは経
験にとっての「外的事実」とも表現できるが、
それらの外的事実に「対して」概念能力を行使
するのではなく、それらの事実を「すでに概念
的内容を持っているような出来事ないし状態と
して理解」するのである（45）。つまり、私たち
の物の見方は、外的な事実から一定の制約を受
けている。換言すれば、概念能力と外的事実と
の協働によって「せり出し」が生じる。この「せ
り出し」が適切に認知されることによって、そ

該当し、他方、それに従った担当者に力点を置
くならば第３のパターンにも該当するといえ
る。いずれにせよ「再帰するテレオパシー」に
より生じたものであり、やはりここでも「解離」
の長期化、および固定化が大きな特徴であると
いえる。

４．�「再帰するテレオパシー」による不
正を防止するための倫理

ここまでの議論を簡潔に整理するならば、
次のようなことが言えるだろう。

従来のビジネス・エシックスの視座は、
ノーマンやグッドパスターらの志向性において
特に顕著であったように、主に第１のテレオパ
シーに起因する不祥事の防止する方向へと傾い
ていた。しかし、学説面では再帰するテレオパ
シーの存在、実証面では２つの事例の分析結果
から明らかになったように、形を変えて出現す
るテレオパシーには常に「解離」の長期化およ
び固定化という特徴があり、それをいかに解消
するかが不正の防止に向けたカギとなってく
る。それらの不正に確実に対処していくために
は、いかにして自らの内に生じる「解離」を解
消できるか、という視座が必要である。換言す
れば、「個人」としての倫理観において、「働く
個人」としての判断をつど見直し、そこに「解
離」がある場合にはアラートを発信することが
できる、そのような仕組みが必要とされてい
る。

このような仕組みの根底に要請されるの
が、冒頭で述べた、質的差異としての「よい・
わるい」を見出す力、その力を「つど決定する」
倫理という視点に他ならない。それは、本稿が
目指している「従業員の倫理」の可能性を開く
ものであり、その可能性を具体的に模索してい
くためには、現代の徳倫理学の文脈に連なるマ
クダウェル（McDowell, J）の、「せり出し」お
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「個別知」の概念が非常に有効である。「個別知」
とは、マクダウェル自身の言葉を再び用いるな
らば、個々の状況において「そのつど」正しい
を創出しようとする思考に他ならない。それは
個々の状況を十分に把握し、知識を習得し、そ
のうえで行為を選択する姿勢とも表現すること
ができる。つまり「個別知」にもとづく認知と
いう方法の重要性を理解することは、「従業員
の倫理」にとって大きな示唆となり得る。

日鍛バルブ社のケースに当てはめて言うな
らば、「正確な在庫数を報告しない」という決
断が「せり出し」てくる場面があるか否かは定
かでない。だが、仮に「つど決定する」倫理を
行使していたならば、「正確な在庫数を報告す
る」との決定が「せり出し」てくる場面は必ず
存在したはずである。そのような「せり出し」
の認知を疎外したのが鈍麻した規範意識による

「くり返し」であるならば、それを回避するた
めには個々の状況においてそのつど正解を創出
していく姿勢が必要とされる。その姿勢を身に
つける倫理教育こそが「陶冶」であるならば、
私たちはそれを志向していかなければならな
い。

個々の状況において最適な振舞いを「つど決
定する」という意識は、「解離」の防止にとっ
ての非常に大きな武器となり得る。このような
マクダウェルの倫理は、本稿の前半において言
及した「質的差異」としての「よい・わるい」
とも深い場所で結びついている。マクダウェル
の言葉を借りるならば、どのような問題に対し
ても、「よりよい考え方と、より悪い考え方が
ある」（48）。そして、このような質的差異の認識
はさらに、「従業員」を受け身の存在と見なし、
倫理教育のまなざしを主に “manager” に向け
る視座に対しても、一石を投じる可能性があ
る。つまり、「個別知」にもとづき「つど決定
する」意識を養う教育によって、「従業員の倫

の状況において存在した他の選択肢はすべて
「沈黙（silencing）」させられる（46）。こうした認
知の仕方を経て、その状況にとって最適な振舞
いが選択されることになる。そのような選択が
可能となった心の状態のことを、マクダウェル
は徳という言葉で表現している。ここから倫理
教育としての「陶冶」が目指しているのは、そ
れぞれに異なる個別の状況において、それぞれ
に異なる個別の「せり出し」を適切な方法によっ
て認知することを起点とした、意思決定プロセ
スの実現であると言って差し支えない。

このようなマクダウェルの徳の性格が明確
な形で浮かび上がってくるのは、次のような
ヴィトゲンシュタインへの言及においてであ
る。

例えば、「２を足せ」という命題にしたがっ
て数列を続ける人物が1000を超えた時点で急
に1004、1008、1012……という数を口にし始
めたとき、私たちはそれを、規則からの「逸脱」
と見なす。だが、それを「逸脱」と認めるに足
るの根拠はどこにも存在しない。もしかしたら
その人物は、1000を超えた後は単に「２では
なく４を足せ」という命題にしたがっているだ
けなのかもしれない。それでも「規則」や「逸
脱」に確信を持つのか、あるいは、それらは幻
想に過ぎずそのつど「正しい」を創出すると考
えるのか、私たちはこのような二者択一に迫ら
れることになる（47）。

ここでマクダウェルが問題としていること
が、「同じ仕方で続けていくこと」に関する私
たちの認識である点には疑いがない。そして、
このとき「規則」の存在を理由として「同じ仕
方で続けていくこと」を支持する側に与するこ
とは適切ではない。換言すれば、「そうすべき
である」という「規則」とは、普遍的な「すべき」
を志向する態度と大きく変わるところがない。
このような「規則」に対する志向性に対しては、
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者の人格により判断が異なる、状況や相手によ
り評価を変えるダブルスタンダードが形成され
る等の問題によって、組織運営にリスクをもた
らすとの懸念があることも十分に理解できる。
組織運営を恣意的に行うことは無論本稿の本意
でもなく、「つど行使する」をいかに組織の意
思決定プロセス、ないしはアラートの機能とし
て取り込んでいくのか、という現実的な課題に
ついても、しっかりと取り組んでいかなければ
ならない。

これらの課題については別稿を期すことと
して、本稿をひとまず結ぶこととしたい。

注
（１）	� 佐伯仁志・河出敏裕・木目田裕・山口利

昭「（座談会）企業不祥事の現状と展望」
『ジュリスト』2016年10月号（特集「コ
ンプライアンス再考」）、p.15　なお、引
用部の発言は、出席者の１人で弁護士の
木目田裕氏によるもの。

（２）	� 同上。
（３）	� 蒲 俊朗『間違いだらけのコンプライア

ンス経営』イースト・プレス、2018年、
p.28　なお、蒲がここで取り上げるのは
2017年６月に発生したバニラ・エアの
事例である。当該事例は、下肢が不自由
な旅客に対して職員が介助することなく
階段式タラップを独力で昇らせた点が批
判を受けることになった。車椅子を抱え
てタラップを昇降する、または昇降を介
助することは同社の社内規定で禁止され
ており、職員が取った行為はたしかに

「違法」ではない。だが、狭義の「法令
遵守」の姿勢に止まるその姿勢は、「広
く社会規範を意識し、健全な常識やビジ
ネス倫理に照らして誠実に行動すること

理」へと至る射程が開かれていく可能性がある。

むすび
本稿では、「倫理」という言葉の理解を入口

として、それが「つど行使する」実践との意味
に理解できることを明らかにし、そのような理
解を前提として、主には不正の防止に向けた倫
理教育の観点から「従業員の倫理」という課題
に取り組んできた。

一般に不正を生み出す原因としては経営層
からの強いプレッシャーが想定されるなか、そ
れだけではない不正のパターンが存在すること
を実例によって示し、そのような不正と対峙
していくためには、これまでのビジネス・エ
シックスの視座に加えて、自ら主体的に不正を
行う存在としての「従業員」へのまなざしが必
要であることを述べた。

そのようなまなざしにもとづき倫理教育の
可能性をマクダウェルの徳の概念に求め、「個
別知」をふまえ「つど決定する」（の実践）と
しての倫理を教育し、「解離」に対して適切に
アラートを発信する意識の醸成に「従業員の倫
理」の可能性を見出したが、それがわずかでも
学問的視座の拡大に寄与できれば幸いである。

とはいえ、成文化を嫌うマクダウェルの理
念には不明な点も多く、特に「陶冶」という中
心概念には具体的な説明がまったく加えられて
いない。「くり返し」による不正を真に防止す
るためには、本稿の漠とした議論の細部にまで
たしかな内実を与える必要がある。あるいは、
既に認知されている他の意思決定プロセスとの
比較において、マクダウェルの「陶冶」が目指
す徳をさらに深掘りし、ビジネス・エシックス
さらには経営学の文脈へと定着させていくため
の作業も必要となるだろう。

さらに、「つど行使する」倫理の弊害として
は、状況に応じた恣意的判断が横行する、行為
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R）の「道徳的行為者」論、ドナルドソ
ン（Donaldson, T）による「企業道徳
的主体としての条件」論などを挙げる
ことができる。他方、後者としては、
ラッド（Ｌadd, J）、およびワーヘイン

（Warhane, P）らの「構造制約説」、また
は、ベラスケス（Velasquez, M）の「企
業道徳的主体は誤りである」論などが挙
げられる。宮坂は一連の「企業道徳的主
体論争」を読み解き、主にドナルドソン
やワーヘインの立論を踏まえながら、

「道徳的主体としての企業」という立場
を支持する。本稿も基本的にその立場に
立っている。

（18）	� Norman（2013）, op. sit., p.652.
（19）	� Norman（2013）, op. sit., p.655. なお、「従

業員（employee）」の範囲を明確化する
ことは、本稿の文脈にとっても非常に重
要であるが、その分だけ難しい問題でも
ある。英語の “manager” には「経営・
管理」双方の役割が含まれる一方で、多
くの日本企業における「マネージャー」
の役割には「管理」の側面のみが強く、

「経営」への関与の度合いは必ずしも高
くない（もしくは、ほぼ関与していな
い）。したがって本稿では、「経営に関与
する者以外の者」をすべて、「従業員」
と定義する。

（20）	� 後述するグッドパスター以外の先行研究
としては、企業が倫理的であるか否かは
企業を構成する従業員の行為が重要であ
るとしたワーヘインの指摘が挙げられ
る。彼女の文脈は働く個人の意思決定プ
ロセスに深く関わるものであり、それは
本稿の方向性とも深く重なり合う。しか
も、被抑圧者としての「従業員」という
地平からは離れている点で、グッドパス

まで広がりを持っている」とは認められ
ない。したがって、思考停止によりある
べきコンプライアンスの姿が阻害された
ケースと見なすことができる。

（４）	� 西田幾多郎『善の研究』、1911年、小坂
国継全注釈 講談社学術文庫、2006年、
p.279。

（５）	� 同上書、p.280.
（６）	� 同上書、p.282.
（７）	� 同上書、p.325.
（８）	� 同上。
（９）	� 相澤　哲「ドゥルーズ、フーコー、《倫

理》の主題」、神戸国際大学紀要第52号、
1997年、p.13。

（10）	� 同上論文、p.18.
（11）	� 同上論文、p.19.
（12）	� 同上論文、p.14。なお、このような問題

意識を提示するにあたって、ドゥルーズ
は、「善（bien）」、「悪（mal）」に対して

「よい（bon）」、「わるい（mauvais）」と
いう言葉の使い分けを行っている。

（13）	� 同上論文、p.18.
（14）	� 同上論文、p.19.
（15）	� 以降、本稿において「倫理」に言及する

際には、「質的差異としての「よい・わ
るい」を見出す力を「つど行使する」、
という意味を念頭に置いている点を述べ
ておく。

（16）	� Norman, W.（2013）The International 

Encyclopedia of Ethics., p.654.
（17）	� 宮坂純一『なぜ企業に倫理を問えるの

か　企業道徳的主体論争を読み解く』、
萌書房、2018年、p.18。企業を道徳的主
体と見なすことについては、これまで
肯定的／否定的、双方の立場からさま
ざまな見解が示されてきた。前者の立
場としては、ディジョージ（DeGeorge, 
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2020年、日本経営倫理学会誌第27号、
pp.404.

（25）	� Goodpaster（2007）, op. sit., pp.216-217.
（26）	� 細谷（2020）、前掲論文、pp.408-411.
	� 主な日本企業を念頭に置くならば、

“manager” ではない「マネージャー」は、
明らかに、経済活動上ならびに「理想的
リーダー」であることのプレッシャー
を、同時に受け得る存在と見なすことが
できる。

（27）	� 日鍛バルブ株式会社調査委員会「調査報
告書」（2016年12月９日）pp.7-8.

（28）	� 前掲報告書p.18.
（29）	� 同上。
（30）	� 同上。
（31）	� 同上。
（32）	� 同上。
（33）	� 2017年12月４日付「中央ビルト工業株

式会社 調査委員会」調査報告書、p.3、
	� （参照URL：http://www.chuo-build.co.jp/

ir/library.html　最終アクセス：2020年８
月21日）

（34）	� 同上。
（35）	� 同上報告書、p.22.
（36）	� カント主義的な観点から従業員の倫理に

も着目するグッドパスター（Goodpaster, 
KE）は、企業が引き起こす不祥事の
根底には常に「バランスを欠いた目
的 の 追 求（The Unbalanced Pursuit of 
Purpose）」がある旨を指摘し、それを
ギリシア語の “teleo（目的）” と “pathos

（病）” に当たる言葉を結びつけて、
“teleopathy（テレオパシー）” ＝「目的病」
と名づけた。利益、権力、権威、あるい
は生存を個人や組織が求める際に、組織
の中での役割とはかけ離れたアンバラン
スなゴールや目的を追求し、意思決定を

ターにはない視座を与えてくれる可能性
がある。

　　　�国 内 で は、 水 村（2013） な ら び に 水
村（2020） が、 主 に ベ イ ザ ー マ ン ＆
テンブランセル（Bazerman, M.H and 
Tenbrunsel, A.E）の立論を踏まえなが
ら、「意図せぬ不正」という課題につい
て、詳細に分析を行っている。「意図せ
ぬ不正」とは、「自分が悪事の片棒を担
いでいるなどとは夢にも思っていない」
のに、それと意識することなく働いてし
まう不正を意味している。これもグッド
パスターの視点とは異なり、不正の担い
手としての従業員にフォーカスしたうえ
でその意思決定プロセスを把握しようと
する試みであり、本稿の文脈にとっても
大きな示唆を与えてくれる。

　　　�ドゥルーズが指摘したように、「つど行
使する」との意味において、倫理を一個
の実践と見なしてよいならば、「従業員
の倫理」についての考察は「従業員が不
正を行わないとの意思決定に至るプロセ
ス」の追求と重ねて考えることができ
る。そのためには従業員の意思決定を阻
害する要因を具体的に把握する必要があ
り、さらに踏み込んでいうならばどのよ
うな不正を対象として考察すべきなのか
を特定する必要がある。この点が後段の
議論の基礎ともなっている。

（21）	� Norman（2013）, op. sit., p.656.
（22）	� Goodpaster, K. E. （2007）. Conscience and 

Corporate Culture. Blackwell. p.267. な
お、以降の表記はすべて「テレオパシー」
に統一する。

（23）	� Goodpaster（2007）, op. sit., p.29.
（24）	� 細谷知司「再帰するテレオパシーの問題

―働く個人の倫理という観点から―」、
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いは第２のテレオパシーに該当する可能
性が高い。「棚卸時の相違を発生させな
い組織」のリーダーであり続けるという
強迫観念が、その背景にあったものと考
えられる。

（37）	� 同上報告書、pp.18-19.
（38）	� 同上報告書、pp.21-22.
（39）	� 同上報告書、p.35.
（40）	� 同上報告書、p.40.
（41） 	� 同上。
（42）	� アリストテレス、朴一功訳『ニコマコ

ス倫理学』京都大学出版会、2002年、
pp.56-57。

（43）	� 「陶冶」とは、ドイツ語の “Bildung” を
翻訳したもので、「教養」と翻訳される
場合もある。例えば、齊藤（1999）は、

「教養」としての “Bildung” の概念は自
己形成のプロセスという意義を有してい
ると述べている。マクダウェルが示す徳
は、文化という枠組みの中でのみ語るこ
とが許され、それが文化を理解し「教養」
を身につけた結果であるとするならば、
彼の意図するところがよく理解できる。

（44）	� McDowel l ,  J.  “Mind and Wor ld” 
Cambridge, MA: Harvard University 
Press, 1994（邦訳：『心と世界』勁草書
房、神崎 繁他訳、2012年）、翻訳：p.34.

（45）	� 同上。
（46）	� McDowell（2016）、前掲訳書、p.9.
（47）	� 同上訳書、p.237、ならびにp.295の大庭

の解説。
（48）	� 同上訳書、p.144

主要参考文献
Goodpaster, K. E.（2007） “Conscience and 

Corporate Culture” Blackwell McDowell, 
J.（2016年）『徳と理性　マクダウェル倫理

行う姿勢が、「上意下達モデル」の不正
の根底には認められる。

　　　�テレオパシーは、具体的には次の３つの
要素に分解される。まずは、①「強迫
観念（fixation）」または「プレッシャー
がかかった状態での単一の目的設定

（singleness of purpose under stress）」。
次に、②「強迫観念」に導かれる形での

「正当化（rationalization）」、ないしは「自
己正当化」。最後に、「正当化」に導かれ
ることで生じる③「解離（detachment）」。
これら３つの要素（兆候）が重畳するこ
とによって、人はテレオパシーへと至
る。

	� だが、細谷（2020）が示す通りテレオ
パシーには形を変えて再帰する危険性が
内在する。営業目標の達成や、ライバ
ル社との競争における勝利など、強いプ
レッシャーを起点としたテレオパシーを
第１のパターンとするならば、それを回
避すべく「理想的なリーダー」像を過剰
なまでに要求することは、第２のパター
ンのテレオパシーに当たると言える。さ
らに、そうした理想像から逸脱すること
への恐怖は「強迫観念」へと転嫁するだ
けでなく、多くの矛盾を「正当化」し、
最終的には、私人として抱く信条から大
きく「解離」した意思決定を行わせるこ
とになる。また、そのような姿勢が新た
な起点となって、第２のテレオパシーに
苛まれるリーダーのもとで働く従業員に
は、当該リーダーが保持する価値観に従
うことへの強いプレッシャーが課される
ことになる。このようなケースは、前２
者とは明らかに異なる、第３のテレオパ
シーに該当する。ここで示した文脈に
沿って見たとき、本件におけるＣ氏の行
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政府や企業活動では手の届かない社会的課
題を解消するというNPOの組織ミッション
と、それに基づいた社会的サービスの提供とい
うNPOの機能を考えると、NPOのサステナビ
リティという問題は、社会全体にとって極めて
重要であるといえる。特に、ミッションに掲げ
る社会的課題の解決がなされていないのに、経
済的問題などで活動が続けられなくなるという
ような状況において、NPOのサステナビリティ
が問題となる。NPOのサステナビリティが重
要視される中で、海外においては、NPOが、
その生き残りや成長をかけて、ソーシャル・エ

１．はじめに
海外では、NPOのサステナビリティ（持続

可能性）に関する議論が増加している。特に、
寄付金や会費といった慈善的資源をめぐる競争
環境の激化（Foster et al., 2009; Weerawardena 
et al., 2010）、 政 府 の 補 助 金 削 減（Stecker, 
2014）、資金不足とスケールアウトの困難性

（Reficco et al., 2021; Peng & Liang, 2019）、
後継者不足と事業承継計画の未実装（McKee 
& Froelich, 2016; Santora et al., 2015）など、
NPOのサステナビリティにおけるボトルネッ
クが指摘されている。

関西大学商学部　教授 横　山　恵　子
Kansai University, Professor Keiko Yokoyama

金城学院大学国際情報学部　教授 小　室　達　章
Kinjo Gakuin University, Professor Tatsuaki Komuro

ABSTRACT
In this paper, we examine whether transforming into social enterprise （SE） is 
progressing or not, forcusing on international cooperation NPOs in Japan that have 
maintained sustainability. In summarizing the discussion so far, we conceptually define 
transforming into SE of NPO and present a framework for understanding it. As a 
result, Japanese international cooperation NPOs have not progressed to SE, their profit 
margins on business revenues are extremely low, and their sociality is guaranteed, 
indicating that traditional financing plays a large role.

キーワード
NPO　ソーシャル・エンタープライズ　サステナビリティ　国際協力

日本の国際協力NPOのソーシャル・エンタープライズ（SE）化：
事業収入の視座

Social Enterprising in Japanese International Cooperation NPO:
From the Perspective of Profitability
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ンタープライズ（SE）に変容してきているこ
とを指摘する論文が出てきた。つまり、NPO
のサステナビリティとNPOのSE化について論
じる議論である（Peng & Liang, 2019）。

しかしながら、日本においては、NPOのSE
化という現象に関する報告や議論は見られな
い。もちろん、安定的な経済的収入がNPOの
サステナビリティには深く関わっているため、
NPOの収益性を高めるための実践的書籍は見
られる（後・藤岡, 2016）が、日本において
NPOのサステナビリティとSE化の概念や関係
性について、論じられてきていない。その理由
として、SEとはどのような現象であるのかが、
いまだに不明瞭であるため、果たして、SE化
という現象が起きているかどうかの判別ができ
ないことが挙げられる。

したがって、本研究では、NPOのSE化の意
味するところの検討、日本のNPOにおけるSE
化の実態、サステナビリティとの関係といった
点について検討する。そこで以下では、日本に
おけるNPOのサステナビリティに関する議論
と、NPOのSE化に関する先行研究を概観し、
NPOのSE化の意味を明らかにし、NPOのSE化
を捉える枠組みを提示する。また、NPOのSE
化を捉える枠組みを補足するための事例検討と
して、国際協力NPOを取り上げる。国際協力
NPOが社会的サービスを提供するには大規模
な資金を必要とするため、彼らにとってサステ
ナビリティの問題は深刻だと考えられるからで
ある。

２．先行研究の検討
２－1．�NPOのサステナビリティに関する日本

の研究
日本では、NPOのサステナビリティに関し

て、資金面から検討されたものが多い。田中ほ
か（2008）は、多くのNPOが訴える資金不足

の実態と構造を定量的かつ定性的に明らかにし
ている。その中で、経常収支差額をごく少額に
抑制しようとする傾向がみられるとして、サス
テナビリティの観点からは、これまでとは異な
る内部留保への積極的な考え方が必要であるこ
とを示した。

馬場ほか（2010）では、これまで、事業収
入のような自律した財源を伸ばすべきといった
指摘や、寄付や会費などの多様な財源も確保す
べきといった指摘など、様々な議論が行なわれ
てきたとした上で、NPO法人の収入構造と財
務的持続性の関係について、NPO法人財務デー
タベースを用いて、計量モデルによる実証分析
を行っている。その結果、短期持続性について
は事業収入を集中的に拡大することが有効であ
り、中長期持続性については寄付金や会費など
の多様な財源を獲得することが有効であること
を示した。馬場・山内（2011）は、財務指標
分析を適用して現状の収入状態を計量的に把握
した上で、NPOのサステナビリティを高める
ための戦略として、事業収入等を伸ばして主た
る財源を確保するとともに、そのキャッシュ・
インフローが続いている間に、反対給付が求め
られず自由度が高い会費や寄付などの多様な財
源を確保することにより、支払手段や内部留保
を確保するというキャッシュフロー戦略を提示
している。

浅野ほか（2000）は、組織としてリーダー
を育成する仕組みが不足していることを指摘し
ている。野口（2015）は、NPOという組織の
特徴として、ボランティアスタッフに代表され
るように、組織成員のコミットメントの自由度
が高いことが、裏を返せば、組織的拘束力の弱
さにつながり、NPOのサステナビリティの面
では課題になっていることを指摘した。その上
で、NPOの組織ルーチンの形成と、付随する
ガバナンス機能の重要性を指摘している。
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このように、日本におけるNPOのサステナ
ビリティに関する議論は、資金面からの定量的
な検討か、わずかな組織論的な検討しか存在し
ない。

２－２．�NPOのソーシャル・エンタープライ
ズ（SE）化に関する研究

しかしながら、海外の論文に目を向けれ
ば、NPOのサステナビリティについて、事
業承継に着目して検討するものや、NPOが
ソーシャル・アントレプレナーシップを発
揮 し て、SE化 す る こ と を 示 す も の な ど、
様々な点から分析する研究が登場してきてい
る（Li, 2019; Santora, et al., 2015; Froelich, 
et al., 2011; Balser & Carmin, 2009; Zhang & 
Swanson, 2013; Reficco, et al., 2021）。

本稿では、NPOのSE化に着目するが、NPO
におけるソーシャル・アントレプレナーシッ
プは、学術研究と実践の両方において重要な
領域として浮上している（Zhang & Swanson, 
2013）。Lyons et al.（2010）は、NPOに社会企
業家の原則を適用すると、NPOのビジネスモ
デルのサステナビリティを向上させると同時
に、管理能力を強化し、ミッションを強化でき
ると指摘した。

Peng & Liang（2019）は、NPOからSEへの
変容が、ソーシャル・イノベーションやサステ
ナブルな発展の重要なプロセスとして認識され
ているとし、また実際に多くのNPOが、SEに
変容してきたとする。1990年代後半に、多く
の国が経済的低迷に直面し、しかし社会的厚生
への需要は増え続けた。Defourny & Kim（2011）
は、そのような中で、多くのNPOがSEへと変
容して、社会問題の有望な解決策を提供したと
論じている。

Zhang & Swanson（2013） の 研 究 で は、
200名あまりのNPOの上級管理者を対象にマネ

ジメントの状況を把握しているが、サステナ
ビリティの問題が、マネジメント上の懸念事
項のトップに位置していて、これらの組織の
多くは、予想される資金不足を埋め合わせる
ために、収益を生み出すビジネスストリーム
を確立しようとしているとした。Swanson & 
Zhang（2010）では、社会的目的とビジネス目
的の両方を同時に追求する組織を、社会企業家
ゾーンにいると規定して、非営利組織にインタ
ビューを行い、その70％以上が、社会企業家
ゾーンに位置していることを示唆した。このよ
うに、事業収入の増大という方向性で、NPO
のSE化を論じる動きが出てきている。

一方で、NPOのSE化に対して、マーケット
フォーカスになりすぎるということを問題視
する向きもある。（Dart, 2004; Eikenberry & 
Kluver, 2004）。NPOは、その商業活動をミッ
ションに結び付ける能力に問題があり、新しい
モデルを採用する上で経済的なリスクがあるこ
と、また倫理的ジレンマが生じる可能性や、中
核的な社会的ミッションを見失うという「ミッ
ションドリフト（mission-drift）（1）」につなが
る可能性があるという議論が展開されてきた

（Foster & Bradach, 2005）。
多くのNPOがSEに変容してきている原因に

関しては、下記のような論考がなされてきた。
Weerawardena et al.（2010）は、経済が低迷し
て、資金調達が難しくなり、競争的な環境に陥
ると、NPOはマネジメントの戦略と操業レベ
ルの両方において、組織のサステナビリティに
フォーカスすることを強いられるとした。彼ら
は、オーストラリアのNPOの10の事例研究よ
り、NPOはサステナビリティのために、アン
トレプレナー的な事業戦略を採用して、財務的
安定性を目指した事業戦略を採用するようにな
り、多様なイノベーション戦略を導入するよう
になるとした。
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に進むべきであり、NPOセクターの寄付・会
費・補助金といった伝統的な資金調達モデルは
壊されるべきだと主張する研究さえ存在する

（Stecker, 2014）。このように、近年、海外で
は、NPOのサステナビリティとNPOのSE化に
関する研究が見られるようになってきたが、何
をもってSE化とするのかは不明瞭なままであ
る。

２－３．�ソーシャル・エンタープライズ（SE）
とは何か

SEを定義することは非常に難しく、論文の
数だけ定義が氾濫している。しかし、先行研究
の全てに共通する点として、個人や株主利益の
創造よりも、社会的価値創造を第一優先にする
こと、および、現存する企業や実践の模倣では
なく、イノベーションや新しい何かを創造する
活動として特徴づけられている（Austin et al., 
2006）。特に、Short et al.（2009）が指摘する
ように、新しい方法で、資源を結合させ、価値
を創造するプロセスであり、これらの資源の結
合は、社会的変化を刺激（促進）することに
よって、もしくは社会的ニーズを満たすことに
よって、主に、社会的価値を創造する機会を探
索し活用するために、意図的になされるプロセ
スであり、サービスや商品の提供や、新しい組
織の創造を含むものである。また、国内の研究
では、米澤（2013）が、SEの特徴として、組
織の編成原理や組織形態のハイブリット性を指
摘している。

そもそも、SEの議論が始まった土壌はNPO
からだと指摘されている。SEの概念は、NPO
の実態を検討する中で発展したが、現在では営
利と非営利の両極の組織が含まれるとされる

（Dees, 1998; Mort et al., 2003; Weerawardena 
& Mort, 2006）。NPOがそのミッションを支
持・支援するために商業活動を活用すること

NPOのSE化に関する研究で、よく取り上
げられる視点の一つに、社会企業家的な意
図（social entrepreneurial intention: SEI）があ
る。Mair & Noboa（2006）が、entrepreneurial 
intentionに基づいて議論を展開して、SEIモデ
ルを提示した。SEIが形成されるプロセスの最
初に、行動に対する態度の代理変数としての

「共感」、社会規範の代理変数としての「道徳的
判断」、内部的行動コントロールの代理変数と
しての「自己効力感」、外部的行動コントロー
ルの代理変数としての「ソーシャルサポート
の存在の認識」の４つが必要であるとしてい
る。このSEIモデルをもとに定量調査している
研究が見られる（Hockerts, 2017）が、Peng & 
Liang（2019）もSEIモデルを参照した上で、台
湾のNPOのスタッフを対象に、共感、社会的
責任、ソーシャルキャピタルのSEIへの影響を
定量的に検討している。またTan & Yoo（2015）
は、NPOが新たにソーシャル・エンタープラ
イズを開始する意図に影響を与える要因を定量
的に調査して、商業経験のあるCEOが率いる
NPOと、高い集合的有効性と組織の革新性を
有するNPOがSEを開始する可能性が高いこと
を明らかにしている。

他の実証研究としては、資金不足とスケー
ルアウトの困難という、ボトルネックを解決す
るために、ビジネスモデル・イノベーション
が必要だとして、それに成功した事例をもと
に、どのように実践していったのかを定性的
に研究した、シングルケースによる、探索的
事例研究がある（Reficco et al., 2021）。その結
果、ピープルイベント、挑戦的コンテキスト
といったイベントが、ビジネスモデル・イノ
ベーションの主要な推進力になることを示して
いる。

NPOがサステナビリティとミッションドリ
ブンの成功の双方を手にするためには、SE化
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ンが中心的役割を果たすとともに、ソーシャ
ル・ミッションを追求するソーシャル・アント
レプレナーの個人的特性（ダイナミズム、創造
性、リーダーシップ）にも、焦点が当てられた。
Schwab財団やAshoka財団によるソーシャル・
アントレプレナーへの支援提供が、この考え方
を後押ししたとする。

Alter（2006） は、 全 て のSEは、 ソ ー シ ャ
ル・プログラムによる社会的価値とビジネス活
動の経済的価値の双方を獲得するが、それら
両者の統合レベルによって、３つのSEモデル
を示した。その３つのSEモデルを、Defourny 
& Nyssens（2010）が示した商業化スクール
の「commercial non-profit approach」内で分類
している。つまり、この１領域のSEでさえ、
さらに細分化してとらえることができるので
ある。３つのSEモデルとは、埋め込まれた
SE（Embedded Social Enterprise）、 統 合 さ れ
たSE（Integrated Social Enterprise）、外的SE 

（External Social Enterprise）である。
Choi & Majumdar（2014）は、SEの中核に

位置するソーシャル・アントレプレナーシップ
概念について、理論的に検討して、本質的に紛
争の的となる概念とみなすことができ、皆に承
認されるような普遍的な単一の定義は不可能で
あるとした。その上で、ソーシャル・アントレ
プレナーシップ概念を、サブ概念から構成され
るクラスター（複合体）として理解する道があ
るとした。サブ概念とは、社会的価値創造、社
会的企業家（ソーシャル・アントレプレナー）、
社会的企業家組織（≒SE）、市場志向、ソー
シャル・イノベーションである。

以上のように、SEの定義は多様性に富み、
SEかどうかを判断する上では、各文脈や研究
目的に照らして、議論を詰めていく必要がある
と言えよう。

が、SEの最初の、そして依然として支配的な
考え方だとしている。

Defourny & Nyssens（2010）は、SEの議論
を３つの学派に分類した。①EMESアプロー
チ（The EMES Approach of Social Enterprise）
② 稼 得 所 得 ス ク ー ル（The ‘Earned Income’ 
School of Thought）、③ソーシャル・イノベー
ション学派（The ‘Social Innovation’ School of 
Thought）である。彼らは、長い歴史を有する
NPOセクターの新しい動きとして、欧州で生
まれた、SEに関する研究ネットワークである
EMES（L’émrgence des Entreprises Sociales en 
Europe）が提示した概念を、①EMESアプロー
チとした。ヨーロッパでは、市場から排除され
た人々の雇用や教育といった解決策としてSE
が注目された。そのSEは、連帯経済の流れを
汲み（2）、社会的インクルージョンを掲げた活動
を主として展開している。

次に、NPOがミッションのために商業活動
を用いる考え方から発生した学派について、②
稼得所得スクールと名づけた。この学派では、
非営利団体が行う慈善事業を支援するために収
益を生み出すために行われる収益ビジネスまた
は戦略や、社会的サービスを有料・有償で提供
する事業型NPOがSEと考えられている。その
後、社会的サービスを市場の経済活動を通して
行っていれば、NPO以外の組織もSEに該当す
ると解釈されるようになった。彼らは、前者の
NPOにフォーカスした捉え方を、「commercial 
non-profit approach」と呼び、後者のより広範
な捉え方を「mission-driven business approach」
と呼ぶ（3）。

最後に、市場のメカニズムが社会的正義を
果たす上でもベストだとする立場であり、社会
変革に向けて企業家的要素とイノベーションを
強調する考え方を、③ソーシャル・イノベー
ション学派とした。ソーシャル・イノベーショ
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３．本研究の分析枠組み
３－１．本研究の焦点とリサーチ・クエスチョン

ここまでの先行研究の検討を通して、以下
のことがわかった。NPOのサステナビリティ
の問題が、世界的なテーマになっているが、日
本での研究は進んでいるとは言いがたい。特
に、海外で論じられている、既存NPOのSE化
について、日本では検討されていない。

しかしながら、NPOのSE化に関する海外の
研究においても、SEが何を意味するのかは明
確ではなく、そもそも統一的、普遍的な定義は
存在しない。そのような中で、既存研究では、
NPOのSEIを探求するものが多く見られた。た
だし、意図の研究は、回答者の意向を判断して
いて、結果としてのSE実態を検討したもので
はない。

またReficco et al.（2021）は、成功事例のビ
ジネスモデルの変化を丹念に追っているもの
の、明確なSE基準を提示せずに、スケールア
ウトしたことについて、社会的価値および経
済的価値双方が拡大したととらえ、SE化と把
握して検討している。Tan & Yoo（2015）は、
NPOが新しいSEを設立する意向をもってSE
化ととらえ、計測している。以上のように、
NPOのSE化が意味するところは、明らかでは
なく、各論文の中で規定されながら論じられて
いるのが現状である。

したがって、本研究では、以下の点を明ら
かにする。

（１）�NPOのSE化とは、何を意味するのか。
何をもって判定するのが妥当なのか。

（２）�日本でNPOはSE化しているのか。SE
化の実態把握のための枠組みを提示
する。

３－２．NPOのSE化基準
NPOのSE化を規定する上で、Defourny & 

Nyssens （2010）の３つの学派と関連する議論
を再考したい。詳細かつ具体的なSE基準とし
て、①EMESアプローチのEMASのSE基準があ
げられるだろう。それは９つあり、「経済的基
準」と「社会的基準」とに大別される。経済的
基準には、⑴財・サービスの生産・供給の継続
性、⑵高度の自律性、⑶経済的リスク、⑷最小
量の有償労働の４つがあり、社会的基準には、
⑸コミュニティへの貢献、⑹市民による設立、
⑺資本所有に依拠しない意思決定、⑻影響を受
ける人々の参加、⑼利益分配の制限の５つがあ
る（Borzaga & Defourny 2001）。しかしながら、
この基準は、ヨーロッパのアソシエーション組
織や協同組合を念頭に検討されたものであり、
日本のNPOの議論にはなじまない。

次に、②稼得所得スクールの、NPOにフォー
カスした捉え方である「commercial non-profit 
approach」の考え方を検討する。NPOのSE化
を考える上では、NPOを土壌としたSE議論か
ら、SE基準を検討することが望ましいだろう。
Besley & Ghatak（2017）は、SEとNPOは、究
極的ゴールとしてソーシャル・ミッションを認
識している点で類似しているが、SEは財政的
サステナビリティを追求する点が異なるとし
た。ここでの、SEが財務的サステナビリティ
を追求するということは、従来の寄付や会費、
補助金や助成金に依存するのではなく、市場
ベースでの収入を獲得することを意味してい
る。Defourny & Nyssens（2010）によれば、
組織がSEとしての資格を得るには、総収入の
かなりの部分（通常50％以上）が市場ベース
でなければならないことが広く受け入れられて
いるとする（4）。

最後に、③ソーシャル・イノベーション学
派で検討されるSE基準を考えてみよう。ここ
での、SEの特徴は「社会性、市場志向、イノ
ベーション」であり、多くの社会起業家は、
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入を意味するとは限らない。後・藤岡（2016）
は、NPOの収入をわかりやすく整理している。
どこから得た収入かで、民間資金と公的資金に
分け、さらにどのように得た収入かで、稼いだ
収入（事業収入）ともらった収入（会費、寄付
金、助成金収入）に分け、この２軸で整理して
いる。そうすると、稼いだ収入（事業収入）に
は、公的資金（政府行政セクター）からの委
託金やバウチャー収入と、民間資金（個人、
企業、NPO）からの料金や代金収入が含まれ
る。現に、あるNPOの決算の中では、事業収
入に、行政からの事業委託収入を含めている。
しかしながら、本稿では、あくまでも、民間資
金からの料金や代金収入を市場ベースの収入と
とらえて、実態把握を行う。

４．事例分析
４－１．事例の選択基準

本稿では、日本の国際協力NPOにおけるSE
化を検討する。社会的サービス提供のために大
規模な資金を必要とする上に、もともと事業収
入比率が少なく平均で３割に満たない分野で
ある（日本のNPO全体では約６割、田中ほか 
2008）。一方でフェアトレードなどわかりやす
い事業収入を抱えているため、変化を追跡しや
すい。本研究では、設立年で世代の異なる国際
協力NPOを選んだ（5）。

取り上げるNPOは、設立年順に以下の通り
である。NPO法人シャプラニール＝市民によ
る海外協力の会（SPL, 1972年）、認定NPO法
人日本国際ボランティアセンター（JVC, 1980
年）、認定NPO法人アクセスー共生社会をめ
ざ す 地 球 市 民 の 会（ACC, 1988年 ）、NPO法
人 ピ ー ス ウ ィ ン ズ・ ジ ャ パ ン（PWJ, 1996
年）、認定NPO法人かものはしプロジェクト

（KMH, 2002年）、NPO法人 TABLE FOR TWO 
International（TFT, 2007年 ）、NPO法 人 パ ル

これらの次元間を動的に移動し、社会的影響
を最大化し変化をもたらすことを目指してい
る（Nicholls & Cho 2006）。日本において最も
普及した定義である、谷本（2006）の社会性、
事業性、革新性という３つの軸の議論も、ここ
に位置するであろう。NPOとして存続してい
る限り、ソーシャル・ミッションを掲げて、組
織運営されてきているということで、社会性と
事業性は担保されている。したがって、NPO
のSE基準として重要になってくるのは、革新
性を測定するということになるが、ソーシャ
ル・イノベーションの把握は難しい。特にSE
研究の中では、知識や認知的枠組みの変革も
ソーシャル・イノベーションとして把握されて
いることもあり（例えば、谷本ほか 2013）、曖
昧性が高く、判断基準として用いることは難し
い。

したがって、本研究においても、NPOのSE
化とは、「市場ベースの事業収入が、（総収入の
50％以上に向けて）増加していくこと」と定
義したい。「市場ベースの事業収入を拡大させ
る」ための戦略的手段として、Stecker（2014）
は、５つの実行可能なモデルを提示している。
ブランド化された商品を売ることを強化するこ
と、サービス料金をとるアプローチを取り入
れること、分離した商業的企業を設立するこ
と、ハイブリッドSEを設立すること、非営利
から営利ビジネスへ変異することである。

以上の検討から、本研究では、問い（１）の
基準として、NPOのSE化を、「市場ベースの
事業収入の割合が増えること」とするわけだ
が、具体的には、市場ベースの事業収入の規模
と、経常収入に占める事業収入比率の推移とで
検討する。他にも、収入や費用の費目を用い
て、NPOのSE化を捉え、社会性、事業性を検
討する枠組みを提示する。

なお市場ベースの収入とは、単純に事業収

‒ 181 ‒



４－２．事例分析
（１）�「事業収入比率、事業収入規模、経常収

入」とそれらの推移
図表２は、縦軸が事業収入額、横軸が事業

収入比率、円の大きさが経常収入である。2010
年度から2018年度の推移に向けて、円の色が
濃くなっている。この表からわかるとおり、事
業収入比率は、TFTをのぞき、全法人が50％以
下であり、また増加してもいない。PRC2014、 
KMH2010、ACC2010だけが、唯一、50％前後
にあっただけであり、それらも2018年度には
減少している。

日本の国際協力NPOは、SE化してきていな
いことが、この表から判明する。なおPWJは、
事業収入規模は増えてきているが、経常収益の
伸びがそれを上回っていることで、事業収入比
率は減少傾向になっている。TFTのみ、事業収
入比率が極めて高く、事業収入規模も事業収入
比率も増加させていて、もともとSEと認識す
ることができたが、その傾向を強めていること
がわかる。

シック（PRC, 2008年）の７法人である。事例
の検討では、ホームページで公表されている
データを活用した。各団体の概要については、
図表１の通りである。これらの法人は、設立か
ら長期存続していて、サステナビリティを保持
しているものとして把握する。これらの法人の
サステナビリティの保持とSE化との関係につ
いて検討する。

なおこれらの団体の2010年、2014年、2018
年（KMHだけは2017年）の３カ年の公開デー
タを活用して、市場ベースの事業収入比率（＝
事業収入/経常収入*100）とその推移で、SE化
判定を行う。また事業収入利益率（＝事業収入
－事業費用/経常収入*100）、全事業費比率（全
事業費用/経常費用*100）といった数値を使用
しながら、日本の国際協力NPOのSE化と、関
連する留意点、今後検討すべき点を明らかにす
る。

図表１：国際協力NPO法人の概要
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図表２：「事業収入比率、事業収入、経常収入」とそれらの推移

図表３：「事業収入比率、全事業費率、経常収入」とそれらの推移

経年変化として、ほとんどの法人で、全事
業費比率は伸びている。社会的サービスに多く
の資金を投入していることが見て取れ、NPO
としての存在意義である社会性が担保されて
いる。ここで気になる動きを見せているのは、
JPF、KMHとTFTである。JPFとKMHの事業収
入比率は落ちているが、経常収入は増加し、全

（２）�「事業収入比率、全事業費率、経常収入」
とそれらの推移

図表３は、図表２の縦軸を事業収入規模か
ら全事業費率に変えたものである。ここから読
み取れることは、経常費用のうち全事業費の占
める割合が、全法人で６割以上あり、残りが管
理費ということになる。
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５．ディスカッションと結論
以上から、取り上げた国際協力NPOの中

で、SEとして認定できるのは、TFTのみとい
うことになるだろう。また各種の検討で動きが
大きい法人のケースを踏まえて補足説明すれ
ば、以下のとおりになる（6）。

TFTは、寄付型事業収入の１口である20円の
中で、管理費と事業費の割合を決めており、こ
の安定的な収入構造が、安定した事業運営を可
能にしている。この課金構造も含めたビジネス
モデルが革新的だと解釈できるだろう。

PWJは、全ての規模が伸びてきているが、
ピースワンコ事業によってふるさと納税を受け
取るようになる2014年度から経常収入が大幅
に伸び、それらはフェアトレードの伸びを上
回っている。また事業に費やす費用も増大して
いる。

マーケットベースの事業収入の大きな割合
を占めるフェアトレード事業については、ほと
んどの法人で赤字運営が続いていることがわ

事業費率も増加している。一方のTFTの事業収
入比率は増加しているが、全事業費率は減少傾
向にある。全事業費の割合の妥当な数字につい
ては、今後データを集めて検討する余地がある
が、余裕をもった管理費を維持することは安定
運営につながるだろう。

（３）�2018年度の「事業収入利益率、事業収入
比率、事業収入規模」

図表４は、2018年度のみの数値である。
KMHだけが2017年度数値となる。またACCと
JVCは（1）と（2）があるが、ACC（1）は海外
スタディツアー、ACC（2）はフェアトレード、
JVC（1）はカレンダー販売、JVC（2）はコン
サート収入である。横軸の事業収入利益率に
注目したい。６法人のうち５法人が、マーケッ
トベースの事業単体で、利益率が５％以下で
あり、ほとんどのフェアトレードは赤字構造
に陥っていることがわかる。ここでもTFTは際
立って安定している。

図表４：2018年度の「事業収入利益率，事業収入比率，事業収入」
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注
（１）	� ミッションドリフトとは、本来行うべき

社会的活動以外の事業活動に資源を集中
させた結果、当該組織のミッションから
遠ざかってしまう問題を意味する。詳し
くは、Foster & Bradach（2005）を参照。

（２）	� 連帯経済とは、市場競争から落ちこぼ
れ、政府などによる公助も行き届かない
人々の増加を背景に、人々が助けあっ
て経済活動を営む考え方である。詳しく
は、Defourny & Nyssens （2010）を参照。

（３）	� ここでいうmission-drivenとは、当該組
織における意思決定や行動がミッション
に向かっている状態のことを意味してお
り、社会的課題の解決というミッショ
ンに動機づけられたビジネスの取り組
みを mission-driven business approachと
いう。詳しくは、Defourny & Nyssens 

（2010）を参照。
（４）	� NPOが慈善寄付に依存する可能性は、

低 く な っ て い る（Battilana & Dorado, 
2010）。世界12か国の調査によると、平
均すると、寄付はNPOの収入の23％に
すぎず、資金の最大のシェア（43％）は、
事業収入から来ている（Salamon et al., 
2012）。NPOは、商品やサービスをクラ
イアントに提供することにより、市場で
活動する能力を進化させ、発展させてき
たと言えよう（Reficco et al., 2021）。

（５）	� NPO法人国際協力NGOセンター（2016）
では、日本の国際協力NPOを第一世代
から第五世代まで世代分けして、特徴を
概観している。

（６）	� 各NPO法人のホームページ上の公開
データを用いて補足説明している。

かった。
サステナビリティのためにNPOのSE化が進

んでいるという論文がある一方で、アメリカの
大規模NPOについては、それらが長期存続し
てサステナビリティを保持する上では、会費や
寄付金、助成金といった、NPOに典型的・伝
統的なファインドレイジングに変わらず依存し
ているというデータも存在する（Foster, et al., 
2009）。日本の国際協力NPOについても、創立
当初からSEとみなされていたTFTを除いた６
事例において、SE化が進んでいないこと、規
模の大きさの維持・発展というサステナビリ
ティは、アメリカ大規模NPOと同様に、典型
的・伝統的な収入でまかなわれていることが判
明した。

本研究の理論的含意としては、先行研究の
検討により、NPOのSE化を「マーケットベー
スの事業収入の割合の増加」と規定した点と、
その考え方に基づき、各種データ（事業収入比
率、事業収入規模、経常収入、全事業費率、事
業収入利益率）でマッピングする枠組みを提
示することで、サステナビリティの点から各
NPOの状態をわかりやすく示すことができた
点にある。

実践的含意としても、図表化することによ
り留意すべき点が明確になり、研究者にとって
は典型例や特異な例を調べやすくなることがあ
げられる。また実務家にとっては、同業他社と
の比較に基づくわかりやすい現状把握と、サス
テナビリティに向けた今後の資金調達戦略を考
える上での一資料になろう。
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ABSTRACT
It is common knowledge that the Japanese economy has been in a long-term stagnation 
for the past 10 to 20 years. A company that is to continue its past growth must increase 
productivity by adding value. Innovation is essential for this.
Protracted economic decline is indicative of impaired management capability. Using 
various data showing corporate activities in the Japanese economy since the beginning 
of the twenty-first century, I investigate management attitude toward and the decisions 
made regarding innovation. I find that less creative innovation is consequent to, among 
others, management indecisiveness in taking risks and complacency in promptly 
acknowledging the importance of emerging IT or digital technologies. 
I conclude that there is a lack of proper incentives for technological innovation in 
information and communication technologies. The results highlight the significance of 
innovation for companies from the perspective of corporate governance and business 
ethics.
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ルがiPhoneで、携帯電話にデジタル技術とイ
ンターネット技術を結合させ、携帯情報端末と
いう新しい価値を見出したのに日本企業はそれ
が出来なかったのか、またGAFAのように、イ
ンターネットというデータのもたらす無尽蔵の
価値の存在を認識し、それをビジネスモデルに
まで結びつけることができなかったのだろう
か。

筆者は、日本企業の課題は、技術力そのも

１．はじめに
1980年代に「ジャパン・アズ・ナンバーワ

ン」といわれた日本企業は、その後のバブル崩
壊後、失われた10年とも20年ともいわれるよ
うに長期の停滞に沈んだ。往年の日本製品は、
次々と競争力を失い、ＩＴ化・デジタル化とと
もにGAFA等に大きく差をつけられている。

何故、日本企業は、当時、アップルと同様
に同じ実現可能な技術力を持ちながら、アップ

なぜ、イノベーションが生まれないのか
―  経営力に課題はなかったか  ―

Where is the innovation?
－Is management at fault?－
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のよりも、むしろ、その技術力をビジネスモデ
ルにまで結びつける“経営力に課題があったの
では”との疑問を感じ、日本企業がとったこれ
までのイノベーションに向き合う経営姿勢や経
営判断を探ってみることにした。

「イノベーションとは」、しばしば技術革新
と訳されるが、それは、技術を育て、市場への
出口を創り、社会を動かすという長いプロセス
を経て成就されるが故に、科学技術力だけでは
なく、それをマネッジメントする能力、つまり
企業経営全体にかかわる問題であり、その経営
力が問われる所以である。

本稿の命題である、“経営力に課題があった
のでは”との疑問を解くために、2000年代以降
の企業活動の結果の証ともいえる、「GDPや労
働生産性の推移」、「設備投資・研究開発投資」
等、その他幾つかのデータ・資料を検証するこ
とによって、これまで、日本の経営者がどのよ
うにイノベーションと対峙し、どのような経営
判断をしてきたかを探ってみた。

後半は、「企業統治」が求めているイノベー
ションへの期待や課題に触れ、また「企業倫理」
という視点から企業がイノベーションを通して
大きな役割を果たすことが期待されていること
にも言及した。いずれにおいても、そこに「経
営力」が深く関わってくることを知ることにな
る。

２．先行研究
失われた20年の日本経済の構造的要因を調

べた、深尾京司（2012）は「日本経済の停滞
の要因を、需要面からみると、需要不足と民間
貯蓄の貯蓄超過にあるとしている。1990年代
半ば以降、家計貯蓄は減少の一途をたどるもの
の、企業貯蓄は、それとは正反対に、逆に上昇
している。しかし、その企業貯蓄は設備投資に
は回らず、負債の返済に充てられており、全体

としては貯蓄超過の状態が続き、結果的に需要
の停滞を招いた。また、供給面からは、生産性
の停滞をその要因としてあげ、情報通信技術投
資や一部の無形資産投資の遅れがその背景にあ
る」と指摘している。ただ、筆者が命題として
取り上げた、経済停滞をもたらしたこれらの要
因と、その当時の経営者の経営判断との関係性
に触れるような記述は特にない。

今日の日本企業が抱えているイノベーショ
ンに内在する課題を、原田勉（2014）は、「イ
ノベーションは、成功確率が低く不確実性の高
い中での戦略的意思決定が求められる」とし、
青島矢一（2019）は、「破壊的イノベーション
のリスクの大きさから企業が投資に躊躇し、余
剰があっても、人・モノ・金といった資源に
“結合不全”が起こっている」と、日本企業が、
時代の変化と技術の進歩に適切な判断が出来な
いでいることを指摘している。これは、クレイ
トン・クリステンセン（2001）が、「既存の大
企業は“持続的技術”に重きを置き、“破壊的技
術”には懐疑的で新技術の重要性を見逃し、新
ビジネスを敵視する過ちを犯す」と述べたこと
にも通じている。

橋本正洋（2019）は、「日本企業には、後に
述べる“技術経営力”が不足している」と第一に
その課題を掲げ、そのうえで、「iPhoneという
爆発的市場を認知できる人が社内にいなかった
として、イノベーションの成否は、“イノベー
ションを担う尖った人材”を活用し、破壊的イ
ノベーターを社内に止め於けるか否かにかかっ
ている」と語っている。

国領二郎（2006）は、今日の情報通信技
術がもたらす産業界の変化を、「各企業がモ
ジュール化と言われる得意領域に経営資源を集
中し、それ以外は大胆な提携によって他社資源
を活用するオープン型経営を採用し始めてお
り、日本型の囲い込み経営の修正が迫られてい
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る」と分析し、イノベーションが、これまでの
自前主義による技術開発だけでは、技術進歩の
変化についていけないことを示唆している。

イノベーションを語る時、最近とみにその
重要性が注目されている、「技術経営」につい
て、宮永博史（2014）は、伊丹敬之との共著

『技術経営を武器にする』で、経営者が留意す
べき基本的要件を述べている。それは、「“技
術経営”とは、“技術の俯瞰図”を持つことであ
り、具体的には、１．科学の本質的動向を把
握する、２．産業の技術進歩の大きな地図を
描く、３．社会のニーズの大きなうねりを察
知する、４．自社の発展方向のビジョンを構想
すること」であるとし、そのためには、「まず
自社に蓄積された技術を把握し、特に、“筋の
良い技術”を見極めること」の重要性を説いて
いる。「“筋の良い技術”とは、①科学の原理に
照らして、原理的深さを持っている、（一時的
なブームに終わることのない長続きする技術）
②社会のニーズの流れに照らして、人間の本
質的ニーズに迫っている、③自社の戦略に合
致し、事業として展開のポテンシャルが大き
い、④技術を担う人材が存在していること」と
説明している。

本稿は、企業がイノベーションを創造して
いく上での「経営者の経営力」を問うている
が、宮永の「技術経営」の視点から述べた指摘
は、その要諦を適格に語ってくれている。本
稿では、「経営者の経営力」とは、経営トップ
の立場から、科学の動向、市場の変化、そして
技術の進歩を洞察したうえで、自社の「筋の良
い技術」を見極め、イノベーションの創発に向
けて自社のあらゆる資源と組織を結集してイノ
ベーションを結実させるマネジメント力、と意
義付けたい。この点は、これから筆者が記述を
重ね、筆者の命題を検証するうえでの重要な判
断の拠り所となっていくことになる。

２．１　�先行研究を日本企業の組織文化から読
み解く

心理学者G・H・ホフステッドは、1970年代
に多国籍企業（IBM）に勤務する従業者を対
象に、各国の組織文化の違いについて調査を
し、日本企業の組織文化の特徴を、「“集団主
義”を重視し、“不確実性の回避”が高い」と報
告している。（海野素央・鈴木了符子・2002）

２．１．１　集団主義
橋本は、「イノベーションの成否は、“イ

ノベーションを担う尖った人材”を活用し、
破壊的イノベーターを社内に止め於ける
か 否 か に か か っ て い る 」 と 指 摘 し た。 し
かしながら、日本企業の組織文化、「集団主義」
は、個人よりも組織の論理を優先し、集団目的
の成就を図るためには、集団の調和的、同調的
関係を求め、多様性を混乱や不安定と受け止め
それを排除する性向を持っている。それは、“イ
ノベーションを担う尖った人材”には寛容とは
言えない組織文化である。

また、国領が言う、エコシステム、オープ
ンな企業関係を推進していくには、企業内に多
様で他分野の知見を備えた異質で柔軟な考え方
を持った人材が必要であり、閉鎖的な日本企業
の集団主義という殻を破る人材が必要というこ
とである。

２．１．２　不確実性の回避
青島が指摘した、「余剰があっても革新活動

への資源の投入に結びつかない」という「結合
不全」は、明らかに「不確実性の回避」、つま
り「リスク回避」からくる行動である。

研究開発投資から始まり、事業化によって
市場導入を成功に導くまでには、成功確率や時
間軸など変数は多い。しかし、経営者に求めら
れる最も重要な資質は、リスクが絡む案件にお
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ることを下表のとおり検証している。（図２）

３．�データから見えてくる日本企業の
経営力

経済産業省は、令和元年10月に「日本企業
における価値創造マネジメントに関する行動指
針」を作成し、経営者にイノベーションに向き
合うその心構えを列挙している。

しかしながら、これは、経営者がイノベー
ション実現の為に必要とされる考え方や施策を
記述したものであり、筆者の“経営力に課題が
あったのでは”、との命題には答えを与えては
くれない。

この為、筆者の命題を検証する方法とし

いて、決断をし、実行することである。日本企
業の組織文化が、そうである様に、日本企業の
経営者は、総じて「リスク回避志向」が強いと
言われており、下記のデータがそのことを物
語っている。

①井上光太郎（2015）は、「日米企業の経営
幹部のリスクテイクの度合い」を比較し、日本
企業の経営幹部は、楽観度が低く、非常にリス
ク回避的な姿勢が強いことを報告している。（図
１）

②蟻川靖浩　et.al（2016）は、他国と比較し
て、日本の経営者のリスクテイクの低さが、企
業の付加価値創出の結果を示すROAやROEの
低さ、つまり、その収益性の低さに関係してい

図１．経営幹部個人のスタンス

出典：日本経済新聞朝刊2015.7.23、井上光太郎「海外M&Aの課題」より
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３．１　GDPから見る日本の現状
2000年～2017年の実質GDPの日、米、欧、

の各国の成長率を見てみると、総額では、日本
は1.0%と欧米と比べかなり見劣りはするもの
の、人口一人当たりの実質GDPは、1.7%と現
役一人一人では日本がむしろ勝っている。（図
３）しかしながら名目GDPで同様の比較をし
てみると印象は様変わりで、我が国のあまりに
低い成長率に驚かされる。（図４）周知のとお
り、名目GDPは物価変動の影響を受けること
から、物価変動の影響を取り除いた状態を確認
したい場合には実質GDPを用いることになる。
例えば、経済成長率を見たい時や、消費がどの
くらい増えているかなどを確認するには、実質
GDPで評価することになる。つまり、名目は
金額ベースでの評価、実質は数量ベースの評価
である。ということは、2000年～2017年の日
本の経済は、数量では伸びているものの、金額

て、「はじめに」でも触れたように、2000年代
から今日における日本企業の企業活動の結果が
類推できる様々なデータを調べることから、経
営者の経営姿勢やその判断がどのようなもので
あったかを探っていくことにする。

まずは、日本企業の成長の証である「生産
性」が経年でどのように変化してきたかを検証
することから始めたい。そして、その生産性の
源泉となるイノベーションのインプットに欠く
ことが出来ない「研究開発投資（R&D）」に、
経営者がどのような経営判断をしてきたかを見
ていきたい。成長と研究開発投資には長期的に
は一定の相関が認められていると言われている
が、竹中平蔵（1984）は、研究開発投資が、
技術進歩さらには生産性向上にとって、極めて
重要な要因であり続けているとするリンク・
Link（1982）の結論を紹介している。

図３．実質GDPの年平均成長率（2000～2017）日・米・欧の比較

図４．名目GDPの年平均成長率（2000～2017）日・米・欧の比較

出典：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング｛名目GDP＆実質GDP｝2018.９.27
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では殆ど伸びていないことを意味している。
この名目GDPの低迷は、新たな価値を生み

出し、成長を牽引する新たな製品が、長期にわ
たって生まれていなかったことを暗示してお
り、プロダクトイノベーションに課題があった
ことを示唆している。

３．２　労働生産性から見る日本の現状
厚生労働省の平成28年度版資料「我が国に

おける労働生産性の現状」によると、我が国の
労働生産性をその「水準」で見ると、日本は
OECD諸国の中において、実質・名目ともに最
も低い水準にあり、実質・名目のその差はほと
んどないことが分る。（図５）

しかしながら、労働生産性の「上昇率」を
見てみると、実質と名目の乖離が大きいことが
わかる。次頁の右図にあるとおり、我が国の実
質労働生産性は、ほぼ真ん中に位置しており、
2005年以降OECD諸国の中では、平均的な上昇
を示している。ところが、左図の名目労働生
産性を見てみると我が国は低位に停滞してお
り、左図と右図を比較すると、米国、英国など
が名目労働生産性と比較して実質労働生産性が
低いのに対して、我が国は実質労働生産性の
方が常に名目労働生産性よりも高くなってお
り、このようなことはOECD諸国の中では我が

図５．OECD諸国における労働生産性の水準

資料出所　OECD.Statをもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１）労働生産性は、マンアワーベースで算出。
　　　　　２）2005年から2013年までの平均値。

国以外には存在せず特異な現象とのことだ。名
目労働生産性は、付加価値（粗利額）を時価で
計算しているのに対して、実質労働生産性は、
付加価値を固定価格で計算している。（図６）

なぜ名目と実質の伸びの乖離が大きいの
か、この点を確認するために、同資料は、労働
生産性の変化率について、「付加価値の変化率」

「就業者数の変化率」「労働時間の変化率」「デ
フレーターの変化率」に分けて、その要因分析
を行っている。その結果、米国や英国では付加
価値の変化率が４％程度寄与する中、我が国で
は、付加価値についてはほとんど寄与がなく、
デフレーターのみ変化率に寄与している。これ
は、我が国は、付加価値がほとんど伸びない
中、実はデフレ下であった状況が労働生産性の
上昇率をかろうじて押し上げていたことを表わ
している。（図７）

付加価値の上昇に寄与する要因は、①資本
装備率の上昇の寄与、②全要素生産性（TFP）
の上昇の寄与、③労働投入の寄与の三つに分解
されるが、労働生産性の上昇は、TFPの上昇に
よる付加価値の上昇によって果たされていなけ
ればならない。

【TFPの上昇】には、「無形資産投資」が波
及効果を持つと言われているが、それは、「①
情報化資産（受注・パッケージソフト、自社
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昇している欧米諸国と対照的である。つまり、
我が国の長期生産性の低迷の要因は、付加価値
上昇の鍵を握る「情報化資産投資」や「人的資
本形成」といった「無形資産投資」を怠ってき
たことに起因していることを明示している。

（図８－２）
この2000年代というのは、IT化やデジタル

化といった「情報通信技術（ICT）」が本格的
に到来した時期である。しかしながら、すでに
見てきたように、その間、我が国の名目労働生
産性は長期の停滞を続け、付加価値の上昇をほ
とんど果たせなかった。そして、その原因の

開発ソフトウエアー）、②革新的資産（研究開
発・R&D、著作権、デザイン、資源開発）、③
経済的競争力（ブランド資産、企業の人的資本
形成・OFF-JT、組織形成・改革）からなって
いる。無形資産装備率の上昇率とTFP上昇率の
間に正の相関がみられることが検証されてい
る。（図８－１）

我が国の1990年代後半と2000年代後半にお
ける情報化資産は、ドイツ、英国、米国のそれ
と比較すると、四ヶ国中最も低く、人的資本に
ついても、我が国の上昇率は2000年代から大
きく減少しており、2000年代後半において上

図６．OECD諸国における労働生産性の推移

資料出所　OECD.Statをもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１）労働生産性は、マンアワーベースで算出。
　　　　　２）各国の2005年の値を100としている。

図７．OECD諸国における労働生産性の要因分解

資料出所　OECD.Statをもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
　　（注）　１）労働生産性は、マンアワーベースで算出。
　　　　　２）�労働生産性の要因分解は、労働生産性の変化率＝付加価値の変化率＋
　　　　　　　デフレーターの変化率＋就業者数の変化率＋労働時間の変化率で行っている。
　　　　　３）それぞれの値は2005年から2013年までの平均値。
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３．３　IT投資に対する日本企業の姿勢
情報通信技術（ICT）は、1990年代半ばのIT

化から始まり、それは、2000年代に入り本格
化する。その当時の、ITに対する経営者の意識
を知る上で、少し古いデータではあるが、経済
産業省の報告資料に興味深い分析がされてい
た。それによると、日本企業のIT投資は、北米
のそれと比較したときに、主に業務コスト削
減、省力化、ペーパレス化など、どちらかとい
えば、「守り」の投資が中心であったのに対し
て、米国のIT投資は、顧客満足度、競争優位の
獲得、売り上げ増加、新規顧客の獲得、新規ビ
ジネス・製品開発など、新たな価値創造に向け
た「攻め」の投資が中心であったことがわかる。

（図９）

一つとなったのが、前述の通り、「情報通信技
術」に欠かすことが出来ない「情報化資産投
資」、「人的資本形成」といった【無形資産投資】
への消極的姿勢である。

振り返ると、1980年代のバブル崩壊、そし
て2008年のリーマンショックのトラウマによ
り、日本企業の経営姿勢は、より潤沢な内部留
保の確保に重きを置き、売上高よりも利益確
保、成長投資よりも効率化やコスト削減、へと
移っていったと言われている。

そのような経営環境の中で、経営者は、IT化
やデジタル化の到来をどのように受け止めてい
たのか、その当時の経営者のマインドを知る上
で参考となる調査資料を次に紹介したい。

図８‒１．無形資産とTFPの関係

図８‒２．無形資産装備率の上昇率の推移

資料出所　�（独）経済産業研究所「JIPデータベース 2013」、INTAN-Invest、Corrado, Haskel, Jona-Lasinio, Iommi（2012）
“Intangible Capital and Growth in Advanced Economies”、宮川・比佐（2013）「産業別無形資産投資と日
本の経済成長」、EU KLEMSデータベースをもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成

　　（注）　上段図の無形資産装備率の上昇率及びTFP上昇率は1995-2010年の各年の値を平均している。
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化への関心は、総じて低かったように見受けら
れる。そして、ITやデジタル化が、新たな市場
を創出し、社会を動かす可能性を秘めた技術革
新であるという認識が、少なくとも当時、希薄
だったのではないかと疑われる。つまり、ITや
デジタル化に対する「科学の本質的動向」を見
損じ、「産業の技術的進歩の地図」を描けてい
なかったのではないかという疑念が生じる。事
実、３．２で見た様に、当時、欧米諸国が、既
に活発な無形資産投資を行なっていたことと比
べると、日本企業の無形資産投資への消極的な
姿勢が、そのことを端的に裏付けている。

３．５　�内部留保の増加と設備投資の減少から
推し量る「研究開発投資」

小栗崇資（2019）は、資本金10億円以上の
約５千社を調べることによって、2001年以降
の日本企業の内部留保がいかにして増加して
いったか、またそれは何故かを調べている。

過去の内部留保と設備投資の推移は、1971～
1985年は、売上高は4.7倍に増加、内部留保は
28兆円増加、設備投資は71兆円増加している。
1986～2000年は、売上高は、1.5倍に増加、内
部留保は52兆円増加、設備投資は115兆円増加
している。

３．４　デジタル化に対する日本企業の姿勢
では、IT化後に到来したデジタル化に向け

た取り組みはどうであろうか。野村総合研究所
の有賀有紀（2018）の「ユーザー企業のIT活
用実態調査」（2017年11月実施）によると、依然
としてこれまでのIT化の初期段階の経営者の意
識の枠を出ていないと次のような報告をしてい
る。

「①AIの活用についても、デジタル化への
取り組みについても、スタッフ業務を効率化す
ることへの関心の高さが目立つ。②経営者は、
IT戦略の時と同様に、デジタル化についても提
案を確認し決済する、いわゆるボトムアップで
の関わり方が多く、自らデジタル化の戦略を指
示する経営者は少ない。③日本企業の経営会議
の中でデジタル化に関するテーマが検討される
時間は、全体の5.5%で、欧米有力企業を対象
としたマサチューセッツ工科大学（MIT）の調
査結果の28％（2015年の値）と比べても極め
て低い」ということである。

これまでの、３．２、３．３、３．４から推測
できることは、経営者は、バブル崩壊やリーマ
ンショック後の厳しい経営環境を、内部留保の
確保、効率化、コスト削減による懸命な経営努
力で切り抜けてきたが、ITやその後のデジタル

図９．IT投資によって期待する効果・目的の日米比較

出典：平成22年（2010）度経済産業省委託調査、平成23年２月社団法人日本情報システム・ユーザー協会
　　　「IT経営及び促進に向けた研究調査」より、ガートナー（ITデマンドリサーチ）
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るシナリオは、国内における自社の「研究開
発」が、国内の「設備投資」を促すだけの成果
を生んでいなかったのではないかという疑念で
ある。なぜならば、通常、企業は、「研究開発」
によって何らかの技術を生み出すと、その果実
を生産に移すべきかを判断の上、「設備投資」
を敢行するからである。仮にも我が国の研究開
発が17年もの長きにわたってみるべき成果が
なかったとすると、我が国の研究開発が、産業
の技術進歩の時代の流れを適格にフォローでき
ていなかったのではという懸念が生じる。

企業は、海外から技術を買うという選択を
したとしても不思議ではない。また、自前主義
だけでは技術開発に遅れを取るとすると、海外
企業へと、エコシステムの輪を広げるという選
択肢も考えられよう。しかし、その海外の技術
には、自社技術との親和性や補完性が求めら
れ、自社にコア技術があって初めて生きてくる
ものである。つまり、被買収企業の持つ技術力
と自社の持つ技術力とのシナジー効果がもたら
されて初めてその意義が認められるのであっ
て、自社の研究開発投資による自社の技術力強
化を手控えていい事にはならない。

しかしながら、2001～2018年にかけては、
様相が様変りする。日本企業の売上高は、17
年かけてわずか、1.1倍程度とほとんど伸びず、
又、３．２で見てきた通り、付加価値の上昇に
よる成長をほとんどなし得ていない。にもかか
わらず内部留保は、234兆円と大幅に増加して
いる。しかし、その間の「設備投資」は、01
年度がピークで、それ以降は、増加するどころ
か、逆に５％近く減少しているとのことで、
2000年代以前と比べるとその変化の違いは歴
然としている。

内部留保の増加の要因は、主に非正規雇用
の拡大や賃金削減による人件費の削減で、これ
により82兆円増え、もう一つは、法人税減税
による、46兆円である。

ところが、どういうことか、この多額の内
部留保は、金融投資、自社株買い、子会社投資
に使われている。（図10）「子会社投資」の増
加は、主に「海外企業への買収」等に使われて
おり、人件費の削減と法人税減税によって蓄え
られた貴重な内部留保は、結果的に、設備投資
に回らず、主に、海外企業の買収を主体にした
子会社投資に振り向けられている。

これをどう解釈すべきであろう。考えられ

図10．2001～18年度の内部留保の構造

出典：日本経済新聞朝刊、2020.3.5. Analysisより小栗崇資が作成
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送機器分野の７％から10％へ移行した約３％
ポイントのみであり、それ以外の分野に至って
は、構成比率は３％ポイント未満しか増減して
おらず、19年間という期間を考えれば驚くべ
き硬直性であるとコメントしている。

また、毎年総務省が行っている科学技術研
究調査の結果から、少なくともここ10年間、
日本企業の「研究者の専門分野構成」はほとん
ど変わっておらず、ある程度成熟してしまった
研究領域の中でさらに深堀をし続けているとも
解釈でき、新たなニーズが生まれ多くのイノ
ベーションが求められている領域での勝負が出
来ていないのかもしれないとの懸念を示してい
る。

彼らの分析結果は、経営者が、「科学の本質
的動向」を把握し、「社会のニーズの変化」を
嗅ぎ取り、「自社の蓄積された技術」を熟知し
たうえで、技術開発を、さらに“どの方向、ど
の分野にシフト、強化していくべきか”という
経営判断を行えていないのではとの懸念を抱か
せる。

３．７　イノベーション投資への資源配分
デロイト・トーマツの藤井剛（2014）は、

モニター・デロイトの調査から、米国で中長期
にわたり好業績を挙げている企業の財務諸表分
析等から導き出したイノベーション・ポート
フォリオを、「既存領域」「周辺領域」「革新領

資料は異なるが、「研究開発費」に取り組む
日米企業の姿勢の差を示すデータがある。日本
経済新聞によると、日米の研究開発費の2013
年～2018年度の推移の比較をしてみると、売
上高に占める研究開発費の比率は、18年度は、
米国は6.3%と日本の2.8%の２倍以上である。
しかも、研究開発費の中身を見ると、デジタ
ル化に対応するためのソフトウエアーへの投
資は、米国が５年で44％増やしたのに日本は
３％減っており、日本はデジタル化に対する感
度が極端に低い。日本が米国を上回るのは機
械設備への投資（日本・119％、米国・112％）
の伸びのみである。（図11）（日本経済新聞朝刊、

2020.2.2）この資料は、改めて、日本企業のデジ
タル化への「研究開発投資」に対する経営姿勢
に大きな課題があったことを示している。

３．６　変わらない研究領域
東洋経済オンライン（2020.5.24）は、マッ

キンゼーの野崎大輔と田口弘一郎が、日本企業
の研究開発領域の推移について調べた結果を報
告している。それによると、「特許登録件数の
分野別比率」（８技術分野）において、アメリ
カは2000～2018年の間で、特許登録件数に占
める情報科学分野が16％から29％へほぼ倍増
し、代わりに化学や機械工学といった分野の比
率が大きく下がっている。これに対して、日本
は、構成比率が大きく上昇した分野でも、輸

図11．情報通信機器と機械設備の投資規模・日米比較
2013年を100とした時の2018年の投資規模

出典：日本経済新聞朝刊、2020.2.2
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る。彼は、日米両国企業の、企業年齢と収益性
を比較することによって両国の相違点を説明し
ている。

一つには、米国の方が淘汰の圧力が高く、
その結果、生存している企業の収益性が高いの
に対して、日本企業はマネジメントに対する株
主の影響が相対的に小さく、収益性が低くても
生存の可能性が高かいこと、二つには、米国企
業が大胆に事業を組み替え、不採算事業部の人
員解雇がしやすい環境にあるのに対して、日本
では労働者に対する保護が判例上強く、収益性
が下がったビジネスでも人員整理をすることが
難しい点を指摘している。

結果として、日本企業が高い収益性が期待
できる領域に進出するものの、収益性が低下し
たビジネスを社内に抱えながらのハンディを背
負っており、これはイノベーションのコスト負
担が日米で異なることを意味しているとのこと
である。

筆者は、清水の指摘した日本的雇用関係が
抱える問題点を、十分に理解できる。さりと
て、これまで見てきた経営者の姿勢をやむなし
とする立場にも立てない。日本的雇用慣行のも
とでの不採算部門の取り扱いについては、後述
の４．３の処で触れることにする。

３．９　�世界経済フォーラム（WEF）の「国際
競争企業ランキング」

日本企業の国際競争力の後退の要因を知る
上で、「経営者のマインド」がそこに深くかか
わっていることを示唆する資料を、みずほ総合
研究所が、世界経済ホーラム（WEF）の「国
際競争企業ランキング」を基に分析している。

（みずほインサイト・日本経済、2016・９・30）

それによると、日本の国際競争力ランキン
グは昨年（2015－2016年）の６位から今年（2016
－2017年）は、８位に後退した。そして、「ビ

域」にそれぞれ分けた場合、それぞれへの投資
の資源配分の黄金比率は、70：20：10である
ことが明らかになったとしている。

その後、デロイトが、2012年８月に、日本
の上場・非上場企業335社に対して「日本企業
のイノベーションの実態調査」を実施した。そ
れは、企業のイノベーション力を表わすKPIと
して、「年間総売り上げに占める新規領域から
生み出された売り上げの割合」を取り上げてい
る。それによると、日本企業の直近事業年度の
連結売上高のうち【新規領域】（＝過去３年以
内に市場に投入した新商品・新事業から生み出
された売上合計）の占める割合は、米国企業の
11.9%に対して、わずか6.6%に過ぎなかった。
さらに、この【新規領域】を上記の「周辺領域」
と「革新領域」に分けてみていくと、米国企業
は約半数の51.5%が「革新領域」から生み出さ
れているのに対して、日本企業は11.0%にとど
まっていることが分った。

つまり、売上高に占める「革新領域」の
貢献度を見る限り、米国企業が革新的イノ
ベーションを圧倒的に成果に結びつけてい
る。これは、日本企業の破壊的イノベーショ
ンにかける資源投入量の問題なのか、その
質に問題があるのか、それとも、それを育
て上げ市場に投入し、社会を動かしていく
手 法 に 問 題 が あ る の か、 そ の い ず れ か で
あるが、前章までの資料からは、「資源投入量」
と「その質」に問題があったのではないかと推
測される。

３．８　�日本的雇用関係が与えるイノベーショ
ンへの影響

日本の経営者の置かれている立場の難しさ
を、清水洋（2019）は、「イノベーションの課
題には、マネジメントの巧拙の範囲を超える日
本の構造的な要因が存在する」と指摘してい
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度イノベーション能力を有しているか」という
極めて直截的な質問に変わった。その結果、日
本の「イノベーション能力」の順位は急激に低
下してしまった。

これは、日本の経営者のイノベーション力
に対する自信欠如、自己悲観といったものを映
じたとも思える深刻な問題であると報告してい
る。

３．10　GIIから測る日本企業の技術力
筆者は、冒頭、日本企業のイノベーション

の課題は、“技術力そのものよりも”経営力に課
題があったのでは、と述べた。この為、日本企
業の技術力は、実際は、どのような水準にある
のかを検証しておかねばならない。みずほ総合
研究所は、日本の技術力を測る上で参考となる
資料として、米国のコーネル大学、経営大学院
のINSEADと、国連の特別機関である世界知的
所有権機構（WIPO）が共同で作成・発表して
いる「グローバルイノベーションインデックス」

（Global Innovation Index）を紹介している。
それによると、日本企業の2013年から2016

年にかけた、GII、インプット項目、アウトプッ
ト項目は、共に着実にランクを上げているこ

ジネス洗練度」とともに、従来安定して高い順
位を維持してきた柱項目「イノベーション」が、
昨年までは４位か５位で推移していたが今年は
８位に大きく順位を下げた。その主因は「イノ
ベーション能力（高さ）」の順位が、昨年の14
位から21位に大きく後退したことにある。（図
12）

実は、この急激な順位の後退の背景には、
３年前に実施された調査内容の変更の影響があ
る。WEFの国際競争ランキングは、項目によっ
て定量的なデータをもとにスコアを算出するも
のと、各国企業経営者に対するアンケート調
査を基に評点を付けるものがある。そして「イ
ノベーション」については、サブ項目のほとん
どが経営者サーベイによる評価であり、「イノ
ベーション能力」も同様である。その際の質問
内容は、３年前までは、「自国の企業がどのよ
うにして技術を獲得しているか」というものが
用いられていた。しかしながら、デジタル化の
到来とともに世界的にオープンイノベーション
の重要性が認識され、「自前の研究開発＝高評
価」という意識を改める必要性が生じ、WEF
は、2013年（2013-14年版）より質問内容を変更
した。新たな質問は、「自国の企業が、どの程

図12．イノベーションのサブ項目
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それによると、日本の国際競争力ランキングは昨年（２０１５－２０１６年）の６位から今

年（２０１６－２０１７年）は、８位に後退した。そして、「ビジネス洗練度」とともに、従

来安定して高い順位を維持してきた柱項目「イノベーション」が、昨年までは４位か５位

で推移していたが今年は８位に大きく順位を下げた。その主因は「イノベーション能力

（高さ）」の順位が、昨年の１４位から２１位に大きく後退したことにある。（図１2） 
実は、この急激な順位の後退の背景には、３年前に実施された調査内容の変更の影響が

ある。ＷＥＦの国際競争ランキングは、項目によって定量的なデータをもとにスコアを算

出するものと、各国企業経営者に対するアンケート調査を基に評点を付けるものがある。

そして「イノベーション」については、サブ項目のほとんどが経営者サーベイによる評価

であり、「イノベーション能力」も同様である。その際の質問内容は、３年前までは、「自

国の企業がどのようにして技術を獲得しているか」というものが用いられていた。しかし

ながら、デジタル化の到来とともに世界的にオープンイノベーションの重要性が認識さ

れ、「自前の研究開発＝高評価」という意識を改める必要性が生じ、ＷＥＦは、２０１３

年（２０１３-１４年版）より質問内容を変更した。新たな質問は、「自国の企業が、どの程度

イノベーション能力を有しているか」という極めて直截的な質問に変わった。その結果、

日本の「イノベーション能力」の順位は急激に低下してしまった。 
これは、日本の経営者のイノベーション力に対する自信欠如、自己悲観といったものを

映じたとも思える深刻な問題であると報告している。 
 

図１2  イノベーションのサブ項目  

サブ項目 前年順位 今年順位 データ等出所 

  2015-2016 2016-2017   

①イノベーション能力 14 21 ＷＥＢ経営者サーベイ 

②科学研究機関の質 7 13 ＷＥＢ経営者サーベイ 

③企業の研究開発支出 2 4 ＷＥＢ経営者サーベイ 

④研究開発の産学連携 16 18 ＷＥＢ経営者サーベイ 

⑤先進製品に対する政府調達 14 16 ＷＥＢ経営者サーベイ 

⑥科学者・エンジニアのアベイラビリティー 3 3 ＷＥＢ経営者サーベイ 

⑦特許出願件数（１００万人当たり） 1 1 ＷＩＰＯ（世界知的所有期間）、ＩＭＦ等 

出典：みずほ総合研究所作成、WEF “ The Global Competitiveness Report” 

  
３３．．１１００  ＧＧＩＩＩＩかからら測測るる日日本本企企業業のの技技術術力力  

筆者は、冒頭、日本企業のイノベーションの課題は、“技術力そのものよりも”経営力

に課題があったのでは、と述べた。この為、日本企業の技術力は、実際は、どのような水

準にあるのかを検証しておかねばならない。みずほ総合研究所は、日本の技術力を測る上

出典：みずほ総合研究所作成、WEF “The Global Competitiveness Report”
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たことは、2000年代以降、ITやデジタル化と
ともに情報通信技術がイノベーションの主流を
占めるようになる中で、情報通信技術が潜在的
に秘めている「科学の本質的動向」と「産業の
技術進歩の大きな流れ」を、日本企業が、必ず
しも正しく認識し、適切な経営判断をしてきた
とは言えないこと、つまり、初期段階で、すで
に、情報通信技術がイノベーションに繋がる可
能性を秘めた技術革新であるとの重要性を見損
じていたということである。

そして、日本企業は、内部留保の確保、効
率化、コスト削減が、経営の中心的課題とな
り、成長戦略が影を潜める中で、情報通信技術
もまた、コスト削減の延長の枠でしかとらえる
ことが出来なかった。こうして、情報通信技術
は、企業において成長戦略を担う革新的重要技
術として位置づけられることはなく、これが情
報化資産投資や人材投資を怠る結果を招くこと
になった。

また、３．６、３．９、３．10、などから、
日本企業の経営層は、ともすると、技術開発に
対する関心が薄く、関与も弱く、そして、「自
社の蓄積された技術を把握し、“筋の良い技術”

とが解る。2016年は、インプト項目のランキ
ングがついに一けた台になり、創造的アウト
プットは2013年時点の60位台から30位台まで
上昇した。（図13）

こうしてみると少なくともGIIの評価では、
日本のイノベーション力は着実に高まっており
WEFの結果とは異なる評価となった。この違
いをどのように解釈すればいいのだろうか。

P.F.ドラッガー（2007）は、著書『イノベー
ションと企業家精神』において、「イノベーショ
ンの成功は、自社の強みを基盤としていなけれ
ばならず、自分たちが得意とし実績のある能力
を生かしてくれる機会はどれかを考えること
だ」と語っている。筆者は、この二つの資料の
矛盾から、日本の経営者は、自社の技術力の強
みと弱みを本当に掌握しているのだろうか、ま
た、自社の「筋の良い技術」を見極め、イノベー
ションに繋げる絵が経営者の中で描けているの
だろうかと思ってしまう。

３．11　�これまでのデータや資料は、何を
語っていたか

これまで見てきたデータや資料から知りえ

図13．日本企業の「Global Innovation Index」
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で参考となる資料として、米国のコーネル大学、経営大学院のＩＮＳＥＡＤと、国連の特

別機関である世界知的所有権機構（ＷＩＰＯ）が共同で作成・発表している「グローバル

イノベーションインデックス」（Global Innovation Index）を紹介している。 
それによると、日本企業の２０１３年から２０１６年にかけた、ＧＩＩ、インプット項

目、アウトプット項目は、共に着実にランクを上げていることが解る。２０１６年は、イ

ンプト項目のランキングがついに一けた台になり、創造的アウトプットは２０１３年時点

の６０位台から３０位台まで上昇した。（図１3） 
こうしてみると少なくともＧＩＩの評価では、日本のイノベーション力は着実に高まっ

ておりＷＥＦの結果とは異なる評価となった。この違いをどのように解釈すればいいのだ

ろうか。 
 

図１3  日本企業の「Global Innovation Index」    

      2013年 2014年 2015年 2016年 

GII (Global Innovation Index) 22 21 19 16 

  インプト項目 14 15 12 8 

    制度 20 18 17 15 

    人的資本・研究開発 12 17 13 13 

    インフラ 9 11 5 7 

    市場の洗練度 14 13 12 8 

    ビジネスの洗練度 21 17 16 10 

  アウトプット項目 33 27 26 24 

    知識・技術面のアウトプット 16 12 14 13 

    創造的アウトプット 63 46 43 36 

イノベーション効率の順位 112 88 78 65 

出典：みずほ総合研究所、コーネル大学、INSEAD、WIPO “The Global Innovation Index 2016” 

  
Ｐ．Ｆ．ドラッガー（２００７）は、著書『イノベーションと企業家精神』において、「イ

ノベーションの成功は、自社の強みを基盤としていなければならず、自分たちが得意とし実

績のある能力を生かしてくれる機会はどれかを考えることだ」と語っている。筆者は、この

二つの資料の矛盾から、日本の経営者は、自社の技術力の強みと弱みを本当に掌握している

のだろうか、また、自社の「筋の良い技術」を見極め、イノベーションに繋げる絵が経営者

の中で描けているのだろうかと思ってしまう。 
 

３３．．１１１１  ここれれままででののデデーータタやや資資料料はは、、何何をを語語っってていいたたかか  
これまで見てきたデータや資料から知りえたことは、２０００年代以降、ＩＴやデジタル

出典：みずほ総合研究所、コーネル大学、INSEAD、WIPO “The Global Innovation Index 2016”
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神の発揮に資するようなインセンティブ付けを
行うべき」としている。日本の経営者と米国の
経営者には12倍の報酬の開きがあると言われ
ている。（日本経済新聞朝刊、2020.7.19）日本の経
営者に、米国の経営者並みの報酬が払われてい
ない、あるいは、報酬と業績との連動性が明確
でないことが、リスクが伴うイノベーションに
対する経営者の判断に何らかの影響を与えてい
るのではないかとの議論がある。少なくとも、
優秀な人材を獲得するという点で、日本の経営
者の報酬に国際競争力があるかどうかは考えね
ばならない。

４．３　株主価値向上について
ガバナンスコード基本原則４．は、「取締役

会等の責務として、株主に対する受託責任・説
明責任を踏まえ、・・・企業価値向上を促し、
収益力、“資本効率”の改善を図ること」を謳っ
ている。欧米諸国とのROEを比較すれば、我
が国との資本効率の差は歴然としている。ガバ
ナンスコードは、ステークホルダー主義を基本
に策定されているものの、株主価値向上は重
要である。しかしながら、３．５の小栗の報告
に見られるように、将来の成長に繋がるイノ
ベーションのインプットである研究開発投資を
絞り、人件費の削減と国の税金である法人税減
税によって蓄えた貴重な内部留保から、自社株
買いによって短期的に株主に報いることは、真
の株主価値向上とは思えない。

３．８にて清水が指摘した、日本的雇用関係
により、不採算部門を維持したまま事業を継続
しなければならないことも日本企業のROEの
低さに繋がっている。最近散見されるように
なった、M&Aによる事業売却等により、雇用
に影響を与えることなく、不採算部門の新たな
活躍の新天地を模索して、「選択と集中」を図
ることにより、イノベーションの投資に必要な

を見極める」ことへの掌握力が足らないような
印象が拭えない。

４．イノベーションと企業統治
日本の企業統治改革の背景には、度重なる

企業不祥事による企業価値毀損への危機感から
くる取締役会の監督機能の強化、いわゆる“守
りのガバナンス”と、実効性のある戦略策定で
稼ぐ力を取り戻す“攻めのガバナンス”への期待
が大きい。稼ぐ力を取り戻すとは、新たな価値
創造によって、収益力の底上げを図ることによ
り長期低迷している企業業績の回復への強い願
いがあり、それには、イノベーションの貢献が
欠かせない。

４．１　リスクテイクについて
ガバナンスコード基本原則４－２は、「取締

役会が、経営陣幹部による適切なリスクテイク
を支える環境整備を行うことを主要な役割・責
務と捉え、経営陣幹部の迅速・果断な意思決定
を支援すべき」と規定している。今井祐（2015）
は、これを、「経営陣が結果責任を問われるこ
とを懸念して、自ずとリスク回避的な方向に偏
る恐れがあり、経営陣をこうした制約から解放
し、健全な企業家精神を発揮しつつ経営手腕を
振るえるような環境を整えることを狙ってい
る」と説明している。

２．１．２で見たように、日本の経営者は「リ
スク回避」的である。取締役会は、自社の研
究開発投資、イノベーションを加速させる
M&A、オープンイノベーションによるパート
ナー連携、等々、リスクと真正面から向き合
い、適切な決断を下すことを求めたい。

４．２　報酬制度について
ガバナンスコード基本原則４－２は、ま

た、「経営陣の報酬について、健全な企業家精
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る。科学技術イノベーションは、SDGsを達成
するうえで、有限のリソースを最適化し拡大を
図る切り札として、その実現に貢献できる可能
性を有しており、不可欠な横断的要素と考えら
れている。（文部科学省）

水谷雅一（1995）は、「企業活動は人間の行
動であるが故に、常に倫理的評価の対象であ
る。企業は、社会に生かされている存在である
が故に、効率性原理と競争性原理に加えて、人
間性原理と社会性原理が、経営倫理の対象とし
て評価されるべきである」と経営倫理の本質を
語っている。SDGsの17ゴールの実現は、まさ
に、水谷の言う、人間性原理と社会性原理にか
なうものである。

姜理恵（2019）は、北側哲雄・編著『バッ
クキャスト思考とSDGs/ESG投資』の中で、「企
業内の技術蓄積や技術開発の流れを、関連する
市場ニーズと結びつけて開発を進めていくこと
の必要性を説き、研究開発部門と市場部門の距
離を縮め、イノベーションの創出のベクトルを
合わせる共通言語として活用できるのがSDGs
への取り組みであり、SDGsを経営戦略に取り
組むことは、社会価値と経済価値の同時実現を
意味する」と、水谷の言う経営倫理に資する点
を強調している。

今日において、宮永の言う「社会のニーズの
大きなうねり」とは、いつに、SDGsに掲げら
れたこれらの「地球規模の難題の解決」を指し
ており、そこに、企業の持続的成長と社会的価
値創造を約束するイノベーションのヒントが隠
されていることを忘れてはなるまい。

財源を捻出し、資本効率の引き上げを図ること
を期待したい。

４．４　�イノベーションを育む仕組みづくりに
ついて

経営者は、在任期間中の業績によって評価
される。この為、イノベーションに必要な、し
かし実を結ぶかどうかわからない長期の技術
開発への投資に、およびがちである。そして、
ともすると即効性のある企業買収によって他
社の技術獲得を図ろうとする。企業買収が重
要な企業戦略の一つであることを否定しない。
しかし、それだけでは、自社のコア技術は育た
ず、破壊的イノベーションが自社の技術からは
生まれない。繰り返しになるが、効率を求める
あまり自社の技術開発を手控えていい事には決
してならない。取締役会には、自社の技術開発
が継続して機能し続ける、予算の配分や組織の
在り方等、イノベーションを育む仕組みづくり
に取り組んでもらいたい。

５．イノベーションと経営倫理 
今日、世界は多くの難題を抱え苦悩してい

る。それは、地球規模で起こっている、地球温
暖化問題、プラスチックごみ・水資源といった
環境問題、格差と貧困問題、難民問題、社会の
分断、等々である。これらは、企業の拠って立
つ基盤である資本主義すら脅かしている。

2015年９月に国連は、「持続可能な開発の
ための2030アジェンダ」を採択した。それ
は、これらの課題解決のために、17のSDGs

（Sustainable Development Goals）を掲げ、2030
年までに、持続可能な社会を目指す世界のマス
タープランである。そして、SDGsの目標９に
は、「産業と技術革新の基盤を作ろう」と謳っ
ている。それは、SDGsの達成には、特に科学
技術イノベーションへの期待が大きいからであ
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る産業・分野に、新たな富と新たなビジネス
チャンスを与えてくれるであろう。今日の経営
者の責任とその役割は、いかにも大きく重いも
のがある。
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６．終わりに
本稿は、“イノベーションが生まれないのは、

経営力に課題があったのでは”、という命題の
もとに、様々なデータや資料を見てきたが、懸
念を裏付けるいくつかの事実が散見されること
となった。

一方で、５章でも触れたように、今日、私
達を取り巻く環境・社会は、大きな変革期を
迎えている。これまでの様に、効率化を図り、
内部留保を積み上げるだけでは、企業の永続的
成長は望むべくもなく、その存続基盤すら脅か
されるであろう。各企業の経営者は、SDGsが
求める環境や社会の課題に対して、AIやIoTと
いった情報通信技術や科学的イノベーションに
よって、企業自身がどう応えられるかが問われ
ている。

世界は、今、脱炭素社会へと大きく舵を
切った。一つの例を挙げよう。最近、我が国の
某ガス会社や電力会社が、2050年までにCO2排
出ゼロを目指すと宣言した。（日本経済新聞朝刊、

2020.11.30）これまで、炭素の塊である石油や
天然ガスを生業にしてきたエネルギー産業に
とって、これは、企業の死活にかかわる問題で
あり、そのことは、科学的イノベーションなし
には果たし得ないであろう。そして、経営トッ
プにしか出来ない決断である。

昨今の、機関投資家の投資判断で重要視さ
れている、ESG投資も、企業にこの環境・社会
の変化への適切な対応を促す世の中の動きを反
映したものであろう。

我が国は、これから人口減少という課題に
直面し、このままでは、現在のGDP世界３位
の地位を維持していくことは難しくなった。国
が富み、今日よりは明日の豊かさを享受してい
くには、常に生産性の向上をおいて他にない。
情報通信技術の進歩がもたらすイノベーション
は、社会に利便性と豊かさを、そして、あらゆ
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ABSTRACT
Big companies and organizations sometimes suffer from public crises（1） or even 
scandals in different industries. They are typically vulnerable in recognizing and 
responding to public crises because of rigid business cultural and complex business 
structures. Moreover, they could not learn from past failures inside or outside of their 
industries, and similar scenarios happen repeatedly. China, Japan, and South Korea are 
recognized as possessing their own long-existing cultures, representing big companies 
and organizations from these countries that are more likely to stick to their business 
routines while engaging with resilience-needed business problems.

By analyzing the public crisis cases from Toyota, Sanlu, and Samsung Electronics 
equipped with Turner and Kayes stage model, as the analytical framework of this paper, 
various reasons contributed to blocking big companies and organizations from resilience 
are discussed, which are followed by possible remedies for shaping resilient business 
strategies.

Keyword
Business Resilience（2）, Business Crises, Business Failure, Business Ethics, Strategy

technical details of the mechanism of formation 
of business scandals in the dominant economy 
entities in the region; China, Japan, and South 
Korea. 

This paper examines the rise of massive 
corporate public scandals of the key business 
players in each countries' respective industries 
via deploying the Stage Model proposed by 

1. Introduction
No matter how big companies emphasize 

their business transparency and business ethics, 
scandals never stopped showing up in the 
business world, including in East Asia. Business 
is the footstone of the economy; hence, firms 
must avoid corporate scandals to escape from 
failures and breakdown by looking deep into the 

企業危機に対するビジネス・レジリエンスの段階モデル研究
―  三鹿、トヨタ、サムソンの中日韓ケース比較を中心に

Towards Business Resilience against Business Crisis in China, Japan, and South Korea by Stage Model- 
Comparative Case Study on Sanlu, Toyota, and Samsung
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Turner and Kayes (2015). With offering the 
timeline of business scandals of Sanlu, Toyota, 
and Samsung, a detailed comparative analysis 
focused on the similarities and differences 
originated from the views of business strategy, 
business resilience, and corporate social 
responsibility (CSR). This paper introduces the 
relative academic implications and empirical 
implications in the later section and highlights 
the advantages and disadvantages of the 
existing theory and the lessons learned from the 
three cases.

2. �Previous Literature Review on 
Representative Theories

2.1 Turner and Kayes Stage Model 
As the analytical framework of this paper, 

Turner (1976)（3） outlines six stages that distinct 
the procedures of crises from the perspective 
of cultural norms, and Kayes (2015) adds an 
additional stage, then forms the Turner and 
Kayes stage model as a whole. Details of the 
stage model are as follows:

Stage 1. Normal Operating Procedures. 
Cultural norms of companies and organizations 
are functional at this juncture. These norms 
could help avoid business failure by providing 
a foundation for setting business goals, such 
as policies, business procedures, and business 
values.

Stage 2. The Incubation Period. The 
most apparent signal that companies and 
organizations have stepped into this stage is 
that cultural norms could not function as good 
as in stage 1. Meanwhile, a series of events 
occur due to the previous cultural norms, and 
their adverse affection starts to enlarge without 

notice from the leadership of companies and 
organizations. The old cultural norms are mixed 
with dynamic business routines, while both 
parties are not compatible. As a result, cultural 
norms become difficult to alter and reject to 
accept information or evidence which oppose 
the legitimacy of them.  

Stage 3. Precipitating Events. First event 
or events begin to expose. Companies and 
organizations can change the old cultural norms 
into new ones if the leaders pay attention to 
those event(s). Otherwise, companies and 
organizations are extremely vulnerable because 
of staffs are likely to pick out problems with 
existing routines, rather than change cultural 
norms by finding other illustrations explaining 
things are not going smoothly. 

Stage 4. The Onset of Failure. In this stage, 
companies and organizations can experience 
the 'consequences of the collapse of cultural 
precautions' (Turner 1976, p.381).

Stage 5. Rescue and Salvage. It is another 
critical stage that could lead companies and 
organizations to start the journey towards 
business resilience. In this stage, companies 
and organizations are supposed to respond 
to business fai lures immediately. Three 
components consist of the method of right-
away response: 'contain the failure, limit its 
impact, or begin its recovery' (Kayes 2015, p. 
47). Moreover, if companies and organizations 
failed to trace the methods above, immediate 
breakdown or further crisis could strike them. 
Many companies and organizations could only 
reach this stage. 

Stage 6. Cultural Adjustment. In this stage, 
cultural norms are reviewed, re-evaluated, and 
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changed. 'New models of how the organization 
works (or fails) emerge, and new norms 
are developed and infused in the culture 
throughout the organization (Kayes 2015, p.47). 
Furthermore, the nature of the problems begins 
to be redefined, and protective steps are taken 
to get away from future failures.

Stage 7. Industrywide assessment and 
adjustment. In this stage, companies and 
organizat ions which dis t r ibuted in the 
same industry begin to learn and share the 
experience to achieve business resilience in 
the future. Kayes (2015, p.47) emphasizes 
this stage as 'lessons learned are disseminated 
across the industry, and industrywide norms 
associated with the prevention of future failure 
are established.' Figure 1 briefly illustrates the 
structure of the stage model.   

2.2 High-reliability Organizations
As the reason for the stage model helps to 

analyze the business crisis from the view of 

Figure 1. Structure of Turner and Kayes Stage Model

organizational cultures, considerations other 
than that are not mentioned in the stage model. 
Hence, new theories are necessary to perfect 
the analysis of the business crisis. The theory of 
high-reliability organizations (HROs), based on 
a different perspective compared with the stage 
model, is a theory that focuses on clarifying the 
function of experience. Moreover, it is more 
direct targets on how to tackle failure before it 
is out of control. High-reliability organizations 
come from the background of assumptions 
related to interpersonal interaction.

Weick and Sutcliffe (2015) assert that 
five principles, which will be one of the 
supplementary theory of this paper other than 
the stage model, consist of high-reliability 
organizations into regular practice. Kayes (2015, 
p.49) states, 'The HRO perspective moves us 
closer to understanding the role that direct 
experience plays in failure because it reveals 
that learning is a process of interpretation, not 
a process based on probability.'
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2.4  �Relationship of the Representative 
Theories

Figure 2 reflects the relationship between 
the theory of stage model, high-reliability 
organizations, and the theory on resilient 
organizations. Turner and Kayes stage model is 
the root of the representative theories. At first, 
time points that highlight when companies and 
organizations failed in organizational culture-
related issues can be uncovered by the stage 
model. Detailed reactions toward business 
resilience will be provided by the theory of 
high-reliability organizations and the steps 
theory.

Remedies that the theory of high-reliability 
organizations offer to focus on addressing 
problems while the steps theory delivers 
detailed procedures about forming business 
resilience.

3. Research Methodology
3.1 Cases Selection Criteria

Case study is the central methodology that 
this paper utilizes. Toyota’s recall scandal, 
Sanlu’s milk contamination scandal, and 
Samsung Galaxy Note 7 recall crisis are 

However, the HROs theory depends on 
various assumptions about the essence of 
learning, while illustration on complicated 
emotions and experiences are not sufficient.

2.3  �Väl ikangas’s Theory on Resi l ient 
Organization

Välikangas offers a new theory to achieve 
business organizational resilience. Välikangas 
(2010, p.7) illustrates, 'In this new world, 
resilience will again come to mean the capacity 
to survive the long term not only its hardships 
but, more importantly perhaps, also the 
temptations to act for short-term benefit. Many 
as an opportunity still loom. The question is 
how to pursue these opportunities, this time 
with resilience.' The purpose of Välikangas's 
theory on resilience is not only limit to 
achieving the overall benefits of companies and 
organizations but also grab the chances while 
they become apparent.

Accordingly, Välikangas (2010) comes up 
with the three-step theory to achieve resilience, 
which will be another supplementary theory of 
this paper.

Figure 2. Relationships of the Representative Theories
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essence is to let the consumers know about 
the possible consequences that the defective 
cars or components in defective cars could 
result in. Then launch recalling by publishing 
necessary information that consumers and 
public stakeholders（4） concern at the utmost. In 
the end, check the vehicle models inside of the 
company to spot the problems and consistently 
deliver the most updated information that 
Toyota obtains and grab further requirement(s) 
from its consumers and the public stakeholders. 

As for companies and organizat ions 
distributed in the technology industry like 
Samsung Electronics, similar approaches as 
the above two industries should be deployed. 
Companies and organizations must tell their 
consumers and the public stakeholders about 
the apparent features that defective products 
possess, and the worst scenario might occur. 
Then release recal l ing based on users ' 
comprehension of the risks originated from 
defective products and ultimately determines 
the root of the problems in product models.

3.3  �Different Cultural and Sociological 
Background

Some differences in business cultural issues 
and sociological contexts exist among Toyota, 
Sanlu, and Samsung Electronics. Toyota obtains 
cultures that seek perfectionism. The company 
will not respond to its consumers until every 
detail of the events that it is required to face are 
figured out. It is accepted in Japanese society 
while it is not tolerable in the nations of the 
rest two companies. As a state-owned business, 
Sanlu originated from a community that the 
government is involved in daily business 

selected as the cases that will be analyzed. 
These three companies come from Japan, 
China, and South Korea, respectively, which 
fit the national characteristic of the selection 
criteria. More importantly, all three companies 
are very representative of their industries. They 
have huge impacts, and their business scales are 
top-ranked in their industries. The most critical 
reason for choosing these three case studies is 
that they had all experienced a public crisis.   

3.2 Various Industries
Although Toyota, Sanlu, and Samsung 

experienced similar public crises, industries 
that they distributed in are different. Toyota 
belongs to the automobile manufacture 
industry, Sanlu was classified into the dairy 
industry, and Samsung Electronics attributes 
to the technology industry. Due to the various 
characteristics of different industries, companies, 
and organizations' detailed reactions in various 
industries that respond to crises are distinctive. 

For enterprises and organizations like Sanlu 
that belong to the dairy industry and food 
industry, they should notify their consumers 
about the potential risks or confirmed risks 
that their products could bring. For instance, in 
the case of Sanlu, the company's most critical 
issue is announcing the possible contamination 
immediately after receiving the vast scale of 
complaints and medical reports of infants who 
consumed Sanlu's products. Then follow up 
with officials recalling collecting the defective 
products. Finally, start to revise the contents of 
the suspected products. 

From the perspective of the automobile 
industry, take Toyota's case as an example; the 
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operations. The local administration could cover 
tiny business errors; however, events that bring 
severe negative results to consumers and the 
central government's reputation, companies, and 
organizations will break down quickly. Samsung 
Electronics possesses the business culture that 
the most prominent leader controls absolute 
authorities. Moreover, business is more like a 
kingdom belongs to the founder's family; the 
power vacuum will quickly appear while the 
most influential leader in the company is not 
distinguished.

   
3.4 Different Business Management Structure

Distinctions of Management structure 
existed among Toyota, Sanlu, and Samsung. 
Toyota is not the state-owned business, and 
it is the parent company of its subsidiaries. 
Samsung Electronics, as well, is not the state-
owned company. However, Samsung Electronics 
is one of the subsidiaries of Samsung Group. 
Moreover, Samsung Electronics obtains its 
affiliates. Sanlu was state-owned, which is 
different compared to Toyota and Samsung 
Electronics.

4. Timeline of the Three Cases（5）

4.1 Case of Sanlu
On the surface, Sanlu remained until 

2009, but the rudiments of breakdown had 
started its infancy. As early as 2004, a list of 
milk powder brands that caused infant kidney 
disease, the "big head disease," was exposed to 
the public by a local media from Fuyang City, 
Anhui Province, and Sanlu was involved (Lu 
& Tao 2009 p.7). As a result, Sanlu's brand 
was removed from the list mentioned above 

under the explanation of "accidentally put Sanlu 
into the list by related workers' mistake" from 
authorities of Fuyang City.  

Later, Sanlu tested for the milk collected 
from various channels, such as purchasing from 
brokers, for quality control. Protein content was 
one of the key factors to judge whether the 
milk is good or not. Under this circumstance, 
to increase the profit, dairy suppliers of Sanlu 
started to cheat. In October 2007, melamine, 
a chemical used in industrial work, was added 
into the milk that providing Sanlu. By adding 
melamine into the milk, the compounded milk 
could maintain its protein content even diluted 
by water (Veil &Yang 2012 p.936). Melamine is 
toxic to human body, especially fatal for infants. 
By using contaminated milk powder, infants 
who drink it are in grave danger.

Consequently, a large number of feedback 
on infants' kidney diseases after using Sanlu's 
products was initiated to uncover since late 
2007. In 2008, the company launched a 
few product qualification tests in a qualified 
inspection department with the results of 
'qualified.' Some death reports were collected 
in the same year. In September 2008, the CEO 
of Sanlu, Tian, was arrested after the central 
Chinese government intervention. In early 2009, 
the company went bankrupt.

4.2 Case of Toyota
Toyota experienced a six-year continuous 

recall event from 2005 to 2010. Neufeld 
(2011)（6） calculates the number of vehicles had 
been recalled throughout the event. At the early 
stage of 2005, Toyota recalled 790,000 vehicles 
in the U.S. market alone because of the engine 
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original schedule of the release of Galaxy Note 
7 should be later than what had happened. 
However, to compete with the new product 
iPhone 7 from its main competitor in the 
smartphone section, Apple Inc, Samsung rushed 
the schedule (Hern 2016).

A local Korean mobile BBS firstly published 
the source of the explosion of Galaxy Note 
7 on 24 August 2016 (Wang 2016). Pictures 
from this BBS show that smartphone which 
was suspicious as Samsung Galaxy Note 7 
was exploded. In the following days, more 
confirmed cases of the explosion of Note 7 
were reported. Up until early September in 
2016, 35 burst reports were revealed.

Samsung reacted quickly, but quickly did 
not necessarily represent doing well. Kim 
and Mckinnon (2016) illustrate that Samsung 
launched recall to recollect more than 2 million 
Galaxy Note 7 devices internationally on 2 
September. Meanwhile, Samsung announced 
that new software for affected devices was 
released on 13 September. This software allows 
affected devices could only charge up to 60% 
electric power. Reilly (2016) further states that 
recalling activity and replacing operations were 
launched simultaneously. Nevertheless, Hern 
(2016) reports the replacement devices began 
to explode as well from October. Consequently, 
for the second time on 10 October, Samsung 
launched recalling to urge its customers to 
keep their Note 7 power-off and carry the 
devices to destined places for refund and other 
compensations (Lawler 2016).

Due to the worries and safety concerns 
from Samsung's Chinese customers, Samsung 
made an official statement on its homepage. 

issues and 880,000 cars on a global scale. 
Toyota's car model, Prius, was reported as some 
problems were spotted later in 2005. Hence 
there was no accident reported; Toyota did 
not recall any Prius units with potential risks. 
While only a few weeks after that, in October, 
far more recalls followed up. 1.23 million 
Toyota vehicles were recalled domestically in 
Japan and another 246,592 more cars around 
the globe. In 2006, the total break out of recall 
happened due to the non-reaction of Toyota to 
its market. 380,000 Lexus model and Toyota 
Highlander models were recalled for the reason 
of engine problems. In all, 1.2 million Toyota 
vehicles were recalled in that year. 

More complaints and recalls were coming in 
2007. Five hundred thousand cars were recalled 
to repair after some accidents were cited. At 
the end of the year, another 470,000 vehicles 
were recalled due to engine problems as well. 
The problems related to seatbelts were spotted, 
and 90,000 sport utility vehicles were recalled 
in the U.S. market. During the following two 
years, about 9.59 million vehicles were recalled.

The president of Toyota, Mr. Akio Toyoda, 
made a formal apology in February to the public 
expressing regret for lack of communication 
with Toyota's customers and promised to set a 
committee which would individually supervise 
the safety and quality of Toyota's cars. In 
March, Mr. Akio Toyoda visited China to make 
another formal apology to Toyota's Chinese 
consumers.

4.3 Case of Samsung
In August 2016, Samsung released its new 

smartphone, Samsung Galaxy Note 7. The 
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This action is regarded as the most influential 
factor which contributes to transfer incidents 
to scandal and crisis. In Toyota's case analysis, 
the company hid the event data conducted 
by data recorder from the public and blocked 
the procedure of investigations from U.S. 
authorities. There was no sufficient explanation 
from Toyota to present the information that 
could respond to its customers' needs and 
concerns. As a result, Toyota was criticized for 
lack of transparency and suffered a significant 
financial loss in its recall scandal.  

Sanlu made the same mistake during its 
crisis. Sanlu did not revise its milk powder 
formula after Sanlu was put into a blacklist 
of the dairy brand in 2004. Instead, Sanlu 
only negotiated with local authorities and 
removed Sanlu out of the blacklist. Meanwhile, 
customers of Sanlu and the public know 
nothing concrete about the risk of contaminated 
milk powder. The first cover-up occurred.

The second cover-up took place in 2008. At 
the end of 2007, Sanlu was directly suspicious 
about milk powder contamination with accurate 
reports of illness of infants who consumed 
Sanlu's product. Even though the reports about 
contaminated milk were updated to the senior 
management group in Sanlu, the company 
decided to keep the truth inside to maintain 
the brand image on the ground of the then 
approaching Beijing Olympic Games.  

Sanlu bankrupted after the scandal was 
unveiled, and the cover-up actions the company 
had played were the key reasons that answered 
to its business failure. 

Samsung failed to be transparent while 
recalling Galaxy Note 7. The most apparent 

Samsung implies there is no need for Chinese 
customers to worry about the quality of Galaxy 
Note 7 sold in China due to the reason of the 
batteries of Galaxy Note 7 that sold in China 
come from different suppliers compared with 
Note 7 sold beyond. The statement was not 
persuasive enough, and General Administration 
of Quality Supervision, Inspection, and 
Quarantine (AQSIQ) in China stepped into 
this event. As a result, Samsung recalled 1858 
devices under the requirement of AQSIQ before 
the official sales in China (Kim & Mckinnon 
2016). Nevertheless, the fact against the initial 
explanation from Samsung Electronics China. 

Since 1 September 2016, Samsung Galaxy 
Note 7 was officially released in the Chinese 
market. Sina (2016) reports that a series of 
explosions of Note 7 was reported in China. 
Samsung China later illustrated the reason 
for the explosion to Chinese customers. On 
29 September 2016, Samsung apologized to 
Chinese customers and expressed regret that 
the company did not adequately consider 
Chinese customers' feelings.   

Ifeng (2016) states that on 11 October 2016, 
Samsung presented the event to AQSIQ and 
launched recall to collect all 190,984 Galaxy 
Note 7 devices sold in the Chinese market.

5. Comparative Case Analysis
Table 1 (see Appendix) lists the comparative 

analysis based on Turner and Kayes stage 
model sequentially.
5.1 Common Points of the Three Cases
Cover-Up

Cover-up was the practice that all three 
analyzed companies performed in their crises. 
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what concerned their customers and the public. 
Toyota tried to figure out the problems of its 
vehicles while its clients and the authorities 
were asking for the response. Sanlu kept away 
from establishing the formal communication 
channel to communicate with its customers 
instead of contacted customers under covered. 
Samsung operated in a cheat-like manner 
while its clients criticized the safety issue of its 
products in China, while customers from the 
U.S. cannot be compensated by the company 
once had promised.

Rigidity on Original Policies and Strategies
The reason for the three analyzed companies 

failed to respond to the crises was similar, 
which means Toyota, Sanlu, and Samsung were 
rigid on the routines they accustomed to. In 
other words, the three companies failed to be 
resilient in crises because of the reason above. 
Toyota was very successful in its business and 
had not experienced a public crisis due to large-
scale recall events before the analyzed recall 
scandal. Hence, the company recognized that 
the first routine to tackle the public crisis was 
workable still, which was to check the defective 
products by the company and then apologize to 
its customers. The fact was opposite compared 
with Toyota's conception of dealing with the 
crisis. Customers and the public required 
consistent and dynamic information flow 
from the company, not the time-consuming 
explanation in one shot. As a result, Toyota 
made its recall events derived from the scandal 
and suffered greatly in terms of finance.

In the case of Sanlu, due to the company 
was a state-owned business, Sanlu preferred 

cover-up happened in its Chinese market. While 
Note 7s beyond China had reported the battery 
of Note 7 was hazardous, Samsung was stuck to 
believe that batteries of Note 7 in the Chinese 
market were considered safe due to collecting 
battery components from different suppliers. 
However, Samsung made this statement on its 
homepage without any inspection on Note 7s 
that were later sold in China. Lastly, Galaxy 
Note 7s sold in China were reported battery 
explosion and self-ignite after two weeks that 
Samsung officially released Note 7.

The design of batteries in Note 7s, which 
were distributed in different markets, was 
unified. Samsung should know about once 
there spot failures in its products in one place, 
and the same failure could occur in the same 
product, which is distributed other than a 
specified location. However, given consideration 
to compete with its opponent and capture 
the market share, Samsung released Note 7s 
in China in a rush under the circumstance of 
notifying potential risks in its products.

Lacking of Efficient Communication with 
Public Stakeholders

Due to all three analyzed companies cover the 
truth during their public crises, communication 
between the companies and their customers 
became automatically absent. Toyota, Sanlu, 
and Samsung believed that it was critical 
for the company to spot the problems on 
their products by itself first, and then defend 
their brand images by clarifying the failures. 
Consequently, according to the analysis of all 
three cases, Toyota, Sanlu and Samsung had 
chosen other methods rather than respond to 

‒ 217 ‒



Similarly, instruction about responding to 
crisis flows from the top management board to 
front-line staff in the same method. However, 
the procedures are time-consuming while 
responding in time is the essence when the 
crisis occurred. Hence, establishing teams 
designed for dealing with public crises that 
directly respond to the top management 
board is recommended to big companies and 
organizations. Further, these teams should 
obtain the authority to answer to customers 
and the public in urgent situations. By doing so, 
companies and organizations could respond to 
the concerns and need from the market directly. 
Customers and the public could observe the 
transparency of businesses and organizations. 
Eventually, in time, information transfer 
platforms between companies (organizations) 
and their public stakeholders' forms, and 
misunderstandings between companies and 
public stakeholders would diminish during 
crises, thus help big businesses to be more 
resilient.

Do Not Hide From Failure: It can be seem 
that Toyota, Sanlu, and Samsung were reluctant 
to apologize to their customers and confess their 
products' faults at early stage. While the three 
companies received reports about defections 
and contamination on their goods, they covered 
the problems rather than communicate with 
their public stakeholders to uncover the nature 
of the problems on their products. It is risky for 
big companies and organizations to cover the 
problems of their productions with intention. 
Once the problem(s) are spotted by customers 
and the public while there is evidence to 

to contact authorities who directly shoulder 
the responsibilities of supervising the company. 
However, Sanlu did not realize that on the 
ground of popularization of online information 
platforms, it had become more difficult for 
companies to retain the issues that happened 
inside of it. Adjustments on responding crisis 
were needed while Sanlu failed to do so.

Samsung practiced a similar scenario to 
Toyota. Samsung attempted to uncover the 
problems of Note 7 phones inside while 
defective devices reports had been notified 
rather than reveal the process of dealing with 
problems to its customers and the public.   

6. Implications
6.1 Practical Implications

Requiring In-Time Communication Channel: 
According to remedy strategies for Toyota, 
Sanlu, and Samsung in each case analysis, 
forming resilient strategies responding to 
public crises is the critical implication for 
big companies and organizations. Because of 
successful business histories, big companies 
are accustomed to their original ways of 
operating their businesses and becoming less 
sensitive about their customers' needs after 
sale while companies and organizations mark 
themselves as holding the value of customer 
first. In crises that businesses failed to respond, 
it is not necessarily because companies and 
organizations no longer pay attention to their 
clients, but due to their time consuming internal 
vertical management structures. Once there is 
a crisis, detailed information about it will be 
collected by front-line employees and delivered 
to the senior management board hierarchically. 
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6.2 Theoretical Implications
Advantages of Turner and Kayes Stage 

Model
As shown in Table 1, crises consist of a 

series of events based on the timeline; hence 
Turner and Kayes stage model can appropriately 
analyze the events that form crises step by step. 
Details that reveal big companies failed in crises 
can be unveiled, and the point where failure 
begins to occur can be enlarged in a qualitative 
method. Moreover, Turner and Kayes stage 
model can not only guide companies to cover 
the failures but also offer implications for 
recovering from failures for big companies and 
organizations to achieve business resilience.

Meanwhile, Turner and Kayes stage model 
points out that the first failure that companies 
failed to respond could deteriorate the scenario 
into crises, and companies will suffer from 
the result. Last but not least, the stage model 
asserts that failures happen due to the wrong 
conception of the nature of how to deal with 
crises, which lead to the absence of response 
while communicating with customers and the 
public is necessary. Further, the stage model 
categories failures and crises take place on the 
ground to overlook on safety regulations. As 
shown in the analysis of Toyota, Sanlu, and 
Samsung, this statement is proved correct.

Limitation of Stage Model
Turner and Kayes stage model is based on 

the analysis of timeline oriented events, which 
implicates that the model is highly qualitative 
from the perspective of business culture. 
According to experienced failure and further' 
worst-case' scenario assumptions, Turner and 

prove that companies and organizations know 
about this, problems on products will cultivate 
crises and scandals. Customers and the public 
will prefer to consider that companies and 
organizations which cover the truth are not 
trustworthy. Automatically, enhance corporate 
governance to help companies and organizations 
to be transparent is critical at this point.

Trust from Public Stakeholders Is Fragile: 
I t  cost a long t ime for companies and 
organizations to earn customers' trust. However, 
this confidence could evaporate due to one 
scandal or fail-contained crisis. One of the 
reasons for large enterprises feel they could 
obtain the result of scandal exposure is that 
they believe customers would still consume 
products from them due to the prevalence of 
their brand images. Nevertheless, customers 
and the public are intolerable with dishonesty, 
especially while their safety is under threat 
due to the failed performance of products. In 
the case of Sanlu, the company bankrupted 
promptly after the New Zealand government 
revealed the milk powder contamination 
scandal. Toyota suffered from massive financial 
loss, while Samsung is recognized as a risky 
brand from business analysts.   

Hence, how to monitor the relationship with 
customers and the public to achieve business 
resilience, as well as what to do while the 
first failure occurred are vital issues that big 
companies and organizations need to confront 
during crises.
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suffered from the damage of brand image 
due to Note 7 crises and tried to diminish the 
financial loss by sales promotion based on 
cutting down the price of other products from 
the company. 

According to the differences of the three 
businesses as previously discussed combined 
with the comparative analysis based on the 
limitation of the theory, this paper proposes a 
fixed stage model with additional two stages, as 
shown in Figure 3.

In stage 8, the commonalities of business 
crises can penetrate the boundaries of various 
industries. Firms under different industry 
categories are supposed to analyze the events 
of business crises that occurred beyond their 
industries to testify the validity of their business 
resilience in the business emergency.

In Stage 9, business crises that happened 
in China, Japan, and South Korea can be 
integrated regardless of the background of 
nationalities. In other words, large businesses 

Kayes stage model focuses on forming resilient 
business strategy circles for big companies 
and organizations. For business managers and 
leaders, quantitative approaches are necessary 
to analyze detailed information to deal with 
crises while Turner and Kayes stage model 
could not offer this method. Hence, other 
quantitative approach needs to complement the 
model.  

Moreover, not all resilient strategy forming 
procedures could follow with stage order in 
Turner and Kayes stage model during crises. 
Firstly, as the case analysis on Toyota, Sanlu, 
and Samsung, the three companies followed 
only several stages instead of all. For closed 
cases, Toyota traced the first five steps in the 
stage model and finished the formal apology 
from the CEO of Toyota. Sanlu's milk powder 
contamination scandal, another finished case, 
failed in stage 4 and went to bankruptcy, which 
becomes impossible to follow up the rest stages. 
As for Samsung Electronics, the business 

Figure 3. Revised Structure of Turner and Kayes’s Stage Model
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in the three countries are following a consistent 
routine while facing business crises due to their 
internal failures. Hence, it becomes possible 
for the big businesses in the three countries 
to learn the experiences of business crises 
among each other, and forming an integrated 
mechanism to enhance business resilience.   

7. Conclusion
This paper comparatively analyzes the 

cases  o f  Toyo ta ,  San lu ,  and Samsung 
Electronics solely based on Turner and 
Kayes stage model to highlight the reasons 
for their wrongdoings. Meanwhile, relative 
core conceptions for business resilience are 
validated through detailed discussion rather 
than proposing common sense. Further, this 
paper comes up with the revised version of 
the stage model according to the comparative 
analysis.（7） However, other academic theories 
and frameworks are appropriate to utilize, such 
as high-reliability organization theory and steps 
theory from Liisa Välikangas. Future work 
is required to supplement the case analysis 
with these complementary theories. Last but 
not least, this paper is mainly conducted on 
qualitative methods, not quantitatively. Other 
quantitative methods, like the arithmetic 
formula that could identify whether a company 
and organization is under threats of crises and 
scandals are still looking forward to being done.
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ABSTRACT
This study examines the impact that corporate fraud has on public companies in Japan. 
It contains an analysis of 339 cases of occupational fraud that were investigated between 
April 2015 and March 2020. There are three typical categories of occupational fraud: 
financial statement fraud, asset misappropriation and improper inspections. Concerning 
to these frauds, this paper focuses on the problems of（1）the location of the fraud, 

（2）who committed the fraud,（3）duration of fraud schemes,（4）cost of fraud and（5）
fraud detection.  The result of the research reveals statistical variability in the contents 
of disclosure documents provided by the Timely Disclosure Network （TDnet）.

キーワード
企業不祥事、記述統計、従業員による不正、独占禁止法違反、有価証券報告書等の
虚偽記載

額」、「発覚経緯」を明らかにする。
不正開示事例の実態分析に踏み込んだ研究

は、これまで会計学の領域で蓄積されてきて
い る（Tanimura and Okamoto：2013、 稲 葉：
2016；2017、尾関：2018）。その一方で、経営
倫理学や経営学の領域における研究は、不正の
実行者に照準を合わせた研究と、不正の発生
メカニズムに照準を合わせた研究に分類でき
る。研究上の方法論としては、事例研究のアプ
ローチ、実証分析のアプローチ、記述的なアプ
ローチが採用されてきている。たとえば、経営
者の視点で構成された事例研究のアプローチ

１．はじめに
本研究の目的は、日本国内の上場会社が「適

時開示情報閲覧サービス（Timely Disclosure 
network：以下TDnetと表記）」を利用して公表
した不正・不適切事案に係る資料（2,379頁：
75,898KB）を網羅的に調査・分析して、上場
会社で発生した不正の実態を明らかにすること
である。具体的には、TDnet上で公開された企
業不正を「不適切会計」、「会社資産の不正流
用」、「不適切検査」、「その他の不正」に分類し
たうえで、それぞれの不正について「発生地
点」、「実行者（関与者）」、「実行期間」、「実行

企業不正の実態分析
―  TDnet開示資料による不正・不適切事案の分析  ―
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は、当事企業の公開資料や第三者委員会報告書
等を基に企業不正の全容を記述的に説明してい
る（井上：2015）。また、経営者不正を対象と
した実証分析のアプローチは、経営者不正を定
量的に分析・解析して現行の法制度等が有効に
機能するかどうかを検討する（柴野：2020, 青
木：2016）。そのどちらも、コーポレートガバ
ナンスの仕組みを問う点で共通している。さら
に、不正の発生メカニズムに焦点を絞った記述
的なアプローチは、「なぜ不正が行われるのか」
を理論的に説明する（谷口：2018；2017a；
2017b, 水村：2020a；2020b）。これまでに発表
された研究の多くは、社内や職場における不正
の存在を前提として実証的・理論的な議論を組
み立てる点で共通しているものの、企業不正の
実態を包括的に分析するものではない。

もっとも実務の領域では状況が異なる。企業
不正の実態（＝不正の手口、発見手段、被害組
織の特徴、犯行者の特徴、事例の結末）に踏み
込んで構成されているのは、ACFE（Association 
of Certified Fraud Examiners：公認不正検査士
協会）が集計・公表してきている「職業上の
不正と濫用に関する国民への報告書」（Report 
to the Nations：Global Study on Occupational 
fraud and abuse）である。ただ、同報告書（2020
年度版）に掲載されている職業上の不正は世界
125カ国で発生したもので、日本国内の企業不
正事案に特化したものではない（1）。

日本国内の実態について、（１）日本公認会
計士協会「上場会社等における会計不正の動
向（2）」は、日本国内の上場会社等が公表した会
計不正の発生事実を集計して取りまとめてい
る。（２）東京商工リサーチによる「全上場企
業「不適切な会計・経理の開示企業」調査（3）」
も不適切な会計・経理（不適切会計）に係る公
表資料を基に作成されている。（３）デロイト・
トーマツ・ファイナンシャルアドバイザリーと

監査法人トーマツによる「企業の不正リスク調
査白書（Japan Fraud Survey）（4）」は、 上場会社
を対象としたアンケート調査を基に、不正の実
態と不正への取り組みを明らかにしている。

（４）PwCの「経済犯罪実態調査―グローバル
翻訳版・日本分析版―（5）」は、選択式アンケー
ト（オンライン）の回答結果を基に、①経済犯
罪・不正による被害総額等、②経済犯罪・不正
の発覚理由、③経済犯罪・不正の主犯者等に関
するデータを明らかにしている。

そのどれもが、日本企業の社内や職場で起
きた不正の実態を知るうえで有効である。なか
でも日本公認会計士協会による資料は、公表資
料を基に上場会社における会計不正に実態に踏
み込んで調査・分析しているため、示唆に富
む。しかしながら、会計不正の詳細や不正の実
行額が明らかにされていないため、企業不正の
発生事実が当事企業の財務数値に与える影響を
推知できない。もっとも、不正の影響額につい
ては、デロイト・トーマツやPwCの資料がア
ンケート調査の結果を集計・公表しているもの
の、回答者数による偏りを否定できない。そこ
で、本研究は、日本国内の上場会社がTDnetを
利用して公表した不正・不適切事案に係る資料
を網羅的に調査・分析して、企業不正の現状把
握を試みるものである。なお、上場会社で起き
た不正・不適切行為のすべてがTDnet上で公開
されるわけではない。そのため、本研究で提示
する「企業不正の実態」は限定的である。

２．対象と方法
本研究における不正については、日本公認

会計士協会監査基準委員会（2019）『監査基準
委員会報告書240』を参考として、「不当又は
違法な利益を得るために他者を欺く行為を伴
う、経営者、取締役、監査役等、従業員又は第
三者による意図的な行為」とする。また、本
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研究の分析対象となるのは、東京証券取引所
（開設市場：東証一部、東証二部、マザーズ、
JASDAQ）、名古屋証券取引所（名証一部、名
証二部、セントレックス）、札幌証券取引所（札
幌市場、アンビシャス）、福岡証券取引所（福
岡市場、Q-Board）の上場会社がTDnet上で公
表した不正・不適切事案に係る資料（以下、開
示資料）で、Web検索の際には「不正」「不適切」
というキーワードに限定した。ただし不正の発
生事実の詳細とその後の経過を記した文書のタ
イトルに上記の単語が含まれていないこともあ
るため、Web検索で得られた情報を基に開示資
料の内容を精査して調査対象に追加した。

上述の手続きを踏んで収集した開示資料の
記載内容を確認したうえで、それらを（１）不
適切会計、（２）会社資産の不正流用、（３）不
適切検査、（４）その他の不正に分類した。不
適切会計については、日本公認会計士協会監査
基準委員会（2019）による定義「財務諸表の利
用者を欺くために財務諸表に意図的な虚偽表示
を行うこと」を参考として、①利益を不当に操
作する手法、②原価を不当に操作する手法、③
費用・経費を不当に操作する手法に区分した。
会社資産の不正流用については、①横領・着
服、②不正出金、③不正な金銭の受領、④不正
な利益の詐取などとした。不適切検査等につい
ては、①検査（試験）データの書換え・改ざん、
②不適切な施工・報告、③顧客仕様と異なる製
品の出荷、④無資格検査、⑤手順逸脱などとし
た。その他の不正については、上記（１）～（３）
に該当しない不正とした。

本研究の調査対象期間は2015年３月期（2014
年４月１日～2015年３月31日）から2020年３
月期（2019年４月１日～2020年３月31日）と
する。なお、不正の発生事実に係る文書は、当
事企業が不正の発生事実を把握した時点を起点
として、第三者委員会調査報告書を受領した時

点や、再発防止策の実施を発表した時点に至る
までの各段階で作成されWeb上にアップロード
される。そのため、たとえ単一の不正事案で
あっても、開示日や開示内容の異なる複数の文
書が存在する。また、同一の不正事案に係る文
書が複数の事業年度にわたって公表されること
も少なくない。こうした案件について、本研究
は、不正発生の第一報のみをカウントして、そ
れに続く文書で新たに開示された事実も第一報
に含めることとした。

本研究における調査項目は、（１）不正の発
生地点、（２）不正の実行者、（３）不正の実行
期間、（４）不正の実行額、（５）不正の発覚
経緯とした。第１に、不正の発生地点につい
ては、①本社、②国内子会社、③国内関連会
社、④国内孫会社、⑤海外子会社、⑥海外関連
会社とした。第２に、不正の実行者について
は、①社長、②取締役、③管理職、④従業員
とした。第３に、不正の実行期間については、
６か月未満、６か月以上～１年未満、１年以上
～２年未満とし、以下１年単位で最長10年と
した。第４に、不正の実行額については、開示
資料に記載された具体的な金額を抽出するとと
もに、開示資料に記載された金額の小計、中
央値、最小値、最高値も抽出した。なお、不
適切検査については、不適切検査の発生事実
が当事企業の財務諸表に与えた影響額とした。
第５に、不正の発覚経路については、①自己申
告、②社内調査、③店舗現況確認、④部門業績
確認中、⑤売掛金照合・棚卸実査、⑥社員面
談、⑦同僚、⑧共犯者、⑨社員報告、⑩経理部
門、⑪残高照会、⑫財務諸表分析、⑬決算作
業・決算手続きの過程、⑭内部監査、⑮内部統
制、⑯コンプライアンス担当管理職、⑰企業結
合処理の過程、⑱内部通報、⑲自主点検、⑳会
計監査人、㉑監査法人監査、㉒税務調査、㉓監
督官庁、㉔他社発表を受けて、㉕監査法人が入
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や会社資産の不正流用は、毎年度、一定の割
合で発生している。次いで、2016年３月期に
第一報が出て社会問題化した不適切検査は、
2019年３月期の17件をピークに急増したもの
の、2020年３月期に収束傾向を示している。
また、開示資料を検索する際のキーワード選定
による影響を受けるため、一概には言えないも
のの、「その他の不正」が2020年３月期に急増
した事実から、社内や職場で起きた不正発生の
事実の自主的な適時開示に転じた事業者の姿勢
を見て取ることもできる。

３－３．開示資料における不正
開示資料全件の記載内容について確認し、

（１）不正の発生地点、（２）不正の実行者、（３）
不正の実行期間、（４）不正の実行額、（５）不
正の発覚経路に関する具体的な記述を抽出して
整理・分析した結果は以下のとおりである。

手した外部情報、㉖外部、㉗新聞社の取材、㉘
匿名投書、㉙外部からの文書（内容証明郵便）、
㉚被害者とした。また、上記の②～⑳は社内制
度等とし、㉑～㉚は外部調査とした。なお、本
研究は、上述した（１）から（５）の各調査項
目について単純集計による整理を行っている。
また、同一の不正事案についてTDnet上に公表
日の異なる複数の文書が存在する場合には、当
該不正の第一報に集約する措置を講じているた
め、一部の不正事案には時差が含まれる。

３．結果
３－１．不正の発生件数

2015年３月期から2020年３月期にTDnet上で
公表された不正の発生件数は221件となる。そ
の内訳については、表３‒１に示すように、不
適切会計が98件（44.34%）で、以下降順に、
会社資産の不正流用（62件［28.05%］）、不適
切検査（32件［14.48%］）、その他の不正（29
件［13.12%］）となる。
３－２．不正の類型とその推移

表３－２をみてわかるように、不適切会計

表３‒１．類型別にみた不正の記載件数（n＝221）

注）　「その他の不正」に分類した不正の手口は、以下のとおりである。
　　　 ・2020年3月期：不正受給、大気汚染物質の基準超過放出、ダンピング、贈賄、不適切な取引、不適切な
　　　　表示、セールスランキングの操作、不正常取引、不適切な情報伝達
　　　 ・2019年3月期：作業時間の付け替え、預金残高のデータ改ざん、偽装・不適切な表示
　　　 ・2018年3月期：贈賄、不正取引、不当表示
　　　 ・2017年3月期：虚偽報告・誤請求、不正受給
　　　 ・2016年3月期：不当表示、無許可撮影、不正転売など
　　　 ・2015年3月期：不正受給、不適切な情報管理、認定の不正取得、収賄
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件（42.11%）で、国内子会社（34件［35.79%］）
がそれに続く。また、国内の本社・子会社で行
われた不適切会計は74件（77.89%）で、海外
の子会社・関連会社は21件（22.11%）である

（表３‒３‒１‒２参照）。なお、開示資料に記載

３－３－１．不正の発生地点
不適切会計はどこで行われたのか　開示資料
の96.94%が、不適切会計の発生地点を明らか
にしている（表３‒３‒１‒１参照）。その内訳
について、本社内で行われた不適切会計は40

表３‒２．年度別に見た不正の発生事実の開示件数（n＝221）

表３‒３‒１‒１．不適切会計の発生地点についての記載状況（n＝98）

表３‒３‒１‒２．開示資料に記載された不適切会計の発生地点（n＝95）

注） �開示資料に明記された海外子会社・関連会社の所在地と件数は、中国（8）、フィリピン（2）、アメリカ（2）、タイ（1）、
シンガポール（1）、インドネシア（1）、ニュージーランド（1）、オーストラリア（1）、ベルギー（1）、スペイン（1）、
チリ（1）である。
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された不適切会計の具体的な手口は、以下降順
に、①利益を不当に操作する手法（49件）、②
原価を不当に操作する手法（47件）、③費用・
経費を不当に操作する手法（14件）だとされる。

会社資産の不正流用はどこで行われたのか　開
示資料の98.39%が、会社資産の不正流用の発
生地点を明らかにしている（表３‒３‒１‒３参
照）。その内訳について、本社内で行われた不
正流用は35件（57.37%）で、国内子会社（14
件［22.95%］）がそれに続く。また、国内の本
社・子会社・孫会社で行われた不正流用は51
件（83.60%）で、海外の子会社・関連会社は
10件（16.39%）である（表３‒３‒１‒４参照）。
なお、開示資料に記載された不正流用の具体
的な手口については、「（取引先への支払いを

装った）経理システム不正操作」（2019年３月
期）や「架空外注委託」（2016年３月期）など
といった手法から、「売上金着服」「売上高の架
空計上」「架空売掛金額の計上」「未清算の不明
金額」「不当請求」を組み合わせた手の込んだ
手法（2015年３月期）も見られる。

不適切検査はどこで行われたのか　開示資料
の96.88%が、不適切検査の発生地点を明らか
にしている（表３‒３‒１‒５参照）。その内訳
について、本社内で行われた不適切検査は21
件（61.76%）で、国内子会社・関連会社は13
件（38.23%）である（表３‒３‒１‒６参照）。
なお、開示資料のなかには、不適切検査の発生
原因について、「製品開発や製造工程の管理を
重要視する一方で、品質保証業務は、これらと

表３‒３‒１‒３．会社資産の不正流用の発生地点についての記載状況（n＝62）

表３‒３‒１‒４．開示資料に記載された会社資産の不正流用の発生地点（n＝61）

注） 複数の地点で行われた不正もあるため、各項目の数値の合計と集計値は一致しない。
注） 開示資料に明記された海外子会社・関連会社の所在地と件数は、中国（3）、タイ（2）、フィリピン（1）、
　　韓国（1）、アメリカ（1）である。
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かにしている（表３‒３‒１‒７参照）。その内訳
について、本社内で行われたその他の不正は
10件（35.71%）で、国内子会社・協力会社も
10件（35.71%）である。また、海外の子会社・
関連会社については７件（25.00%）である（表
３‒３‒１‒８参照）。

比較して低く位置づけられていた」（2018年３
月期）という記述や、「本社・グループ全体の
人事交流等に起因して広く感染」という趣旨の
記述も見られる。

その他の不正はどこで行われたのか　開示資料
の86.21%が、その他の不正の発生地点を明ら

表３‒３‒１‒５．不適切検査の発生地点についての記載状況（n＝32）

表３‒３‒１‒６．開示資料に記載された不適切検査の発生地点（n＝34）

注） 複数の地点で行われた不正もあるため、各項目の数値の合計と集計値は一致しない。

表３‒３‒１‒７．その他の不正の発生地点についての記載状況（n＝29）
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降順に、取締役（13.79%）、社長（10.34%）、
管理職（8.62%）となる（表３‒３‒２‒２参照）。
具体的な職位としては、営業担当、経理担当
者・経理マネージャー、財務担当者、経理部門
責任者、総務部総務課長、経理部長、取締役経

３－３－２．不正の実行者
誰が不適切会計を行ったのか　開示資料の
54.08%が、不適切会計の実行者を明らかにし
ている（表３‒３‒２‒１参照）。その内訳につい
て、従業員の割合が67.24%で最も高く、以下

表３‒３‒１‒８．開示資料に記載されたその他の不正の発生地点（n＝28）

注） 複数の地点で行われた不正もあるため、各項目の数値の合計と集計値は一致しない。

表３‒３‒２‒１．不適切会計の実行者についての記載状況（n＝98）

表３‒３‒２‒２．開示資料に記載された不適切会計の実行者（n＝58）

注） 複数人が実行・関与した不正もあるため、各項目の数値の合計と集計値は一致しない。
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者（関与者）を明らかにしている（表３‒３‒
２‒３参照）。その内訳について、従業員の割
合が64.61%で最も高く、以下降順に、取締役

（16.92%）、 社 長（13.84%）、 管 理 職（4.61%）
となる（表３‒３‒２‒４参照）。

誰が不適切検査を行ったのか　開示資料の
68.75%が、不適切検査の実行者（関与者）を
明らかにしている（表３‒３‒２‒５参照）。そ
の内訳については、従業員の割合が最も高く
95.45%である（表３‒３‒２‒６参照）。従業

理部長が不適切会計に関与したとされる。なか
には、工場長と生産管理課長の指示の下で、生
産管理課と製造課の各担当者間で棚卸資産金
額の過大計上や売上原価の過小計上を繰り返
し行っていたとされるケース（2017年３月期）
や、室長の了解の下で（不適切会計の実行と隠
蔽を企図した）協議の場が定期的に設けられて
いたケース（2019年３月期）も見られる。

誰が会社資産の不正流用を行ったのか　開示
資料の98.39%が、会社資産の不正流用の実行

表３‒３‒２‒３．会社資産の不正流用の実行者（関与者）についての記載状況（n＝62）

表３‒３‒２‒４．開示資料に記載された会社資産の不正流用の実行者（関与者）（n＝65）

注） 複数人が実行・関与した不正もあるため、各項目の数値の合計と集計値は一致しない。

表３‒３‒２‒５．不適切検査の実行者についての記載状況（n＝32）
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の37.93%が、その他の不正の実行者を明らか
にしている（表３‒３‒２‒７参照）。不正の内容
は多岐にわたるとともに、サンプルサイズも
限られているものの、従業員の割合が53.84%
で、以下降順に、管理職（30.76%）、取締役

（15.38%）となる（表３‒３‒２‒８参照）。

員の属性に係る記述を語彙分析で調べたとこ
ろ、「品質保証」、「検査」、「部門」、「現場」、

「品質管理」、「担当者」、「試験」という語の出
現頻度が高いこともわかった。

誰が「その他の不正」を行ったのか　開示資料

表３‒３‒２‒６．開示資料に記載された不適切検査の実行者（n＝22）

表３‒３‒２‒７．その他の不正の実行者についての記載状況（n＝29）

表３‒３‒２‒８．開示資料に記載されたその他の不正の実行者（n＝13）

注） 複数人が実行・関与した不正もあるため、各項目の数値の合計と集計値は一致しない。
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が露見しなかったケースは9.52%で、社内や職
場の水面下で巧妙に仕組まれた手口の不適切会
計については、長期間にわたって表面化しない
という現実も浮きぼりになった。

会社資産の不正流用が行われた期間　開示資
料の59.68%が、会社資産の不正流用の実行
期間を明らかにしている（表３‒３‒３‒３参
照）。不正流用の発生事実が３年未満で発覚す
る確率は29.72%で、６年未満で発覚する確率

３－３－３．不正の実行期間
不適切会計が行われた期間　開示資料の
42.86%が、不適切会計の実行期間を明らかに
している（表３‒３‒３‒１参照）。本研究によれ
ば、最短で発覚したケースは１か月で、最長
は12年４か月である（表３‒３‒３‒２参照）。
また、不適切会計の発生事実が３年未満に発
覚する確率は45.23%で、以下同様に６年未満

（71.42%）、９年未満（85.71%）となる。その
一方で、10年以上にわたって不正の発生事実

表３‒３‒３‒１．不適切会計の実行期間についての記載状況（n＝98）

表３‒３‒３‒２．開示資料に記載された不適切会計の実行期間（n＝42）
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明るみに出る」という実態も浮かび上がってきた。

不適切検査が行われた期間　 開 示 資 料 の
43.75%が、不適切検査の実行期間を明らかに
している（表３‒３‒３‒５参照）。図３‒３‒３‒

（83.78%）、９年未満（81.08%）となる。また、
10年以上にわたって表面化しなかったケース
は13.51%であった（表３‒３‒３‒４参照）。開
示資料の記載内容からは、「帳尻合わせや辻褄
合わせに限界が出ると、不正流用発生の事実が

表３‒３‒３‒３．会社資産の不正流用の実行期間についての記載状況（n＝62）

表３‒３‒３‒４．開示資料に記載された会社資産の不正流用の実行期間（n＝37）
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生事実を社内文書で確認できる範囲に限定さ
れる。このことから、メディア等で広く報じ
られ社会問題化した不適切検査は、当事企業
の社内や職場の誰にとっても死角であったと
いえる。

その他の不正が行われた期間　開示資料の
34.48%が、その他の不正の実行期間を明らか
にしている（表３‒３‒３‒７参照）。図３‒３‒３

６をみてわかるように、社内や職場で10年以
上もの長きにわたって不適切検査が行われてい
た事実が浮き彫りとなる。不適切検査の実行期
間（10年以上）（関係者による証言を含む）（以
下昇順）は、①10年、②11年、③13年８ヶ月、
④14年９ヶ月、⑤15年７ヶ月、⑥19年、⑦25
年、⑧25年６ヶ月、⑨32年６ヶ月となる。な
お、上記①の10年については、同社内の文書
保管期限が10年であるため、不適切検査の発

表３‒３‒３‒５．不適切検査の実行期間についての記載状況（n＝32）

表３‒３‒３‒６．開示資料に記載された不適切検査の実行期間（n＝14）

表３‒３‒３‒７．その他の不正の実行期間についての記載状況（n＝29）
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‒３‒４‒１参照）。当該不正の実行額の合計は、
364億2,092万1,138円である（表３‒３‒４‒２
参照）。期間中の最高値は43億円（2016年３月
期）で、架空在庫の作出と在庫の循環取引等を
行ったとされる。次いで、24億1,000万円（2017
年３月期）で、一部の収益・費用が本来計上す
べき会計年度に計上されていなかったとされ
る。第３位は20億円（2015年３月期）で、架
空循環取引が行われていたとされる。

‒８で示したその他の不正の実行期間（10年以
上）の詳細と具体的な手口は、以下降順に、①
15年４カ月「偽装・不適切な表示」（2019年３
月期）、②12年８カ月「公的認定の不正取得」

（2015年３月期）である。③10年「預金残高の
データ改ざん」（2019年３月期）となる。

３－３－４．不正の実行額
不適切会計の実行額　開示資料の67.35%が、
不適切会計の実行額を明らかにしている（表３

表３‒３‒３‒８．開示資料に記載されたその他の不正の実行期間（n＝11）

表３‒３‒４‒１．不適切会計の実行額についての記載状況（n＝98）

表３‒３‒４‒２．開示資料に記載された不適切会計の実行額（n＝66）
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る。第３位は、24億7,600万円（2016年３月期）
で、着服が行われていたとされる。

不適切検査による影響額　開示資料の6.25%が、
不適切検査の発生事実が当事企業の財務諸表に
与える影響額を明らかにしている（表３‒３‒４
‒５参照）。不適切検査の影響額の合計は、1,936
億4,300万円である（表３‒３‒４‒６参照）。

会社資産の不正流用の実行額　開示資料の
88.71%が、会社資産の不正流用の実行額を明
らかにしている（表３‒３‒４‒３参照）。当該不
正の実行額の合計は、451億7,500万2,279円で
ある（表３‒３‒４‒４参照）。期間中の最高値は
234億円（2019年３月期）で、不正出金が行わ
れたとされる。次いで、92億円（2019年３月期）
で、会社資産の不正流用が行われていたとされ

３‒３‒４‒３．会社資産の不正流用の実行額についての記載状況（n＝62）

表３‒３‒４‒４．開示資料に記載された会社資産の不正流用の実行額（n＝55）

表３‒３‒４‒５．不適切検査の影響額についての記載状況（n＝33）
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３－３－５．不正の発覚経路
不適切会計の事実はどのようにして明るみに出
たのか　開示資料の52.04%が、不適切会計の
発覚経路を具体的に記載している（表３‒３‒５
‒１参照）。不適切会計の発生事実は、以下降順

その他の不正の実行額　開示資料の27.59%が、
その他の不正の実行額を明らかにしている（表
３‒３‒４‒７参照）。その他の不正の実行額の合
計は、370億5,235万1,250円である（表３‒３‒
４‒８参照）。

表３‒３‒４‒６．開示資料に記載された不適切検査の影響額（n＝２）

注） 当事企業が特別損失として計上した燃費試験関連損失の金額191億2,600万円（2016年3月期）、
　　1,654億5,500万円（2017年3月期）、22億6,200万円（2018年3月期）の累計である。
注） NRは＂Not Reported＂の略語で、「該当データなし」を意味する。

表３‒３‒４‒７．その他の不正の実行額についての記載状況（n＝29）

表３‒３‒４‒８．開示資料に記載されたその他の不正の実行額（n＝８）

注） NRは＂Not Reported＂の略語で、「該当データなし」を意味する。

表３‒３‒５‒１．不適切会計の発覚経路についての記載状況（n＝98）
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値に不審な個所を見付けた」（2019年３月期）
という記述や、「「隠す」「先送りする」「言い訳
をする」」（2018年３月期）などといった不正
の兆候を示す態度も記されている。

会社資産の不正流用の事実はどのようにして明
るみに出たのか　開示資料の59.68%が、会社
資産の不正流用の発覚経路を具体的に記載して
いる（表３‒３‒５‒３参照）。会社資産の不正流
用の発生事実は、以下降順に、①社内調査・内

に、①内部通報（９件）、②社内調査・内部監
査・監査法人監査（各６件）、③税務調査（５件）
によって明るみに出る（表３‒３‒５‒２参照）。
また、本研究のカテゴリー別にみると、（１）自
己申告（２件［3.92%］）、（２）社内制度等（34
件［66.67%］）、（３）外部調査等（15件［29.41%］）
となる。開示資料には、「数字の動きに疑義を
抱いた社員や上司等が調査して（不適切会計の
事実が）露呈した」という主旨の記述をはじめ
として、「支店責任者が部門業績を確認中に数

表３‒３‒５‒２．開示資料に記載された不適切会計の発覚経路（n＝51）
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金額の不一致を提示し説明を求めたところ、不
正が発覚した」（2016年３月期）という記述も
見られる。

不適切検査の事実はどのようにして明るみに出
たのか　開示資料の53.13%が、不適切検査の

部通報・税務調査（各８件）、②自己申告（３件）
によって明るみに出る（表３‒３‒５‒４参照）。
また、本研究のカテゴリー別にみると、（１）自
己申告（２件［5.40%］）、（２）社内制度等（25
件［67.57%］）、（３）外部調査等（10件［27.03%］）
となる。開示資料には、「担当者が疑問を持ち

表３‒３‒５‒３．会社資産の不正流用の発覚経路についての記載状況（n＝62）

表３‒３‒５‒４．開示資料に記載された会社資産の不正流用の発覚経路（n＝37）
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おいても品質コンプライアンスの課題が対象と
なることはなかった。」（2019年３月期）とい
う主旨の記述もみられた。

その他の不正の事実はどのようにして明るみに
出たのか　開示資料の34.48%が、その他の不
正の発覚経路を具体的に記載している（表３‒
３‒５‒７・表３‒３‒５‒８参照）。個別事案につ

発覚経路を具体的に記載している（表３‒３‒５
‒５参照）。当該不正の発生事実は、自主点検

（８件［47.05%］）と社内調査（３件［17.64%］）
によって明るみに出たといえる（表３‒３‒５
‒６参照）。また、開示資料には、「外部の登録
認証機関による審査や自部門による内部監査を
以てしても社内不正の検出や是正には至らな
かった。」「内部監査部門による日常業務監査に

表３‒３‒５‒５．不適切検査の発覚経路についての記載状況（n＝32）

表３‒３‒５‒６．開示資料に記載された不適切検査の発覚経路（n＝17）

表３‒３‒５‒７．その他の不正の発覚経路についての記載状況（n＝29）
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以下降順に、不正の実行額（59.28%）、不正の
発覚経路（52.04%）、不正の実行期間（46.60%）
となる。このことから、本社内や国内外の子会
社等で発生した不正の事実をTDnetで公表した
事業者であっても、不正の詳細まで踏み込んだ
自主的な適時開示には消極的な姿勢が浮かび上
がってくる。

次いで、「不適切会計」「会社資産の不正流
用」「不適切検査」「その他の不正」に係る資料
の内容を本研究の調査項目に沿って整理・分析
した。本研究における分析の結果は、以下のと
おりである。第１に、不正の発生地点につい
て、本研究によれば、本社で行われた不正の割
合は49.24%で、以下、国内子会社・関連会社
等（21.47%）、海外子会社・関連会社（10.58%）
である。第２に、不正の実行者を記載している
割合には、ばらつきがみられる。不正の類型別
にみると、会社資産の不正流用の実行者につ
いては、開示資料の98.39%が明らかにしてい
る。しかし、不適切検査の実行者は同68.75%
で、以下降順に、不適切会計（54.08%）、その
他の不正（37.93%）である。また、属性別に

いて、いわゆる贈賄の事実は国税当局による税
務調査で明らかとなる。また、不適切な情報管
理（2015年３月期）の事案のように、現場で
行われていた不正の事実確認を求める新聞社か
らの質問状がきっかけとなって発覚するケース
もある。

４　分析
４－１．分析の結果

本研究は、2015年３月期から2020年３月期
にTDnet上で公表された不正・不適切事案に
係る資料の記載内容を網羅的に調査・分析し
て、（１）不正の発生地点、（２）不正の実行者、

（３）不正の実行期間、（４）不正の実行額、（５）
不正の発覚経路を明らかにした。その結果、開
示資料の記載内容には、ばらつきがあることが
明らかとなった（表４‒１参照）。

まず、不正の発生事実の詳細が開示資料に
記載されているかを確認した。本研究によれ
ば、開示資料の95.93%が不正の発生地点を具
体的に記載している。しかし、不正の実行者を
具体的に記載しているのは66.52%にとどまる。

表３‒３‒５‒８．開示資料に記載されたその他の不正の発覚経路（n＝10）
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きがみられる。不正の類型別にみると、会社
資産の不正流用の実行額については、開示資
料の88.70%が具体的な金額を記載して高水準
である。しかし、不適切会計は同67.34%にと
どまり、その他の不正（同27.58%）、不適切検
査（同6.25%）ともに低水準である。また、期
間中に行われた不適切会計の実行額の合計は
364億2,092万1,138円で、以下、会社資産の不
正流用の実行額（451億7,500万2,279円）、不適
切検査の影響額（1,936億4,300万円）、その他
の不正の実行額（370億5,235万1,250円）であ
る。第５に、不正の発覚経路を明らかにしてい
る割合は50%前後にとどまり、その他の不正に
至っては34.48%にすぎない。本研究によれば、
自己申告の件数は５件（4.35%）にすぎず、社
内制度を通して発覚した件数は78件（67.84%）

みると、従業員による不正の割合が70.29%と
最も高く、次いで取締役（20.49%）、管理職

（14.67%）、社長（9.58%）である。第３に、不
正の実行期間を開示資料から確認できる割合
は全体の46.60%で、全体として低調である。
不正の類型別にみると、会社資産の不正流用
の実行期間を確認できる割合は59.68%で、以
下降順に、不適切検査（43.75%）、不適切会計

（42.86%）、その他の不正（34.48%）である。
不正の実行期間の詳細について、いわゆる会
計不正（＝不適切会計、会社資産の不正流用）
の半数がおおむね４～５年で表沙汰になると
推計される。その一方で、会計不正の11.39%
が10年以上の長期にわたって継続していたの
も事実である。第４に、不正の実行額を開示
資料から確認できる割合には、大きなばらつ

表４‒１．企業不正についての情報開示

‒ 245 ‒



位の濫用に該当する行為［１件］）である。ま
た、期間中に勧告された課徴金の累計は1,056
億3,729万円で、課徴金減免制度が適用された
事業者数は15社（全体比20.83%）となる。また、
課徴金額の中央値等をみてわかるように、具体
的な金額にはばらつきがみられる。

４－２－２．�開示規制違反：有価証券報告書
等の虚偽記載

次に、課徴金納付命令が行われた「有価証券
報告書の虚偽記載」の実態と課徴金額を明らか
にする。具体的な手法としては、本研究の調査
対象期間中に証券取引等監視委員会が公表した

「証券取引等監視委員会の活動状況」の記載内
容から、課徴金納付命令の勧告と決定が行われ
た事案を抽出・集計した。なお、上述の資料で
確認できない事実関係は、Web上で公表されて
いる「金融庁 課徴金納付命令等一覧」に掲載
されている資料を利用した。また、課徴金納付
命令の決定が行われた事案については、証券取
引所の定める上場契約違約金（例：有価証券上
場規程［東京証券取引所］第509条）が徴求さ
れる場合もある。そのため、日本国内の各証券
取引所がWeb上で公表している「上場契約違約
金徴求銘柄」に掲載の資料を基に、本研究の調

で、社外制度を通して発覚した件数は34件
（30.43%）である。

４－２．追加分析
４－２－１．独占禁止法違反

企業不正の様態は、これまでに取り上げた
「不適切会計」「会社資産の不正流用」「不適切
検査」「その他の不正」にとどまるものでなく、
多岐にわたる。そのため、本研究では、本研究
の調査対象期間中に公表された法令違反行為に
ついて、行政庁による課徴金の対象となった事
案について追加的な分析を行っている。

まず、独占禁止法違反の実態と課徴金額を
明らかにする。具体的な手法としては、本研究
の調査対象期間中に公正取引委員会がWeb上で
公表した「独占禁止法法的措置一覧」に掲載さ
れている報道発表資料の記載内容から、本研究
の調査対象期間中に課徴金の対象となった上場
会社による独占禁止法違反行為の件数と課徴金
額の詳細を抽出・集計した。併せて、課徴金
減免制度が適用された事業者数と減免率も抽
出・集計した（表４‒２‒１参照）。本研究によ
れば、課徴金の対象となった上場会社による独
占禁止法違反行為の累計は71件（内訳：不当
な取引制限に該当する行為［70件］、優越的地

表４‒２‒１．独占禁止法違反の実態と課徴金減免制度の適用状況
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４－３．考察
上場会社で発生した不正の適時開示に際し

ては、日本国内の各証券取引所の定める規則に
従って行わなければならない。また、上場会社
による適時開示が求められる「発生事実」に
は、「行政庁による処分」が含まれ（金融商品
取引法第166条２項２号ニ）、国内の子会社に
も同様の規定がある（金融商品取引法第166条
２項６号ロ）。また、日本取引所自主規制法人
の定めた「上場会社における不祥事対応のプリ
ンシプル」（2016年２月24日）によれば、「不
祥事に関する情報開示は、その必要に即し、把
握の段階から再発防止策実施の段階に至るまで
迅速かつ的確に行う。この際、経緯や事案の内
容、会社の見解等を丁寧に説明するなど、透明
性の確保に努める。」と規定されている。つま
り、明らかな違法行為や社内や職場で発生した
不正・不適切事案については、「迅速かつ的確
な情報開示」が求められているといえよう。た
だし、後者はあくまで「行動原則」であって、
いわゆる法令や取引所規則等のルールとは異な
り、上場会社を一律に拘束するものではない。

投資家の投資判断に与える影響が軽微な案
件については、適時開示は不要だとされる。

「有価証券の取引等の規制に関する内閣府令（以
下、取引規制府令）」に設けられた軽微基準に
よれば、「処分を受けた日の属する事業年度以
降の３事業年度における処分による売上高の

査対象期間中に発生した同徴求銘柄の件数と徴
求金額も調査した。

本研究の調査対象期間中に「有価証券報告
書等の虚偽記載に関する課徴金納付命令」の勧
告が行われた件数の累計は38件となる（表４‒
２‒２参照）。年度別にみると、８件（2020年
３月期）、８件（2019年３月期）、２件（2018
年３月期）、５件（2017年３月期）、７件（2016
年３月期）、８件（2015年３月期）となる。
開示規制違反の手法としては、売上の過大計
上（n=18）が最も多く、以下降順に、貸倒引
当金の不計上（n=５）、売上の架空計上（n=
３）、貸倒引当金の過少計上（n=３）、貸倒引
当金繰入額の過少計上（n=３）となる。また、
期間中に勧告された課徴金の累計は124億952
万5,000円で、期間中の最高値は73億7,350万円

（2016年３月期）の事案で、工事損失引当金の
過少計上、売上の過大計上、売上原価の過少計
上、費用の過少計上等を行っていたとされる。
なお、本研究の調査対象期間中に日本国内の
証券市場で上場契約違約金徴求銘柄となった
のは、４銘柄（2020年３月期）、３銘柄（2019
年３月期）、１銘柄（2018年３月期）、１銘柄

（2016年３月期）で、東京証券取引所から徴求
された金額は、それぞれ１億2,160万円（2020
年３月期）、8,160万円（2019年３月期）、1,000
万円（2018年３月期）、1,440万円（2016年３月
期）となる。

表４‒２‒２．有価証券報告書の虚偽記載
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するアンチテーゼとなるのではないだろうか。
第４に、不正の事実が表面化する経路は多岐に
わたることを明らかにした。このことは、社内
や職場における不正の事実を掘り起こすための
制度や仕組みに決定打がないことを示唆してい
る。

本研究の学術的な貢献は、Web上の公開資
料を用いて、日本国内の上場会社で発生した不
正の輪郭と詳細を記述的に説明している点であ
る。これまでに発表された先行研究の多くは、
社内や職場における不正の事実を前提として議
論を組み立て、企業不正の包括的な実態分析に
まで踏み込まなかったのではないだろうか。だ
とすれば、本研究は、不祥事研究における空白
域を埋めることによって、当該研究の蓄積に貢
献している。また、本研究の実務的な貢献は、
国内外の子会社等における不正や従業員による
不正が一定の割合で存在する事実を明らかにし
た点である。このことについては、コンプライ
アンスの制度設計と運用体制を見直す時期に
入っているといえる。もっとも、本研究には
多くの課題も残されている。最も大きな課題
は、本研究と手法が単純集計による整理にとど
まっている点である。企業不正の正確な実態把
握を行うためには、統計的なアプローチや実証
分析のアプローチを用いて、企業不正の実態を
見える化する必要がある。また、法令等を所管
する省庁のWebサイトで公開されている法令違
反行為の実態を網羅的に調査・分析できていな
い点である。そのどちらについても、今後の研
究課題である。

〈謝辞〉本研究はJSPS 科研費19K01883の助成
を受けたものです。（This work was supported 
by JSPS KAKENHI Grant Number 19K01883.）

減少額が、いずれも最近事業年度の売上高の
10％未満であると見込まれること（取引規制
府令第50条第５号）」（子会社については、「処
分日の属する事業年度の開始の日から３各事業
年度における処分による企業集団の売上高の減
少額が、企業集団の最近事業年度の売上高の
10％未満であると見込まれること（取引規制府
令第53条第１項第４号）」）とされる。つまり、
不正の影響額が「軽微基準」を超えなければ、
当事企業による当該不正の適時開示は必要ない
ともいえる。だとすれば、TDnet上で公衆の縦
覧に供される不正・不適切事案は氷山の一角な
のだといえる。

５．おわりに
本研究は、2015年３月期から2020年３月期

にTDnet上で公開された不正・不適切事案に係
る資料と、同年度中に課徴金納付命令の決定が
行われた事案の精査・分析を基に、日本国内の
上場会社における不正の実態を明らかにした。

本研究の主な発見事実は、以下の通りであ
る。第１に、不正発生の事実等を知らせる開示
資料の記載内容には、ばらつきがある。また、
不正の実行額（影響額）についても同様の傾向
がみられる。このことは、不正発生の事実を
TDnet上で公衆の縦覧に供するか否かが個別企
業の判断に委ねられていることを示唆する。第
２に、不正の実行者については、従業員による
不正の割合が70.28%となる。今後は、コンプ
ライアンスの制度設計やコーポレートガバナン
スの実効性を論じるだけでなく、従業員による
不正発生の要因や不正抑止の制度等を掘り下げ
て検討する必要がある。第３に、企業不正の発
生事実が当事企業の財務数値に与える影響額の
累計が4,305億6,586万9,667円にとどまること
を明らかにした。本研究で試算した不正の累計
額は、世間で流布される「コンプラ倒産」に対
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②タイプ別の発生状況、③損失規模、
④発覚後の対応に関する詳細なデータ
を明らかにしている。（https://www2.
deloitte.com/content/dam/Deloitte/
jp/Documents/risk/frs/jp-frs-jp-fraud-
survey-2018-2020.pdf, 2020年９月28日ア
クセス）

（５）	� PwC Japan「経済犯罪実態調査2020―
グローバル翻訳版・日本分析版―」は、

（１）経済犯罪・不正による被害総額、
経済犯罪の件数、経済犯罪・不正の類
型（①サイバー犯罪、②顧客による不
正、③資産の横領、④贈収賄・汚職、⑤
財務報告に関する不正、⑥購買に関す
る不正、⑦知的財産の侵害、⑧人事に
関する不正、⑨競争法・反トラスト法
違反、⑩インサイダー取引、⑪事業活
動に関する不正、⑫税金に関する不正、
⑬マネーロンダリング、⑭その他）、不
正対応後の改善費用・支払った罰金額、
不正対応費用（予防策・事後対応を含
む）、（２）経済犯罪・不正の発覚理由、

（３）経済犯罪・不正の主犯者等に関す
るデータを明らかにしている。（https://
www.pwc . c om/ j p / j a / k now l ed g e /
thoughtleadership/2020/assets/pdf/
economic-crime-survey.pdf, 2020年９月
28日アクセス）
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第１条（目的）
　本規程は､ 研究発表大会の企画運営、学会誌の企画編集、論文審査を適正かつ効率的に行うことを
目的とする｡

第２条（委員会の設置と役割）
１，理事会の下部機構として、次にかかげる二つの委員会を置く｡
　（１）研究発表大会実行委員会
　（２）学会誌編集・論文審査委員会
２，研究発表大会実行委員会は、研究発表大会の企画および運営を行う｡
３，学会誌編集・論文審査委員会は、学会誌の企画および編集を行う｡
４，学会誌編集・論文審査委員会は､ 次にかがける事項の審査を行い､ 理事会に報告する。
　（１）研究発表大会の「発表要旨」、「予稿原稿」等および研究発表大会での報告の適否
　（２）「学会誌掲載候補原稿」および学会誌への掲載の適否

第３条（研究発表大会の企画運営と審査）
１�，研究発表大会実行委員会は､ 研究発表大会を企画し、大会のプログラム、発表予定者数、発表候

補者と「発表要旨」、「予稿原稿」等を学会誌編集・論文審査委員会に提出し、学会誌編集・論文審
査委員会に審査を依頼する｡

２�，学会誌編集・論文審査委員会は、第５条に定める「研究発表大会での「発表要旨」および「予稿
原稿」の審査基準」に基づき､「発表要旨」、「予稿原稿」等を審査し､ 研究発表大会での報告の適
否について審査し､ 理事会に報告する。

３�，理事会は､ 学会誌編集・論文審査委員会の報告に基づき、会議を開きまたは持ち回りで必要な審
査を行い、報告の適否について最終決定し､ 研究発表大会実行委員会に指示する｡

４�，研究発表大会実行委員会は､ 採否の決定を､ 遅滞なく、本人に通知する｡

第４条（学会誌の企画編集と審査）
１�，学会誌編集・論文審査委員会は、第６条に定める「学会誌掲載論文審査基準」に基づき､ 学会誌

掲載候補原稿を審査し､ 学会誌への掲載の適否について審査し､ 理事会に報告する。
２�，理事会は､ 学会誌編集・論文審査委員会の報告に基づき、会議を開きまたは持ち回りで必要な審

査を行い、学会誌への掲載の適否について最終決定し､ 学会誌編集・論文審査委員会に指示する｡  
３，学会誌編集・論文審査委員会は、採否の決定を、遅滞なく、本人に通知する｡

第５条（研究発表大会での「発表要旨」および「予稿原稿」の審査基準）
１�，研究発表大会での報告の適否については、次にかかげる事項を総合的に考慮のうえ、報告の適否

を決定する｡
　①経営倫理に関わるテ－マであること

研究発表大会および学会誌の企画運営と論文審査に関する規程
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　②統一論題または社会の関心にこたえるものであること
　③学会の研究水準の維持・向上に資するものであること
　④著作権、プライバシ－もしくは営業秘密を侵害せず、また法令に違反するものでないこと
　⑤新規研究者の発掘、育成に資するものであること
　⑥その他理事会が定める当該年度の特別の条件を具備していること
２�，学会からの発表依頼者、研究部会からの発表推薦者、一般発表希望者の数、学会の会場と日程と

スケジュ－ル等を考慮して決定した当該年度の大会発表者総数枠の範囲におさまるよう研究発表者
の数、発表時間等を調整するものとする。

 
第６条（学会誌掲載論文審査基準）
１�，研究発表大会での報告者は､ 学会誌掲載候補者となり、研究報告内容を「学術論文」として取り

纏め（学会誌掲載候補原稿という）、学会誌への掲載を申請することができる。
２�，学会誌編集・論文審査委員会は、必要に応じて、コール・フォー・ペーパー（ＣＦＰ）方式で、

学会員に対して学会誌掲載論文を公募することができる。ＣＦＰ方式の運用については、別途定め
られた「ＣＦＰ方式での論文募集に関する内規」に従うものとする。

３�，学会誌編集・論文審査委員会は学会誌掲載候補原稿について、次にかかげる事項を総合的に考慮
のうえ、学会誌への掲載の適否を決定する｡

　①経営倫理に関わるテ－マであること
　②学術専門誌である学会誌に掲載する学会報告として適切なものであること　
　③学会の研究水準の維持・向上に資するものであること
　④�学術論文としての形式（学会誌論文執筆基準をいう）と内容（独創性、証明・論理性、実践性を

いう）を具備していること
　⑤�学会誌編集・論文審査委員会が必要と認め、特定の掲載候補論文に関し、学会内外の専門家２な

いし３名をレフェリーとして指名し審査させたときは、その査読にもとづく助言・指導による訂
正を受け入れること。

　⑥著作権、プライバシ－もしくは営業秘密を侵害せず、また法令に違反するものでないこと
　⑦その他、理事会が定める当該年度の特別の条件を具備していること
４�，学会誌編集・論文審査委員会は、研究発表大会報告者、学会からの投稿依頼者の数、学会誌の許

容総頁数および許容費用等を総合的に考慮して決定した学会誌の総頁枠の範囲におさまるよう、学
会誌の掲載論文の数および頁数を調整するものとする。

５，投稿論文は未発表論文に限る。
６�，学会誌編集・論文審査委員会は、学会誌掲載を適当と認められた論文のうち、学術論文とは性格

を異にするが、政策的もしくは実践的に意義のある主張や提言等がなされているものを、学会誌の
「論説」欄に掲載することにつき、理事会に諮ることができる。

７�，学会誌編集・論文審査委員会は、学会誌掲載を適当と認められた論文のうち、学術的論文として
は末完成の研究覚書、調査研究継続中の考察、資料的価値の高いもの等を学会誌の「研究ノート」
欄に掲載することにつき、理事会に諮ることができる。
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第７条（学会誌編集・論文審査委員会の審査手続）
　学会誌編集・論文審査委員会の審査は次にかかげる手続きによる｡  
　①�学会誌編集・論文審査委員会は、原則として、当該年度の審査担当者数名（うち少なくとも３名

は委員とし、１名を主査とする）を指名し、審査を委嘱する｡
　②�審査担当者は、研究発表大会での報告の適否または学会誌への掲載の適否について審査し､ 研究

発表または学会誌掲載の不適当なものについては、その理由を明示の上、主査が代表して学会誌
編集・論文審査委員会に報告する。

　③�学会誌編集・論文審査委員会は､ 審査結果報告に基づき、研究発表大会での報告の適否または学
会誌への掲載の適否について審議決定し､ 理事会に報告する｡

第８条（学会誌の著作権及び二次利用等）
１�，学会誌に掲載された論文等の著作権は日本経営倫理学会に帰属するものとする。
２�，学会誌に掲載された論文等の二次利用に当たっては、学会が別に指定する二次利用申請書に必要

事項を記載の上、申請するものとし、次の通り扱うものとする。
　（１）事務局は当該申請に受付番号を付し記録・保管する。

但し、特段の事情がある場合、受理しないことがある。この場合、受付番号は付与されな
い。同様に特段の事情がある場合、付与番号を取り消すことがある。

３�，事務局は申請書を受理した場合、その申請書に受付日、受付番号を付し保管する。申請者には事
務局より付された受付番号を通知するものとし、この通知をもって著作権の二次利用の許諾をした
ものと扱われるものとする。

第９条（事務局）
　本規程の運営に関する事務は、学会事務局が行う｡

第10条（改正）
　本規程の改正は､ 学会誌編集・論文審査委員会の議を経て、理事会が行う｡

附則
１，この規程は、平成１６年１０月２３日から施行する。

　施行年月日　　　平成１６年１０月２３日
　改正年月日　　　平成２３年１２月　３日
　　　　　　　　　平成２４年１２月１５日
　　　　　　　　　平成３１年　１月２６日
　　　　　　　　　平成３１年　３月　２日
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１．研究交流例会
　第103回研究交流例会（新型コロナウイルス感染拡大防止のため延期）
　　日　　時：2020年４月25日（土）　13時30分～16時20分
　　場　　所：経営倫理実践研究センター　会議室
　　テーマ１：第２回JABES研究部会報告：CSR研究部会
　　　　　　　「�企業防止のリスクマネジメントにおける課題検討：七十七銀行の事件を事例に企業倫理の視点から」
　　報告者１：平野　琢　氏（CSR研究部会幹事・九州大学経済学研究院講師）
　　テーマ２：企業広報から見たネット炎上リスク 
　　報告者２：吉野ヒロ子氏（帝京大学文学部社会学科専任講師、内外切抜通信社特別研究員）

第103回研究交流例会
　　日　　時：2020年９月12日（土）　14時～16時30分
　　場　　所：オンライン開催（Zoom）
　　テーマ１：第２回JABES研究部会報告：CSR研究部会
　　　　　　　「企業防止のリスクマネジメントにおける課題検討：七十七銀行の事件を事例に企業倫理の視点から」
　　報告者１：平野　琢　氏（CSR研究部会幹事・九州大学経済学研究院講師）
　　テーマ２：企業広報から見たネット炎上リスク 
　　報告者２：吉野ヒロ子氏（帝京大学文学部社会学科准教授、内外切抜通信社特別研究員）

第104回研究交流例会
　　日　　時：2020年11月14日（土）　14時～16時
　　場　　所：オンライン開催（Zoom）
　　テーマ１：第３回JABES研究部会報告：関西地区研究部会
　　　　　　　「経営倫理と知足共生」 
　　報告者１：西岡　健夫氏（当学会元理事・追手門学院大学名誉教授）
　　テーマ２：人権NAP公表後の企業の取組み
　　報告者２：氏家　啓一氏（一般社団法人グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン事務局次長）

第105回研究交流例会
　　日　　時：2021年１月30日（土）　14時～16時
　　場　　所：オンライン開催（Zoom）
　　テーマ１：第４回JABES研究部会報告：ガバナンス研究部会
　　　　　　　「�新コンプライアンス経営：コンプライアンスの実効性を上げるには
� 制度と運用と経営者資質の三位一体の改革が必須要件」 
　　報告者１：今井　祐　氏（当学会常任理事・ガバナンス研究部会長）
　　テーマ２：男女共同参画加速の時 
　　報告者２：池永　肇恵氏（前内閣府　男女共同参画局長） 

2020年度研究交流例会および経営倫理シンポジウム開催概要
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２．第12回経営倫理シンポジウム
　　日　時：2021年３月10日（水）13時～17時半
　　場　所：オンライン開催（Zoom） 
　　テーマ：With/Afterコロナと働き方改革
　　【開会】
　　　葉山　彩蘭　（当学会副会長、淑徳大学教授）
　　【ご挨拶】
　　　潜道　文子　（当学会会長、拓殖大学副学長・教授）
　　【基調講演】
　　　「変革の機会を味方につけて新たな価値を生み出す －働き方改革の推進－」
　　　上野　幹夫氏（（一社）経営倫理実践研究センター理事長、中外製薬（株）代表取締役副会長）
　　【パネルディスカッション】
　　　テーマ：�New Normal時代の働き方改革
　　　　　　　－その具体的方向性と、実現に向けた課題および解決策を求めて－
　　　ファシリテーター：松田千恵子（東京都立大学教授、当学会理事、（株）IHI社外取締役、
� キリンホールディングス（株）社外取締役）
　　　パネリスト：馬越恵美子（異文化経営学会会長、当学会常任理事、桜美林大学副学長・教授、
� アクサ・ホールディングス・ジャパン（株）社外取締役）
　　　　　　　　：能村幸輝氏（経済産業省産業人材政策室長、
� 「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会」事務局責任者）
　　　　　　　　：Rochelle Kopp（ロッシェル・カップ）氏
　　　　　　　　　（北九州市立大学教授、Japan Intercultural Inc. 社長、
� MS & ADインシュアランスグループホールディングス（株）社外取締役）
　　【クロージングスピーチ】
　　　「With/Afterコロナと働き方改革に向けたACBEEの役割」
　　　千賀　瑛一（NPO法人日本経営倫理士協会専務理事、当学会シニアアドバイザー）
　　【閉会】
　　　水尾　順一（当学会常任理事・シンポジウム実行委員長、駿河台大学名誉教授）

＊報告者の所属および役職は講演当時のものを記載しています
� 以　上
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　本学会の第28回研究発表大会は、2020年６月20日（土）～21日（日）に常葉大
学で開催予定でした。しかし新型コロナウイルスの感染拡大のもと、４月25日に開
催された理事会において開催中止が決断されました。この研究大会にアクセプトさ
れた予稿集（学会ＨＰでデジタル情報）掲載者20名から投稿14本、CFP方式による
投稿７本のうち、公平かつ厳正な審査を経て選ばれた論文８本（予稿掲載：７本、
CFP：１本）、研究ノート４本（予稿掲載：３本、CFP：１本）、論説３本（予稿掲載：
１本、CFP：２本）で合計15本の掲載するものです。
　論文審査にあたっては、当学会の「学会誌掲載論文審査基準」に基づき、それぞ
れの候補原稿について３名の委員が第一次審査を行い、その審査結果に基づいて、
論文審査・学会誌編集委員会が学会誌への掲載の適否を最終判断した上で、理事会
に報告いたしました。論文審査の過程で、論文審査・学会誌編集委員のほか、学会
理事の先生方に査読のご協力をいただきましたことに、心より御礼申し上げます。
　多忙につき審査を辞退された委員が２名いたり、また審査結果がフィードバック
される中で、外国人の投稿者から多くの質問が来たことが本号作成にあたり、記憶
に残る出来事でした。投稿論文においてタイトルは本文を反映しているか、その典
拠の妥当性、投稿規定に沿った引用文献の表記をしているかなど、最低限の投稿マ
ナーの順守をお願いしたく存じます。

論文審査・学会誌編集委員会
　村山 元理（委員長）、梅津 光弘、小方 信幸、岡部 幸徳、高 巌、高浦 康有、
　高田 一樹、高野 一彦、出見世 信之、中野 千秋、松田 千恵子
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